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Ⅰ．事業の目的 

 原子力規制委員会は、原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ることを使

命としており、平成 24 年 9 月に設置されて以来、課題に応じた安全研究を実施し科学

的知見を蓄積してきた。平成 28 年 7 月 6 日には「原子力規制委員会における安全研究

の基本方針」を公表し、安全研究の目的を整理したうえで、放射線源規制・放射線防護

分野に対しても調査研究活動の推進をしているところである。さらには放射線源規制・

放射線防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するために、平

成 29 年度から「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）」として、

「放射線安全規制研究推進事業」と「放射線防護研究ネットワーク形成推進事業」の 2

つが実施されている。 

 これらの事業の目的は、原子力規制委員会及び放射線審議会等が明らかにした技術的

課題の解決につながるような研究の推進、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基盤

の強化、さらには事業の成果に基づく最新知見の国内制度への取入れや規制行政の改善

にある。中でも「放射線防護研究ネットワーク形成推進事業」は、規制活動及び研究活

動の土台となる放射線防護研究関連機関によるネットワーク形成を、本事業を通じて原

子力規制委員会が推進することで、関連機関の連携や情報共有が行われ、規制活動を支

える放射線防護に関する調査研究の推進や、今後推進すべき研究課題の抽出および研究

成果の発信及び普及が促進されるといった成果が期待されている。 

「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラット

フォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、上記の放射線防護研究

ネットワーク形成推進事業」の一課題として採択された事業である。主には以下のよう

な活動を行う。 

①放射線規制の課題解決を目的としたネットワーク（以下、課題解決型ネットワー

ク、あるいはネットワーク）を複数立ち上げる。ネットワークでは、放射線安全規

制研究の重点テーマの提案や産学連携による調査や議論を行う。 

②各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間での議論を可

能にするため、アンブレラ型統合プラットフォーム（以下、放射線防護アンブレラ、

あるいはアンブレラ）を形成する。アンブレラ活動として、ネットワークへの国際

動向の最新情報の提供や、ネットワークによる放射線防護の国内状況に関する調査

をまとめる。 

 こうしたアンブレラ事業の目的は、放射線規制の喫緊の課題の速やかな解決に、放射

線防護の専門家集団が適切に関与する仕組み作りにある。そのために、放射線防護の喫

緊の課題の解決に適したネットワークを形成しながら、放射線防護に関連する学術コミ

ュニティと放射線利用の現場をつなぐ活動を行うこととしている。 
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 ここでいう「専門家集団の適切な関与」とは、従来のように個別の専門領域の視点で

さまざまな課題解決案を国等に提案するだけではなく、より幅広い専門家集団の総意と

して現実的な 1つの提案をする、あるいはステークホルダー間での合意形成や施策の実

施に協力することを意味している。こうした関与を可能にするためには、日常的に国際

動向に関する情報や問題意識を共有する環境、異なる分野の専門家やステークホルダー

が互いの立場や考え方を尊重しあいながら、共通の課題の解決に向けて連携・協調をす

る関係が必要である。そこで 5 年間かけてこうした環境の整備や連携・協調関係の構築

をするのが、アンブレラ事業の柱である。 

 さらに将来的には、原子力規制委員会や放射線審議会での審議上、必要と思われる調

査や議論のテーマ設定やネットワークの設置等の運営を、学術コミュニティが自主的に

行う体制への移行を事業目標として掲げている。 

 

 初年度である平成 29 年度には、放射線安全規制研究の重点テーマの提案、緊急時対

応人材の確保、並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指す 3 つのネットワーク

を立ち上げ、それぞれが抱える課題解決に適した運営を行い、放射線安全規制研究の重

点テーマの提案や、産学連携による放射線防護の課題解決に向けた調査や議論を実施し

た。また各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間での議論を

可能にする「アンブレラ」の原型を形成し、その有用性の一部を確認したので、本報告

書においてとりまとめることとする。 
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Ⅱ．事業の背景と遂行の方針 

 

 放射線防護の学術コミュニティは、これまでも相当の時間と労力をかけて、放射線防

護の向上のために様々な提案を行う、あるいは東京電力福島第一原子力発電所事故（以

下、「東電福島第一原発事故」という。）以降は説明責任を果たすことで社会貢献のため

の努力を行ってきた。しかし多くのコミュニティはどれも専門性や放射線利用の現場ご

とに細分化されており、それぞれの立場では最も理想的な提案を行うことはできても、

異なる専門分野の英知を統合するには不向きであった。 

 また近年、放射線規制の改善に向けて、ステークホルダーの合意形成が必要な場面が

増えている。国際的にも放射線防護の意思決定過程においてステークホルダー関与が強

調されている。こうした議論に参加するステークホルダーは解決すべき課題によって異

なる。例えば放射線規制を構築する段階に必要な研究課題の抽出には、多分野を包括し

た学術コミュニティでの議論が必要であり、国際的機関の見解の国内取入れに関しては、

国内事情を勘案するため、より広範な産学官民の参加を得た合意形成が求められる。 

 今後、限られたリソースから必要な知見を効果的に生み出し、より継続的かつ効率

的・効果的に放射線源規制・放射線防護による安全確保を進め、最新の知見の国内制度

への取り入れや規制行政の改善につなげるために学術コミュニティがすべきことは、幅

広い専門家の議論をベースにした研究の取組や政策提言であり、合意形成におけるファ

シリテーションである。これには行政とのインターフェイス機能も必須である。 

 

図 1．アンブレラ事業の目指すもの 

 

 

 アンブレラ事業の骨子は、放射線安全規制研究の重点テーマの提案や放射線規制の課

題解決を目的としたネットワークを複数立ち上げ、各 NW のアウトプット創出を支援す

るとともに、異分野間での議論を可能にするアンブレラを形成する点にある。そこで、

以下の方針に従い、事業を遂行する。 
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方針 1：既存の枠組みは最大限利用する 

 放射線防護関連のネットワークは、委員会や NPO など数多く存在し、そこで議論

に参加している専門家は共通していることが多い。そのためアンブレラ事業への参

加者への新たな負荷をかけないように、課題解決のベクトルが一致している既存の

ネットワークや学術コミュニティを同じ傘の下に入れて、異分野の専門家、異なる

ステークホルダー間の議論を推進することとする。またアンブレラへの参加に当た

り、個々のネットワークやコミュニティの個性、独自性は最大限尊重する。 

方針 2:「情報共有」「連携」「協調」の要件を満たす活動をする 

 放射線防護に関する課題が生じた際には、解決案を提示するだけではなく、専門

家が合意形成に関与し、政策策定の一歩手前までサポートするネットワーク形成を

目指す。こうしたネットワーク形成のために、アンブレラ内のステークホルダーは、

①日常的に国際的最新知見や状況認識、問題意識を共有している(情報共有)、②対

等に議論ができる関係や場ができている(連携)、③合意形成への参加に積極的であ

る(協調)ことが必要である。そこでこの要件を満たすための活動を計画し、実施す

る。 

方針 3：ベクトルのそろいやすい主題からスタートして、経験値を積む 

 異分野の専門家、異なるステークホルダー間の議論を推進するに当たり、まずは

比較的議論のベクトルがそろいやすい主題であることから、①放射線安全規制研究

の重点テーマ、②緊急時放射線防護人材の枯渇、③職業被ばくの線量管理の不備、

の 3 点を、アンブレラ事業で議論すべき主題とする。それぞれに適切なメンバー、

適切な運営形態でネットワークを形成し、このネットワークを全ステークホルダー

連携による調査や分析といったアウトプット創出を行う主体とする。 

方針 4:「放射線防護アンブレラ代表者会議」が行政とのインターフェイス 

 アンブレラ事業では関連する団体数が多い。個々の立ち位置や見解を尊重しつつ、

最終的にはアンブレラの総意として、行政への意見表出などを行うためは、強力な

リーダーシップが必要である。そのために事業の開始時から「放射線防護アンブレ

ラ代表者会議」（以下、代表者会議）を設置する。構成員にプログラムオフィサー

や原子力規制庁担当官が加わることにより、行政とのインターフェース機能を強化

する。 

方針 5：事業終了後のアンブレラの運営を最初から設計する 

 事業終了後、原子力規制委員会からの委託事業の枠外で、同様の活動を続けるた

めには、学会や研究機関等の組織の定常的活動に位置付けられる必要がある。その

ためには、専門家によるエビデンスベースでの議論や俯瞰的な判断による提言等が

政策決定に役立つといった成果を積み上げ、その成功体験を学術コミュニティ全体

で共有し、能動的に行政との双方向のやり取りに価値を認める文化を醸成すること

を意識的に行う。また実務レベルでは、小さな事務局が代表者会議の運営をする制

度設計を行う。 
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Ⅲ．事業遂行の実施体制 

 

 ネットワーク形成推進事業では、①代表機関は国際的機関や国際会議における議論に

ついて情報の収集及び把握をし、国際的な最新の知見を取り入れることができる体制と

なっていること、②国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題

について検討できる体制になっていることが採択時の要件となっている。 

 

実施体制 1：事業の運営主体である「代表機関と分担機関」 

 アンブレラ事業は、放射線防護に関連する代表的な国際機関（UNSCEAR、ICRP、ICRU、

IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH、ISO 等）と関連が深い量子科学技術研究開発機構（以下、

量研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）、原子力安全研究協会（以下、原

安協）が受託し、この 3 機関が、国内の関係研究者間の国際動向情報の共有、自立的な

議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．アンブレラ事業の実施体制  

【全体統括】 
量研・放射線医学総合研究所 神田玲子 

1．課題解決型 NW の設置とアウトプット創出
 
(1)放射線安全規制研究の重点テーマの提案
＜担当＞ 
 量研 神田玲子､中島徹夫､山田裕､辻さつき 
 
 
(2) 緊急時放射線防護に関する検討 
＜担当＞ 
 原子力機構  百瀬琢麿､山戸圀弘､ 
   渡辺文隆､新規採用者 
 量研     立崎英夫､栗原治 
 
 
(3)職業被ばくの最適化推進 NW の運営 
＜担当＞ 
 原子力機構  吉澤道夫､川匂千奈､ 
   谷村嘉彦、新規採用者 
 原子力安全研究協会    杉浦紳之 
 量研              古場裕介 

2．アンブレラによる情報共有と合意形成 
 
(1)国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 
＜担当＞ 
 原子力安全研究協会  杉浦紳之､野村智之 
 量研             古場裕介 
 
 
(2)放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定
＜担当＞ 
 量研  神田玲子､中島徹夫､山田裕､赤羽恵一､
    辻さつき､新規採用者 
 原子力機構     百瀬琢麿､吉澤道夫 
 原子力安全研究協会     杉浦紳之 
 
 
3．事業進捗の PDCA 
 量研 神田玲子､中島徹夫､山田裕､新規採用者
 原子力機構      百瀬琢麿､吉澤道夫 
 原子力安全研究協会      杉浦紳之 
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実施体制 2：議論や調査の主体である「課題解決型ネットワーク」 

 放射線防護関連の学術コミュニティの総意として、放射線安全規制研究の重点テーマ

を提案するため、放射線防護関連学会等のネットワーク「放射線防護アカデミア」を組

織した。放射線防護アカデミアには、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、

日本放射線事故・災害医学会、日本保健物理学会および放射線影響・防護の専門家グル

ープである「放射線リスク・防護研究基盤」（以下、「PLANET」。現在は量研が設置した

委員会扱い）が参加した。また緊急時対応人材の確保並びに職業被ばく最適化の推進と

いった課題に関しては、緊急時放射線防護ネットワーク検討グループ（運営主体：原子

力機構）、国家線量登録制度検討グループ（運営主体：原子力機構）を組織し、課題解

決に向けたロードマップ作成にあたった。それぞれの構成については後述する。 

 

実施体制 3：事業の情報共有や合意形成の枠としての「アンブレラ」 

 「国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題について検討す

る」仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークをつな

ぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである。アンブレラ参加団体

に対し、テーマ別の報告会の開催等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を提供する

とともに、ネットワークの代表者で構成された「代表者会議」がアンブレラの運営全般

に関与することで、放射線防護分野の全ステークホルダーが、個別の課題の解決と言っ

た共通の目的に向けて「情報共有」「連携」「協調」を進める。 

 

 

 

図 3．課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォームの構成 
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Ⅳ．5 年間のロードマップと初年度の事業の位置づけ 

 

 アンブレラ事業では、事業内容を①課題解決型ネットワークによるアウトプット創出

と②放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成の 2 つに大きく分けている。しか

し両者は、縦糸と横糸の関係となっており、①のアウトプットが、放射線防護に係る課

題解決のための提案および提案の根拠となるような調査結果であるのに対し、②の成果

は、提案や調査結果のとりまとめに至った合意形成の仕組み作りとなっている。 

 

 以下に、本事業応募時に作成したロードマップを示す。 

 

 

図 4．アンブレラ事業のロードマップ 

【ロードマップ説明】 
1．課題解決型 NW によるアウトプット創出 

初年度：ネットワークの設置、放射線安全規制研究の重点テーマの提案 
次年度：上記重点テーマや調査分析を行うネットワークの見直し、国内の放射線防護研究の状況

に関する調査 
3 年度以降：緊急時対応人材の確保や職業被ばくの最適化に関する提案 
5 年度：ネットワークの自主的運営を検討 

2．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
初年度：アンブレラの設計（アウトプット創出、成果の可視化等機能付与を含む） 
3 年度以降：ステークホルダー会議による NW のアウトプットの実現に向けた議論や合意形成、ア

ンブレラ運営の見直し検討を開始。 
毎年度：代表者会議による活動方針の議論、NW の活動や国際動向に関する情報共有 
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 このロードマップに沿って、初年度である H29 年度には、放射線防護関連 4学会が参

加して、安全規制研究の重点テーマの提案を行った。またネットワークを 2 つ設置し、

緊急時対応人材確保の方策や職業被ばく管理制度に関する検討を始めた。こうした活動

は代表者会議がリードあるいはフォローをした。さらに情報共有の場として国際動向報

告会を、議論や合意形成の場としてネットワーク合同報告会を、開催した。 

 なお第２回研究評価委員会（平成 30 年 2 月 26 日開催）の評価結果として、「長期ビ

ジョンを確立するため、年度計画に縛られることなく、柔軟に進めていただきたい」と

言う委員のコメントが事業実施者に伝えられている。 
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Ⅴ．事業の進捗 

 

平成 29 年度事業計画書内では、いくつかの活動についてクレジットが異なる個別の報

告書を作成し、それぞれの事業の進捗を記載している。こうした個別報告書は、本報告

書の付属資料扱いで、巻末に添付している。 

そこで、報告書本文中では、事業計画書の項目別に 

・事業計画書と実績との対照 

・進捗の概要（個別報告書のサマリー等） 

について記載し、詳細に関しては、付属資料を引用することとする。 

 

表 1．平成 29 年度事業計画と実績の対照 

平成 29 年度事業計画 平成 29 年度実績 
付属資料
(クレジット)

１．課題解決型 NW によるアウトプット創出 
（１）放射線安全規制研究の重点テーマの提案 
①放射線影響・防護関連学会（“放射線防護アカデミア”）による検討 

 

日本保健物理学会、日本放射線安全管理
学会、日本放射線影響学会及び日本放射
線事故・災害医学会に、今後の放射線安
全規制研究の重点テーマの提案を依頼す
る。依頼を受けた各学会は、関連分野の
研究動向や国内外での放射線防護状況
等に関する議論をベースに、重点テーマと
すべき課題を５課題程度提案する。 
具体的には、事業代表者が定めた書式の
報告書を用いて、重点テーマ課題を選んだ
経緯（議論、調査等）を含めて報告書にま
とめるとともに、NW 合同報告会（後述）に
て選定結果を発表し、アンブレラとしての
取りまとめの議論に参加する。学会単位で
の検討の詳細なプロセスについては、検
討の独立性を担保するため学会の決定に
委ねるが、少なくとも学会員から選抜され
たメンバーによる検討会合を３回程度開催
して検討することとする。 
 また量子科学技術研究開発機構内に設
置された放射線影響・防護の専門家グル
ープである「放射線リスク・防護研究基盤」
（以下「PLANET」という。）に対し、学会横
断的観点から、独自の調査と検討を依頼
する。具体的には、欧州の放射線リスク研
究関連プラットフォームの合同ワークショッ
プに出席し、欧州の放射線防護及び関連
研究の最新の動向を調査する（仏国パリ、
1 名、10 月 9 日から 10 月 14 日までを予
定）。検討については、学会と同様、3 回程
度の検討会を開催することとする。 
 

 日本保健物理学会、日本放射線安全管
理学会、日本放射線影響学会及び日本放
射線事故・災害医学会は、学会内でのオ
ープンな合意形成を実施し、重点テーマと
して 4-8 課題を抽出した。 
 4 学会は、検討結果をネットワーク合同報
告会（平成 30 年 1 月 31 日開催）で発表す
るとともに、アンブレラとしての取りまとめ
の議論に参加した。現在事業代表者が定
めた書式の報告書を用いて、重点テーマ
課題を選んだ経緯（議論、調査等）を含め
た報告書を学会別ごとにまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 量研内に設置された放射線影響・防護の
専門家グループである「PLANET は、欧州
の放射線リスク研究関連プラットフォーム
の合同ワークショップに出席し（仏国パリ、
10 月 9 日から 10 月 14 日）、欧州の放射線
防護及び関連研究の最新動向調査を行
い、重点テーマ 1 件を提案した。学会同様
に、検討結果をネットワーク合同報告会で
発表、アンブレラとしての取りまとめの議論
への参加、報告書の作成を行った。 

 
 
 
 
 
付属資料2
(安全管理

学会)

 
付属資料3
（影響学会）

 
付属資料4

（事故・災

害医学会）

 
付属資料5

(保物学会)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
付属資料6

(PLANET)
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②原子力規制庁における重点テーマ設定への協力  
 原子力規制庁における平成 30 年度安全
研究の重点テーマ設定の検討について、
必要な協力を行う。具体的には、日本原子
力研究開発機構及び量子科学技術研究
開発機構と連携して重点テーマの検討を
行うほか、「平成 29 年度放射線対策委託
費(放射線安全規制研究戦略的推進事業
費)研究推進委員会」等において重点テー
マを検討する際に参考となる資料を収集・
作成する。また、作成した資料について原
子力規制庁担当官の確認を受ける。 
 

 原子力規制庁における平成 30 年度安全
研究の重点テーマ設定の検討の際に参考
となる資料を収集・作成した。具体的には、
量研、原子力機構、原安協が事務局を行
う委員会やネットワーク関係者 90 名に対
し、安全規制研究の重点テーマに関するア
ンケート調査を実施し(実施期間：平成 29
年 7 月 25 日～8 月 7 日）、第 5 回研究推
進委員会では、実施したアンケート結果を
取りまとめ、 15 の重点領域、46 の課題例
を報告した(平成 29 年 9 月 12 日開催) 。 

 
 
 
 
 
 

（２）緊急時放射線防護に関する検討 
①緊急時放射線防護 NW 構築 

付属資料7
(原子力機構)

 研究機関や関連学会に所属する防災計
画、環境モニタリング、放射線管理、放射
線（線量）計測、線量評価等の様々な分野
の研究者、技術者、国又は自治体の防災
関係者、原子力事業者等で構成されたネ
ットワークを構築するとともに、緊急時対応
のために量子科学技術研究開発機構内に
設置されている「物理学的線量評価ネット
ワーク会議」と連携し、実践的な人的基盤
を形作る。 
具体的には、関係機関における緊急事態
対応人材の確保の状況（専門分野、人数、
所属先等）や教育研究機関における人材
育成の現状等をアンケート調査等により把
握し、人材確保・育成における課題に関す
る共通的な認識を形成する。 
 

 原子力機構を運営主体とし、原子力機
構、量研、原安協、大学、日本保健物理学
会、日本放射線安全管理学会、日本放射
線事故・災害医学会、自治体、原子力事業
所等で構成された「ネットワーク検討グル
ープ」を設置した。グループでは、関係機
関にアンケート調査等を実施して人材の確
保と状況や課題の把握を行っている。本ネ
ットワークの場合、構成員が全体で 200 名
程度の規模になることや緊急事態下で適
材適所の人材配置が求められることから、
人材リストの整備に着手し、広域災害時に
対応できる要員のキャパシティの把握を行
っている。 

 

②文献調査と対応方針の作成  
 放射線緊急事態に関する国際的な安全
基準及び手引き、東電福島第一原子力発
電所事故の経験からの教訓をまとめた文
献等を調査し、人材育成や人材確保の観
点からわが国が抱える課題を抽出・整理
する。その上で、わが国の実態に即した適
切な人材育成計画、維持管理の在り方等
について考察し、考え方・対応方針をまと
める。 
検討に当たっては、①で構築したネットワ
ークから専門家を 10 名程度招集し、３回程
度の検討会を開催する。 

 米国疾病予防管理センターが作成した
「放射線災害時の多数の住民を対象とす
る放射線モニタリング：国や地方の公衆衛
生 計 画 対 象 者 向 け の 手 引 書 第 2 版
（2014）」を参考に、今後の人材育成の要
点を整理している。また OECD-NEA「緊急
事態への備えと対応への全面的な危機へ
のアプローチ」（2018）」を参考に、緊急計
画と準備に関するグッドプラクティスの特定
などを進めている。①で構築したネットワー
ク検討グループから専門家を 8 名招集し、
検討会を開催した（平成 30 年 2 月 21 日）。 
 

 

（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 
①国家線量登録制度の検討 

付属資料8
(原子力機構)

 線量測定、被ばく線量管理、データ集約
等に関する研究者又は実務者７名程度で
構成されたサブネットワークを構築する。
職業被ばくの最適化（線量低減）への活用

 職業被ばくの最適化に有効な国家線量
登録制度についての検討を行うため、
JAEA を運営主体とし、JAEA、量研、放影
協・中央登録センター、個人線量測定機関
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に有効な国家線量登録制度について、予
備調査・検討を行うため、２回程度の検討
会を開催する。 
 ま た イ ン グ ラ ン ド 公 衆 衛 生 庁 （ Public 
Health England）に専門家を派遣し、英国の
個人線量測定サービスの現地調査と個人
線量登録制度の聞き取り調査を行う（英国
ロンドン、1 名、調査は 10 月 16 日から 10
月 17 日までを予定。）。 
 

協議会、保健物理学会、放射線安全管理
学会所属の研究者や実務者で構成された
「国家線量登録制度検討グループ」を設置
した。イングランド公衆衛生庁（PHE）に専
門家を派遣し英国の個人線量測定サービ
スの現地調査と個人線量登録制度の聞き
取り調査を行った（英国ロンドン、平成 30
年 2 月 22-23 日）。 

②線量測定機関認定制度の検討  
 個人線量測定、放射線標準校正及び品
質保証の専門家６名程度で構成されたサ
ブネットワークを構築する。日本適合性認
定協会が事務局を務める「放射線モニタリ
ング分科会」と連携して、インハウス事業
者を含めた個人線量測定の信頼性確保に
係る認定制度についての検討会を２回程
度開催する。 
 また①の調査に合わせて、英国規格協
会（British Standard Institution,ロンドン）で
開催される国際標準化機構（ISO）の原子
力専門委員会（TC85）/放射線防護分科会
（SC2）/基準放射線場に関するワーキング
グループ（WG2）の専門家会合に専門家を
派遣し、放射線標準校正技術に係る国際
規格の改訂作業に従事するとともに、当該
分野の最新動向を調査する（英国ロンド
ン、会合出席は 10 月 18 日から 19 日まで）。
 

 個人線量測定の信頼性確保に係る認定
制度を検討するため、日本適合性認定協
会（JAB）が運営主体である「放射線モニタ
リング分科会」を核に「線量測定機関認定
制度検討グループ」を立ち上げ、米国自主
試験所認証プログラム（NVLAP）を参考
に、インハウス事業者を含めた個人線量
測定の認定プログラムの開発について検
討を行った（平成 29 年 11 月 13 日、12 月
19 日、平成 30 年 1 月 11 日、2 月 8 日）。
また ISO/TC85/SC2/WG２の専門家会合
に専門家を派遣し、放射線標準校正技術
に関する情報を収集した（英国ロンドン、平
成 29 年 10 月 18 日から 19 日まで）。 

 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 
①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

 
付属資料9

(原安協)

 アンブレラ関係者を対象に、UNSCEAR､
ICRP､IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH 等
の活動に関する報告会を開催する（東京
都内、100 名程度の会場を想定。）。報告
会で報告された内容と議論は、報告書にま
とめて、公表する。 

 国際動向報告会を開催し（平成 30 年 1
月 23 日、東京国立近代美術館講堂）、 
UNSCEAR ､ ICRP ､ IAEA 、 WHO 、
OECD-NEA-CRPPH ならびに NCRP で活
動している国内専門家が「放射線影響に
関する科学的知見の収集・評価」「放射線
安全基準策定」「原子力・放射線安全行政
への取り入れ」の各ステップに関わる機関
の活動を紹介した。意見交換では、国際機
関の基準や指針の国内取り入れに関連し
た事柄に質問やコメントが集中した。アン
ケートでは「各機関の連携や役割がわかっ
た/頭の中が整理できた」「定期的開催を
希望する」と言う意見が多かったが、「次回
はテーマ別で」という声も聞かれた。60 名
の参加があったものの、30 代以下は 1 割
程度と若手が少なかった。報告会で報告さ
れた内容と議論は、報告書にまとめた。 
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②国際的機関からの専門家との意見交換  
 IAEA や WHO その他の国際機関から来
日した専門家と国内の専門家が、放射線
防護の国際機関の見解や研究動向等に
関して意見交換する場を設ける。 

 第 5 回推進委員会における平成 30 年度
重点テーマ設定の議論に先立ち、ICRP 事
務局長クレメント氏とアンブレラ事業担当
者が面談し、放射線防護研究における
ICRP のプライオリティ等について意見交換
を行った（平成29年7月3日、千葉）。ICRP
関連会合のために来日した海外の専門家
（スウェーデン、英国）にアンブレラ事業を
説明し、安全規制研究のプライオリティや
人材育成について海外の状況などを基に
議論した(平成 29 年 10 月 6 日、千葉）。ま
た日本放射線影響学会年次大会期間中、
IAEA 放射線安全・モニタリング課長ピナッ
ク氏および WHO 放射線・環境計画プログ
ラムのペレス氏が、国内の専門家と職業
被ばく管理や医療被ばく防護について意
見交換を行う機会を設けた（平成 29 年 10
月 26-28 日、千葉）。 
 

 

（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 
①NW 合同報告会の企画運営・報告書作成 

 

 放射線安全規制研究の重点テーマに関
してアンブレラ内での合意形成に向けたオ
ープンな議論を行うために、報告会を開催
する（東京都内、200 名程度の参加者を想
定。）。具体的には、放射線防護アカデミア
の 4 学会と PLANET からの代表者（２名程
度）が各自の検討結果を報告するととも
に、４名程度の指定発言者が、報告内容
やアンブレラとしての取りまとめ等に対し
て、コメントを発表する（代表者及び指定発
言者合計 14 名）。 
 報告会には、放射線防護の実務者を含
む緊急時放射線防護 NW や職業被ばくの
最適化推進 NW、医療被ばく研究情報 NW
（J-RIME; 量研が事務局を務める任意団
体）からの代表者（２名程度、合計６名）も
招聘し、幅広い専門家の議論と合意形成
を行う。報告会での発表内容と議論は、報
告書にまとめ、公表する。 

 放射線安全規制研究の重点テーマに関
してアンブレラ内での合意形成に向けたオ
ープンな議論を行うためにネットワーク合
同報告会を開催し(平成 30 年 1 月 31 日、
航空会館大ホール）、放射線防護アカデミ
アの 4 学会と PLANET からの代表者が放
射線安全規制研究の重点テーマに関する
検討結果を、新設の緊急時放射線防護ネ
ットワークと職業被ばくの最適化推進ネット
ワークの担当者からは活動の計画を、そ
れぞれ報告した。 
 4 名の指定発言者やフロアとともにオー
プンな場での議論を行った。特に、環境影
響や放射性廃棄物処分、疫学研究といっ
た重点テーマとして提案されなかった領域
へのコメントが集中した。また放射線教育
現場での問題や訓練の標準化についても
議論された。アンケートでは「継続的な経
過報告を希望する」と言う意見のほかに、
「テーマを絞った議論」や「出口を意識した
整理」が必要と言う意見が多かった。大
学、研究所、学協会、省庁、事業者など
様々なステークホルダーが参加した（総数
80 名）。報告会での報告内容と議論は報
告書にまとめた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付属資料10

(量研)

②代表者会議の運営  
 アンブレラの構成団体の代表者からなる
会議を開催し、上記NW 合同報告会での議
論を元に放射線安全規制研究の重点テー

 放射線防護アカデミア 4 学会と PLANET
の代表者、ならびにアンブレラ事業担当者
からなる代表者会議を組織し、3 回の会合
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マの提案をまとめるとともに、翌年度の活
動を決定する。会議開催後は、発言者名
及びその意見を記録した議事録を作成し、
速やかに原子力規制庁に提出する。 
また放射線安全規制研究の重点テーマの
提案を行う 4 学会と PLANET の代表者は、
検討を始める前と NW 合同報告会開催の
前に打ち合わせの会合を設けることとす
る。 

を開催した。初代議長には酒井一夫氏が
選出された(PLANET の代表)。第 1 回会合
では、31 年度重点テーマ提案に関する検
討を始めるに当たり、必要な情報共有と意
見交換を行った(平成 29 年 9 月 30 日)。第
2 回会合では、議長の選出と NW 合同報告
会の打ち合わせを行った(平成 30 年 1 月
22 日)。第 3 回会合では、アンブレラとして
提案する重点テーマを報告書の形に取り
まとめるための議論を行うとともに、平成
30年度の活動計画について検討した(平成
30 年 3 月 4 日)。 
 

 
 
 
 
 
付属資料1
(代表者会議)

３．事業進捗の PDCA  
 本委託契約期間において、量子科学技
術研究開発機構東京事務所（新橋）にて、
事業進捗に関する打合せを６回程度行う。
また、原子力規制庁及び同庁が任命する
プログラムオフィサーに対し、進捗報告を
月に１回程度行うほか、事業実施内容に
ついて疑問が生じた場合、その都度助言
を仰ぐ。 
 本事業における検討会その他の会合の
委員を選定するときは、あらかじめ原子力
規制庁担当官の確認を受けるほか、会合
を開催する際には原子力規制庁に通知
し、その職員の出席を認めることとする。 

 本委託契約期間において、事業担当者
である量研、原子力機構、原安協は、代表
者会議やネットワーク合同報告会、成果報
告会等の機会を活用して、事業進捗に関
する打合せを 5 回行った。また量研と原子
力機構は緊急時放射線防護 NW 構築に特
化した打ち合わせを 1 回行った。その他、
メールにより密接に連絡を取り合うととも
に、原子力規制庁が開催した成果発表会
（平成 30 年 2 月 26 日）では、事業担当者
全員で対応した。 
 原子力規制庁担当官とプログラムオフィ
サーに対し、代表者会議やネットワーク合
同報告会、成果報告会準備等の機会を活
用して、面談で進捗報告や相談を計 6 回
行った。またメールでのプログラムオフィサ
ーへの相談は 13 件で、そのうち 1 件は、
軽微の事業計画の変更に関してであった
（外国調査の出張日程の変更）。 
 放射線防護アンブレラ代表者会議は、基
本、参加団体からの被推薦者で構成され
ているが、あらかじめ原子力規制庁担当官
の確認を受けた。また 3 回の代表者会議
には、原子力規制庁担当官とプログラムオ
フィサーが出席した。 
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進捗の概要（個別報告書のサマリー等） 

 

1. 課題解決型 NW によるアウトプット創出 

(1)放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

①放射線影響・防護関連学会（“放射線防護アカデミア”）による検討 

 

(ア)放射線防護アカデミア参加団体の検討の経緯 

 日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会及び日本放射線事

故・災害医学会は、以下のように学会内でのオープンな合意形成を実施し、重点テーマ

に関する検討を行った。 

・日本放射線安全管理学会：メーリングリストを利用して、全学会員に対して重点テ

ーマの検討グループを募った。その結果 3 つのグループ（合計 14 名）が名乗りを

上げ、検討を開始した。また、常設委員会である企画委員会（11 名）、編集委員

会（12 名）、広報委員会（7 名）にも検討を依頼した。こうした学会内での検討の

結果、10 件の研究テーマが提案された。この 10 件を研究課題例として学会代表

者 2名が内容を検討し、4つの重点テーマに再構成した（“指定型重点テーマ”と

“包括型重点テーマ”の両方を提案）。 

・日本放射線影響学会：理事長が、新たな検討委員会の立ち上げを提案し、理事会に

て承認された。その結果、放射線リスク・防護検討委員会（理事、学術委員会委

員を中心とした 13 名から構成）を組織した。会合を 1 回開催し、6つのテーマを

最終案として理事長に提出した。また日本保健物理学会と低線量放射線リスクに

関するテーマを合同で提案することについて、理事会での合意が得られた。低線

量リスク委員会（本学会員 5名、日本保健物理学会員 5名の計 10 名で構成）は 2

回の会合を経て、保健物理学会と共同で 3 つのテーマを提案した。 

・日本放射線事故・災害医学会：学会 Web ページおよび郵送による案内にて、学会会

員に対して重点テーマ案の募集を行った。その結果、5 つのテーマ案の応募があ

った。学会代表者と代表理事による検討会を開催し、応募された重点テーマ案の

内容を確認した。研究内容等の詳細が不明な事項に関しては、提案者に質問と提

案書の修正を依頼した。修正後の重点テーマ案を各理事に提示し（メールによる

提示と審議）、学会の提案として本事業に 5つの重点テーマ案を提出することの承

認を得た。 

・日本保健物理学会：電子メールによる理事会を開催し、会長から「活動の受け皿と

なるアドホック委員会を設置すること」が提案され、承認された。そして、低線

量リスク委員会（放射線影響学会と共同）、実効線量・実用線量委員会、国民線量

委員会といった、３つのアドホック委員会（臨時委員会として扱う）を設置した。

また「放射線安全規制研究のテーマ提案」については、広く学会員から提案を公

募することとし、学会メーリングリストにテーマ提案の文書を展開した。提出さ
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れた提案テーマを検討し学会としての提案テーマを取りまとめた。またネットワ

ーク合同報告会での議論を受け、提案テーマの一件追加を会長が承認した。 

 

 また量研の委員会として活動している PLANET は、「放射線安全規制研究課題検討委員

会」を内部に設置し、欧州の放射線防護及び関連研究の最新の動向調査を行った。この

調査結果も活用し、学会横断的観点から重点テーマを検討する会合を 2回開催し、1テ

ーマを提案することを決議した。 

 

(イ)放射線防護アカデミア参加団体の検討結果 

 放射線防護アカデミアの4学会は、重点テーマとしてそれぞれ5-10課題を抽出した。

日本放射線安全管理学会は、複数の重点テーマを包括する包括型テーマも 4 つ提案した。 

 放射線事故・災害医学会は、提案された 5つの重点テーマ案について、被ばく医療に

関連する提案や放射線事故・災害に関連する提案を優先して優先順位を決定したが、そ

れ以外の学会では優先順位はつけなかった。 

 4 学会及び PLANET は、検討結果をネットワーク合同報告会（平成 30 年 1 月 31 日開

催）で発表するとともに、アンブレラとしての取りまとめの議論に参加した。また事業

代表者が定めた書式の報告書を用いて、重点テーマ課題を選んだ経緯（議論、調査等）

を含めた報告書にまとめた。4 学会および PLANET それぞれの検討の経緯、結果、考察

等の詳細については、付属資料 1～5に記載されている。 

 

表 2．放射線防護アカデミア参加団体から提案された重点テーマの一覧 
 研究領域 

日本放射線安全管理学会 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

 1．新世代の放射線安全利⽤と管理 -短半減期核種の有効利⽤のために      

  新しい利⽤形態への対応-短半減期核種の放射線安全評価法の確⽴-  〇    

 
 

短半減期核種での減衰保管の導⼊の是⾮をどう考えるか？ -放射性廃

棄物の課題に皆で向き合う-  
   〇  

  放射線の検出技術の施設管理への応⽤     〇 

 2．放射線安全管理の新しいパラダイムの創造      

  多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討  〇   〇 

 
 

幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活⽤のあり⽅に関す

る研究 
     〇

  教育現場における放射線安全管理体制の確⽴      

 3．放射線安全教育の社会的必要性に対応した標準プログラム開発      

 
 

e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンライ

ンプラットホーム開発 
     〇

 
 

N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教

材の提供 
     〇

 4．社会と放射線安全管理 - その接点のフロントライン      

  放射線安全管理⽅法の最新の知⾒のサイトの構築  〇    

  放射線に関する PR 活動の国際状況調査      〇
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 研究領域 

日本放射線影響学会 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

 1．放射線事故・放射線教育関連テーマ      

 
 

放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケース

の構築 
  〇   

 
 

福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析お

よび試料収集組織の構築 
  〇   

 
 

義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教

員人材育成のモデルケースの構築 
     〇

 2．生物学的影響とリスク関連テーマ      

 
 

放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築

に関する検討 
〇     

  がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定 〇     

 3．線量測定関連テーマ      

 
 

粒子線治療施設における作業従事者のための実用的粒子線被ばく防護

基準策定を目指すデータ集積 
    〇 

 4．日本保健物理学会との共同提案      

  低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 〇     

 
 

線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析

からの洞察 
〇     

 
  

放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサ

ス 
〇     

      

日本放射線事故・災害医学会      

  原子力災害・テロ等における放射線障害の治療の標準化/マニュアル化

に関する調査研究(優先順位 1) 
   〇      

  内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制の開発・調査研究

(優先順位 2) 
   〇      

  放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不安軽減評価の調査研

究(優先順位 3) 
         〇

  低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索(優先順位 4) 〇          

  放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究(優先順位 5)    〇      

      

日本保健物理学会      

  放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 〇     〇

  急緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究   〇  〇 

  自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計     〇 

  ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に関わる課題への対応研究     〇 

  放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究      〇

 日本放射線影響学会との合同提案      

 
 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサ

ス 
〇     〇

 
 

線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析

からの洞察 
〇     

   低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 〇     

      

放射線リスク・防護研究基盤      

  動物実験と疫学研究結果の放射線防護基準への統合的適用の検討 〇          

Ⅰ.放射線の生物学的影響とリスク、Ⅱ.放射線安全利用、Ⅲ.原子力・放射線事故対応、 

Ⅳ.環境放射線と放射性廃棄物、Ⅴ.放射線測定と線量評価、Ⅵ.放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究領域は、学会による分類をそのまま記載。 
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1. ⼤学等放射線施設による緊急モニタリングプラットホーム構築のための教育研究プロ
グラム      ⻑崎⼤学原爆後障害医療研究所 松⽥尚樹 

2. 放射線防護分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォーム
形成      量研・放射線医学総合研究所 神⽥玲⼦ 

3. 健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースとした放射線教育
と安全管理ネットワーク  ⼤阪⼤学ラジオアイソトープ総合センター 吉村 崇 

10:40 セッション４ （⽇本放射線安全管理学会 12 ⽉シンポジウム） 
 ネットワーク形成型プロジェクトによる新たな放射線防護・ 安全管理の流れ  
座⻑：桧垣正吾 

(ウ)学会によるアンブレラ事業への貢献 

 学会の多くは、HP やニュースレター等を介して重点テーマの会員からの提案を呼び

かけた。またアンブレラ主催のイベントへの参加を呼び掛ける等の活動を自主的に行っ

た。さらに、日本放射線安全管理学会は、12 月のシンポジウムで、アンブレラ事業を

会員に紹介するセッションを企画した。 

 こうした学会の協力により、放射線防護アカデミアの学会員がアンブレラ事業を周知

し、参加をするきっかけとなり、また事業実施者にアンブレラ事業への意見を発出する

機会を増やすこととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5．各学会のアンブレラ事業への貢献例 

 

 

(エ)次年度以降の議論の進め方 

 放射線防護アカデミアが平成 29 年度に提案した重点テーマについて、具体的なアウ

トプットや放射線防護上のアウトカムに着目した整理を依頼するとともに、新たな課題

の提案を依頼する。また上記 4 学会等に対し、学会員の人数や専門性等の時系列的変化

(将来予測を含む)に関する調査を依頼し、代表者会議(後述)において、放射線専門人材

の若手の育成の観点から、重点テーマの優先度を考慮すべき領域について議論する。 

 また平成 29 年度に放射線安全規制研究の重点テーマとして提案された「放射線安全

規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス」の検討を、放射線防護

アカデミア参加団体が協力して着手する。  

--------------------------------------------------------- 

日本保健物理学会 新Newsletter 2017年12月5日号 

--------------------------------------------------------- 

1.学会関連情報 

○理事会 放射線防護研究ネットワーク推進事業 重点テーマ提案のお願い 

 会員の皆様から、平成31年度の放射線安全規制研究の重点テーマの提案を

 いただき、 その中から理事会で5つを選択して提案したいと思います。 

 奮ってご提案ください。 

 締切：12月15日（金） 

重点テーマの提案を HP や 

ニュースレターで会員に呼びかけ
学会 HP でアンブレラの
イベントをアナウンス 

アンブレラ事業を会員に 

紹介するイベントを企画 
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②原子力規制庁における重点テーマ設定への協力 

 

 原子力規制庁における平成 30 年度安全研究の重点テーマ設定の検討の際に参考とな

る資料を収集・作成した。具体的には、第 5 回研究推進委員会(平成 29 年 9 月 12 日開

催)において、翌年度の放射線安全規制研究の重点テーマを設定するためのヒアリング

に対応し、研究現場の視点から重点と考えられるテーマを報告した。 

 報告に当たっては、量研、原子力機構、原安協が事務局を行う委員会やネットワーク

関係者 90 名に対し、安全規制研究の重点テーマに関するアンケート調査を実施した(実

施期間：平成 29 年 7 月 25 日～8月 7日）。この実施したアンケート結果を取りまとめ、

作成した資料については原子力規制庁担当官の確認を受けた後、第 5 回研究推進委員会

で、重点領域、46 の課題例を報告した。 

 

 

表 3．アンケート回答者 

日本学術会議 放射線・放射能の利用に伴う課題検討分科会 

ICRP 主委員会および専門委員会の委員(新旧、国内委員） 

国際放射線防護調査専門委員会（原子力規制委員会委託） 

放射性廃棄物の処理・処分に関する国際基準等の検討に係る情報収集 WASSC 検討会 

緊急被ばくネットワーク会議（物理学的線量評価、染色体） 

日本適合性認定協会 放射線モニタリング分科会 

医療被ばく研究情報ネットワーク 

計 のべ 98 人 (重複を除くと 90)

  

 

 

図 6．研究推進委員会へのプレゼンテーション概要 
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図 7．安全規制研究の重点テーマに関するアンケート調査票 
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（２）緊急時放射線防護に関する検討 

①緊急時放射線防護 NW 構築 

 

研究機関や関連学会に所属する防災計画、環境モニタリング、放射線管理、放射線(線

量)計測、線量評価等の様々な分野の研究者、技術者、国又は自治体の防災関係者、原

子力事業者等で構成されたネットワークの構築に向けて、日本原子力研究開発機構原子

力緊急時支援研修センターの指名専門家や日本原子力研究開発機構の茨城県内の各拠

点の放射線管理部の放射線管理員及び量子科学技術研究開発機構の専門家並びに同機

構内に設置されている「物理学的線量評価ネットワーク会議」等と連携し、実践的な人

的基盤を形作ることを目指して、関係機関における緊急時対応人材確保の状況、教育研

究機関における人材育成の現状等の把握、人材確保・育成における課題に関する共通的

な認識の抽出を行った。 

 

(ア)関係機関における緊急時対応人材確保の状況 

 災害対策基本法、武力攻撃事態対処法に基づく指定公共機関に指定されている原子力

機構および量研の災害支援体制について調査した。 

 

 原子力機構 

・ひたちなか市に拠点をもつ原子力支援研修センター（NEAT）が窓口となる。外部

からの要請を受けた NEAT は原子力機構に対策本部を設置し、必要に応じて原子力

機構内各拠点にも支援組織を設置する。これらの組織から事故の進展状況に応じ

て専門知識を有する対応要員（指名専門家）やその他の支援のための要員が派遣

される。 

・NEAT にあらかじめ登録されている指名専門家は 2017 年 6 月の時点で 129 名、その

内、環境モニタリング、環境影響評価、被ばく線量評価、放射線管理の専門家は

93 名である。これらの放射線防護関連の専門家は各研究部門や原子力科学研究所

や核燃料サイクル工学研究所等の拠点の管理や研究に従事しており、定期的な教

育訓練や原子力防災訓練等に参加し緊急時対応スキルを維持している。 

 

表 4．放射線防護分野の原子力緊急時支援・研修センター指名専門家数（2017.6） 

環境モニタリング 環境影響評価 個人被ばく評価 放射線管理 合計

20 18 12 43 93 

 

 

 量研 

・本部に放射線緊急時支援センターが置かれ、国内外での放射線被ばくや放射性物質
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による汚染事故などが起きた時、緊急被ばく医療支援チーム REMAT (Radiation 

Emergency Medical Assistance Team)を現場に派遣し、初期医療を支援すること

としている。REMAT は被ばく医療を専門とする医師、看護師、線量評価及び放射

線防護要員などから構成される。 

・この他、放射線医学総合研究所には、技術安全部、計測・線量評価部、放射線影響

研究部、放射線障害治療研究部、福島再生支援本部、被ばく医療センター、放射

線防護情報統合センター等、緊急時放射線防護に関連する管理、研究、事業を展

開する部署がある。 

 

(イ)教育研究機関における人材育成の現状等の把握 

 教育研究機関における放射線防護関連分野の研究者、技術者数及び人材育成の現状に

ついて現状を把握するため、メールによる問い合わせおよび公開 HP の情報に基づき、

東北大学、東京大学の状況について調査した。 

 

 東北大学 

・サイクロトロン・ラジオアイソトープセンターの放射線管理研究部には 4 名の教

職員が在籍している。自組織の災害訓練は年に一度実施しているものの放射線緊

急事態の支援のための訓練は実施していない。 

・災害科学国際研究所には、地域・都市再生研究部門の除染科学研究分野に 1 名、

災害医学研究部門の災害放射線医学分野の 3名の教職員が在籍している。 

・放射能災害再生工学研究センターの教員数は 5名である。 

 

 東京大学 

・アイソトープ総合センターにおける放射線管理分野研究・実務は、教授 2 名、助

教 2 名、技術専門員等 5 名、特任研究員 3 名の合計 11 名で担当している。また、

放射線緊急事態（原子力防災含む）訓練／教育への参加では、「原子力規制人材育

成事業「大学等放射線施設による緊急モニタリングプラットホーム構築のための

教育研究プログラム」（代表者 長崎大学、松田教授）」に参加している。 

・環境安全本部においては、放射線管理部があり、学内の労働安全衛生に関する状

況把握、全学的に必要な通知・啓発、所属構成員(教職員､学生等)への教育、また

関係官庁との対応が行なわれている。また、各部局には放射線管理室が設置され

ており、管理と研究を行っている。 

 

(ウ)人材確保・育成における課題に関する共通的な認識 

我が国の大学及び研究開発機関及び放射線災害等に対処する指定公共機関や放射線

利用を行う事業者などにおいて、施設維持のための安全管理を担当する職員は一定の要

員が確保されていると考えられるが、多くの場合施設等に分散して配置されている等を
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背景としてその実数及び育成の状況は明確ではない。今後調査対象範囲を拡大するなど

して網羅的にその実態を明らかにする必要があるが、緊急時への適切な対処を行うため

に必要な緊急時放射線の防護に精通した要員の確保と育成については、以下のような課

題があると考えられる。 

 

 キャパシティの把握 

 どの組織においても、放射線防護に関係する管理や研究等の業務に専従している要員

には限りがある。緊急時にはこれらの要員が組織的に活躍する仕組みが必要であり、広

域の災害にどこまで対応できるのか網羅的に把握する必要がある。人材リストの整備、

維持管理が必要である。 

 

 関係機関の連携 

 限られた人材を活用するため、関係機関がそれぞれの強みを発揮できるよう日頃から

相互補完の関係を構築する必要がある。 

 

 適材適所 

 災害対応の責任組織が有事に直面する放射線防護上の課題は多岐にわたるため、迅速

かつ適切に専門的な助言や支援を行う仕組みがあれば有益であると考えられる。 

 

 要員の力量付与 

 所属する組織で必要とする知識、技術に加えて、放射線緊急事態に適切に対応するた

めの系統的、統一的な教育、訓練に参加しておくことが重要である。災害対応にあたる

自治体職員、防災業務従事者向けの教育訓練プログラムの整備は進んでいるが、緊急時

放射線防護を災害現場に展開するにあたって専門家として支援を行う研究者、技術者の

ための教育プログラムが必要である。 
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②文献調査と対応方針の作成 

 

(ア)文献調査 

 放射線緊急事態に関する国際的な安全基準及び手引き、東電福島第一原子力発電所事

故の経験からの教訓をまとめた文献等を翻訳・調査し、人材育成や人材確保の観点から

わが国が抱える課題を抽出・整理した。 

 

 CDC: Population Monitoring in Radiation Emergencies, A Guide for State and Local 

Public Health Planners 2nd Ed.（2014） 

放射線災害時の多数の住民を対象とする放射線モニタリング：国や地方の公衆衛生計

画対象者向けの手引書 第 2版（2014） 

 

【上記文献からの課題の抽出・整理】 

・様々な専門家とのネットワークを構築し、対象地域に適したモニタリング計画立

案を実践すること。その際に、緊急時対応者は地域環境特有の評価を基礎に遵守

すべき指示を明確にしておく必要がある。 

・公衆衛生準備計画を試験するために、放射線緊急時に備えた定期的な教育訓練を

実施することで、関係者のスキルの向上と緊急時対応計画の更なる改善を図る。 

・放射線緊急時において、放射線に関する情報を発信する際に、放射線の専門的知

識を持つだけでなく、適任とする公衆衛生に関するメディアとのネットワークを

構築するとともに、説明する代表者はメディア発表及びインタビューをする際に

前もって対応者を同定し、訓練することが重要である。 

 

 OECD/NEA: TOWARDS AN ALL-HAZARDS APPROACH TO EMERGENCY PREPAREDNESS AND 

RESPONSE, No. 7308,(2018) Chapter 7. Integrating lessons learnt from nuclear 

and non-nuclear events in national emergency plans: Japan’s experience 

OECD/NEA 緊急時の準備と対応に対するオールハザードアプローチに向けて 

第 7章 核・非核事象から学んだ教訓の国家緊急計画への組み込み：日本の経験 

 

【上記文献からの課題の抽出・整理】 

・防災基本計画の改定により原子力災害対策の強化が図られた結果、災害現場にお

いては、①新たに設定された OIL の適切な運用、②緊急時環境モニタリングの実

施と住民防護措置へのフィードバック、③原子力施設の緊急事態区分に応じた適

切な住民防護措置の展開、④避難時に援助を必要とする住人向けの対策など様々

な状況への適切な対処、といった事項について的確な判断と適切な実施を展開で

きる人材の確保が重要であると考えられる。 
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 WHO:Iodine thyroid blocking,Guidelines for use in planning and responding to 

radiological and nuclear emergencies (2017)  

ヨウ素剤による甲状腺ブロック 放射線および原子力緊急時計画ならびに対応のた

めのガイドライン(2017)  

 

【上記文献からの課題の抽出・整理】 

・Guideline Development Group が論文レビューを行い、安定ヨウ素剤の使用は原子

力事故後の小児甲状腺癌のリスクを下げることの根拠を示したものの、多くの研

究が防護効果やタイミングを知るためのデザインではなかった。そのため全体と

して根拠は「低い」か「とても低い」レベルだと判定された。また、甲状腺機能

低下症、良性甲状腺腫瘤に関しての安定ヨウ素剤の効果は研究されていなかった。 

・主たる勧告が「放射線・原子力緊急事態で、放射性ヨウ素に曝露する恐れのある

人々へのヨウ素剤による甲状腺ブロックは緊急防護措置として、正当化され最適

化された防護戦略の枠の中で実行されるべきである。」でありながら、この勧告

の根拠の質はとても低いとされ、勧告の強さは「条件付き」とされた。 

・ヨウ素剤による甲状腺ブロックの利点と少ないリスクを考えると、一般人が自発

的に安定ヨウ素剤を購入することも許されるべきであるとしている。この点は薬

局で自由に買うことはできない日本の状況とは異なっている。 

 

(イ)対応方針の作成 

 課題解決型のネットワークとして以下のような緊急時放射線防護ネットワークを設

置、運営することとした。 

・運営主体：原子力機構 

・構成員：原子力機構、量研、大学、研究所、原子力事業所、自治体等に所属職員

等で、各自の専門分野に応じて分野別に設置されるサブ Gr に所属する。 

・サブグループ：被ばく線量評価、環境モニタリング、放射線管理、放射線(線量)

計測、線量評価等 

 

 緊急時放射線防護ネットワーク設置の第一段階として、検討グループによるネットワ

ークの制度設計を行うこととした。主な活動は以下の通り 

・検討グループのメンバーはサブグループのコアメンバーを関係学会からの推薦等

により選定する。ネットワークが自律的かつ継続的に発展する仕組みを検討する。

また既存のネットワークとの連携も提案する。 

・ネットワーク構成員のリストを整備する。 

・人材の確保、育成が図られるような教育的な事業の取り組み及びネットワークと

して取り組むべき技術的な課題の設定とその解決に向けた活動計画案を策定する。
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（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 

①国家線量登録制度の検討 

 

(ア)検討内容 

 放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線量低減の

精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データとなる職業被ばく

の実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、原子力分野以外は明らか

でない。日本学術会議は、これら職業被ばくの実態を把握するとともに、我が国全体の

放射線業務従事者の個人線量管理を一元的に実施する必要性があることから、国家線量

登録制度の確立について提言を出している。しかし、その実現に向けた活動が進んでい

ない。このため、この制度確立に向けての具体策を関係機関が共同して検討・提案する

ことにより、放射線安全規制への効果的活用が可能となる。 

 この検討を行うため、日本原子力研究開発機構（JAEA）を運営主体とし、JAEA の他、

量子科学技術研究開発機構（QST）、放射線影響協会・中央登録センター、個人線量測定

機関協議会、日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会に呼びかけ、これらの機関に

所属する研究者や実務者で構成された「国家線量登録制度検討グループ」を設置した。 

今年度は、当初予定していた全体会合は実施しなかったが、JAEA 分担者と関係機関の

メンバーで今後の進め方について個別に意見交換を行った。その結果、放射線業務従事

者数が最も多い職業分野である医学関係の代表をメンバーとして加えることが今後の

合意形成に極めて重要であることから、次年度に医療関係の学会にも呼びかけて具体的

メンバーを決め、検討を進めることとした。 

 

(イ)外国調査 

 国家線量登録制度が運用されている国の一つである英国について、イングランド公衆

衛生庁（Public Health England: PHE）に専門家を派遣し、英国の個人線量測定サービ

スの現地調査と個人線量登録制度の聞き取り調査を行った（出張期間：平成 30 年 2 月

21～24 日）。 

 その結果、英国では、放射線業務従事者のうち実効線量 6mSv 又は等価線量が線量限

度の 3/10 を超えるおそれがある作業者（Classified worker）について線量モニタリン

グが義務化され、国家線量登録機関に線量データが登録されることがわかった。 
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②線量測定機関認定制度の検討 

 

(ア)「線量測定機関認定制度検討グループ」による検討 

 「線量測定機関認定制度検討グループ」の構成と検討の経緯 

 個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度を検討するため、日本適合性認定協会（JAB）

が運営主体である「放射線モニタリング分科会」（以下、「分科会」と言う。）を核に「線

量測定機関認定制度検討グループ」を立ち上げ、インハウス事業者を含めた個人線量測

定の認定プログラムの開発について検討を行った。 

 JAB の分科会では、当初、外部へ個人線量の測定サービスを行う機関を対象として認

定制度の検討が行われる予定であり、JAEA のような自組織の放射線業務従事者の測定

を行うインハウス事業者は検討の範囲外であった。このため、本ネットワークの検討グ

ループでインハウス事業者の認定制度の検討を行うこととしていた。しかし、分科会に

おける認定対象機関の議論において、認定制度の早期確立及び認定要件の整合性の観点

から、当初からインハウス事業者も認定対象として検討を進めることとなった。このた

め、分科会と本ネットワークの検討グループの活動を分離せず、分科会での検討に一本

化して活動を進めることとした。分科会のメンバーを表 4 に示す。本事業の期間中分科

会会合を 4回開催した。 

 

表 5．線量測定機関認定制度検討グループ（「放射線モニタリング分科会」）構成員 

 氏名 所属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

委員 辻村 憲雄 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

委員 黒澤 忠弘 産業技術総合研究所 計量標準センター 

委員 柚木 彰 産業技術総合研究所 計量標準センター 

委員 本多 哲太郎 放射線計測協会 

委員 中村 吉秀 日本アイソトープ協会 

委員 寿藤 紀道 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 小口 靖弘 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 左海 功三 原子力規制庁監視情報課 

オブザーバ 鍋田 英生 厚生労働省労働基準局労働衛生課 

 

  

 分科会での検討の結論 

 分科会での検討の結果得られた、線量測定機関認定プログラム開発の基本方針及び技

能試験の概要を以下にまとめる。 

 

○認定プログラム開発の基本方針 

・認定対象は、受動型放射線個人線量計をモニター対象の顧客（自社従業員を含む）

から受け取り、読み取って、線量の報告を行うサービスを提供する機関とする。 
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・認定審査基準に関しては、ISO/IES 17025「試験所及び校正機関の能力に関する一

般要求事項」を審査の基準規格とする。ISO/IEC 17025 が規定する試験に対する

品質保証の管理面及び技術面での一般要求事項に対して、我が国の放射線測定サ

ービスの現状を踏まえて必要な追加要求事項（指針）を策定する。追加要求事項

（指針）については、個人線量測定機関の認定を先行して運用している米国自主

試験所認証プログラム（NVLAP）の指針文書を参考とする。 

・認定範囲は、「個人線量」の測定等を認定範囲とする。「空間線量（環境測定）」は

将来検討事項とする。また実効線量の算定も測定サービス機関の業務の一部であ

ることから認定範囲に含める。眼の水晶体の線量測定は、認定範囲として取り扱

うが、法令及び技術基盤の整備ができてから要件等を検討することとし、それま

では認定対象外とする。 

・技能試験に関しては、線量測定機関は、初回審査前及び認定取得後少なくとも 2

年に 1回は、認定範囲の試験に用いる線量計の型式毎に技能試験へ参加し、認定

範囲の試験に対する能力の実証を行わなければならない。技能試験における照射

試験は、申請機関が線量測定を行う線種及び線量計の種類（全身用又は末端部用）

によって分類された照射カテゴリーで実施される。照射カテゴリーは、個人線量

計に関する JIS 規格（JIS Z4345 及び JIS Z4416）のカテゴリーに準拠する。 

 

これらの検討経緯及び検討結果について、原子力規制庁「環境放射線モニタリング技術

検討チーム」第 6回会合（平成 29 年 12 月 25 日開催）において報告した。 

 

(イ)外国調査 

 技能試験等において重要な放射線標準校正技術に関する最新情報を調査するため、

ISO/TC85/SC2/WG２の専門家会合（開催地：英国ロンドン、平成 29 年 10 月 18 日から

19 日）に専門家を派遣し、放射線標準校正技術関連の国際規格に関する情報を収集し

た（出張期間：平成 29 年 10 月 17～21 日）。 

 本会合では、主に中性子標準場に関する規格（ISO 8529-1）の改定案について議論が

行われ、我が国で長年にわたり熱中性子の校正に利用されているが、これまで本規格に

採用されていなかった、RI 中性子源と黒鉛減速体を用いた熱中性子発生法が追加され

ることが決定された。 

 また ICRU が提唱している実用量の変更に対する対応や、水晶体用線量計の校正に必

要な頭部形状を考慮したファントムについて議論が行われた。 

 

 今後、認定制度の具体的運用及び認定範囲の拡大の方針について検討を進める。 
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２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 

①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

 

 国際動向報告会を開催し（平成 30 年 1 月 23 日、東京国立近代美術館講堂）、 UNSCEAR､ 

ICRP､ IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH ならびに NCRP で活動している国内専門家が、各機

関の目的や最近の活動等を報告した。今回は、「放射線影響に関する科学的知見の収集・

評価」、「放射線安全基準策定」、「原子力・放射線安全行政への取り入れ」の各ステップ

に関わる機関の活動を紹介した。意見交換では、国際機関の基準や指針の国内取り入れ

に関連した事柄に質問やコメントが集中した。アンケートでは「各機関の連携や役割が

わかった/頭の中が整理できた」「定期的開催を希望する」と言う意見が多かったが、「次

回はテーマ別で」という声も聞かれた。60 名の参加があったものの、30 代以下は 1 割

程度と若手が少なかった。 

以下に報告会の概要をまとめるが、詳細については付属資料 6に記載する。 

 

(ア)各機関の目的や最近の活動 

 UNSCEAR に関する最新の動向について 

・UNSCEAR の設立の経緯や日本の役割と参加について説明が行われた。また現在の組

織体制や抱えている問題についても紹介があった。UNSCEAR は、「科学に根ざし、

政策を取り扱わない独立かつ公平な立場」から報告書を刊行している。報告書は

４～５年に 1 度刊行され、公文書や法的な判断に利用されている。報告書が利用

された具体的な例も紹介された。毎年１回オーストリア・ウィーンで年次総会が

開かれ、各国の代表や研究者、国際機関の代表が参加している。 

・福島事故に関する UNSCEAR2013 報告書について、その作成経緯や方法について報

告が行われた。また 2013 年報告書の主要な知見やポイントについても紹介があっ

た。2013 年報告書刊行後の進展として、福島追跡プロジェクトが紹介された。2015

年、2016 年と 2017 年白書として、情報の追跡と更新が行われている。2017 年白

書のポイントとプロジェクトの今後の予定について報告があった。 

 ICRP に関する最新の動向 

・ICRP の組織と活動の説明が行われた。組織の説明では、委員会の歴史、変遷と日

本からのメンバーが紹介された。ICRP の活動として、放射線防護に関する主勧告

や ICRP の放射線防護体系について説明がされた。ICRP では科学のみならず、倫

理と社会的価値および経験に基づいて、実務のための基礎の勧告を行っている。 

・ICRP の最新の動向として、新しい人体ファントムや倫理的基礎などの注目されて

いるテーマについてそれぞれ報告があった。また最新の刊行物の状況について紹

介された。福島ダイアログイニシアティブ国際ワークショップ会議録が刊行され、

日本保健物理学会の若手有志によってその日本語訳が公開されている。現在活動
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中の TG（Task Group）や ICRP 全体の動きについて説明があった。古い ICRP 刊行

物は PDF による無料公開が進められている。また ICRP 刊行物の日本国内における

翻訳委員会の紹介もあった。 

 IAEA における放射線安全基準の検討状況 

・IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）での基本安全基準（BSS）の策定経緯と最近

の活動状況について説明が行われた。IAEA の基準委員会の組織や、安全基準文書

の全体構成、BSS の発行の経緯とともに、2014 年に発行された現行版の内容につ

いても説明がなされた。 

・RASSC の活動についても、最近の４年間の活動や次期（2018 年～2021 年）におけ

る重要検討課題について報告があった。将来の検討課題のうち、一般課題として

は、福島事故の教訓、BSS の履行や基準策定における線量評価の不確実性と保守

性の問題などが、個別課題としては屋内ラドン、食品・飲料水の基準、等級別ア

プローチ（特に NORM）、獣医学での放射線防護、免除とクリアランスに関する指

針の改定、医療被ばく、職業被ばくの最適化などが挙げられている。 

 OECD/NEA CRPPH の最近の活動について 

・OECD/NEA/CRPPH の組織と活動について説明が行われた。NEA には現在 33 カ国が加

盟し、CRPPH（Committee on Radiological Protection and Public Health）は加

盟国からの専門家で構成される常設委員会の一つで、放射線防護体系の規制、履

行及び更なる発展において加盟国を支援することを目標としている。CRPPH の現

在の活動と今後の計画等が紹介された。CRPPH は、作業部会、専門家グループと

ワークショップの３つを大きな事業活動としている。 

・CRPPH の最近の活動として、「国際原子力緊急事態演習 INEX5」、「原子力以外の事

故の教訓に関する専門家グループ」、日本で開催された「事故後の食品安全科学に

関する国際ワークショップ」等の報告が行われた。CRPPH の今後の活動として、

スウェーデンで予定されている国際放射線防護学校の紹介があった。 

 WHO の最近の動向 

・世界保健機関（WHO）と WHO-CC（Collaborating Center）の組織について説明が行

われた。WHO のメンバー機関カテゴリーには、CC、LI（Liaison Institutes）や

Observers があり、放医研は WHO-CC として緊急被ばく医療や放射線防護に関する

様々な活動を行っている。REMPAN（Radiation Emergency Medical Preparedness and 

Assistance Network）について説明があり、REMPAN-CC としての放医研の実績が

報告された。実績には被ばく医療のアジア地域対象の国際研修や WHO 専門家会合

などがある。また WHO REMPAN 機関誌や出版物の紹介がされた。 

・WHO の Ionizing radiation プログラムの説明が行われた。最近の WHO の放射線防

護に関する活動では、緊急時対応と医療用放射線被ばくに関するものが目立って

いる。また Bonn Call for Action という医療放射線防護に関する声明文の紹介が

なされた。これはボン国際会議の成果をまとめた医療放射線防護を向上のための
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10 の行動である。その後、Bonn Call for Action の実現に向けて、WHO が実施し

た放射線検査のベネフィット‐リスク対話の推進のためのツール開発（WHO が実

施）や、2017 年 12 月ウィーンで開催された国際会議(IAEA 主催、WHO・PAHO 共催)

について報告された。この会議では Bonn Call for Action の達成状況について確

認し、現状の課題や今後の取組についてまとめられている。 

 米国放射線防護審議会(NCRP)の組織構成、最近の動向、政府機関との関わり 

・NCRP の変遷について説明があり、他機関との関係において ICRP と類似しているこ

とから ICRP との様々な比較が紹介された。また NCRP の各プログラム委員会

（PAC1~7）の専門分野や科学委員会 (SC)について説明があった。NCRP の刊行物

としては、声明、コメンタリー、レポートがあり、コメンタリーとレポートでは

査読システムが異なっている。 

・最近の動向として、PAC１の刊行物の状況が報告された。水晶体線量限度に関する

NCRP コメンタリーNo.26 や LNT に関する NCRPコメンタリーNo.27 の報告がなされ

た。また審議会委員会 (CC)である CC１「米国のための放射線防護ガイダンス」

の活動状況や今後の予定について報告があった。 

 

 質疑応答では、以下の点に関する質問やコメントがり、それぞれについて講師から

の回答があった。 

・IAEA の条件付クリアランスについて 

・各国際機関の基準や指針の国内取り入れについて、特に医療制度について 

・医療被ばくに関する UNSCEAR の活動について 

・ICRP の新たな線量概念と、国内法令の取り入れの時期について 

・WHO の役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8．国際動向報告会（平成 30 年 1 月 23 日、東京国立近代美術館講堂） 
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表 6．国際動向報告会（平成 30 年 1 月 23 日、東京国立近代美術館講堂）プログラム 

 

時  間 内  容 

13：00～13：05 

（5 分） 

開会 

 佐藤暁（原子力規制庁） 

13：05～13：35 

（30 分） 

講演 「UNSCEAR に関する最新の動向について」 

  講師：明石真言（量子科学技術研究開発機構） 

13：35～14：05 

（30 分） 

講演 「ICRP に関する最新の動向」 

  講師：甲斐倫明（大分県立看護科学大学）  

14：05～14：15 

（10 分） 
休憩 

14：15～14：45 

（30 分） 

講演 「IAEA における放射線安全基準の検討状況」 

  講師：米原英典（原子力安全研究協会） 

14：45～15：15 

（30 分） 

講演 「OECD/NEA CRPPH の最近の活動について」 

  講師：本間俊充（原子力規制庁） 

15：15～15：25 

（10 分） 
休憩 

15：25～15：55 

（30 分） 

講演 「WHO の最近の動向」 

講師：立崎英夫（放射線医学総合研究所） 

         神田玲子（放射線医学総合研究所） 

15：55～16：25 

（30 分） 

講演 「米国放射線防護審議会(NCRP):組織構成、最近の動向、政府機関と

の関わり」 

  講師：浜田信行（電力中央研究所）  

16：25～16：55 

（30 分） 
質疑応答 

16：55～17：00 

（5 分） 

閉会 

  高橋知之プログラムオフィサー（京都大学） 
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②国際的機関からの専門家との意見交換 

 国際機関関係者の来日と合わせて、国内の専門家が意見交換をする機会を設けた。 

 

(ア)第 5 回推進委員会における平成 30 年度重点テーマ設定の議論に先立ち、ICRP 事務

局長クレメント氏とアンブレラ事業担当者が面談し、放射線防護研究における ICRP の

プライオリティ等について意見交換を行った（平成 29 年 7 月 3 日、千葉）。 

 

（イ）ICRP 関連会合のために来日した海外の専門家（スウェーデン、英国）にアンブ

レラ事業を説明し、安全規制研究のプライオリティや人材育成について海外の状況など

を基に議論した(平成 29 年 10 月 6 日、千葉）。主な意見や情報は以下の通り。 

・スウェーデンでは、放射線安全局が放射線安全研究に特定の資金を提供している。

しかし、日本では、放射線生物学分野の研究費不足やこの分野の雇用機会が限ら

れていることから、学生や若手の研究者はこの分野に参入したがらない傾向にあ

る。しかし、この点については、NRA の資金援助によって変化すると期待できる。 

・英国では、Brexit（EU 離脱）のこともあり、英国が強力な研究プログラムを孤立

した状態で行えるかどうかは疑わしい。それにもかかわらず、良好な国際的な学

際的なネットワークと良好なコミュニケーションがあれば、多くの科学的問題を

解決することができる。 

・医療分野における物理系研究者は、二重の専門性のおかげで生き残っているが、こ

れだけは不十分であり、この分野にはより多くの人材が必要とされている。研究

費を互いに提供しあう国際協力は、政策立案者に肯定的なメッセージをもたらす。 

・NRA の資金を活用できれば、他国や他機関の専門家の参加も可能となり、UNSCEAR

や WHO などの組織や各国政府との連携が深まることになる。 

・意見交換会の結論として、①放射線防護における問題解決のためには多分野的なア

プローチが必要である、②情報共有、特に放射線防護の人材不足は全ての国々に

共通した問題であるため、国際的なネットワークと連携すべきである、という 2

つの論点が浮上した。 

 

 

図 9． ICRP TG101 メンバーとの意見交換会（平成 29 年 10 月 6 日、千葉） 
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表 7．ICRP TG101 メンバーとの意見交換会参加者（平成 29 年 10 月 6 日、千葉） 

ICRP TG101 メンバー Glenn FLUX Royal Marsden Hospital, 英国 

 Sören MATTSSON Skåne University Hospital Malmö and 

Lund University,スウェーデン 

 米倉義晴 量子科学技術研究開発機構 

国内の専門家 佐藤達彦 日本原子力研究開発機構 

 藤田博喜 日本原子力研究開発機構 

 山口一郎 国立医療保健科学院 

 米原英典 原子力安全研究協会 

 栗原 治 量研・放射線医学総合研究所 

 三枝 新 量研・放射線医学総合研究所 

 川口勇生 量研・放射線医学総合研究所 

アンブレラ事業関係者 寺谷俊康 原子力規制庁 

 神田玲子 量研・放射線医学総合研究所 

 古場裕介 量研・放射線医学総合研究所 

 石黒千絵 量研・放射線医学総合研究所 

 

 

(ウ)日本放射線影響学会年次大会期間中、IAEA 放射線安全・モニタリング課長ピナッ

ク氏および WHO 放射線・環境計画プログラムのペレス氏が、国内の専門家と職業被ばく

管理や医療被ばく防護について意見交換を行う機会を設けた（平成29年10月26-28日、

千葉）。 
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（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

①ネットワーク合同報告会の企画運営・報告書作成 

 

 平成 30 年 1 月 31 日にネットワーク合同報告会を開催し、大学、研究所、学協会、省

庁、事業者など様々なステークホルダーが参加した（総数 80 名）。以下に報告会の概要

をまとめるが、詳細については付属資料 7 に記載する。 

 

表 8．ネットワーク合同報告会プログラム 

開会挨拶 

１３：３０～１３：３５ 原子力規制委員会 伴信彦委員 

１３：３５～１３：４５ 事業説明（量研・放医研 神田玲子センター長） 

第一部 放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

１３：４５～１５：００ 放射線防護アカデミアからの検討結果報告（各 15 分） 

 日本放射線安全管理学会（長崎大学 松田尚樹教授） 

 日本放射線影響学会（大阪府立大学 児玉靖司教授） 

 日本放射線事故・災害医学会（量研・放医研 富永隆子医長） 

 日本保健物理学会（大分県立看護科学大学 甲斐倫明教授） 

 放射線リスク・防護研究基盤（東京医療保健大学 酒井一夫教授） 

１５：００～１５：１０ 休憩 

１５：１０～１６：０５ オープンディスカッション 

 指定発言者からコメント（各 5 分） 

 ・量研・量子ビーム科学研究部門 小林泰彦部長 

 ・大分県立看護科学大学 小嶋光明准教授 

 ・福島大学 塚田祥文教授 

 ・原子力規制庁 寺谷俊康企画調査官 

 フロアからのコメントも含めて議論 

第二部 アンブレラ内ネットワークの活動 

１６：０５〜１６：２０ 新規のネットワークの活動計画（各 7 分） 

 緊急時ネットワーク(日本原子力機構 百瀬琢麿副所長) 

 職業被ばくネットワーク(日本原子力機構 吉澤道夫部長) 

総括 

１６：２０～１６：２５ プログラムオフィサー 京都大学 高橋知之准教授 

閉会挨拶 

１６：２５～１６：３０ 量研 島田義也理事 

 

 

 伴原子力規制委員の開会挨拶、アンブレラ事業代表者からの事業説明の後、放射線防

護アカデミア参加団体の代表が重点テーマの選定の経緯や結果について発表した。提案

された重点テーマの総数は、放射線の生物学的影響とリスク 8 件(うち 3 件は、放射線

影響学会と保健物理学会の合同提案)、放射線安全利用 3 件、原子力・放射線事故対応

6 件、環境放射線と放射性廃棄物 1 件、放射線測定と線量評価 5 件、放射線教育､リス

クコミュニケーション 6 件である。 

 その後、放射線利用の現場やリスクコミュニケーションに詳しい小林泰彦氏（量研）、

放射線影響と規制に関して高い認識がある若手研究者である小嶋光明氏（大分県立看護

科学大学）、我が国の放射線環境研究の第一人者である塚田祥文氏（福島大学）、そして
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原子力規制庁の寺谷俊康氏が、それぞれの視点からのコメントを発表した。 

・小林氏は、義務教育での放射線教育カリキュラム導入に関連した提案およびリス

ク評価に関連する提案に対してコメントした。 

・小嶋氏は、社会人対象の e-learning に関連する提案や生物学的線量評価に関する

提案、さらには生物研究者の目的意識に関してコメントした。 

・塚田氏からは、本日の提案には環境分野のテーマが含まれていないと指摘した。

またアンブレラは国際的なネットワークとつなげるべきであるとコメントした。 

・寺谷氏は、行政と研究者・専門家のコミュニケーションや集中と選択のための合

意形成や異分野間での議論が、研究者側の戦略として重要であるとコメントした。 

 またオープンディスカッションは以下の指摘がなされた。 

・e-learning にはデメリットもあるが、メリットは、誰しもが同様の教育が受けら

れるという品質の担保にある。途中に試験をはさむなどの教育効果判定を付加す

ることで、よりよい e-learning が開発できる。 

・提案された重点テーマからは、放射線廃棄物処分に関するテーマ（使用済み核燃

料処理・処分、福島原発の廃炉など）が抜けている。 

・疫学研究のテーマも提案されていない。しかし疫学研究の実施には長期的かつ財

源的裏付けが必要なため、今後の課題とすべき。 

・国内にも疫学調査を行っている機関があるので、アンブレラ事業への参加を呼び

かけ、疫学情報を防護に役立てることを検討することには意味がある。しかし立

ち上がったばかりのアンブレラ事業の場合、選択と集中の観点も必要。 

 

 緊急時放射線防護ネットワークや職業被ばくの最適化推進ネットワークの担当者が

それぞれの活動の計画を報告したのち、高橋プログラムオフィサーによる総括、島田量

研理事による閉会挨拶がネットワーク報告会を締めくくった。 

 合同報告会の参加者に行ったアンケートでは、「ネットワーク合同報告会の継続的な

経過報告を希望する」と言う意見のほかに、「テーマを絞った議論」や「出口を意識し

た整理」が必要と言う意見が多かった。 

 

図 10．ネットワーク合同報告会（平成 30 年 1 月 31 日、航空会館大ホール） 
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②代表者会議の運営 

 

 放射線防護アカデミア 4学会と PLANET の代表者、ならびにアンブレラ事業担当者か

らなる代表者会議を組織し、3 回の会合を開催した。 

 

 第 1回放射線防護アンブレラ代表者会議（平成 29 年 9 月 30 日） 

 放射線防護アカデミアの 4学会の代表者、アンブレラ事業プログラムオフィサー、原

子力規制庁と受託機関の担当者が集まり、放射線安全規制研究の重点テーマの検討のた

めのキックオフ会合を開催した。会議では、放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦

略的推進事業費）の概要や平成 29、30 年度における重点テーマの選定等についての情

報共有を行うとともに、平成 31 年度以降の重点テーマの選定についての方向性や方法

等について審議を行った。 

 学会の代表者からは、学会内部で複数の重点テーマが提案された場合、優先順位を付

けることは難しいといった意見が出たのに対し、行政側からは、多数のテーマが横並び

で提案された場合は行政の受け止め方としては弱くなると言った意見が出された。そこ

で、最終的にアンブレラとして優先順位を付けて提案するかどうかは、年度末に開催予

定の第３回代表者会議にて決定することとした。 

 

 第 2回放射線防護アンブレラ代表者会議（平成 30 年 1 月 22 日） 

 第 1 回代表者会議メンバーに加え、新たに PLANET の代表者が参加し、代表者木々の

議長の選出を行った結果、酒井一夫氏（東京医療保健大学教授）が選出された。また代

表者会議の運営内規に係る審議を行った。 

 ネットワーク合同報告会の開催に先立ち、学会や PLANET からの重点テーマの提案の

進捗を確認するとともに、各団体が提案した個々の重点テーマについて、ブラッシュア

ップや今後の取り扱いについて、活発な議論を行った。 

 各団体が提案した課題の中には、重点テーマに採択されるケース以外に、①直接委託

事業になる（特に緊急性の高いもの）、②アンブレラの中で実施する（開発要素がない

もの）、③学会主導で進める、④関係省庁に展開して他省庁の計画に位置付けられる、

といった可能性があること、そのためにも戦略的に提案をまとめることが重要であるこ

とや、行政とアカデミア間のやり取りを通じて各テーマのブラッシュアップするプロセ

スが必要であることが確認された。 

 緊急時放射線防護ネットワークや職業被ばくの最適化推進ネットワークの活動や、国

際動向報告会（平成 30 年 1 月 23 日開催）やネットワーク合同報告会（平成 30 年 1 月

31 日開催）の準備状況について報告を受け、確認を行った。 

 

 第 3回放射線防護アンブレラ代表者会議（平成 30 年 3 月 4日） 

 代表者会議の運営内規の審議と承認、および成果発表会（平成 30 年 2 月 26 日開催)
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の報告を行った。また放射線防護アカデミアの参加団体からの報告書をベースに、代表

者会議としての報告書のとりまとめを行った。その結果の概略を以下に記すが、詳細は

付属資料 8に記載する。 

 重点テーマのとりまとめの対象は、ネットワーク合同報告会にて放射線防護アカデミ

アの 4学会と PLANET の代表者が報告した 29 件と、その後追加で保健物理学会から提案

された 1 件を合わせた 30 件である。この研究領域別の内訳は、放射線の生物学的影響

とリスク 8件(うち 3件は、放射線影響学会と保健物理学会の合同提案)、放射線安全利

用 3件、原子力・放射線事故対応 6 件、環境放射線と放射性廃棄物 1 件、放射線測定と

線量評価 5件、放射線教育､リスクコミュニケーション 7件である。検討の結果、30 件

はいずれも放射線防護上の重要な研究であり、重点テーマの候補として妥当であるとい

う結論に至った。そこで今年度は提案された重点テーマ間での優先順位は付けずに報告

書に取りまとめるが、次年度はこの 30 件に対し具体的なアウトプットや放射線防護上

のアウトカムに着目した整理を行うこととした。 

 重点テーマの整理に当たっては、次年度に学会が主催する学術集会等で、研究領域ご

とに議論を深め、行政と専門家がディスカッションを行える場（ワークショップ等）の

企画を検討することとした。さらに緊急時放射線防護ネットワークや職業被ばくの最適

化推進ネットワークとのとの親和性の高い課題については、次年度からアンブレラ事業

内で実施することを検討することになった。このように、放射線防護アカデミアの議論

が、課題解決型ネットワークでの課題の抽出を助け、議論の幅を広げる効果を確認した。 

 次年度には、重点テーマについて放射線専門人材の若手の育成の観点からも議論するに

あたり、NCRP が 2015 年 12 月に発表したステートメント（Where are the Radiation 

Professionals (WARP)?）を参考にして、放射線防護の専門家人数等の時系列的変化に関す

る調査を行うこととした。 
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Ⅵ．次年度の事業計画 

 

 ここまでに報告した通り、平成 29 年度の事業はロードマップおよび事業計画書に沿

って実施した。そこで、次年度も基本的にはアンブレラ事業採択時に策定したロードマ

ップに従い事業計画を立案し、事業を進める。一方、平成 29 年度の実績を踏まえ、以

下の改良点を加える。 

 

○放射線防護アカデミアの強化について 

・アンブレラ事業に若手の参加が増える／アンブレラ参加学会に直接メリットがある

企画を追加し、アンブレラの求心力の強化を行う。特に、国際機関のイベントに放

射線防護アカデミアに所属する若手専門家を派遣し、国際動向報告会にて出張報告

を行うなど、放射線防護専門家の若手代表として本事業に協力するルートを作る。 

・必要に応じて放射線防護アカデミアを拡張し、より広範囲の情報収集を行う。 

 

○緊急時放射線防護ネットワークについて 

・原子力支援研修センターの指名専門家の枠組みの活用や既存のネットワークとの連

携を進める。放射線防護を担う人材の緊急時の現場対応力や専門性が高められる活

動を展開する仕組みの検討を進める。 

・健全な放射線防護実現のためのアイソトープ総合センターをベースとした放射線教

育と安全管理ネットワーク」等との連携について検討を行う。 

 

○職業被ばくの最適化推進ネットワークについて 

・国家線量登録制度の検討については、放射線作業従事者が多い、医療分野の専門家

を加えて検討を進める。 

・線量測定機関認定制度の検討については、認定制度の具体的運用及び認定範囲の拡

大の方針の検討を進める。 

 

○国際機関の動向に関する情報共有について 

・平成 29 年度の国際動向報告会では各機関の役割と活動の概要に関する情報を発信し

たが、次年度は喫緊の課題を掘り下げて情報発信と議論を行う。 
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Ⅶ．付属資料リスト 

平成 29 年度事業計画書内では、いくつかの活動について、クレジットが異なる個別の

報告書を作成している。 

こうした報告書や代表者会議の議事概要、外部発表資料を、本報告書の付属資料とする。

以下一覧を示す。 

付属資

料番号 
資料名 

事業計画

該当番号

1 放射線安全規制研究の重点テーマについて～放射線防護アカデミアからの提案～ 2．(2)②

2 放射線安全規制研究の重点テーマについて～日本放射線安全管理学会からの提案～ 1．(1)①

3 放射線安全規制研究の重点テーマについて～日本放射線影響学会からの提案～ 1．(1)①

4 放射線安全規制研究の重点テーマについて～日本放射線事故・災害医学会からの提案～ 1．(1)①

5 放射線安全規制研究の重点テーマについて～日本保健物理学会からの提案～ 1．(1)①

6 放射線安全規制研究の重点テーマについて～放射線リスク・防護研究基盤からの提案～ 1．(1)①

７ 平成 29 年度緊急時放射線防護ネットワーク構築報告書 1．(2) 

8 平成 29 年度職業被ばくの最適化推進成果報告書 1．(3) 

9 放射線防護に関する国際動向報告会報告書 2．(1)①

10 ネットワーク合同報告会 開催報告書 2．(2)①

11 第 1～3 回代表者会議議事概要 2．(2)②

12 
平成 30 年度放射線安全規制研究推進事業の重点テーマについて 

（平成 29 年度第５回研究推進委員会ヒアリング資料） 
1．(1)②

13 日本放射線安全管理学会 12 月シンポジウム 発表資料 1．(1)①

14 放射線安全規制研究戦略的推進事業 成果発表会（平成 30 年 2 月 26 日） 発表資料 3． 

15 
OECD-NEA：緊急事態への備えと対応への全面的な危機へのアプローチ」（2018） エグゼクテ

ィブサマリーおよび 2－7 章の翻訳版 
1．(2) 

16 
WHO：ヨウ素剤による甲状腺ブロック 放射線および原子力緊急時計画ならびに対応のための

ガイドライン(2017) 翻訳版 
1．(2) 

17 NCRP：放射線専門家はどこに（WARP)？ NCRP 見解第 20 号 2015 年 12 月 17 日 2．(2)②
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平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線安全規制研究の重点テーマについて 

～放射線防護アカデミアからの提案～ 

平成 30 年 3 月 

放射線防護アンブレラ代表者会議 

付属資料1
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1 検討の背景と目的 

 「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラット

フォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、原子力規制委員会が平

成 29 年度から開始した「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）」

の一課題として採択された事業である。本事業の実施は、原子力規制委員会から量子科

学技術研究開発機構（以下、量研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）、原

子力安全研究協会（以下、原安協）が受託し、この 3 機関がネットワークによる自立的

な議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 アンブレラ事業では、放射線防護の喫緊の課題の解決に適したネットワークを形成し

ながら、放射線防護に関連する学術コミュニティと放射線利用の現場をつなぐことを目

的とした活動を行うこととしている。また、放射線防護の専門家集団が課題解決案を国

等に提案するのみならず、ステークホルダー間での合意形成や施策の実施にも協力する

存在となるため、日常的に国際動向に関する情報や問題意識を共有する環境を 5 年間か

けて整備することを、事業目標として掲げている。 

 その仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークをつ

なぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである。アンブレラ事業内

でテーマ別の報告会の開催等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を提供するととも

に、ネットワークの代表者で構成された「代表者会議」がアンブレラの運営全般に関与

することで、放射線防護分野の全ステークホルダーが、個別の課題の解決といった共通

の目的に向けて「情報共有」「連携」「協調」を進める計画である。 

初年度である平成 29 年度には、放射線安全規制研究の重点テーマの提案、緊急時対

応人材の確保、並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指す 3 つのネットワーク

を立ち上げた。この 3つのネットワークでは、それぞれが抱える課題解決に適した構成

員や運営形態を採用している。 

図 1．課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォームの構成 
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 放射線安全規制研究の重点テーマの提案にあたっては、放射線防護関連学会等のネッ

トワークである「放射線防護アカデミア」が中心的役割を担った。参加団体である日本

放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日本保健物

理学会および放射線影響・防護の専門家グループである「放射線リスク・防護研究基盤」

（以下「PLANET」という。）は、団体内での合意形成を経て重点テーマをそれぞれ 1-7

課題抽出した。本報告書は、放射線防護アカデミアの参加団体が行った検討結果を、ア

ンブレラの意思決定機関である代表者会議がとりまとめたものである。 

 こうした検討過程においては、団体内、団体間、さらには学術コミュニティと政策策

定者間の合意形成のプロセスを重視している。そのため、「原子力規制委員会への提言」

といった成果に加えて、①異なる研究分野、異なる現場に属する研究者間での議論のベ

クトルをそろえる、②専門家集団が自立性、合理性、透明性を担保しつつ放射線規制に

協力する体制を作る、③放射線安全規制研究に関する認識を、学術コミュニティと行政

との間で共有する、といった場の形成が期待でき、本事業の目的に合致したものとなっ

ている。 
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2 検討の経緯 

 

2.1 放射線防護アカデミアの組織化 

 「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）」のネットワーク形成

推進事業に応募するにあたり、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本放

射線事故・災害医学会ならびに日本保健物理学会はアンブレラ事業への参加を承諾して

いた。そこでこの 4 学会を核として、放射線影響・防護関連学会のネットワーク、通称、

放射線防護アカデミアが組織された。また、放射線防護アカデミアに参加する団体から

の被推薦者とアンブレラ事業の運営母体の担当者を構成員として、代表者会議(正式名

は放射線防護アンブレラ代表者会議。以下、代表者会議と呼ぶ）が設置された（初代議

長は酒井一夫氏）。重点テーマの選定に当たっては、代表者会議が取りまとめを行い、

放射線防護アカデミアとしての結論を出すこととした。 

 なお学会名義で、重点テーマとすべき課題を原子力規制委員会に提案するにあたり、

法人格を持つ日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会ならびに日本保健物理学会

は、アンブレラ事業の実施代表機関である量研との間で業務請負契約を締結した。 

 

2.2 重点テーマ選定のプロセスに係る議論 

 平成 29 年 9 月 30 日には、放射線防護アカデミアの 4学会の代表者、アンブレラ事業

のプログラムオフィサー、原子力規制庁と受託機関の担当者が集まり、放射線安全規制

研究の重点テーマの検討のためのキックオフ会合となる第１回代表者会議を開催した。

会議では、放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）の概要や平成

29、30 年度における重点テーマの選定等についての情報共有を行うとともに、平成 31

年度以降の重点テーマの選定についての方向性や方法等について審議を行った。 

 平成 30 年度の重点テーマは、原子力規制委員会内の研究推進委員会が検討し、その

結果を原子力規制委員会が承認するプロセスにより設定された。こうした一連の議論は

公開されており、「最終的な目標としている成果の国内制度への取り入れや規制行政の

改善の部分が明確」である研究課題が重点テーマとして採択されていることが分かる。

そのため、第１回代表者会議席上では「基礎研究の取り扱いについては研究現場と行政

の認識に乖離があるかもしれない」「重点テーマを幅広に提案する場合は、他省庁との

情報共有も検討するための“色分け”が必要」といった意見が出された。 

 また学会の代表者からは、学会内部で複数の重点テーマが提案された場合、優先順位

を付けることは難しいといった意見が出たのに対し、行政側からは、多数のテーマが横

並びで提案された場合は行政の受け止め方としては弱くなるといった意見が出された。

そこで、最終的にアンブレラとして優先順位を付けて提案するかどうかは、年度末に開

催予定の第３回代表者会議にて決定することとした。 

 

 重点テーマ提案の具体的な検討手順としては、平成 29 年度の事業計画書に従い、4

学会は、関連分野の研究動向や国内外での放射線防護状況等に関する議論をベースに、

今後の放射線安全規制研究の重点テーマとすべき課題を検討し、5課題程度提案するこ

ととなった。学会単位での検討の詳細なプロセスについては、検討の独立性を担保する

ため、学会が独自に定めることとしたが、①学会員から選抜されたメンバーによる検討
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会合の開催、②アンブレラ事業内で開催するネットワーク合同報告会での検討結果の発

表、③事業代表者が定めた書式に従った報告書の作成、④アンブレラとしての取りまと

めの議論への参加といったプロセスは共通とすることで合意を得た。 

 

 平成 29 年度と 30 年度では、重点テーマの詳細さが異なっている。29 年度で設定さ

れた重点テーマは、その研究内容や期間、ロードマップなどを具体的に定めていたが（以

下、“指定型重点テーマ”と呼ぶ)が、平成 30 年度の重点テーマの設定では、より包括

的な領域を重点テーマと設定した上で（以下、“包括型重点テーマ”と呼ぶ) 、具体的

な研究課題が例示された。 

 そこで、アンブレラ事業内での検討においては、団体から提案されるテーマの規模感

や詳細さを統一するため、平成 29 年度の指定型重点テーマの公募要領を参考に、テー

マ提案用フォーマットを作成した。フォーマットでは、一課題の規模は上限年間 3000

万×5 年とした上で、課題名、領域、研究内容、成果活用方針、成果内容と目標期限、

背景、ロードマップ等を記載することとした。 

 また米国放射線防護審議会（NCRP）の分野別プログラム委員会（PAC）の分野を参考

に、Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク、Ⅱ. 放射線安全利用、Ⅲ. 原子力・放射線事

故対応、Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物、Ⅴ. 放射線測定と線量評価、Ⅵ. 放射線教育､

リスクコミュニケーションの 6 つの研究領域を指定した。重点テーマの提案に当たって

は、それぞれに最も近い研究領域を 6つの中から選ぶこととした。 

 

表 1．平成 29 年度と 30 年度の重点テーマの比較 

平成 29 年度  

領域 “指定型重点テーマ” 

規制等整備・

運用領域 

①短寿命α核種等の RI 利用における放射線安全管理のあり方に関

する研究  

②加速器施設に対するクリアランス制度運用のための研究  

③水晶体の等価線量限度の国内規制取り入れのための研究  

放射線防護基

盤領域 

④内部被ばく線量評価コードの開発  

⑤放射性ヨウ素等の内部被ばくモニタリング手法の開発 

 

平成 30 年度 

 

“包括型重点テーマ” 研究課題例 

科学的根拠に基づく合理

的な安全管理の実現に向

けた調査研究 

短寿命核種の合理的管理（非密封放射性同位元素の飛

散率及び RI 投与動物の退出基準含む）のための研究 

放射性廃棄物の合理的管理（クリアランス制度含む）のた

めの研究 

原子力災害等における公

衆防護の実践力向上のた

めの調査研究 

事故初期の被ばく評価のための実践的手法に関する研

究 

避難退域時検査の実践的な運用のための研究 

原子力災害における被ばく・汚染傷病者の医療に関する

研究（RN テロ等への活用を含む。） 
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2.3 放射線防護アカデミア参加団体内での検討 

各学会の検討の経緯の概要は以下の通りである。 

 

・日本放射線安全管理学会：メーリングリストを利用して、全学会員に対して重点テ

ーマの検討グループを募った。その結果 3 つのグループ（合計 14 名）が名乗りを

上げ、検討を開始した。また、常設委員会である企画委員会（11 名）、編集委員会

（12 名）、広報委員会（7名）にも検討を依頼した。こうした学会内での検討の結

果、10 件の研究テーマが提案された。この 10 件を研究課題例として学会代表者 2

名が内容を検討し、4つの重点テーマに再構成した（“指定型重点テーマ”と“包

括型重点テーマ”の両方を提案）。 

 

・日本放射線影響学会：理事長が、新たな検討委員会の立ち上げを提案し、理事会に

て承認された。その結果、放射線リスク・防護検討委員会（理事、学術委員会委員

を中心とした 13 名から構成）を組織した。会合を 1回開催し、6 つのテーマを最

終案として理事長に提出した。また日本保健物理学会と低線量放射線リスクに関す

るテーマを合同で提案することについて、理事会での合意が得られた。低線量リス

ク委員会（本学会員 5名、日本保健物理学会員 5名の計 10 名で構成）は 2回の会

合を経て、保健物理学会と共同で 3 つのテーマを提案した。 

 

・日本放射線事故・災害医学会：学会 Web ページおよび郵送による案内にて、学会会

員に対して重点テーマ案の募集を行った。その結果、5つのテーマ案の応募があっ

た。応募された重点テーマ案を、学会代表者と代表理事が内容を確認し、研究内容

等の詳細が不明な事項に関しては、提案者に質問と提案書の修正を依頼した。修正

後の重点テーマ案を各理事に提示し（メールによる提示と審議）、学会の提案とし

て本事業に 5 つの重点テーマ案を提出することの承認を得た。 

 

・日本保健物理学会：メーリング理事会を開催し、会長から「活動の受け皿となるア

ドホック委員会を設置すること」が提案され、承認された。そして、低線量リスク

委員会（放射線影響学会と共同）、実効線量・実用線量委員会、国民線量委員会と

いった、３つのアドホック委員会（臨時委員会として扱う）を設置した。また「放

射線安全規制研究のテーマ提案」については、広く学会員から提案を公募すること

とし、学会メーリングリストにテーマ提案の文書を展開した。提出された提案テー

マを検討し、最終的に学会としての提案テーマを取りまとめた。 

 

 また量研の委員会として活動している PLANET は、「放射線安全規制研究課題検討委員

会」を内部に設置し、欧州の放射線防護及び関連研究の最新の動向調査を行った。この

調査結果を活用して、学会横断的観点から重点テーマに関する検討を行った。 

 

2.4 ネットワーク合同報告会等でのディスカッション 

 平成 30 年 1 月 22 日には、第 2回代表者会議が開催された。ネットワーク合同報告会

の開催に先立ち、学会や PLANET の検討状況を確認するとともに、各団体が提案した個々
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の重点テーマについて自由に意見交換を行った。また、提案された重点テーマの今後の

取り扱いについても、活発な議論を行った。 

 平成 30 年 1 月 31 日には、航空会館大ホールにて、ネットワーク合同報告会が開催さ

れた。放射線防護アカデミアの 4 学会と PLANET の代表者が報告した放射線安全規制研

究の重点テーマに関する検討結果をベースに、4 名の指定発言者やフロアとともにオー

プンな議論を行った。大学、研究所、学協会、省庁、事業者など様々なステークホルダ

ーが参加した（総数 80 名）。また参加者にはアンケートも実施し、重点テーマに関する

意見聴取を行った。 

 この後、放射線防護アカデミアの 4 学会と PLANET は、第 2 回代表者会議での議論や

ネットワーク合同報告会での意見も参考にして、今年度の検討結果を報告書として取り

まとめた。 

 

2.5 代表者会議としてのとりまとめと今後の検討に向けた整理 

 平成 30 年 3 月 4 日には、第３回代表者会議を開催し、放射線防護アカデミアの参加

団体からの報告書をベースに、代表者会議としての報告書のとりまとめを行った。 

 重点テーマのとりまとめの対象は、ネットワーク合同報告会にて放射線防護アカデミ

アの 4学会と PLANET の代表者が報告した 29 件と、その後追加で保健物理学会から提案

された 1 件を合わせた 30 件である。この重点テーマ候補に関して、平成 30 年度も引き

続き議論するにあたり、①次年度にアンブレラ事業内で実施可能なテーマの抽出、②重

点テーマの具体的なアウトプットや放射線防護上のアウトカムに着目した整理の進め

方等について重点的に議論した。特に研究領域ごとにオープンなディスカッションを行

うワークショップ開催について具体的な検討を行った。 
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3 検討の結果 

 

3.1 放射線防護アカデミア参加団体の検討結果 

 放射線防護アカデミア全体では、放射線の生物学的影響とリスク 8 件(うち 3件は、

放射線影響学会と保健物理学会の合同提案)、放射線安全利用 3件、原子力・放射線事

故対応 6 件、環境放射線と放射性廃棄物 1 件、放射線測定と線量評価 5件、放射線教育､

リスクコミュニケーション 7件が提案された。うち 1件はネットワーク合同報告会終了

後に保健物理学会から追加で提案されたものである。 

 放射線事故・災害医学会は、提案された 5つの重点テーマ案について、被ばく医療に

関連する提案や放射線事故・災害に関連する提案を優先して優先順位を決定したが、そ

れ以外の学会では優先順位はつけなかった。 

 

表 2．アカデミア参加団体から提案された重点テーマの一覧 

 研究領域 

日本放射線安全管理学会 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

 1．新世代の放射線安全利⽤と管理 -短半減期核種の有効利⽤のために      

  新しい利⽤形態への対応-短半減期核種の放射線安全評価法の確⽴-  〇    

 
 

短半減期核種での減衰保管の導⼊の是⾮をどう考えるか？ -放射性廃

棄物の課題に皆で向き合う-  
   〇  

  放射線の検出技術の施設管理への応⽤     〇 

 2．放射線安全管理の新しいパラダイムの創造      

  多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討  〇   〇 

 
 

幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活⽤のあり⽅に関す

る研究 
    〇 

  教育現場における放射線安全管理体制の確⽴      

 3．放射線安全教育の社会的必要性に対応した標準プログラム開発      

 
 

e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンライ

ンプラットホーム開発 
     〇

 
 

N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教

材の提供 
     〇

 4．社会と放射線安全管理 - その接点のフロントライン      

  放射線安全管理⽅法の最新の知⾒のサイトの構築  〇    

  放射線に関する PR 活動の国際状況調査      〇

      

日本放射線影響学会      

 1．放射線事故・放射線教育関連テーマ      

 
 

放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケー

スの構築 
  〇   

 
 

福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析お

よび試料収集組織の構築 
  〇   

 
 

義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教

員人材育成のモデルケースの構築 
     〇

 2．生物学的影響とリスク関連テーマ      

 
 

放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築

に関する検討 
〇     

  がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定 〇     
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  研究領域 

 3．線量測定関連テーマ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

 
 

粒子線治療施設における作業従事者のための実用的粒子線被ばく防護

基準策定を目指すデータ集積 
    〇 

 4．日本保健物理学会との共同提案      

  低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 〇     

 
 

線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析

からの洞察 
〇     

 
 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサ

ス 
〇     

      

日本放射線事故・災害医学会      

  原子力災害・テロ等における放射線障害の治療の標準化/マニュアル化

に関する調査研究(優先順位 1) 
    〇     

  内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制の開発・調査研究
(優先順位 2) 

    〇     

  放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不安軽減評価の調査研

究(優先順位 3) 
          〇

  低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索(優先順位 4) 〇         

  放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究(優先順位 5)     〇     

      

日本保健物理学会      

  放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 〇     〇

  急緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究   〇  〇 

  自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計     〇 

  ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に関わる課題への対応研究     〇 

  放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究      〇

 日本放射線影響学会との合同提案      

 
 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサ

ス 
〇     〇

 
 

線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析

からの洞察 
〇     

  低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 〇     

      

放射線リスク・防護研究基盤      

  動物実験と疫学研究結果の放射線防護基準への統合的適用の検討 〇         

Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク、Ⅱ. 放射線安全利用、Ⅲ. 原子力・放射線事故対応、Ⅳ. 環境

放射線と放射性廃棄物、Ⅴ. 放射線測定と線量評価、Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究領域は、学会による分類をそのまま記載。 

 

 

3.2 代表者会議での意見交換 

 ネットワーク合同報告会直前に開催された第 2回代表者会議 (平成 30 年 1 月 22 日)

では、各団体が提案した個々の重点テーマについて自由に意見交換を行った。以下に主

なコメントを列挙する。 

 

・放射線安全管理学会からの研究者の線量管理に関する提案に対して：大学のアイソ
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トープ総合センターをベースとしたネットワークとの連携を検討してはどうか 

 

・放射線影響学会からの生物学的線量評価の自動化に関する提案に対して：過去にも

同様の試みがあったが普及しなかった。その原因について検討してはどうか 

 

・放射線影響学会からの放射線従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバン

ク構築に関する提案に対して：倫理的な検討には、放射線影響研究所のバンクが参

考になるのではないか 

 

・放射線事故・災害医学会の低線量放射線のバイオマーカーの検索に関する提案に対

して：他学会からの提案についても、緊急時対応を出口としての検討が有意義では

ないか 

 

・保健物理学会からの提緊急時モニタリング体制の整備に関する提案に対して：行政

側にはわかりやすい。しかしマニュアル化する、ガイドラインを作るというのであ

れば、マニュアルやガイドラインをどうオーソライズして、日本全体に広げるかま

で考えてほしい。 

 

 また保健物理学会からの提案を例示として重点テーマとして採択される以外の選択

肢についても意見交換を行った。各団体が提案した課題の中には、重点テーマに採択さ

れるケース以外に、①直接委託事業になる（特に緊急性の高いもの）、②アンブレラの

中で実施する（開発要素がないもの）、③学会主導で進める、④関係省庁に展開して他

省庁の計画に位置付けられる、といった可能性があること、そのためにも戦略的に提案

をまとめることが重要であることや、行政とアカデミア間のやり取りを通じて各テーマ

のブラッシュアップするプロセスが必要であることが確認された。そこでネットワーク

合同報告会開催以後、原子力規制庁からのフィードバックも参考に、具体的なアウトプ

ットや放射線防護上のアウトカムに着目した整理をする場が必要という結論に達した。 

 

3.3 ネットワーク合同報告会での主な指摘 

 ネットワーク合同報告会(平成 30 年 1 月 31 日開催)では、放射線防護アカデミア参加

団体の代表が重点テーマの選定の経緯や結果について発表した。 

 その後、放射線利用の現場やリスクコミュニケーションに詳しい小林泰彦氏（量研）、

放射線影響と規制に関して高い認識がある若手研究者である小嶋光明氏（大分県立看護

科学大学）、我が国の放射線環境研究の第一人者である塚田祥文氏（福島大学）、そして

原子力規制庁の寺谷俊康氏が、それぞれの視点からのコメントを発表した。 

 

・小林氏は、義務教育での放射線教育カリキュラム導入に関連した提案に関して、①

現行のエネルギー教育の枠から自然科学教育に移す、②放射線が人間に恩恵を与え

る技術の一つであり、それを安全に有効に使うための知恵として伝える、③バーチ

ャルリアリティも含め体験型学習を取り入れる、といった検討をしてほしいとコメ

ントした。また同氏は、リスク評価に関連する提案に対して、①インパクトの高い
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動物実験の結果のメカニズム解析をして、“過大評価で安全を担保するリスク評価”

から、“正しいリスク評価”につなげること、さらには、②正しいリスク評価をベ

ースに、他のリスクとの比較やトレードオフを踏まえて、被災者のリスク全体の最

小化に役立てることを生物学的影響研究の出口としてほしいと発言した。 

 

・小嶋氏は、社会人対象の e-learning に関連する提案に対して、その利用範囲を、放

射線業務従事者や消防署員だけではなく教育関係者に広げることを提案した。また

同氏は、生物学的線量評価に関して、適用できる線量範囲や利用可能なバイオマー

カーの議論ならびに手法の標準化が大切ではないかと発言した。さらに、これまで

生物研究者の目的意識は必ずしも防護やリスクに向いていなかったが、今後は、放

射線規制への利用を念頭に、自分たちの世代も協力して、生物研究の発表データを

レビューしたり、統合したりすることで、新たな問題点を見つけて研究を発展させ

ることが大事だと述べた。 

 

・塚田氏からは、本日の発表からは具体的な提案内容がわかりにくく、また環境分野

のテーマが含まれていないといった指摘があった。同氏は、福島大学の環境放射能

研究所の研究を例に、環境生物の研究も生態系とヒトへの影響をつなぐ研究として、

防護に役立ててほしいと述べた。また、現在形成中のネットワークは国内中心であ

るが、国際的なネットワークとつなげるべきであるとコメントした。 

 

・寺谷氏は、まず、学会が合意形成のプロセスを踏まえて重点テーマの提案をまとめ

たことへの謝意を述べ、続いて行政と研究者・専門家のコミュニケーションが重要

であると発言した。また提案された重点テーマの取り扱いに関して、原子力規制庁

の事業に近いものを選ぶだけではなく、他省庁に適したテーマはその方向で道筋を

つけるので、そのためにも研究の出口（＝省庁の所掌）をしっかり検討することが

大事であると述べた。さらに放射線防護アカデミアの 4学会のうち、放射線安全管

理学会や放射線事故・災害医学会の専門性は、それぞれ RI 規制部門や防護企画課

の施策に深く関連があるのに比べ、放射線影響学会や保健物理学会の場合は、規制

側とのやりとりをしながら出口までのストーリーを作ってほしいと述べた。そして

集中と選択のために合意形成することや、異分野間で議論することが、専門家側の

戦略上も重要であるといったコメントを行った。 

 

またオープンディスカッションは以下の指摘がなされた。 

1．e-learning にはデメリットもあるが、メリットは、誰しもが同様の教育が受けら

れるという品質の担保にある。途中に試験をはさむなどの教育効果判定を付加する

ことで、よりよい e-learning が開発できる。 

2．提案された重点テーマからは、放射線廃棄物処分に関するテーマ（使用済み核燃料

処理・処分、福島原発の廃炉など）が抜けている。 

3．疫学研究のテーマも提案されていない。しかし疫学研究の実施には長期的かつ財源

的裏付けが必要なため、今後の課題とすべき。 

4．国内にも疫学調査を行っている機関があるので、アンブレラ事業への参加を呼びか
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け、疫学情報を防護に役立てることを検討することには意味がある。しかし立ち上

がったばかりのアンブレラ事業の場合、選択と集中の観点も必要。 

 

 合同報告会の参加者に行ったアンケートでは「テーマを絞った議論」や「出口を意識

した整理」が必要と言う意見が多かった。 

 

 

表 3．ネットワーク合同報告会プログラム 

 

開会挨拶 

１３：３０～１３：３５ 原子力規制委員会 伴信彦委員 

１３：３５～１３：４５ 事業説明（量研・放医研 神田玲子センター長） 

第一部 放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

１３：４５～１５：００ 放射線防護アカデミアからの検討結果報告（各 15 分） 

 日本放射線安全管理学会（長崎大学 松田尚樹教授） 

 日本放射線影響学会（大阪府立大学 児玉靖司教授） 

 日本放射線事故・災害医学会（量研・放医研 富永隆子医長） 

 日本保健物理学会（大分県立看護科学大学 甲斐倫明教授） 

 放射線リスク・防護研究基盤（東京医療保健大学 酒井一夫教授） 

１５：００～１５：１０ 休憩 

１５：１０～１６：０５ オープンディスカッション 

 指定発言者からコメント（各 5 分） 

 ・量研・量子ビーム科学研究部門 小林泰彦部長 

 ・大分県立看護科学大学 小嶋光明准教授 

 ・福島大学 塚田祥文教授 

 ・原子力規制庁 寺谷俊康企画調査官 

 フロアからのコメントも含めて議論 

第二部 アンブレラ内ネットワークの活動 

１６：０５〜１６：２０ 新規のネットワークの活動計画（各 7 分） 

 緊急時ネットワーク(日本原子力機構 百瀬琢麿副所長) 

 職業被ばくネットワーク(日本原子力機構 吉澤道夫部長) 

総括 

１６：２０～１６：２５ プログラムオフィサー 京都大学 高橋知之准教授 

閉会挨拶 

１６：２５～１６：３０ 量研 島田義也理事 

 

 

3.4 代表者会議としてのとりまとめ（結論） 

 代表者会議第 3 回会合（平成 30 年 3 月 4 日開催）では、ネットワーク合同報告会に

て提案した放射線防護アカデミアの 4学会と PLANET の代表者が報告した 29 件と、その

後追加で保健物理学会から提案された 1 件を合わせた 30 件はいずれも放射線防護上の

重要な研究であり、重点テーマの候補として妥当であるという結論に至った。そこで今

年度は提案された重点テーマ間での優先順位は付けず、次年度は、この 30 件に対し具

体的なアウトプットや放射線防護上のアウトカムに着目した整理を行うこととした。 

 この整理に当たっては、学会が主催する学術集会で、研究領域ごとに議論を深め、行

政と専門家がディスカッションを行える場（ワークショップ等）の企画を検討すること
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とした。また一部の提案は、再整理の議論をしやすいように研究領域を変更した。 

 さらにアンブレラ事業との親和性の高い以下の 3課題については、次年度からアンブ

レラ事業内で実施することが可能であるとの意見が出た。 

1)「多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討（放射線安全管

理学会提案）」で提案された内容の一部、特にロードマップについては、職業被ば

く最適化推進ネットワーク内での検討が可能 

2)「緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究（保健物理学会提案）」の一部は、

緊急時放射線防護ネットワーク内で検討や調査が可能 

3)「放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス（放射

線影響学会・保健物理学会共同提案）」は、アンブレラ事業内で、PLANET の協力も

得て、提案した 2学会が主導的に進めるのが適当 

 

加えて「放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築（放射線安全管理学会提案）」

に関連して、放射線防護アカデミアの参加学会に対し、学会が著作権を有する著作

物の提供の可否についての検討を依頼した。学会からの回答を待って、アンブレラ

事業内での実行可能性を評価することとした。 
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表 4 研究領域別重点テーマ一覧 

 特徴 期間 参照頁＊ 提案者**

Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク     

1 
低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する

調査研究 
実験 5 年 17 合同 

2 
低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検

索 
動物実験 5 年 20 事故学会

3 
がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策

定 
細胞・動物実験 5 年 23 影響学会

4 
動物実験と疫学研究結果の放射線防護基準への統

合的適用の検討 
アーカイブ利用 3 年 25 PLANET

5 
線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース

整備と生物学的分析からの洞察 
データ再解析 2 年 28 合同 

6 
放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象とし

たバイオバンク構築に関する検討 
現状調査・検討 3 年 31 影響学会

7 
放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認

識に関するコンセンサス 
レビュー・検討 2 年 34 合同 

8 放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 レビュー・検討 3 年 36 保物学会

    

Ⅱ. 放射線安全利用     

9 
新しい利⽤形態への対応-短半減期核種の放射線

安全評価法の確⽴-  
文献調査・検証 3 年 38 安全学会

10 
多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理

についての検討 
制度設計・運用 5 年 40 安全学会

11 
ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に関わる課題

への対応研究 
影響調査・提案 5 年 42 保物学会

12 放射線安全管理⽅法の最新の知⾒のサイトの構築 HP 設計・運用 4 年 46 安全学会

    

Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     

13 
福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植

物データ相互解析および試料収集組織の構築 

データ・ 

試料収集 
4 年 48 影響学会

14 
放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価

の自動化モデルケースの構築 
開発・訓練 5 年 50 影響学会

15 放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究 開発・訓練 4 年 52 事故学会

16 
原子力災害・テロ等における放射線障害の治療の標

準化/マニュアル化に関する調査研究 

文献調査・ 

作成・普及 
5 年 54 事故学会

17 
内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制

の開発・調査研究 

開発・ガイドライ

ン化 
5 年 57 事故学会

18 緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 調査・体制構築 4 年 59 保物学会

    

Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物     

19 
短半減期核種での減衰保管の導⼊の是⾮をどう考

えるか？ -放射性廃棄物の課題に皆で向き合う-  

制度提案・運用

検証 
3 年 61 安全学会

    

13



 

    

 特徴 期間 参照頁＊ 提案者**

Ⅴ. 放射線測定と線量評価     

20 放射線の検出技術の施設管理への応⽤ 開発・運用検証 5 年 63 安全学会

21 
自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベー

スの設計 

調査・評価手法

開発 
5 年 65 保物学会

22 
粒子線治療施設における作業従事者のための実用

的粒子線被ばく防護基準策定を目指すデータ集積 

データ収集・基

準策定 
5 年 67 影響学会

23 
幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の

活⽤のあり⽅に関する研究 
情報収集・検証 2 年 69 安全学会

    

Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション     

24 
放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不

安軽減評価の調査研究 

不安調査・講習・

提言 
5 年 72 事故学会

25 
e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練

の全国標準オンラインプラットホーム開発 
作成・運用 5 年 74 安全学会

26 
N 災害対応のための消防署員への放射線教育プロ

グラム開発と教育教材の提供 
作成・検証 2 年 78 安全学会

27 教育現場における放射線安全管理体制の確⽴ 技術開発・普及 5 年 80 安全学会

28 

義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指し

た放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの

構築 

モデル事業・提

案 
5 年 82 影響学会

29 
放射線診療における実践的な放射線防護教育に関

する研究 
調査・作成・実施 3 年 86 保物学会

30 放射線に関する PR 活動の国際状況調査 情報収集・検証 2 年 88 安全学会

＊参考資料 2「放射線防護アカデミア重点テーマ提案一覧(詳細版)」における該当ページ番号を記載 
**提案者：安全学会＝放射線安全管理学会;影響学会=放射線影響学会、事故学会=放射線事故・災害

医学会;保物学会＝保健物理学会;PLANET＝放射線リスク・防護研究基盤;合同＝放射線影響学

会と保健物理学会の合同提案 
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4 今後の展望 

 

 放射線防護は実学であり、社会の視点なしには成立しえない学問領域である。放射線

安全規制研究の重点テーマの議論では、「研究の出口」というフレーズが良く使われた

が、「研究の出口」とは社会への還元と言い換えることが出来る。放射線防護研究全て

が「炉規法」「RI 法」「電離則」などに直結するものではないが、2ステップ、3 ステッ

プ先には、研究成果が何らかの形で社会につながることが期待されている。 

 今年度、放射線防護アカデミアは、半年近い時間をかけて、放射線安全規制研究の重

点テーマを検討し、全 30 件全てについて、研究内容、背景、研究の出口、ロードマッ

プをまとめた。この報告書は今後の検討の材料に当たるものだが、材料の段階ですでに

知の結集とも言うべき価値あるものとなっている。 

 

 放射線防護アカデミアが、重点テーマに関する検討を行っている意義は、そのアウト

プットが原子力規制委員会を始めとする放射線防護関連の行政機関への情報提供にな

るだけではない。その過程において、学会内や学会間の合意形成や政策立案者側との意

見交換を行い、連携や協調する輪が広がったことは、放射線防護研究の推進にとっても、

放射線規制の改善にとっても良い影響をもたらすものと思われる。 

 

 また本事業の一環として立ち上げた「緊急時放射線防護検討ネットワーク」と「職業

被ばくの最適化推進ネットワーク」に、密接に関連するテーマも提案された。放射線防

護アカデミアの議論が、課題解決型ネットワークでの課題の抽出を助け、議論の幅を広

げる効果をもたらすことが期待できる。このように、ネットワーク同士がアンブレラの

形で連結されていることの利点を事業の初年度に確認することができたのは大きな収穫で

あった。 

 

 一方、今後の課題もある。社会的ニーズに対応した研究の場合、社会に対して迅速に

答えを出すことが求められる。放射線安全管理学会はその報告書の中で、今回の重点テ

ーマ提案が平成 31 年度の事業に係るものであることに対し、「ゆったりとしたスピード

感」と評している。さらに同学会は、放射線安全規制研究に頼らずともすぐにグループ

を組んで検討を進められるもの、あるいは 30 年秋には科学研究費補助金に申請できる

ものを仕分けするといった再整理をアンブレラ内で行うことを提案している。そこで、

代表者会議では、拙速な議論にならないよう留意しながら、速やかに再整理に向けた合

意形成を進める予定である。 

 

 こうした PDCA を行いつつ、重点テーマの議論を皮切りに、アカデミアと放射線利用・

管理の現場そして規制側の連携、協調を進め、放射線防護、管理、利用に関する基礎研

究のコミュニティの活性化や若手人材の養成につながるよう、適切な企画立案と着実な

事業運営をすることが代表者会議の責務である。 
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参考資料１ 

 

放射線防護アンブレラ代表者会議 構成員リスト 

（平成 30 年 3 月現在） 

 

 

 

  

参加団体 被推薦者 所属 

日本放射線安全管理
学会 

松田 尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所  

中島 覚 広島大学 自然科学研究支援開発センター 

日本放射線影響学会 
小林 純也  京都大学 放射線生物研究センター 

児玉 靖司 大阪府立大学大学院 理学系研究科  

日本放射線事故・災
害医学会 

富永 隆子 量研・放医研 被ばく医療センター 

細井 義夫 東北大学 大学院医学系研究科  

日本保健物理学会 
赤羽 恵一 量研・放医研 計測・線量評価部  

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

放射線リスク・防護研
究基盤 

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

酒井 一夫 東京医療保健大学 東が丘・立川看護学部 

   

運営母体 担当者 所属 

原子力規制委員会 

高橋 知之 
（プログラムオフィサー）

京都大学 原子炉実験所 

寺谷 俊康 原子力規制庁 放射線防護グループ  
放射線防護企画課 大町 康 

量子科学技術研究開
発機構 

神田玲子 放医研 放射線防護情報統合センター 

山田 裕 放医研 放射線影響研究部 

中島 徹夫 放医研 福島再生支援本部 

日本原子力研究開発
機構 

百瀬 琢麿 核燃料サイクル工学研究所 

吉澤 道夫 原子力科学研究所 

原子力安全研究協会 杉浦 紳之 理事長 
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参考資料 2

 

放射線防護アカデミア重点テーマ提案一覧(詳細版) 

    

提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

番号 1 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 
低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

本提案課題は、福島第一原子力発電所事故後の汚染水処理で課題となっているトリ

チウムに着目し、低濃度トリチウムの内部被ばく影響に関する既存の情報を収集整理

するとともに、利用可能な研究資源（実験施設、疫学対象集団等）や今後の安全規制

に必要な情報の洗い出しを行い、実施可能な研究方法（実験的アプローチ、疫学的ア

プローチ）の検討を行うものである。調査で得られた実験的、疫学的な知見に、追加可

能なパイロット実験データ等を加えて整理・解析し、トリチウム水による内部被ばくに関

する現行の放射線防護体系の妥当性を検証するとともに、今後の施策上の必要情報

を整理する。 

加えて、今やトリチウム生体影響研究者が世界的にもほとんどいないという現状があ

るため、実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせて維持可能とすることも本

課題の活動の波及効果として期待するものである。 

 

成果活用

方針 

福島第一原子力発電所の汚染水処理で課題となっている低濃度トリチウム水による

内部被ばくの生体影響について既存の数値データを整理し、客観的に示すことによ

り、科学的な立場からの放射線防護規制のあり方の再検討が可能となる。また、得ら

れた解析結果は関連するステークホルダーとのコミュニケーションにも活用できる。こ

れらにより、トリチウム汚染水処理に関する新たな展開も期待できる。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

トリチウム水による内部被ばく影響に関する既存の知見の整理と解析は人的措置が

あれば可能となるが、低線量・低線量率放射線の影響評価自体は短期間では解決し

がたい課題でもあるため、解析結果のみを元に規制検討に必要な説明を全て提供す

ることは難しい。そのため、低濃度トリチウム水内部被ばくの生体影響が X 線やガンマ

線等による外部被ばくと同じと見なして良いのか否かに重点をおき、その回答を示す

ための研究アプローチのあり方も合わせて検討すること（一部にパイロット実験を含

む）が求められる。 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

トリチウム水内部被ばくに関する既存の知見収集と整理。 

 

H32 

知見の解析の継続とそれ基づく不足情報の提示（随時）。および低濃度トリチウム生

物実験が可能な関連施設の情報収集と整備。 

 

H33 

知見の整理解析を完了させる。見出された不足情報を解消するために必要な研究ア

プローチの検討。特に、低濃度トリチウム水影響検証に適用可能な研究アプローチの

提案。 

H34 

検討・提案された実験系を用いた低濃度トリチウム水を用いたパイロット実験データの

取得。 

H35 

整理解析された知見とパイロット実験データを合わせた低濃度トリチウム水の生体影

響リスクの比較評価 

 

背景等 

放射線防護では等価線量が同一であれば内部/外部の被ばく形態にかかわらず生体

への影響が同一という前提がある。しかしながら、内部被ばくの影響と外部被ばくの影

響とを直接比較した研究はI-131やRn-222等ごく一部の核種に限られている。福島第

一原子力発電所事故後の汚染水処理で課題となっているトリチウムについては、原子

放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）が 2016 年報告書附属書 C で詳

細に取りまとめたばかりであるが、健康影響を評価するための科学的データは十分で

はなく、さらなる研究の必要性が指摘されている。 

しかし、トリチウム摂取による内部被ばくの生体影響については、過去に高濃度（高線

量）での実験によるデータが集められ、RBE も提唱されているが、対象とする影響エン

ドポイントや実験系によるばらつき差異がある。また、低濃度における影響に関しては

ごく限られた実験しかなく、高線量影響からの推測に頼っているのが現状である。なか

でも、トリチウム水は細胞内の水に入り込んで均等分布することから、その生体影響

は単純な放射線の外部被ばくとは異なっている可能性も考えられ、この点を科学的に

解明することは、今後の安全規制のあり方を考える上でも重要である。 

このように、低濃度トリチウム水の処理は福島第一原子力発電所の汚染水処理にお

ける最も重要な、最後に残された課題の一つである。政治的・社会的解決が強く求め

られる現状において、科学的な裏付けの有無は大きなインパクトを与える可能性が高

い。 

また、トリチウム生体影響研究者は世界的にもほとんどいない（日本が中心であり、実

質 10 名も居ない上に大半の研究者は 10 年以内に引退を迎える）という現状におい

て、トリチウムの取扱い、及び実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせる意

味でも本課題が提唱する調査研究と実験的アプローチの検討は極めて重要である。
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等      

研究スケジュ

ール 

知見収集

整理 

 

知見の解析と

不足情報の

洗い出し 

知見解析結

果の公表とパ

イロット実験

検討 

パイロット実

験実施 

パイロット実

験結果の整

理 

研究内容      

その他 
パイロット実験の必要性が生じた場合には、トリチウム水を用いた生物実験が可能な

施設が共同利用等で利用可能であること。 
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提案 

学会 
日本放射線事故災害医学会 

番号 2 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 代表理事 明石真言 E-mail akashi.makoto@qst.go.jp 

 

研究 

課題 
低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索 

領域 

一つ選択 

☑Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□･Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価       □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 福島原発作業者が、大量に被ばくする可能性は少ないと考えられるが、多種多様の

変異源に暴露する可能性はあり得る。低線量被ばくを経験したヒトを疫学的に観察す

ることは重要であるが、生活習慣などの生活上様々なバイアスがかかり、低線量被ば

くの影響を科学的に評価することは現状では非常に難しい。 

 放射線の生物学的影響とリスクを評価する場合、2 つのポイントを並行して押さえな

がら生物学的研究を遂行することが肝要である。一つは、実際に被ばくした生物にお

いて、生物学的な影響が有意に確認されること。もう一つは、確認された生物学的影

響の原因について、細胞学・分子生物学的解析を行って分子機序の解析を推進する

ことである。特に低線量域では、個体差による影響が相対的に大きくなるので、分子

機序の解析が困難となることが予想される。 

 そこで、本研究では低線量放射線リスクは科学的に証明されていないが、唯一評価

が可能な放射線適応応答に着目し、マウスを用いて、照射後長期的なフォローを行

い、低線量被ばく後に高線量被ばくしたマウスと、高線量被ばくのみのマウスの寿命を

観察して、低線量被ばくの影響を評価する。照射方法は 0Gy、20mGy、20mGy+3Gy、

3Gy とし、マウスの匹数は各群 50 匹を生存率曲線用、解析用としてさらに短期（10 週

齢まで）と長期（60 週齢まで）で各群 20 匹程度は確保する。これらの異なる照射群を

比較することで、放射線適応応答特異的なバイオマーカーについて、microRNA を中

心に探索を行う。microRNA の解析は生体試料として比較的安定な状態で確保できる

こと、国立がん研究センターを中心に、乳がんや肺がんなど13 種類のがんを 1 回の採

血で発見できる次世代診断システム開発プロジェクトが進行中であることを考えると、

低線量放射線被ばくによる長期的影響評価の際に有用な指標となる可能性が高い。

 

 

成果活用

方針 

 放射線適応応答特異的な microRNA を同定することができれば、線量を変化させる

ことにより、低線量の被ばく限度を解析できる可能性がある。急性被ばく障害として

250mSv まで緊急時は法的に認められ、5 年間で 100mSv、１年間で 50mSv という基準

の確証、労災認定される基準についての見直しなどが可能になると考えられる。また

バイオマーカーが確立されれば、急性期ならびに晩発期における被ばくの評価に応用

できる可能性も期待できる。 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

照射直後と、照射してしばらく時間が経過したマウスの血液より抽出した血清中の

microRNA をマイクロアレイ解析による発現量の変化を評価。死亡の際は死因の特

定。 

H32 

生存率曲線作成と死因の特定。週齢を決めて microRNA の評価。照射後初期と照射

後しばらく時間が経過したマウスの違いを検討する。microRNA の候補から実際に有

効となるものをリアルアイム PCR で評価し、放射線適応応答特異的 microRNA を同定

する。 

H33 

同定した放射線適応応答特異的 microRNA の機能を、miRNA Mimics による活性化

や、miRNA Inhibitor による阻害を人為的に介入調節することで、実際にマウスの放射

線による適応応答に重要なバイオマーカーであるかについての確認実験を行う。 

 

H34 

H33 度のマウス個体介入実験は、長期的な影響評価を行う必要があるので継続す

る。同定したマウス放射線適応応答特異的 microRNA に対応する、ヒト放射線適応応

答特異的 microRNA 候補の探索を行う。医療被ばくした患者や福島原発作業者の血

液サンプルを確保する。 

 

H35 

H33 度のマウス個体介入実験の総括。確保した医療被ばくした患者や福島原発作業

者の血液サンプルを用いて、実際にヒトにおける血液サンプルを用いて、ヒト放射線適

応応答特異的 microRNA 候補の検証を行う。 

 

背景等 

 すでに福島原発の作業者は法令を超える被ばくがある。急性被ばく障害の発症はな

いものの、白血病や固形がんなどの晩発性の身体的影響（確率的影響）を発症する

可能性はある。その際に、ヒトにおける晩発影響の評価を行う上で、ヒトと同じ哺乳類

のマウスにおける晩発影響の評価をしておく必要がある。また低線量被ばく後の影響

を評価するには、長期的な評価が必要である。低線量被ばく初期の段階でのバイオマ

ーカーがわかれば、放射線感受性の高いヒトは、その後の作業に制限をかけることも

検討が可能となる。また、実際に白血病などを発症した時のバイオマーカーがあれ

ば、低線量放射線被ばくとの因果関係を評価できる可能性がある。 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

☑ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向  □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 
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ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

5 月 

マウス照射 

 

 

10 月：

microRNA 評

価 

通年：死因評

価 

 

5 月から

microRNA 候

補の特定 

microRNA 候

補特定後: 

マウス照射

と、同定した

miRNA の介

入実験開始 

 

5 月から 

ヒトサンプル

の確保 

通年：H33 年

に開始した

miRNA 介入

実験の死因

評価 

 

5 月から 

ヒトサンプル

による評価 

通年：H33 年

に開始した

miRNA 介入

実験の死因

評価の総括 

 

研究内容 照射直後の

microRNA 評

価 

 

40週齢を目途

に microRNA

評価 

死因は病理

学的に行う 

リアルタイム

PCR による

microRNA の

候補の評価 

適応応答マウ

ス群に miRNA

阻害剤又は

mimicsを投与

 

同定したマウ

ス miRNA のヒ

ト miRNA への

対応の調査 

死因は病理

学的に行う 

リアルタイム

PCR によるヒ

ト microRNA

の候補の評

価 

死因は病理

学的に行う 

 

その他 
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 3 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 宮川 清 E-mail miyag-tky@umin.ac.jp 

 

研究 

課題 
がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

2017 年 11 月に米国 FDA が、約 400 種類のがん関連遺伝子の異常を検出するパネル

を 2 つ承認したことに引き続き、わが国においても 2018 年度から同類のパネルを用い

た先進医療が開始される。さらには、先進医療の結果に基づき、2019 年度以降にがん

遺伝子パネルが保険診療として実施されることが想定され、がん患者およびその家族

は容易に生殖細胞系列における遺伝性発がんに関係する遺伝子異常の有無を知るこ

とができるようになる。このようなパネルには ATM や p53 などの放射線感受性に関わる

遺伝子も含まれ、遺伝子数が最多のパネルでは、20 種類以上の遺伝子がこれに該当

することから、個人レベルで放射線感受性遺伝子の情報を入手することが可能な時代

が到来する。本研究は、これら日本人にみられる変異の放射線感受性における影響を

共通の細胞実験系によって解析することにより、放射線防護の基準策定に個人差の考

え方が必要であるか否かの生物学的根拠を示すことを目的とする。 

成果活用

方針 

がんゲノム医療で同定される生殖細胞系列の放射線感受性に関わる遺伝子異常につ

いて、それを放射線防護の規制に導入すべきかそうでないかの科学的根拠が得られる

可能性がある。 

成果内

容・目標

期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

国民のがんゲノム情報を一元的に管理するがんゲノム情報管理センターとの共同研究

契約の締結、ならびに候補遺伝子異常の選択を開始する。 

H32 

CRISPR/CAS により、解析候補遺伝子異常のノックイン細胞の作製を開始する。 

H33 

ノックイン細胞の放射線感受性に関する細胞生物学的解析を開始する。 

H34 

ノックイン細胞の造腫瘍性の解析を動物実験によって開始する。 

H35 

これまでに得られた結果を放射線防護の観点から総合的に解釈し、公表する。 

背景等 

がん医療の最適化を目的としたがん遺伝子パネルを保険診療として実施することは多

くの国民が喫緊に切望するところであるが、それとともに、二次的に発見される生殖細

胞系列の遺伝子異常の存在は、がん治療とは別に健康科学全般に大きな倫理的問題

を投げかける。特に放射線感受性に関わる遺伝子異常が発見された場合には、科学

的根拠のない情報が発生する可能性が大いにあり、放射線防護の観点からは、このよ

うな事態が生じる前に、日本人に存在する変異の防護基準策定への影響の有無につ

いて、研究室の枠を超えた共通の生物実験系を導入して解析する必要がある。 
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(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール及び

研究内容 

 

解 析 候 補 遺

伝 子 異 常 の

選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノ ッ ク イ ン 細

胞の作製 

 

 

 

 

 

 

細胞生物

学的解析

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果のとりまと

め 

その他 

・がんゲノム医療を国民皆保険下での実施を予定しているのは、わが国が初めてであ

り、国民の財政的負担とともに結果の解釈には高度に科学的根拠が期待される。 

・遺伝子異常は人種差があるために、人種毎の研究が必要である。 

・国民のがん遺伝子情報は一元的に管理され、そこには疾患情報も付与されるため

に、共同研究によって放射線感受性遺伝子変異と発がんの関係について貴重な情報

が取得される。 
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提案 

学会 
放射線リスク・防護研究基盤 

番号 4 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 山田裕・中島徹夫・佐々木道也 E-mail yamada.yutaka @qst.go.jp 

 

研究 

課題 
動物実験と疫学研究結果の放射線防護基準への統合的適用の検討 

 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ.放射線の生物学的影響とリスク □Ⅱ.放射線安全利用 

□Ⅲ.原子力・放射線事故対応 □Ⅳ.環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ.放射線測定と線量評価 □Ⅵ.放射線教育､リスクコミュニケーション

 

 

 

 

 

 

 
研究 

内容 

動物実験では、疫学研究における不確実性の要因となる線量評価が精密に行われ

ていること、病理診断による死因分析が行われていること、種々の修飾および交絡

因子が制御されていることから、放射線影響リスクを解析、定量化する上で適切な

情報を提供している。また、細胞や DNA レベルの研究は、ヒトにも共通の放射線

影響メカニズムに関する情報を提供している。しかしながら、これらの生物研究から

得られた結果は、放射線防護のためのリスク解析にはほとんど利用されず、疫学で

得られたデータに統計モデルのみを適用して解析されているのが現状である。 

そこで、放射線規制上問題となる線量率効果や年齢依存性等、放射線リスクに関す

る問題点について、これまで行われてきた動物実験研究からの知見を整理し、放射

線による生物影響の作用機序に関する最新の生物学的研究結果を学際的にレビュ

ーして取り入れつつ、動物実験データ解析結果と疫学研究結果を放射線防護に利

用するにあたって不足する点をこれらの知見によって合理的・整合的に補う方策を

検討する。 

 

 

 

 

成果活用 

方針 

線量率効果や年齢依存性、低線量域における生物影響等を定量的に把握すること

ができるようになり、実際の被ばく状況に応じた適切な放射線安全管理の実現に資

することができる。 

低線量率での放射線リスクのより精確な評価が可能となり、過度な保守性の排除に

よる合理的な規制基準値の設定が実現できる。 

 

 

 

 

 

 

成果内容・ 

目標期限 

（最長 5 年 

間） 

H31 

放射線影響リスク評価を行う上での問題点の提示、および動物とヒトの共通点と相

違点の抽出、整理 

 

H32 

作用機序を考慮した動物実験データの解析方法の提示 

 

H33 

動物実験データ解析結果と疫学研究結果を合理的・整合的に解釈し、放射線防護基

準への統合的適用をするための方策の提案 

H34  

H35 
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背景等 

【研究ニーズ】これまで動物個体、細胞、分子レベルで多くの放射線生物学研究が行

われてきており、科学的には貴重なデータが数多く得られ、動物実験データの一部

は線質効果や線 量率効果の推定に利用されているものの、必ずしもヒトの放射線

影響リスク評価に直接用いられることを念頭には行われていなかったという反省が

ある。そこでヒトを直接 観察している疫学研究と放射線生物学を統合することによ

り、リスク評価を行う上で存在する不確実性を改善することが必要である。 

【背景】現在の放射線防護体系では、主に高線量・高線量率被ばくによる健康影響

のデータから外挿して、低線量・低線量率放射線のリスクが推定されている。このた

め、公衆や 作業者の実際の被ばく状況である低線量・低線量率での影響を必ずし

も反映するものではなく、これが公衆の放射線に対する不安を増大させる一因になっ

ている。 

低線量・低線量率効果係数（DDREF）の値について、ICRP では原爆被爆者データ

(LSS)とその他の疫学データ、及び特定の動物実験データの解析結果から 2 を勧告

し ており(200mGy 未満、6mGy/h 未満において)、BEIR VII ではその値は 1.5 とし

ている。 最近では、高線量・高線量率の研究(LSS)から推定したリスクと、分割ある

いは遷延被ばくの研究(原子力作業者のメタ解析)から推定したリスクを比較すること

により、そ の比が 1 未満になることが示されている(Jacob 2009、Shore 2017)。しか

しながらこれらは異なる集団の比較であり、より正確な評価については困難である。

動物はヒトとは異なるが、ヒトとの生物学的な共通点は多いと考えられる。疫学デー

タ を使うことの難しさにより、線量と線量率を別々にコントロールできる動物実験デ

ータを 利用することは有益である。これまで、生涯飼育により発がん等を指標とした

動物実験 は数多く行われてきており、RBE（線質効果）や線量効果関係、線量率効

果等が、寿命 短縮や様々な死因（腫瘍、非腫瘍（心血管疾患等））を指標として調べ

られてきている。最近、これらデータを利用できるデータベース(North Western

University Radiological Archives (NURA:  JANUS のデータを含む) や、European 

Radiobiological Archive (ERA))として整備し、再解析することにより DDREF を評価す

る研究が行われ始めて来 ている(Haley,et al. 2015、Tran and Little 2017)。その再解

析では、エンドポイントを発 がんと非発がんで分けると共に臓器レベルでの影響を

観察して評価に反映している。 また性別や照射時年齢のような修飾因子についても

考慮して解析することが可能にな っている。 

【喫緊性】 福島第一原子力発電所の事故とその廃炉作業を契機に、低線量率放射

線被ばくへの社会の関心が高まっている。また、放射性廃棄物処分も国民の注目を

集めつつあ り、将来的な潜在被ばく状況となる放射性廃棄物の安全評価も低線量

率放射線のリス ク推定をする上で重要である。また、規制が保守的であるかどうか

科学的に明確に言 い切れない現状では、規制値を超えれば影響が出るかもしれな

いという不安が残る。 よって線量率効果を早急に解明し、真のリスクを科学的に明

確にしていくことで国民の 不安の解消を期待できる。 
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(該当するのものにチェック） 

□  現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■  現在の規制は合理的ではないから 

□  科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□  時事的に優先度が高いから 

□  施策動向 □  東電福島第一原発事故対応 

□  その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催）

□  放射線防護人材確保・育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロードマッ 

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向 

等 

     

研究スケジ 

ュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究内容 放射線影響リ

スクに関する

問題の調査と

整理 

動物とヒトの

共通点と相違

点の抽出と整

理 

 

動物実験デー

タの解析方法

と作用機序か

らの意味付け

の検討 

学際的(異分

野間：化学発

がん、ヒトゲノ

ム解析、リス

ク 解 析 等 ) 検

討 

 

動 物 実 験 デ

ータ解析結果

と疫学研究結

果 の 解 釈 に

はどのような

ギャップがあ

るか、そのギ

ャップを埋め

るための方策

の検討 

  

  

その他 

実施者に必要な研究者や研究機関の要件： 

米国の動物実験アーカイブとデータ（NURA(JANUS)）、欧州のデータベース（ERA）と

の連携と利用。 

放射線影響、化学発がん、ヒトゲノム解析、リスク解析等、学際的な協力が必要。 
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提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

番号 5 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 
線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

放射線防護の対象となる低線量放射線リスクの評価において、線量・線量率効果係

数(DDREF)の評価が国際的に行われている。実際に必要なレベルの低線量率のデー

タが存在しない状況において、種々の疫学や実験動物データを用いたメタ解析などが

行われているが、対象となるデータと使用する解析モデルによっては推定値に大きく

影響している。生物的エンドポイントでみた線量率効果とのギャップがどこに起因する

のか、対象となるデータと使用する解析モデルを生物学、疫学、統計学等の視点から

検討することで DDREF 推定の不確かさの所在と問題点を明らかにする。 

成果活用

方針 

低線量放射線リスクの評価方法についてブラックボックスとなりかねない部分を明確

にし、低線量放射線リスク評価の限界と不確かさのその所在を明らかにすることで、

国民の放射線リスクの理解の向上がひろく期待できる。 

線量・線量率効果係数(DDREF)の評価において、数値のみでなく、生物学的視点に重

きを置いたアプローチによって国際的な貢献ができる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

DDREF の評価に繋がる論文とデータ収集、再解析による分析と生物課題の探索 

生物研究者・疫学研究者・モデル研究者の合同討議による DDREF の評価の不確か

さ分析 

H32 

対象となるデータと使用する解析モデルを生物学や疫学・統計学の視点から検討 

生物的エンドポイントでみた線量率効果の分析、発がん実験データとの統合分析 

H33 

H34 

H35 

背景等 

背景： 

東京電力福島第一原子力発電所事故により低線量(率)放射線に対する不安が社会

に広がり、低線量放射線被ばくの影響を明らかにすることの重要性が高まっている。

これまで国際放射線防護委員会ＩＣＲＰは、広島長崎のような高線量・高線量率放射

線の疫学調査から得られた過剰相対リスクに線量・線量率効果係数 DDREF を考慮し

て放射線リスク係数を評価してきた。放射線リスク評価においてインパクトの大きい

DDREF の推定において、近年、多量の生物データを統合解析した複雑な統計解析手

法が適用される傾向にあり、その全貌を把握することは容易ではなくなってきている。

実際に必要なレベルの低線量率のデータが存在しない状況において、種々の疫学や
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実験動物データを用いたメタ解析などが行われているが、対象となるデータと使用す

る解析モデルによっては推定値に大きく影響している。適切な放射線防護を実現する

ためには、わが国としてこれらの研究を独自に分析することでブラックボックス化を回

避した上で国民及び専門家、関係者が納得できるよう広く知識を還元し、放射線リス

クの正しい理解につなげることが必要であり、さらに、生物学や疫学・統計学の視点か

ら不十分と思われるポイントや議論を整理し、放射線リスク評価に必要となる課題を

整理する必要も生じている。 

喫緊性： 

ＤＤＲＥＦに関してはＩＣＲＰのみならず、ドイツの放射線防護委員会ＳＳＫ，原子放射線

の影響に関する国連科学委員会ＵＮＳＣＥＡＲ、米国電離放射線の生物影響に関する

委員会ＢＥＩＲが独自に評価した数値や考え方を示してきている。わが国の放射線規

制が重要視しているＩＣＲＰは、2007 年勧告においてＤＤＲＥＦ＝２を引き続き採用する

見解を示したが、現在タスクグループＴＧ91 がＤＤＲＥＦの在り方に関連する議論を進

めている。これらＴＧ９１メンバーが関与したＤＤＲＥＦに関する論文は、将来的なＤＤＲ

ＥＦの取り決めにおいて重視される可能性があるが、ここ数年は、多量の生物学的デ

ータを用いて複雑な統計解析手法を適用した研究がポピュラーになりつつある。放射

線防護議論の醸成、及び国民の放射線リテラシー向上に資するため、これらの研究

結果に対して、生物研究者、疫学研究者、モデル研究者の間での意見交換・討論を

通して、わが国独自に整理分析してポイントや課題をとりまとめ、専門家を含む国民

に広く還元していく必要が喫緊に生じている。 

 

(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

TG91 の活動

 

TG91 の活動

 

ＩＣＲＰ今フェ

ーズ終了 

   

研究スケジ

ュール 

DDREF の評価に繋がる論文

調査とデータ収集、再解析と

課題の探索 

   

研究内容 下記論文①-

③に対する分

析と課題探索

新たな論文に

対する分析と

課題探索 
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その他 

疫学統計の専門家の協力と、生物専門家を交えた協力体制の整備が必要。 

 

① Haley, B., Paunesku, T., Grdina, D.J., Woloschak, G.E. (2015) Animal Mortality Risk 

Increase Following Low-LET Radiation Exposure is not Linear-Quadratic with Dose. 

PLOS One, DOI 10.1371/journal.pone.0140989 

② Shore, R., Walsh, L., Azizova, T., Rühm, W. (2017) Risk of Solid Cancer in Low-dose 

and Low Dose Rate Radiation Epidemiological Studies and the Dose Rate 

Effectiveness Factor.  Int J Radiat Biol. 2017 Oct;93(10):1064-1078. 

③ Tran., V., Little, M.P. (2017) Dose and dose rate extrapolation factors for malignant 

and non-malignant health endpoints after exposure to gamma and neutron radiation. 

Radiat Environ Biophys. 2017 Nov;56(4):299-328 
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 6 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 冨田 雅典 E-mail mstomita@criepi.denken.or.jp 

 

研究 

課題 

放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築に関する検

討 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

次世代シーケンサーを用いたゲノム解析技術の革新的発展により、個人の全ゲノ

ムデータをわずか数日で、費用も$1,000 以下で解析できる時代となった。日本でも、が

んゲノム医療が具現化しつつあるとともに、東北メディカル・メガバンク機構などをはじ

めとした大規模コホート調査と連携したバイオバンクも構築されている。 

低線量・低線量率放射線のリスクについて、以前から疫学と生物研究との結果の乖

離が議論させているが、その解決には疫学調査対象集団のリンパ球や生検サンプル

を用いた生物学的解析を実施し、疫学調査結果を生物学的に裏付けられる体制の構

築が不可欠である。 

放射線作業従事者については、すでに放射線影響協会において放射線疫学調査

が進められており、それと連携したバイオバンクが構築できれば、作業者における発

がん・非がん疾患と家族的要因との関連性、生活習慣によるエピゲノム変異と疾患と

の関連性、さらには放射線による発がん・非がん疾患のシグネチャー解明につながる

可能性が期待される。また、医療分野における放射線感受性個人差の検討におい

て、放射線感受性を定量的に評価・パターン化し、バイオメディカルインフォマティクス

として利用できるようにするためには、生検用サンプルを用いた検討が実施できる体

制も求められる。得られた試料を iPS 化すれば、さまざまな組織・臓器に分化させて 3

次元培養組織を構築し、ヒト組織レベルでの検討も可能になる。 

その一方、発がんの家族的要因の解明は、本人だけでなく家族にも影響するため、

得られたデータの一人歩き防止のために検査値の意味や利用のための合意形成に

必要な情報のとりまとめなど、倫理面での検討も不可欠である。 

本調査研究では、放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象とした疫学調査

と連携したバイオバンク構築に関する体制の構築と、その実用面・倫理面における課

題の抽出と検討を行う。 

成果活用

方針 

放射線感受性の個人差は、ICRP を含めた多方面で検討が進んでおり、将来の放

射線防護体系において考慮される可能性が高い。本研究により、被ばく線量や生活習

慣の違いなどを考慮した疫学調査が進んでいる放射線作業従事者を対象としたバイ

オバンクが構築できれば、放射線起因性の疾患の解明につながるとともに、家族的背

景や生活習慣によるゲノム変異が、放射線リスクに及ぼす影響の解明も進み、より最

適化された将来の放射線防護体系の構築に資する。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

本研究を進めるためには、疫学調査を行っている放射線影響協会、健康診断とバイオ

バンク構築に必要な採血や試料採取などを行う医療機関、次世代シーケンサーを用
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いたゲノム解析や感受性個人差を定量化するためのバイオマーカーの選定、倫理面

の検討を行う研究機関との連携が不可欠である。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

・国内外のバイオバンク構築とその動向に関する調査を実施し、課題や問題点を多方

面から検討して洗い出す。 

・放射線感受性の指標となる測定項目(DNA修復酵素、lncRNA、酸化ストレスマーカー

等)についての調査研究を行う。 

H32 

・洗い出した問題を解決するための方策を検討するとともに、国内の実施体制構築に

向けた関係機関との検討を開始する。 

・調査研究の結果から、放射線感受性の指標となる測定項目のリストアップ、選定を

行う。 

・国内外の動向を元に、実施に向けた倫理面の課題について検討を行う。 

H33 

・実施に向けて対象とする集団について検討を行う。 

・報告書を取りまとめて、公表する。 

H34 

H35 

背景等 

次世代ゲノムシーケンス技術や iPS 技術、およびヒトの組織幹細胞などから 3 次元培

養組織を構築する技術の飛躍的促進により、これまでに疫学研究のみを根拠としてい

たヒトのリスクを、ヒト由来試料を用いて明らかにすることが実現しつつある。一方、低

線量・低線量率放射線のリスクについては、十分な生物学・医学的根拠もないまま、

交絡なども十分に考慮させていない国外の疫学調査の結果を受けて、より厳格化する

方向に向かっている。 

 さらに、現行の線量限度、あるいは実効線量の算出では、単純化された標準人に基

づいているため、日本人の人種差や個人の放射線感受性からどれくらいかけ離れて

いるか不明であり、その実用性に不安が存在している。種々の基準値設定にはヒトの

個人差を 10 倍の範囲として考えられているが、放射線感受性の日本人の個体差の幅

がどれくらいあるのかは不明である。 

低線量・低線量率放射線のリスクを科学的に理解し、放射線防護体系を適正化す

るためには、リスクの原因解明に不可欠なバイオリソースを提供するバイオバンクの

構築は不可欠である。 

(該当するものにチェック） 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 
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ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

動向調査・課

題の洗い出し

 

感 受 性 指 標

の調査 

 

 

 

 

 

体 制 構 築 の

検討 

 

感 受 性 指 標

の選定 

 

倫 理 面 の 課

題の検討 

対 象 集 団 の

検討 

 

 

 

 

報告書取りま

とめと公表 

  

研究内容 ・ バ イ オ バ ン

ク構築とその

動向に関する

調査と論点整

理 

・放射線感受

性の指標とな

る測定項目の

調査研究 

・国内実施体

制構築に向け

た検討 

・放射線感受

性の指標とな

る測定項目の

リストアップ、

選定 

・倫理面の課

題検討 

 

・対象集団の

検討 

・報告書とりま

とめ 

  

その他 
・バイオリソースを保管できる設備と体制、持続的な資金に関する検討が必要。 

・インフォームドコンセント、倫理委員会の承認が必要。 
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提案 

学会 

保健物理学会 

放射線影響学会 

番号 7 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 甲斐倫明 E-mail kai@oita-nhs.ac.jp 

 

研究 

課題 
放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

福島第一原子力発電所事故により、放射線安全規制の基盤となる科学に対する信頼

が揺らいだことは大きな社会的な問題である。放射線安全規制を進めていく上で、そ

の基盤となっている放射線科学の現状をわかり易く解説することで、放射線安全規制

関係者および社会のステークホルダーとの共通認識を図るための基本資料とする。と

くに、低線量リスクの放射線安全規制の基盤となる放射線疫学から放射線生物学の

現状認識、さらには、社会的背景との関連性をも検討して、これらの知見が放射線安

全規制にどのように繋がっているのか、放射線科学の専門分野を超えてコンセンサス

づくりを行う。また、放射線科学の現状の課題も同時に整理し、これからの放射線科学

が担うべき役割と責任を述べる。 

成果活用

方針 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学を理解し、放射線科学に基づくリスク評価と

放射線防護との関係をわかり易く解説したレポートとして広く活用する。放射線安全規

制に従事する担当者から、リスコミに関係するすべてのステークホルダーに必要な放

射線科学の知見を整理し、放射線に対する認識を共有できるレポートとする。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

１．放射線科学のスコープを整理 

２．放射線科学の現状の整理：全体の科学的関連を示した全体像作成  

３. 自然科学的知見と社会科学的知見の関係図  

H32 

１．レポートドラフト作成、ドラフトの討論によるコンセンサス 

２．クリティカルレビュアによる査読 

３．最終レポート作成 

 

H33 

H34 

H35 

背景等 

我が国は、多くの書籍やレポートが出版されているが、最新の放射線科学の知見を含

めて、放射線安全規制の観点からまとめた専門家のコンセンサスレポートは存在しな

い。最近、学術会議の委員会が作成した子どもの被ばくに注目したレポートは社会的

な反響を受けている。一方、政府がリスコミ用に作成した資料の多くでは、考え方やそ

の背景となる科学的データの意義や制約までは記載されていない。 
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等  

 

    

研究スケジュ

ール 

１．スコープ整理 

２．放射線科学の全体

の科学的関連を示した

全体像作成  

３. 自然科学的知見と

社会科学的知見の関

係図 

1.レポート

ドラフト作

成 

2.査読 

3.レポート

完成 

   

研究内容  

 

 

 

    

その他  
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提案 

学会 
日本保健物理学会 

番号 8 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 甲斐倫明 E-mail kai@oita-nhs.ac.jp 

 

研究 

課題 
放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

放射線被ばくによる発がんリスクは、根本的な理解がないまま低線量のリスク評価を

めぐっては諸説が入り乱れている（LNT、閾値、ホルメーシス等）。ここで問題なのは、

生物研究者と疫学研究者が相互理解できていない点にある。このような対話と理解の

深化抜きにしては、リスクの生物学的な理解もできないし、教育やリスクコミュニケーシ

ョンも皮相的になってしまう恐れがある。そこで、放射線被ばくによる発がんのリスク

を、がん発症の早期化という点から記述すること、リスク表現として確率よりも時間損

失の単位(DALY など)で表現することがリスクの理解の点からより適切であることか

ら、リスク表現について種々の分野の専門家を交えて提示し、国際的に発信する。 

 

成果活用

方針 

期待される成果は、従来のがんリスクの数学的な記述技術（相対リスクと絶対リスクの

併用）に代わって、がん発症の早期化というひとつの数値（被ばく線量、被ばく時年

齢、性別で決まる）でリスクを提示できるようになること。低線量リスクは、例えば

20mGy の一回急性被ばくの場合は、1 か月から 3 か月（被ばく時年齢と性により異な

る）のがん発症（あるいはがん死亡）の早期化と表現できる。他方、現行の相対リスク

モデルでは、リスクの値が加齢に伴って低下するので、ひとつの数字では表せない

（例えば、30 歳被ばくで 70 歳に到達した際の相対リスクは 1.01 というように）。がん発

症の早期化を健康寿命損失(DALY)のようなものさして表現することで公衆衛生分野と

同じリスクのものさしで理解できるようになる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31：原爆被爆者の疫学情報を精査し、リスクの表現としてどういう方法があるかレビ

ューし、リスク表現の生物的意義と社会的理解の観点から、種々の分野の専門家を交

えて討論する。そのレビュー内容をまとめて論文発信する。 

H32：がんの部位別リスクを種々のものさしで計算する。リスク表現に必要な計算法と

仮定について検討し、リスク表現として適切なものさしを提示する。 

H33：がんの部位別リスクの時間表現をまとめる。さらに、他の有害因子との比較を行

う。 

背景等 

従来行われてきた放射線のがんリスク（誘発説）は大きな誤りがあったと考える。その

理由は、①発がんは多段階の現象である。しかし放射線は、そのうちのひとつに寄与

することしかできない。故に、放射線は単独ではがんを誘発できず、常に自然に生じて

いる現象と共同して頻度を増すのみ（放射線でしか生じないようながんは存在しな

い）。②相対リスクの考えでは、1.0 よりも少しでも高い値であったら「新規のがんを生じ

た」と理解されるが、それは物事の一面しか見ていない。そもそもヒトの寿命には大き
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な個人差がある。40 歳代からがんの増加が始まり、その後は年齢の 5 乗近い速度で

増え続ける。だが、がんを経験しないで 100 歳に至る人もある。そのような個人差を考

慮していない「リスク値」に意味はあるだろうか？例えば、低線量被ばく後 40 歳でがん

が見つかった場合、被ばくの影響とみなされても不思議ではない。しかし被ばくがなく

ても 40 歳でがんになる人がいるという事実はしばしば忘れられている。③自分のがん

は被ばくに原因があり、もしも被ばくしていなければ発症していなかったはずという考

え（all-or-none の考え）は、相対リスクの概念がもたらした大きな弊害に思われる。上

述したように、放射線は単独ではがんを誘発できないのであるから、最も矛盾の少な

い表現をするなら、被ばくがない場合に生じていたと思われるがん発症の年齢が、被

ばくにより何年か早くなったと考えるのが生物学的には理にかなっている。 

 時事的に優先度が高い 

 東電福島第一原発事故対応（放射線発がん機構の正しい理解は、リスク理解の

心理的安定に寄与できる） 

 放射線防護人材確保・育成（放射線単独犯行説のような誤った理論を学習した人

材を育てても、放射線リスクの理解は得られない） 

 

(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

□ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

     

研究内容 原 爆 被 爆 者

の疫学情報を

精査し、リスク

の表現として

どういう方法

があるかレビ

ュー 

が ん の 部 位

別 リ ス ク を

種々のものさ

しで計算する

が ん の 部 位

別リスクの時

間表現をまと

める。さらに、

他 の 有 害 因

子との比較を

行う。 

  

その他 

学会で委員会を組織して、学会員以外の他分野の専門家を交えて場を設定して検討

を進めていく研究である。その過程でリスク計算を行い、リスク表現の妥当性を議論し

て、合意を得るための研究である。 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 9 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
新しい利用形態への対応-短半減期核種で放射線安全評価法の確立- 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 
短半減期核種で放射線安全評価法を多様な利用形態に対応して確立する。 

成果活用

方針 

関係者間で課題として認識され、原子力規制庁で H29 年度に委託調査事業となった

本課題に関して、委託調査事業で検討された濃度限度の考え方などを踏まえて、現場

での管理の方策の確立を目指し、連続的に供給されるような多様な利用方法にも対

応させたよりよい管理法を提案し、国際的な取り組みにも反映させる。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

規制側と事業者側や事業者と TSO との間のコミュニケーションを改善する必要があ

る。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

既存の調査資料からより本質的な課題の抽出を行う。 

連続的に供給される短半減期核種の施設内外の量の把握を行う。 

H32 

連続的に供給される短半減期核種の管理のあり方を提案する。 

H33 

提案された方策を現場で利用してもらい問題がないか確認する。 

H34 

H35 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究のニーズや背景） 

平均存在数量の概念は、特に短半減期核種製造工場における大きな課題かと認識し

ます。O-15 の診療は日本が先行しており、国際的な取り組みをリードする役割があ

る。今後も開発が進められることが見込まれ、安全研究も重要となる。 

（喫緊性） 

医療機関の現場では現実的な問題となっており、迅速な解決が望まれる。2017 年 12

月現在、年間20件程度の検査が可能とされているが、本来はより多くの検査が行える

ようにする必要がある。この課題は規制の合理化に関心が集まっているが、特に放射

線診療従事者に対して過小評価がなされていないかどうかの検証も極めて重要とな

る。 
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（該当するものにチェック） 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

施 設 検 査 等

の 指 針 に 反

映 

   

研究スケジ

ュール 

課題把握 

論点整理 

実態把握 

 

指針とり ま と

め 

現 場 適 用 の

検証 

  

研究内容 安全評価のた

めの被ばくの

シナリオを設

定する 

 

モ ニ タ リ ン グ

のあり方を明

らかにする 

 

    

その他  
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 10 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 学外の多種多様な研究者に対して、例えば、クロスアポイントメント制度により雇用さ

れた研究者に対して、放射線障害防止法並びに労働安全衛生法で定められた被ばく

線量や健康診断等の管理をどのように実施していくのが合理的か検討する。 

成果活用

方針 

合理的な被ばく線量や健康診断等の管理方法の提案と規制との整合性をとることが

できる。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

個人情報の取り扱い 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

現状の整理 

 

H32 

パターン別の管理方法の検討 

 

H33 

合理的な管理方法の提案 

 

H34 

試験的運用により問題点を抽出 

 

H35 

本格運用 

 

背景等 

（研究ニーズや背景） 

学術会議の「大学等における非密封放射性同位元素使用施設の拠点化について」の

提言が実現するためには必要な検討項目である。変わりゆく大学雇用制度に合わせ

て、当然「人の管理」についてもフィットさせていく必要がある。学術会議提言やセンタ

ー長会議のネットワーク事業とも深く関わり、重要性は高い。 

 

（喫緊性） 

被ばく線量の一元管理と関係しており、早期に整備する必要がある。 
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（該当するものにチェック） 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

現状の整理 

 

 

パターン別管

理 方 法 の 検

討 

 

 

合理的な管理

方法の提案 

 

試 験 的 運 用

により問題点

を抽出 

 

本格運用 

研究内容  

・全国の大学

や 共 同 研 究

所 の 事 業 所

へのアンケー

トの実施とま

とめ 

 

・学協会との

意見交換 

・業務従事者

のパターン化

・管理方法の

提案 

 

 

・合理的な管

理 方 法 の 提

案 

・学協会との

意見交換 

 

・ソフトの開発 

・サーバによ

る試験的運用 

 

・運用と改善

その他 

・全国の放射線を使用する共同利用施設並びに使用者の所属する大学の協力を得る

ことが不可欠。 

・被ばく線量については、線量測定機関の協力が必要。 
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提案 

学会 
日本保健物理学会 

番号 11 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小田啓二（神戸大学大学院） E-mail oda@maritime.kobe-u.ac.jp 

 

研究 

課題 
ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に係わる課題への対応研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

☑Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

①新しい線量概念の整理 

 ICRP/ICRU が現在提案中の新線量体系について、十分な理論的考察及び国際

動向の調査研究等を踏まえた「線量概念の整理」を行う。なお、複数回のシンポジ

ウムを開催して、専門家及び国民との意見交換を行うとともに、これらを解説書とし

てまとめる。 

②既存測定器への影響調査及び対応策の検討 

 新線量体系においては新しい実用量の導入が検討されている。導入の際、我が

国においても迅速に対処可能とするため、既存測定器への影響調査及び具体的な

対応策の検討を行う。このためには、測定器メーカーや校正機関と協力して、線量

計レスポンスの改訂、新測定器の開発及び校正方法の標準化を行う。 

③法令取入れに必要な措置及び課題の抽出と整理 

 新線量体系及び新実用量の導入に際し、我が国の法令において必要となる措置

や、そのための課題を予め抽出し整理する。また、そのための手順を検討する。 

 

成果活用

方針 

本研究によりもたらされる成果は、ガイドラインや解説書、対応マニュアル等に利用

可能な文書としてまとめる予定である。この文書を基にすれば、防護量と実用量の関

係や、従来の実用量と新しい実用量の概念の違い等、いわゆる一般的に理解の難し

い領域について「わかりやすい解説書」が作成可能となる。解説書の記載内容を調節

することで、各省庁・実務者・初心者（一般公衆）等、対象別の解説書も作成可能とな

る。その結果、本研究の波及効果として、幅広い対象に対しての線量概念の理解促進

が期待できる。 

また、本研究では換算係数の研究（レスポンス改訂や新測定器の開発に要する係

数）及び校正方法の検討を実施する。その成果として、測定器メーカーや測定器校正

機関の負担軽減が大いに期待できる。メーカーや校正機関と共同で研究を実施する

予定であるので、迅速かつ円滑な移行や対応の措置が可能となるであろう。 

さらに、近年中に法令上必要となる事項及び、その対応措置、手順についても検討

する予定であり、実際に法令改正等が必要となった際には、国際的観点から遅延する

ことなく円滑に法令対応が可能となるであろう。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

新線量概念に関し、現在の最新の国際動向に対して、規制庁あるいは国としてどこ

まで対応を予定されているのかが不明（手順、時期等含む） 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31     【線量概念】 

・意見募集のためのシンポジウム開催等

を通じた検討課題の一覧の作成 

【実用対応】 

・実態調査及びメーカー対応のとりまとめの

作成 

H32 

・関連学会や専門家からの意見の要約

の作成 

・解説書の基本構想（目次・項目）の策定

 

・新実用量導入の影響（既存測定器の校正

定数等）と対応案の一覧の作成 

H33 

・諸機関からの意見の要約の作成 

・実務者対象の解説書の作成 

 

・新測定器／測定手法の開発支援 

・新校正定数の提示 

H34 

・各省庁関係者対象の解説書の作成 

 

・JIS 等への反映に伴う課題と対策に関する

マニュアルの作成 

H35 

・一般公衆対象の解説書の作成 

・報告書とりまとめ 

 

・報告書取りまとめ 

 

背景等 

東電福島第一原発事故後、防護量と実用量の混同に起因する市民の混乱が顕著

であった。その後現在に至るまで、この問題については特に大きな進展もなく、具体的

な解決法が見出されていないのが現状である。 

 また、我が国では水晶体等価線量限度の変更が検討されているが、ICRP Pub.103

（2007 年勧告）への対応も完了していないことに加えて、この変更にあたっては実用量

及び実際の測定に関する検討は十分とは言えず、医療現場等においても課題が残さ

れている。 

我が国がこのような状況である一方で、国際的には ICRP 及び ICRU が従来とは異

なる新しい線量概念の導入を検討している。この新概念は、１～２年内にほぼ原案通

り採択される見込みであり、 IEC や ISO などの国際機関は既に対応を始めているとい

った状況下にある。新しい線量概念においては、新概念に基づいた新しい実用量の導

入も予定されている。 

  

（該当するものにチェック） 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

☑ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   ☑ 施策動向               ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 
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ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

実用量に関す

る世界的な議

論の展開 

放射線審議会

による ICRP 

2007 年勧告の

法令取入れ検

討 

IAEA ガイドラ

インの検討 

国内法令改訂

に向けた検討 

 

研究スケジ

ュール 

【線量概念】 

・シンポジウム

開催 

・意見募集 

 

 

・シンポジウム

開催（継続） 

・ 関 連 学 会 と

の意見交換 

・解説書基本

構想の策定 

 

・ 諸 機 関 と の

意見交換 

・実務者対象

解説書の作成

 

 

・各省庁関係

者対称解説書

の作成 

 

 

・公衆対象解

説書の作成 

・報告書とりま

とめ 

【実用対応】 

・実用量の実

態調査 

・測定器メーカ

ーとの意見交

換 

 

・新実用量導

入の影響の評

価 

 

 

・新測定器／

測定手法の開

発 

・校正方法の

検討 

 

・JIS 等への反

映に伴う課題

の検討 

 

・報告書とりま

とめ 

研究内容 【線量概念】 

・現在の線量

概 念 と 問 題

点 、 及 び 新 し

い線量の整理

・シンポジウム

において意見

を 募 集 し 、 要

望を調査 

 

 

・関連学会や

専門家等との

意見交換によ

る 問 題 点 ・ 課

題の整理 

・解説書基本

構想（目次、項

目、キーワード

な ど ） の 策 定

作業 

 

・ 諸 機 関 と の

意見交換によ

る課題の整理

・実務者対象

解説書の作成

作業 

 

・各省庁関係

者対称解説書

の作成作業 

・ＱＡ集、補足

説明資料等の

検討 

 

・公衆対象解

説書の作成作

業 

・最終報告書

の作成 

【実用対応】 

・実用量測定

に関する我が

国における実

態を調査 

・メーカーの対

応方針の聞き

取り及び意見

交換 

 

・ 関 連 学 会 と

の意見交換に

よる問題点の

整理 

・新実用量導

入の影響（既

存測定器の校

正定数等）の

推定 

 

 

・新しい測定器

の開発に関す

る メ ー カ ー へ

の助言及び協

力 

・新実用量の

校正に関する

担当機関への

助言及び協力

 

JIS 等への反

映に伴う課題

と対策に関す

る マ ニ ュ ア ル

の作成 

 

・最終報告書

の作成 
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その他 

現状では、国際的な動向に対して我が国の対策が出遅れてしまう可能性が極めて

濃厚であり、以下に挙げる新しい線量体系への対応準備等を、出来得る限り早期に

開始することが必要である。 

● 既存測定器への影響を精査し、具体的な対策案を用意する。 

● 国内法令への取込れに際しての課題を調査する。 

● 一般公衆、専門家、官公庁関係者に至るまで、幅広い層が、新しい線量概念を理

解するために役立つ解説書（案）を作成する。 

 

新しい線量概念の導入時に生じ得る混乱を最小化するための対策を、直ちに講じら

れることを提案する。 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 12 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 「放射線防護分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォー

ム形成」と連携して国内外の放射線安全管理についての文献等の調査並びに放射線

関連学協会からの学会発表や研究会等の情報を集約するサイトを構築し、その結果

を管理分野別に整理したホームページを構築するとともに更新・維持・管理を行う。 

成果活用

方針 

安全管理の最新の知見を規制側と管理する側で共有することができ、共通の認識に

基づいた効率的な放射線安全管理を行うことができる。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

ホームページの維持・管理・更新やサーバの費用・人件費の確保 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

現在の安全管理のもとになっている文献や考え方の整理 

 

H32 

現在の安全管理の問題点とそれに関連する文献のピックアップ 

 

H33 

放射線関連学協会共同運用サイトの構築と安全管理のもとになっている文献と問題

点に関連する文献のアップ 

 

H34 

サイトの試験運用 

H35 

 

背景等 

（研究ニーズや背景） 

アンブレラ的テーマで、アンブレラ全体のテーマとして、あるいはその成果物の一つと

して、必要。放射化物の規制に関しては、日本が先進的に取り組んでいると言える面

もあるのかもしれませんが、物量を十分に考えた議論になっていないので、今後見直

すべきである。廃棄物とも関連しますが、複合汚染物に関しても現場で課題がありそう

であれば、検討するのが良い。 

（喫緊性） 

法律改正に伴い、放射線障害予防規程に取り入れる PDCA サイクルに最新の知見を

取り入れる必要がある。 
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

・現在の安全

管理のもとに

なっている文

献や考え方の

整理 

・現在の安全

管 理 の 問 題

点とそれに関

連する文献の

ピックアップ 

・放射線関連

学 協 会 共 同

運用サイトの

構築と安全管

理のもとにな

っている文献

と問題点に関

連する文献の

アップ 

・ サ イ ト の 試

験運用 

・ サ イ ト の 本

格運用 

研究内容 ・RI 実験室の

風量の設定 

・RI 実験室に

おける種々の

飛散率 

・RI 実験室に

おける空気中

RI 濃度     

・RI 実験室の

風量 

・放射線防護

分野における

課 題 解 決 型

ネットワークと

アンブレラ型

統合プラットフ

ォーム形成の

成果との統合

・ 情 報 ア ク セ

ス先とアクセ

ス数などの情

報収集     

・改善    

・ サ イ ト の 情

報に基づいた

放 射 線 安 全

管 理 の 実 践

運用 

その他 サイトの運用主体並びに情報の集約方法と更新方法、広報の仕方が必要。 
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 13 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 

福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析および試料収

集組織の構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 本研究課題では福島第一原子力発電所事故による避難区域内における低線量・低

線量率放射線生体影響に関する動植物を対象としたデータの収集・相互解析及び、

影響の解析・評価が可能な動植物サンプルの採取・整理・提供する組織・枠組みを整

備することを目的とする。現在、年間 20mSv が避難指示解除準備区域の基準となって

いるのが、これら基準に避難対象者・地域住民に理解してもらうには、このレベルに対

応する科学的データが必要だと考えられる。しかし、従来の動物実験だけではこのよう

な線量レベルのデータを採取することは困難であるが、福島第一原子力発電所事故

における避難地域内外に生息する動植物を対象にして研究を行えば、規制に則した

レベルでの生体影響を明らかにできる可能性があり、事故以降、様々な研究グループ

が様々な動植物を対象に影響解析を行っている。しかし、これら研究はそれぞれ独立

して行われ相互解析されていなことから、本課題において、ヒトの生体影響評価に活

用可能な対象動植物を選定し、対象となる既存データを収集・相互解析するとともに、

対象となる動植物試料をさらに継続的に収集・提供していく上での組織構築を図る。 

 

成果活用

方針 

 本研究課題により、福島第一原子力発電所事故汚染地域内の動植物種の総合的な

データ再解析、継続的な試料収集の枠組みが構築できれば、これら解析から得られる

データは、20mSv をはじめとする福島第一原子力発電所事故による避難基準の適切

性、緩和あるいは規制強化の必要性について、対象となる福島住民にも理解・安心が

得られる再評価・基準変更ができると考えられる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

既存の避難区域内動植物研究のデータ収集及び相互解析、チェルノブイリ関連デー

タとの比較解析、これらデータのアーカイブ化の検討 

H32 

H31 の既存データの相互解析を元とし、ヒトの生体影響評価に活用可能な収集対象動

植物の選定と現地調査に基づいた収集地域の選定 

H33 

対象動植物の予備収集（限定したサンプル数・限定した地域で）を行い、対象動植物

の解析方法と解析に適した保存方法の検討 

H34 

H31-H33 の成果に基づく継続的試料収集および収集試料提供を可能とするための組

織構築 
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背景等 

福島第一原子力発電所事故では福島県東部域に広範囲の高線量汚染が起き、多く

の住民が避難せざるを得ない状況となった。事故から 7 年近く経過して汚染地域の除

染も進んだが、現在の避難指示解除準備区域の基準となっている 20mSv の達成が困

難な地域が原発立地周辺地域で広く残されている。ただ、科学的な証明の上で20mSv

より基準を緩和できるのであれば、より多くの住民の短期での帰還を見込むことも可

能でありうる。一方で、避難解除により帰還した住民には、現在国が示す線量基準が

適切か、不安に思う人々も現実に存在する。対象住民の理解を得るための科学的証

明には実験動物を用いた研究が考えられるが、このような規制線量域を実験室で再

現して多様なデータを収集するのは難しい。一方、汚染地域内外に生息する動植物か

ら適切な解析対象を選定して、生物影響を解析することにより、このような規制線量域

でのヒトに対する生体影響の評価に活用しうるデータの蓄積が可能と考えられる。 

 

(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

既存データの

相互解析 

 

 

 

収集対象・地

域の選定 

 

 

 

予備収集によ

る検討 

 

 

試料収集・提

供を継続的に

行いうる組織

構築 

 

その他  
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 14 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 児玉 靖司 E-mail  kodama@riast.osakafu-u.ac.jp 

 

研究 

課題 
 放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケースの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 本研究課題は、放射線事故発生の緊急時に生物学的線量推定を行うための評価シ

ステムの自動化モデルケースの構築を目指すものである。染色体異常を指標とした生

物学的線量評価システムは技術的には確立されているが、現状では設備と人材の両

面で充実した拠点は極めて限られており、実践的運用レベルは脆弱である。実践的運

用レベルを強化するには、設備と人材の両面において、生物学的線量推定ができる

一定水準以上のレベルの拠点を拡充していくことに加えて、線量推定に係るプロセス

の自動化を推進する必要がある。そこで、生物学的線量推定のできる拠点の規模と

地域性を考慮しつつ、緊急時の連携体制を構築するとともに、線量推定のための判定

基準の統一化と可能な限り線量推定のプロセスを自動化したモデルケースを構築す

ることを目指す。さらに、地域性を考慮しつつ各拠点で参加者を募り、一定期間の実技

指導により、人材の育成を図る。 

成果活用

方針 

 被ばく事故時に被ばく者の生物学的線量推定プロセスを可能な限り自動化したモ

デルケースが構築されれば、線量推定可能な被災者の数が現状より飛躍的に増え

ることが期待され、今後の緊急時のトリアージに貢献する。 

 自動化がある程度進めば、緊急時だけでなく、放射線作業従事者の長期的な健康

影響を評価するための指標としても利用できる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H3１：生物学的線量推定に係る設備と陣容から自動化モデルケースとして適切な拠点

をいくつか選定し、信頼性の高い統一された評価基準を拠点間で協議して作成する。

 

H32：作成した基準を満たすレベルにおいて、何をどこまで自動化できるかについて調

査し、可能な限りの自動化モデルケースを構築する。 

 

H33：引き続き自動化モデルケースを構築しつつ、実際に構築したシステムで線量評

価を行い、これまでの手法で得られた推定結果と比較して評価する。 

H34：引き続き、構築したシステムで線量評価を行い、これまでの手法で得られた推定

結果と比較して評価するとともに、自動化システムを用いて人材育成のための実技指

導を実施する。 

H35：引き続き、線量評価並びに人材育成を行うとともに、これまでの 4 年間で得られ

た自動化プロセスの成果についてまとめ、公表する。 
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背景等 

 被ばく事故が起きた際のトリアージでは、被ばく者の線量推定を素早く、しかも的確

に行うことが最重要課題となる。一般公衆が巻き込まれる広域被ばくでは、被ばく者の

生体材料から線量推定を行うことになる。このうち、リンパ球中の染色体異常を指標と

する生物学的線量推定法は、信頼性の高い線量推定法であるが、解析には高い技能

を要する。したがって、多数の被災者に備えるためには、線量推定プロセスを可能な

限り自動化することが重要である。それとともに、全国レベルにおける複数の拠点が

連携して、線量推定に係る人材育成にも取り組む必要がある。現状は、生物学的線量

推定ができる設備と陣容を有する研究施設の数において、実践的な運用には不十分

である。 

 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

   

研究スケ

ジュール

及び 

研究内容

 

 

拠点選定と評価基準の統一 

 

    自動化のための調査と自動化モデルケースの構築 

 

     構築した自動化システムでの線量評価とこれまでの手法との比較

           

                     自動化システムを用いての人材育成 

 

                                   成果のとりまとめ

 

その他 生物学的線量推定に係る研究者間の連携はできている。 
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提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

番号 15 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 代表理事 明石真言 E-mail akashi.makoto@qst.go.jp 

 

研究 

課題 
放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価        □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 旧原子力安全委員会の提言「緊急被ばく医療のあり方について」（平成 13 年報告、

平成 20 年改訂）において、緊急被ばく医療体制の整備として、原子力施設において

は、作業員の応急処置とともに、簡易な測定等による汚染の把握、スクリーニングを行

った後、除染や汚染の拡大防止の措置を行い、緊急被ばく医療機関に患者を搬送す

ることとされている。しかし、大規模な事故発生時における対象者の優先度を決める選

別（トリアージ）のための線量評価に関する手法の確立が課題となっている。 

 トリアージの手法としては、各種のバイオアッセイによる線量推計の開発が進めら

れ、事例への適用が試みられている。しかし、多くの対象者に短時間で過度の侵襲も

与えずに、1 Gy 程度の放射線被ばくの有無で判定する検査法の確立が課題となって

いる。対策の頑強性を保ち、線量推計結果への信頼性を高めるためには複数の手法

による方法を確立する必要がある。 

 この課題に対し、様々な手法で対応が模索され、進展が得られている。このうち、L

バンド電子常磁性共鳴測定法（EPR）による線量推計法は、H18-21 年度の原子力試

験研究費により国立保健医療科学院に設置（約 3 千万円で装置整備）されたのちも装

置の改良が進みトリアージ目的に沿った利用を可能とする性能に達しつつあり、フィー

ルドでの測定の実用性（Radiation Protection Dosimetry, 2016）や歯のエナメル質の厚

みの影響（Health Physics, 2017）、種類が異なる放射線への応答特性（Radiation 

Protection Dosimetry, 2016）の検証がなされた。緊急時に対応するためには、より安

定した作動を確保し、測定の質を向上させる必要がある。そのために必要な改良を行

う。加えて本装置は事後的な線量評価を可能とすることから放射線診療で患者として

受けた放射線の量や放射線診療従事者として職業被ばくした線量の推計にも活用で

きると考えられ、このような応用的な利用の可能性を探る。 

 

成果活用

方針 

 放射線緊急時の対応のうちトリアージに関する手法が確立され、緊急時の対応の方

策が充実する。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

研究成果を緊急時対応のガイドラインなどに反映させるためには、実装が求められる

が、研究によりプロトタイプはできつつあるものの、製品化が課題であり、製造会社の

関与がないと製品が現場で提供できない。 
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成果内

容・目標

期限 

（最長 5 年

間） 

H31：測定の品質管理の向上を図るために磁石を可動式に更新する。これにより繰り

返し測定でのセッティングの術者依存性が低減できると考えられる。 

医療での患者や従事者（医療従事者では眼の水晶体の吸収線量として 0.1Gy/5y を超

える方は 4 千人程度）など比較的大量（局所に 0.5Gy 程度以上）に被ばくした方々を対

象に計測し、放射線曝露を検知できるかどうかや実用性を確認する（期間中継続）。ま

たより高感度な測定では環境中にある不対電子を持つ物質が試料に付着することの

影響を受けうることから、その物質を同定し、その除去の方法を確立する。 

H32：搭載可能な移動型車両の要件を明らかにし、その基本設計を行う。電磁波ノイズ

が多い環境下では、外来電磁波ノイズの低減だけでなく車両内等の電磁波シールド内

での電波の反射を抑制する必要があることからその対策を講じことができるようにす

る。開発された装置を用いて訓練を実施する。訓練では、医療での放射線に曝露され

た方にも陽性対照として参加頂くようにする。 

H33：機能を向上させた 2 台目の装置を国内に導入する。測定体制を確立させる。 

H34：測定体制が維持できることを検証する。 

背景等 

比較的大規模な高線量被ばく事故時のトリアージ方法が確立していない。 

（該当するものにチェック） 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向    □ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 

施策動向等 物理学的線量評

価ネットワーク会

議における EPR 線

量評価の充実を図

る。 

訓 練 へ の 取

り 入 れ の 試

行 

災害対応手順書

に反映させるド

ラフト作成 

訓練実施 

災害対応手順書に

反映させるドラフト作

成 

訓練実施 

研究スケジュ

ール 

測定の品質管理

向上 

 

移 動 型 測 定

車のプロトタ

イプ完成 

国内での 2 台目

の装置の設置 

 

研究内容 過去の放射線曝

露での事後的な線

量評価 

測 定 環 境 の

改 善 法 の 検

討 、 緊 急 時

の チ ー ム 対

応 

緊急時のチーム

対応 

体制の維持 

その他 
 日本で唯一設置されている国立保健医療科学院の L band tooth dosimetry の装置を

活用する。 
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提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

番号 16 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 代表理事 明石真言 E-mail akashi.makoto@qst.go.jp 

 

研究 

課題 

原子力災害・テロ等における被ばく患者の放射線障害の治療の標準化/マニュアル化

の調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク   □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応       □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価         □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 日本では東海村 JCO 臨界事故と東京電力福島第一原子力発電所事故を契機とし

緊急被ばく医療体制が整備されてきた。現在、原子力災害拠点病院の医師等に対す

る研修内容は体表面汚染のある傷病者に対する対応が主眼であり、重篤な放射線障

害が生じるような患者の治療は高度被ばく医療支援センターが行う体制になってい

る。しかし、量研機構放射線医学綜合研究所以外のセンターでは、近年放射線障害あ

るいは放射線事故での患者の受けれ、治療を実施した経験のある医療従事者は少な

い。さらにオリンピック・パラリンピック開催や北朝鮮を含めた国外の状勢を考慮し、放

射線障害に対する治療が必要な被ばく患者が多数発生した場合に備え、重篤な被ば

く患者の標準的治療を示し、救命救急センターや総合病院等の設備の充実した病院

であれば放射線障害に対する治療ができるように診療のガイドラインを作成し、それを

公開しておく必要がある。アメリカでは、Department of Energy (DOE)による Radiation 

Emergency Assistance Center/Training Site (REAC/TS)、Armed Forces Radiobiology 

Research Institute (AFRRI)等から放射線障害の治療マニュアルが公開され、学会とし

ては米国放射線腫瘍学会 American Society for Therapeutic Radiology and Oncology 

(ASTRO)がマニュアルを作成し、公開している。さらに放射線生物学に関するバイブル

と言える Radiobiology for the Radiologist には Radiologic Terrorism の項目がある。ま

た、欧州では、多数の高線量被ばく患者が発生した場合の初期の 48 時間治療方針が

EBMT (European Society for Blood and Marrow Transplantation)により公表されてい

る。放射線被ばくの診断システムである METREPOL (Medical Treatment Protocols for 

Radiation Accident)も、医療機関での放射線被ばくの重症度、治療方針の決定には有

用である。日本でもこのようなマニュアルを作成し、公開すべきと考えるが、現時点で

公的機関によるマニュアル、ガイドライン等の公開はなされていない。 

 本研究では海外の放射線障害および治療に関する情報を整理し、国内の研究状況

や医療状況を踏まえた上で、重篤な被ばく患者に対する医療対応について日本語の

ガイドライン、市中病院で使用可能なマニュアルを作成し、それを医療従事者等が簡

単に閲覧する体制を供給することを目的とする。 

 

成果活用

方針 

万一、大規模な原子力災害・放射線災害・核テロ・核兵器の使用などにより放射線障

害の治療が必要な患者が大量に発生した場合に、正しい医療対応を行うことが可能と

なり、一定数の患者を救命することが可能となる。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

本来は放射線医学総合研究所等の業務と思われるが、予算措置等が必要である。 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31：既存のマニュアル、ガイドライン等の調査、REACT・TS、AFRRI 等での調査、日本

語版医療対応マニュアルの作成 

H32：医療対応マニュアルの公開、内容の更新、システムの維持管理 

H33：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

H34：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

H35：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

背景等 

 高線量被ばくでも、被ばく直後に症状等の出現はなく、事故やテロ発生直後に多数

の傷病者に対して、臨床症状のみで治療の必要性を判断することは困難である。しか

し、多数の高線量被ばくの患者が発生する事態では、治療の必要性を迅速に判断し、

限りある医療資源（施設、医薬品等）を有効に活用し、早期の治療を開始することが、

多くの患者の救命に資する。また、2-3Gy 以上被ばくした場合には、できるだけ早期に

サイトカインを投与することが必要で、被ばく後に時間単位で早期に投与することによ

り生存率の上昇が期待できる。これは提案者自身もマウスを用いた動物実験で明ら

かにしているし（Hosoi et al., Acta Oncologica 31: 59-63, 1992）、REACT/TS や AFRRI

などのアメリカの医療マニュアルで採用されている。従ってできるだけ早期に主に末梢

血リンパ球数と顆粒球数（好中球数）、臨床症状等から被ばく線量を推定し、サイトカ

インの投与を開始することが必要である。そこで詳細な学術的説明は抜きにしたマニ

ュアル化した手順に基づく迅速な対応が必要とされる。 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向        □ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

オリンピック・

パラリンピック

開催 

   

研究スケジ

ュール 

 

 

 

 

オリンピック・

パラリンピック

開 催 前 に 公

開する。 

   

研究内容 国 内 外 の 調

査研究、マニ

ュ ア ル の 作

成、専門家に

よるマニュア

ルの検証 

マニュアルの

公開、内容の

更新、システ

ム の 維 持 管

理 

内容の更新、

公 表 情 報 へ

のアクセス解

析、システム

の維持管理 
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その他 

実施者には、救急医療と災害医療に精通している臨床医に加え、放射線生物学や放

射線障害の臨床を良く理解している医師、臍帯血移植や骨髄移植に関する臨床と移

植の実務を理解している血液内科医、難治性潰瘍・褥瘡・有茎植皮術を理解している

（形成外科/皮膚科）医師、末梢血リンパ球の染色体異常による線量評価の実務（試

料の採取・輸送を含む）を理解している研究者を必要とする。 
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提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

番号 17 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 代表理事 明石真言 E-mail akashi.makoto@qst.go.jp 

 

研究 

課題 
内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制の開発・調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価       □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 原子力災害にかかわらず、放射線テロ災害や核テロ災害時に多数の高線量被ばく

患者が発生した場合、治療の優先度を決定し、限りある医療資源を最大限に活用し、

救命できる被ばく患者に効率的に治療を提供できる体制が不可欠である。そのため、

大規模な放射線事故発生時における放射線被ばく患者の治療の優先度を決める選

別（トリアージ）のための線量評価に関する手法の確立が課題となっている。さらに、

内部被ばくは体外計測、バイオアッセイのいずれにおいても、専門機関による対応が

不可欠であり、線量評価の結果を得るまでに、数日を要する。しかしながら、プルトニ

ウム等の内部被ばくでは、体内摂取後速やかにキレート剤等を投与する方がより治療

効果が高い。そのため、その治療の必要性を判断するための迅速な評価手段が必要

である。また、内部被ばくの治療に使用するキレート剤等の備蓄体制についても整備

が課題である。 

 本研究では、診断的治療を含めて、内部被ばくの早期の治療開始を判断できる手法

を開発し、早期の治療開始を踏まえた標準的治療のガイドラインを作成する。 

成果活用

方針 

 放射線テロ災害、核テロ災害の対応のうち、早期の治療、線量評価に関する手法が

確立され、緊急時の対応の方策が充実する。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

 被ばく事故は稀な事象のため、研究成果を緊急時対応のガイドラインなどに反映さ

せるためには、被ばく患者での実証ができない。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

 H31：国内の被ばく医療ネットワーク、染色体ネットワーク、物理学的線量評価ネット

ワーク等の体制とその対応能力を調査(日本における内部汚染のバイオアッセイの試

料送付先・送付法の調査など)、迅速な線量評価の手法の開発 

H32：被ばく医療ネットワーク、染色体ネットワーク、物理学的線量評価ネットワーク等

を活用した迅速な線量評価のための体制整備、手法の公表 

H33：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

H34：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

H35：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

背景等 

 高線量被ばくでも、被ばく直後に症状等の出現はなく、事故やテロ発生直後に多数

の傷病者に対して、臨床症状のみで治療の必要性を判断することは困難である。しか

し、多数の高線量被ばくの患者が発生する事態では、治療の必要性を迅速に判断し、

限りある医療資源（施設、医薬品等）を有効に活用し、早期の治療を開始することが、

多くの患者の救命に資する。また、内部被ばく、特にプルトニウム等のアクチニド核種
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の内部被ばくに関しては、医療機関での線量評価は困難である。しかし、内部被ばく

では、放射性物質の摂取から早期に体内除染剤等の薬剤を投与することが被ばく線

量の低減にはより効果的である。そのため、専門機関による線量評価の結果を待た

ずに診断的治療を踏まえた、早期治療開始のプロトコルを作成し、より効果的な内部

被ばくの治療が日本国内で可能となる体制が必要である。 

 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向       ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

オリンピック・

パラリンピック

開催 

   

研究スケジ

ュール 

 

 

 

 

 

オリンピック・

パラリンピック

開 催 前 に 手

法 を 公 開 す

る。 

   

研究内容 線 量 評 価 に

関連する NW

の調査、手法

の開発 

線 量 評 価 に

関連する NW

の体制整備、

手法の公表 

体制の維持、

公 表 情 報 へ

のアクセス解

析、内容の更

新 

 

  

その他 
内部被ばくの治療について知見を有する医師、内部被ばくの体外計測法、バイオアッ

セイの実務を理解している研究者を必要とする。 
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提案 

学会 
日本保健物理学会 

番号 18 

提案時期 平成 30 年 2 月 

連絡先 甲斐倫明 E-mail kai@oita-nhs.ac.jp 

 

研究 

課題 
緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

福島事故の教訓から何を学ぶのか、この観点から現行の緊急時モニタリング体制の

課題を整理し、整備計画を提案する。とくに次の項目について取組む。 

• 福島事故の教訓から緊急時モニタリングの課題 

• 世界の緊急時モニタリング体制の現状調査 

• 環境モニタリング、個人モニタリング、体内汚染モニタリングの標準化 

• モニタリング要員の訓練法 

• モニタリングデータのインターネットによる伝達法 

• 緊急時モニタリング体制を日常的に質を維持するための仕組み 

成果活用

方針 

1)事故やテロへの備えた効果的かつ統合的なモニタリング体制を強化する仕組みが

可能になる。統合的とは、放射線関係機関だけでなく、複合災害を念頭においた連携

体制を想定した体制にすることを意味する。 

2)福島事故の教訓を生かした緊急時モニタリング体制のアジア諸国への展開が可能

になる。緊急時モニタリングは通常利用する可能性は低い。そのことが規模を大きくし

たり、常時人を固定化することができない。そのため、韓国、中国、米国などとの連携

体制を構築することで、緊急時モニタリング体制の実質化が可能となる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

1)福島事故の教訓から緊急時モニタリングの課題 

2)世界の緊急時モニタリング体制の現状調査 

 

H32 

3)環境モニタリング、個人モニタリング、体内汚染モニタリングの標準化 

4)アジア諸国との緊急時モニタリング連携体制の構築 

 

H33 

5)モニタリング要員の訓練法 

6)モニタリングデータのインターネットによる伝達法 

 

H34 

7)緊急時モニタリング体制を日常的に質を維持するための仕組み 

H35 
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背景等 

 飯館村が計画的避難区域になった背景には、長期汚染を想定していなかった点とそ

れをモニタリングして評価する仕組みがなかったためである。そのために IAEA のモニ

タリング部隊から避難の必要性を指摘された。福島事故以前には小児の甲状腺モニ

タリング体制がなく、WBC 重視の個人モニタリングの考え方はチェルノブイリ事故の教

訓が生かされていなかった。一方でモニタリング結果を関係者や社会にいかに伝える

かのコミュニケーション技術が欠けていた。再稼働問題に関係した課題だけでなく、韓

国や中国の原発事故の可能性を含めた緊急時モニタリング体制を構築していかなけ

れば、社会からの信頼は得られないし、福島事故の教訓から学ばないことになってし

まう。 

(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   ■ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

研究スケジ

ュール 

     

研究内容 1) 福 島 事 故

の 教 訓 か ら

緊急時モニタ

リングの課題

 

2) 世 界 の 緊

急時モニタリ

ン グ 体 制 の

現状調査 

 

 

 

3) モ ニ タ リ ン

グ、個人モニ

タ リ ン グ 、 体

内汚染モニタ

リングの標準

化 

 

4)アジア諸国

との緊急時モ

ニタリング連

携 体 制 の 構

築 

5) モ ニ タ リ ン

グ 要 員 の 訓

練法 

 

6) モ ニ タ リ ン

グデータのイ

ンターネットに

よる伝達法 

 

7)緊急時モニ

タリング体制

を日常的に質

を維持するた

めの仕組み 

 

その他 
我が国の問題としてではなく、韓国および中国などのアジア諸国と連携した体制を整

備することは外交問題でもあり、規制庁だけの課題ではない。 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 19 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか？ 

 -放射性廃棄物の課題に皆で向き合う- 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      ■Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

放射性廃棄物は、先送りされてきた重要な課題である。この課題に対して関係者と協

働して検討できるようなフレームワークを作り、規制整備につなげる。 

成果活用

方針 

関係者の理解を得て、短半減期核種の減衰保管や可燃物のクリアランス制度の導入

を目指す。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

利害関係者の理解を得ることが課題 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

利害関係者の理解を得るための活動とその評価の実施 

使用済み密封線源の扱いなど海外に送ることが想定され、国内での完結がなされて

いない課題に関して、海外の協力が今後も得られるかどうかを検討し、対策のスケジ

ュール感を醸成する。 

H32 

RI 法での改正のための関係者間で合意した報告書の作成。 

国内での完結が求められる場合には、使用済み密封線源のリサイクルなど研究開発

での現場の課題の解決を目指し検討の範囲を広げる。 

H33 

導入されるであろう何らかの制度（例えば減衰保管制度）が問題なく運用できているか

どうかの調査。必要に応じて制度の見直しにつなげる。 

H34 

H35 

背景等 

（研究のニーズや背景） 

今年の法改正で炉規法と RI 法の廃棄物を同じ場所での埋設が可能となったが、本来

は、RI 廃棄物の合理的な廃棄の方策を考える必要がある。日本は減衰保管や（可燃

物の）クリアランス制度が導入されていない唯一の国となっており、放射性廃棄物の課

題に関して、課題を解決することが必要。 

 

（喫緊性） 

医療系核種はこれまで岩手県滝沢市の協力を得て保管されてきたが、新たに利用が

広がりつつあるα核種は、これまでと異なり滝沢市の合意が得られない状況が続いて

いる。今後の新しい核種の利用の制約になりえる。 
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

関係者間での

合意形成 

省令改正 PDCA の実践   

研究スケジ

ュール 

減 衰 保 管 等

に関して合意

形成のための

実 態 把 握 や

論 点 整 理 調

査 

    

研究内容 実態把握と議

論促進のため

の資料作成 

 

使 用 済 み 密

封 線 源 の 海

外での扱いの

現状把握 

 

具体的な現場

適用の検討 

 

 

使 用 済 み 密

封 線 源 の 管

理のあり方の

検討 

導 入 後 の 新

制度の円滑な

運用に必要な

検討行う（制

度が導入され

なかった場合

は代替措置を

検討）。 

  

その他 
自治体の廃棄物部門や全国産廃連合会等の関係機関の協力を得ることが不可欠。

できれば科学技術社会論など社会科学系の研究者とも連携して対応すべき。 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 20 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線の検出技術の施設管理への応用 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

放射線の検出技術は安全管理になくてはならない技術であり、その進歩により安全管

理は簡便にすることができる。現在までに使用されている GM サーベイメータや液体シ

ンチレーションカウンタ以外に使用できる技術を進展させ、研究開発する。 

１）液体シンチレータを使用しない溶液中の低エネルギーβ 線の高効率測定技術 

２）GM 計数管より高効率な β 線サーベイ技術 

３）放射能（β 線）汚染可視化シートの開発 

４）放射性廃液（β 線）からの放射性核種分別できる材料開発 

 

成果活用

方針 

放射性廃棄物の核種別廃棄が可能となりクリアランスが実現できる。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

クリアランスを行うにあたり一般公衆への説明 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

１）から４）の技術を施設管理に利用するための応用研究 

H32 

１）から４）の技術を施設管理に利用するためのプロトコルの検討 

H33 

１）から４）の技術を用いた施設管理の試験実施 

H34 

１）から４）の技術を用いた施設管理の第３者による検証確認 

H35 

１）から４）の技術を用いた施設管理の第３者による検証確認を受けた改善 

背景等 

（研究のニーズや背景） 

放射線の検出技術は安全管理になくてはならない技術であり、その進歩により安全管

理は簡便にすることができる。現在までに使用されている GM サーベイメータや液体シ

ンチレーションカウンタ以外に使用できる技術を進展させ、研究開発することが効率的

な施設管理を進めることができる。 

 

（喫緊性） 

放射性廃棄物の増加を減らす。 
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(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

１）から４）の

技術を施設管

理に利用する

ための応用研

究 

１）から４）の

技術を施設

管理に利用

するためのプ

ロトコルの検

討 

１）から４）の

技術を用いた

施設管理の

試験実施 

１）から４）の

技術を用いた

施設管理の

第３者による

検証確認 

１）から４）の

技術を用いた

施設管理の

第３者による

検証確認を受

けた改善 

研究内容 １）から４）の

技術を施設管

理に利用でき

るように個別

に研究開発す

る。 

施設管理に

利用するため

の１）から４）

の技術を用

いたプロトコ

ルを検討作

成する。 

１）から４）の

技術を用いた

施設管理の

試験実施によ

るデータ収集

と考察を行

う。 

第３者による

検証を実施す

る。 

第３者の研修

を受けた改善

策を行う。 

その他 

１）液体シンチレータを使用しない溶液中の低エネルギーβ 線の高効率測定技術 

２）GM 計数管より高効率な β 線サーベイ技術 

３）放射能（β 線）汚染可視化シートの開発 

４）放射性廃液（β 線）からの放射性核種分別できる材料開発 

上記４開発項目の担当研究者や研究グループを決める。必要な研究費を配分する。

放射線業務関連会社の協力が必要。 
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提案 

学会 
日本保健物理学会 

番号 21 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 古川雅英（琉球大学理学部） E-mail m_furu@sci.u-ryukyu.ac.jp 

 

研究 

課題 
自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

日常生活における自然放射線・放射能(以下、「自然放射線」)からの被ばく、また

健康的な生活を維持するための医療行為で受ける被ばくにより、日本国内で公衆

が受ける被ばく線量に関する調査や研究を行う。 

自然放射線については、既存データや情報の調査や整理に加えて、新規調査

（測定を含む）を進める。医療放射線については、関連データの調査や整備を進め

るとともに、線量評価（算定）法の開発の必要性を示す。さらに、これらの調査等に

基づき、自然放射線及び医療放射線による被ばく線量を評価し、生活様式や医療

行為の実施状況に応じて線量を提供するデータベースの設計を行う。 

 

成果活用

方針 

放射線事故などにより公衆に対する放射線防護の対策基準の策定に際してのベ

ンチマーク、また万が一の事故発生時における影響調査に際してのバックグラウン

ドとなる線量値を与えることが可能となる。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

自然放射線の調査では公衆の生活空間における線量データ、医療被ばくの調査で

は医療情報の提供など、取り扱いに注意を要する個人ｊ情報等の管理が要求され

る。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 ・自然放射線に関する基本となるデータや知見等の調査、新規調査(測定など)

が必要な課題の抽出 

  ・医療被ばくに関係するデータの整備状況の調査、課題の抽出 

H32 ・測定などによる自然放射線に関する新規データの取得 

   ・医療被ばくに関係する診断件数等の統計データ調査、各医療行為における被

ばく線量の算定に必要なデータの取得(測定等) 

H33 ・自然放射線にデータの整理、生活様式等に応じた線量評価法の開発 

   ・医療被ばくに関係するデータの整理、線量評価(算定)法の開発 

H34 ・国民が自然放射線や医療放射線により受ける線量の算定 

H35 ・データベース設計（今後のデータ拡張の検討等も含む） 

背景等 

自然放射線からの年間の被ばく線量評価については、継続して取組まれている一

方、基礎データが整備されて広く利用可能なデータベースは存在しない。また、近年

に線量が増大していると考えられる医療放射線による被ばくの全体像を把握するた

めの試みはなされているが、関連データの整備状況は良好とは言えない。そのた
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め、放射線事故時等における公衆被ばくの防護基準策定において参考とすべきベン

チマーク、影響調査のバックグラウンドとなる被ばく線量値については、その根拠を

与えることが不十分な現状となっている。 

 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

 

 

 

 

 

 

    

研究内容  

○ 関 連 研 究

の調査 

 

○課題抽出 

 

 

 

○基本データ

の調査（測定

を含む） 

 

○データ整理

 

 

○ 線 量 評 価

法の開発 

 

○公衆被ばく

の線量算定 

 

 

 

○データベー

スの設計 

その他 

・ 対象とする放射線源は多岐にわたるため、多くの大学や研究機関等の参加が必

要となる。特に、効率的な事業の遂行において、新規データの取得に必要な放射

線測定に関する経験を有する機関の参加が重要となる。また、これら事業の継続

に必要な人材育成が不可欠である。 

・ 医療放射線に関係する調査では、個人情報の取り扱いも想定されるため、必要な

体制（例、倫理委員会の設置）を整備する必要がある。 

・ 取りまとめたデータ（新規調査結果を含む）は、データベースとして整備するだけで

はなく、学会として学術論文化し、国内外に国民線量とその背景について科学的

な根拠を示す。 

東電福島第一原発事故の対応(公衆の被ばく影響調査) 

線量の算定、 
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ設計 

課題の抽出、 
基本データの調査 データ整理、 

線量評価法の開発 
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 22 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 増永 慎一郎 E-mail masunaga.shinichiro.6m@kyoto-u.jp

 

研究 

課題 

粒子線治療施設における作業従事者のための 

実用的粒子線被ばく防護基準策定を目指すデータ集積 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

近年、粒子線を用いた治療施設の建設が盛んとなっているが、各施設が準拠する

べき放射線防護基準は、従来のエックス線を中心とした放射線に対する防護をもとに

した基準を採用している。しかも、関連する法律は、少なくとも４種類(放射線障害防止

法、医療法、薬機法、労働安全衛生法)あり、準拠するべき法律の選択にもかなりの経

験を必要とする状況であり、現在その手続きは極めて煩雑となっている。さらに粒子線

が引き起こす晩期障害に関しては、エックス線などの低 LET(線エネルギー付与)放射

線による影響に関する知見の演繹のみでは推定し難く、粒子線治療時の照射野内正

常組織の晩期障害は言うまでもなく、照射野外の正常組織に対する影響に関する所

見に関しても、信頼性の高いデータは極めて少ない状況である。 

従って、まず既存の各粒子線治療施設において、統一化された測定基準点を設定

後、調整し統一化された線量計を用いて、統一化された手法で、正確な線量を測定す

る。さらにこれまでに得られている粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果

と、粒子線治療後の患者の治療病変部位と正常組織部位の経過観察所見を集積さ

せる。その後、使用される粒子線に最適化させた粒子線被ばくに対する統一的防護基

準の策定を目指したい。本課題では、粒子線治療施設における作業従事者の安全確

保をめざし、今後の各粒子線治療施設の建設時において準拠するべき、平時のみな

らず緊急時においても対応可能となり得る、より確かな科学的根拠に基づいた、各放

射線とくに粒子線に対する安全性確保を目指す、最適化個別化された粒子線被ばくに

対する統一的で実用的な防護基準の策定に資することが可能となるデータの集積を

主たる目的としている。 

成果活用

方針 

エックス線を中心とする低LET放射線を用いる放射線治療施設とは異なった放射線

防護基準が得られ、粒子線治療施設における作業従事者の安全を確保し、今後の粒

子線治療施設の建設時における重要な準拠資料となり得る。この課題の遂行時にお

いて明らかにされるであろう粒子線治療後の各患者の経過観察所見のデータは、き

わめて重要であり、粒子線治療自体の施行様式（照射総線量、線量分割法、照射野

設定法など）の更なるブラッシュアップにも貢献し得る可能性も秘めている。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31： 

中性子捕捉療法施行施設を含む現在の各粒子線治療施設における放射線防護状況

を把握するために、各施設の連携体制を確立後、統一化された、測定基準点の設定、

測定用線量計の選定、測定手法、施行される治療行為との測定のタイミング、測定頻

度、測定精度等を詳細に決定する。 
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H32： 

H31 に決定された方針に準拠し、着実に各治療施設での線量測定を遂行し、データの

蓄積に努める。並行して、中性子捕捉療法を含む粒子線治療後の各患者の経過観察

所見のデータの収集に必要となる、治療施設の選定、収集方法などを統一化し決定

する。同時に、粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果の収集のための手法

（検索対象の学術雑誌の選定、検索対象期間など）も統一化し決定する。 

 

H33： 

H32 に引き続き、 H31 に決定された方針に準拠し、着実に各治療施設での線量測定

をさらに遂行し、データの蓄積に努める。並行して、中性子捕捉療法を含む粒子線治

療後の各患者の経過観察所見のデータの収集・集積に努め、同時に、粒子線による

生体影響に関する基礎的研究成果を収集・集積する。 

 

H34： 

各治療施設での線量測定データ、中性子捕捉療法を含む粒子線治療後の各患者の

経過観察所見のデータ、及び、粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果の集

積データに基づき、各粒子線治療施設において使用される放射線に最適化させた防

護基準を、従来使用されてきた放射線防護基準と対照させつつ策定を試みる。 

 

H35: 

各粒子線治療施設において使用される放射線に最適化個別化させた放射線防護基

準の策定を仕上げ、各治療施設での適応試行を目指し、その有用性の評価も試み

る。 

背景等 

現在、従来のエックス線を中心とした放射線に対する防護をもとにした基準を採用し、

粒子線を用いた治療施設の建設が盛んであるが、防護を考える際に問題となる粒子

線が引き起こす正常組織に対する影響、特に晩期障害に関する信頼性の高いデータ

は現在稀有な状況である。今後の各粒子線治療施設の建設時において準拠するべ

き、より確かな科学的根拠に基づく各放射線とくに粒子線被ばくに対する粒子線治療

施設における作業従事者の安全確保を目指した個別化最適化された放射線防護基

準を作成することは、喫緊性の高い研究課題の一つであると考える。 

 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 
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ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール及び

研究内容 

 

各粒子線治療施設の連携体制の確立及び統一的線量測定手法の確立

 

線量測定の遂行と、従来の患者経過観察データ収集及び基礎研究成果

の検索手法を確立する 

 

線量測定の遂行、従来の患者経過観察データ収集と基礎研究成果検索

           

     最適化かつ個別化された粒子線被ばくに対する防護基準を策定

 

          最適化個別化された放射線防護基準の完成と適応試行

 

その他 

研究遂行のための連携体制を形成するための粒子線治療施設は、中性子捕捉療法

を含む粒子線治療後の各患者の経過観察所見のデータの収集が可能である施設で

あることが必須である。 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 23 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあり方に関する研究   

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

Graded approach の実装で活用すべきツールとして BSS の記述に沿った取り入れの必

要性を検討し、あるべき規制の姿やそれぞれの現場での放射線管理のあり方を明ら

かにする。 

成果活用

方針 

IAEA の BSS でも示されている Graded approach をよりよく実現するために、現場の放

射線管理で有用なツールとして線量拘束値を活用する方策を明らかにする。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

導入に反対している原子力分野への対応？ 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

線量拘束値に関して現場での良好管理例を収集する。 

導入のポイントを整理する。 

H32 

いくつかの事業所やフィールドで試行し、線量拘束値導入の効果を測定する。 

H33 

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究ニーズや背景） 

原発事後の現存被ばく状況での現在の参考レベルは事実上の線量拘束値になる。し

かし、基本的な放射線防護のあり方を巡って、社会的な混乱が続いている。現状に合

わせ、かつ、今後、現存被ばくという考え方の導入に際しても線量拘束値の考え方は

ポイントになるが、これまで国内では強力に反対されてきたため独自に道を歩んでき

た経緯がある。これに対して、その反対が誤解に基づくものであることを示すとともに、

現存被ばく状況での放射線管理のあり方に関してもフィールドの実践を通じて考え方

の再整理を図る。 

（喫緊性） 

線量拘束値は事業所が主体的に行う柔軟で最適な管理方策のためのものであり、今

後の規制整備にも反映させる必要があり、日本放射線管理学会が主導してロジカル

な仕組みとする必要がある。 
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

審議会での議

論継続 

 

法令改正    

研究スケジ

ュール 

線 量 拘 束 値

に関して現場

での良好管理

例 を 収 集 す

る。 

導入のポイン

ト を 整 理 す

る。 

原発事故から

の 復 興 期 の

オフサイト労

働 者 の 放 射

線 防 護 へ の

適用検討 

いくつかの事

業所やフィー

ル ド で 試 行

し、線量拘束

値 導 入 の 効

果 を 測 定 す

る。 

 

   

研究内容 フ ィ ー ル ド 調

査 

フ ィ ー ル ド 調

査 

 

   

その他 現場となるフィールドや労働者側の協力を得る必要がある。 
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提案 

学会 
日本放射線事故災害医学会 

番号 24 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 代表理事 明石真言 E-mail akashi.makoto@qst.go.jp 

 

研究 

課題 
放射線業務従事者に対する放射線教育講習の充実と不安軽減評価の調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価        ☑Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 放射線業務において、不安の調査を行なったところ、最初の１年程度における不安

が高い。また東電が毎年行う調査でも約３０％の福島原発作業者の不安が残っている

と示されている。放射線業務従事前の講習を充実させ、不安のない状況での作業を

行うことで、事故の未然の防止、防災につながると考える。また、放射線事故あるいは

原子力災害時には、放射線業務従事者として、関連する防災業務に協力できれば、

大規模災害での様々な防災業務の人的確保につながる。 

本研究では、福島原発作業者の講習の内容を検討し、ヒューマンエラーによる放射線

事故の未然の防止につながる教育、放射線事故や原子力災害時に放射線業務従事

者として関連する防災業務に協力できるようにする教育に関する調査及び教材開発を

行う。教育テーマは「放射線の人体影響」、「原子力防災と放射線モニタリング」、「放

射線事故災害対応」、「放射線リスクコミュニケーション」、「事故災害机上訓練」、「サ

ーベイメータを用いた線量測定実習」「防災装備訓練」などを想定する。 

 

成果活用

方針 

 放射線業務従事者の講習として、人体の影響の内容も充実させ、またリスクコミュニ

ケーションを含めた講習会を行い、放射線を正しく認識することによって、不安のない

状況で放射線業務に従事できるようにする。不安がなければ、過重装備を行うことな

く、安全に業務に従事できる。法令で講習会の受講を義務化することも検討する。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

講習時間が長かったり、義務化したりすると作業員確保が困難になる可能性もある。

あるいは受講料の発生による経済的負担も出る可能性がある。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

不安調査を行い、どういうところに放射線不安があるかを調査する。放射線教育講習

会を行う。 

H32 

講習会の開催。現実的には１日間。人体影響、放射線災害、リスクコミュニケーショ

ン、放射線災害の机上訓練などを含んだ講習会を行う。アンケートやテストにより、不

安の軽減や、知識の向上について評価する。学会報告 

H33 

受講者数の増員 
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H34 

講習会を行い、規制や法令にて実現可能な内容を模索する。 

H35 

多くの受講者のためにも講習会を継続する。 

背景等 

 放射線業務において、不安の調査を行なったところ、最初の１年程度における不安

が高い。また東電が毎年行う調査でも約３０％の福島原発作業者の不安が残っている

と示されている。チェルノブイリ原発作業者は４０時間の講習と実習を受け、最終的に

国家試験に通らないとチェルノブイリ原発で勤務することはできない。また上司も更新

のための講習を１年ごとに受講する。日本における福島原発作業者の講習会は約７

時間程度で終了し、簡単な試験を受ければ良い。  

東電福島原発作業者においては急性被ばく障害の発生はこれまでないが、低線量被

ばくの影響の可能性は今後も続く。放射線に対して正しい知識が普及していない点

や、東電アンケートにおいても福島原発作業には不安がまだある。不安に伴い過剰な

装備で放射線業務に支障をきたすことや、効率の悪い作業となる可能性がある。不安

がなさすぎても良くないが、効果的な教育を行うことで、安全に業務が可能となり、事

故や災害の防止が可能となる。 

 

（該当するものにチェック） 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

☑ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向      ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

放 射 線 教 育

の提言 

放 射 線 教 育

の提言 

放 射 線 教 育

の提言 

放 射 線 教 育

の提言 

研究スケジ

ュール 

放射線不安ア

ンケート調査

講習会 

 

講習会 

 

講習会 

 

講習会 

 

研究内容 アンケート解

析 

海 外 視 察 の

内容検討 

 

講習会アンケ

ート解析 

 

 

 

 

 

 

 

その他 福島原発作業者を対象にする教育講習会実施の場合、東京電力の協力が必要 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 25 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 桧垣 正吾 E-mail shogo@ric.u-tokyo.ac.jp 

 

研究 

課題 

e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラットホ

ーム開発 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 本研究は、全国の大学等で整備されつつある e-learning を放射線業務従事者の教

育訓練へ適用することを基盤とした、全国標準となるオンラインプラットホームの開発

を目的とする。 

 開発すべき具体的な項目は以下の通りである。 

１．全国標準となる放射線業務従事者向け e-learning 教育訓練コンテンツに関する研

究 

 ・既存の e-learning システムの最適化およびカスタマイズ 

 ・RI 法令に規定されている新規業務従事者教育訓練項目に関するもの（具体的な内

容については、JRSM アドホック委員会作成のガイドラインも参照し、更に細分化する）

 ・事業所独自の教育訓練内容に関するもの（各事業所の予防規程や大規模全国共

同利用施設独自の教育訓練内容の取り込み） 

 ・再教育訓練内容 

２．コンテンツの拡充 

 ・VR による実習（管理区域内実習で実現可能な事項に留まらず、予想外の動きをす

る動物実験に関する仮想実習、さらに容易に再現することができない管理区域内火災

や、大地震が起こった際等、緊急時にいかに対応すべきかを含める） 

 ・全国共同利用施設のヴァーチャル見学ツアー 

３．主任者・管理者向けコンテンツの作成 

 ・全国の放射線事業所におけるヒヤリハット事例をストックできるシステム（東京大学

における UTSMIS や、原子力分野ではニューシアの前例あり）の組み込み 

 ・選任主任者に対する定期講習への一部（または全部）適用も検討 

４．多言語化への対応 

 ・日本国内の使用を前提とした英語・中国語への対応のみならず、東南アジア、南ア

ジアへの展開を視野に入れる 

 

成果活用

方針 

 本研究の成果物により、 e-learning の長所である 

 教育訓練の形骸化を防ぎ、必要な知識を習得しやすくなる 

 教育訓練内容を個々の事業所に即した内容とでき、かつ高いレベルで維持でき

る 

 増加が予想される外国人業務従事者に対してより適切な教育訓練を実施できる

 。これは、外国人業務従事者の放射線安全に対する知識レベルを向上させることに

つながる。また、全国標準の枠を超えて海外で使用する事も可能かもしれない。 
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・コンテンツの拡充により、実際には容易に再現することができない管理区域内火災

や、大地震が起こった際の対応を入れることで、緊急時対応への心構えを含め、教育

訓練効果は大きくなる。 

・将来的には核燃料物質等、類似の教育訓練への拡張を行うことも可能。 

 これらの特徴を最大限に生かすことで、業務従事者の安全のため事業所ごとの使用

の実態を踏まえた実効性のある教育訓練を実施し、内容を自主的かつ積極的に検討

するという改正 RI 法の精神に合致し、合理的な放射線規制に貢献できるものになる。

 その他、教育訓練を実施する管理者側には、教育訓練の実施に割いていたリソース

を他の管理業務に配分できるメリットがある。一方、放射線業務従事者側には、教育

訓練のオンデマンド化により、受講待ちが研究のボトルネックにならないというメリット

がある。すなわち、規制が研究の進展を遅延させる事態を防ぐことになり、我が国の

国益に寄与することにもなる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

基礎的な教育コンテンツの完成 

e-learning システムの最適化完了 

H32 

e-learning システムの運用開始 

再教育訓練への対応完了 

英語への対応完了 

H33 

全国共同利用施設のヴァーチャル見学ツアーの運用開始 

VR 実習システムの内容検討 

H34 

主任者・管理者向けコンテンツの運用開始 

多言語化への対応完了 

VR 実習システムの試験運用開始 

H35 

VR 実習システムの運用開始 

公益法人や民間企業への運営先移転実施 

海外への展開を視野に入れる 

背景等 

 現在進行中の RI 法令改正において、教育訓練に関する見直しもその中に含まれて

いる。これまで全ての使用者において、新規に管理区域に立ち入る業務従事者に対し

て一律 6 時間以上の教育訓練が課されていたが、使用が限定された許可届出使用者

において最低時間数が 2 時間まで短縮される。しかしその一方で、通常の放射線施設

では、業務従事者に対して適切な教育訓練項目および時間数を自ら策定し、予防規

程に明記することが求められる。 また、日本学術会議の提言「大学等における非密

封放射性同位元素使用施設の拠点化について」（http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/

pdf/kohyo-23-t249-4.pdf）を受けて、今後、大学等の放射線施設では集約化が進行

することも想定される。 

 全国共同利用施設では、他施設に所属する放射線業務従事者に対する教育訓練

（少なくとも放射線障害予防規程）を実施する必要があるが、共同利用施設側の限ら
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れた人員では全ての教育をオンデマンドで行うことはできず利用者側も限られた滞在

日程で業務をこなすため、業務従事者を送り出す施設と受け入れる施設との間に教

育訓練内容に関する相互理解が必要な状況にある。 

 このように、求められる教育訓練の多様化が進行する中で、最適解の一つとして

e-learning による教育訓練がある。放射線に関する教育訓練で e-learning システム講

義を構築している大学も既にある。 

教育訓練に e-learning を利用する長所には、 

 時間と場所の制約がない 

 講義担当者の負担が軽減される 

 教育訓練科目の細分化ができる 

 複数の担当者による相互レビューなどを行うことにより教育レベルの担保

が可能 

 効果測定を行うことでより実効性のある教育訓練を実現できる 

 英語への対応が対面式講義よりも容易 

 英語以外の外国語への対応も対面式講義より容易 

 受講証明書を共通のフォーマットで出力でき、標準化されたものを用いるこ

とにより受講科目および内容の確認が容易になる 

などがある。 

 しかし、短所ともいえる以下のような様々な問題があるため、全国的な広がりには至

っていない。 

 作成者側に IT の知識が必要 

 コンテンツの作成・改訂に手間とコストがかかる 

 サーバーの運営に経費がかかる 

 セキュリティやなりすまし等を防ぎつつ、進捗状況を把握する受講者の管理シ

ステムが必要 

 また、教育訓練の問題は、 RI 法関連法令改正で盛り込まれることになる業務の改

善（PDCA サイクル）にも直結する。現時点での法令改正では、特定許可使用者等に

課されることになるが、それ以外の事業所でも、なるべく取り入れられるべきものであ

る。特に事故に至らないヒヤリハットの事例は、共有できる事例をなるべく共有し、事

業所の業務の改善に結びつけるだけではなく、再教育時等に利用し、業務従事者にも

広く周知する方が良い。 

 

（該当するものにチェック） 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 
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ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

改正 RI 法令

完全施行 

 

    

研究スケジ

ュール 

・基礎的な教

育コンテンツ

の完成 

・ e-learning

システムの最

適化完了 

・ e-learning

システムの運

用開始 

・再教育訓練

へ の 対 応 完

了 

・英語への対

応完了 

・全国共同利

用施設のヴァ

ーチャル見学

ツアーの運用

開始 

・VR 実習シス

テムの内容検

討 

 

・ 主 任 者 ・ 管

理者向けコン

テンツの運用

開始 

・多言語化へ

の対応完了 

・VR 実習シス

テムの試験運

用開始 

 

・VR 実習シス

テムの運用開

始 

・公益法人や

民 間 企 業 へ

の 運 営 先 移

転実施 

・海外への展

開を検討 

研究内容 ・基礎コンテン

ツの作成 

・事業所独自

コンテンツの

情報収集 

・ 既 存

e-learning の

調査・最適化

の検討 

 

・ 再 教育 コン

テンツの収集

・ シス テ ムの

開発および実

装、試験運用

・講義内容の

英訳作成 

・全国共同利

用施設のヴァ

ーチャル見学

ツアーのコン

テンツ作成 

・VR で実施す

る実習内容の

検討 

・運用を行い

改善 

・ 主 任 者 ・ 管

理者向けコン

テンツの運用

開始 

・多言語化へ

の対応完了 

・VR 実習シス

テムの開発お

よび動作確認 

 

・研究期間終

了 後 の 展 開

の検討 

・英語以外の

外 国 語 へ の

対応 

その他 

 e-learning による教育訓練を行うにあたり、健康診断における医師の診察がネックと

なっている。問診は e-learning と同様に web で実施可能であるが、医師の診察につい

ては RI 法と電離則とで異なる形で二重規制されているため、安易に省略可能にできな

い現実がある。また、滞在が 1 週間程度の短期間の外国人業務従事者の健康診断は

非常に困難である。平成23年1月の放射線審議会基本部会提言にある形などで規制

を緩和すべきである。 

 また、経済産業省が所轄する法令（産業保安 5 法）においては、「産業保安規制のス

マート化」が謳われてながら、規制緩和が実施されつつある。これは、高度なリスクア

セスメント等、レベルの高い自主保安を実施している事業者にポジティブ・インセンティ

ブを与えることにより自主的な保安活動の高度化を推進するものである。将来的に

は、レベルの高い放射線事業者にポジティブ・インセンティブを与える仕組みを、RI 規

制にも取り入れることを期待する。 
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提案 

学会 
放射線安全管理学会 

番号 26 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材の提供 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

N 災害対応のために、放射線に対する教育、実習を提供するためのプログラムを

開発する。消防署員に対して本格的な実習を行うことは教育訓練の時間の関係か

ら困難であるため、管理区域外での実習を主に開発する。実際に消防署員への研

修に利用することにより、その教育効果を確認する。 

 

成果活用

方針 
大学等で行われている消防署員への放射線教育に活用する。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31  

・講義の際に標準となる教育プログラムの開発 

 

H32   

・実習の開発 

・消防署員への講義、実習を行い、その効果を調査 

 

H33  

H34 

H35 

背景等 

N 災害対応のために、消防署と各放射線施設とは良好な関係を築いておくことが

望ましい。実際、様々な大学で各地域の消防署員への放射線に対する講習が行わ

れている。また、消防署はサーベイメータを有しており、実際のサーベイメータ

の取扱実習に対するニーズがあるものと思われる。 

 

（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

78



 

  

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

（前期）  

講義、実習内

容の調査 

 

（後期） 

標準となるプ

ログラムを開

発 

（前期）  

実 習 内 容 の

検討 

 

（後期） 

消 防 局 へ の

講習を実施 

 

   

研究内容 ・学会内で消

防 署 員 へ の

講義、実習を

行っている大

学等を呼びか

け、実際に行

っ て い る 講

義、実習内容

を調査する。

・上記内容を

まとめ、標準

となるプログ

ラムを開発す

る。 

・実習内容に

ついて検討す

る。 

・消防署員へ

の講義、実習

を行い、その

効果を調査す

る 

   

その他 
・実際に消防署員への教育等を行っている者に参画してもらうことが必要 

・多人数に対応した実習等のための、サーベイメータ等の機材、消耗品等が必要 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 27 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 秋吉 優史 E-mail akiyoshi@riast.osakafu-u.ac.jp 

 

研究 

課題 
教育現場における放射線安全管理体制の確立 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

中学校学習指導要領の改訂に伴い、クルックス管の活用が強く求められているが、

一部の製品には非常に高い強度のX線を放出する製品が存在し、放射線作業従事者

でない教員や生徒が相当量の被ばくをしている恐れがある。 

20keV 以下の低エネルギーX 線は普及型の線量計では測定が困難であるため、信

頼できる測定方法での評価を行った後に、学校教育現場でも実施可能な安全確認の

ための測定手法を開発する。印加電圧や遮蔽条件などの、安全取扱基準の策定と、

それを担保する測定手段の提供とを併せて、全国での放射線教育普及を目指した簡

便で確実な放射線安全管理体制を確立する。さらに、クルックス管から放出される X

線を安全に活用した革新的な放射線教育プログラムの開発も行う。 

安全基準の策定に当たっては、β線と一般的な X 線の中間程度の透過力を持ち、

不均一被ばくをもたらす低エネルギー領域の X 線による実効線量評価を行う必要があ

る。目の水晶体に対する等価線量評価も重要である。 

 

成果活用

方針 

これまでエネルギーの低い X 線については測定が困難である事もあり、ほとんど規制

が行われていない。高い線量を放出するような古いクルックス管について、生徒への

実演を制限する事が望ましい。 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

実演を制限された場合新たな製品の購入への助成が必要。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 信頼性の高い測定法の確立と、印加電圧依存性の評価の実施。平行して、全国

の放射線教育現場での現状の放射線安全管理体制の調査を実施し、教育現場で実

施可能な測定手法の開発と普及手段を検討する。 

H32 低エネルギーX 線による実効線量評価、目の水晶体への等価線量評価を行う。

それを受けて、確実に安全性を担保する運用条件などの安全取扱基準の策定を行

い、全国へ周知を行う。低エネルギーでの線量計校正サービスなどについても検討。

H33 クルックス管を活用した革新的放射線教育プログラムの開発を行い、クルックス

管の運用条件周知と併せて全国への普及を行い、高い線量を漏洩する装置の更新補

助について周知。ビデオ教材などについても検討。 

H34 全国の放射線教育者の緩やかなネットワーク化による、実際の運用現場におけ

る問題点のフィードバックと修正。一方で、散乱線などの低エネルギーX 線を含む放射

線場における低エネルギー成分の評価手法の開発を行う。 

H35 引き続き全国への放射線教育プログラムの普及と高度化。散乱線などの低エネ

ルギーX 線成分の調査については、様々な現場でのフィールドワークの実施。 
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背景等 

平成 29 年 3 月に公布された中学校学習指導要領では、2 年生で学習する「電流と

その利用」単元に於いて「真空放電と関連付けながら放射線の性質と利用にも触れる

こと」と言う内容が新しく追加されており、クルックス管の活用が不可欠である。しかし

ながら一部の製品には非常に高い強度（数十 mSv/h）の X 線を放出する製品が存在

する。エネルギーが低いため市販されている普及型のサーベイメーターでは全く検出

できない例もあり、放射線安全管理上極めて問題が大きい。特に近年眼の水晶体に

対する被ばくが問題になっており、線源を見つめる必要があるクルックス管の特性上、

詳細な検討が必要である。 

新しい中学学習指導要領は H33 年度から全面実施されるため、それまでに全国の

教育現場に対してクルックス管をはじめとした放射線教育における安全取扱基準の周

知と確認手段の提供を行う必要がある。 

一方で、当該単元は中学 2 年次に学習するため、今後全ての生徒に対して放射線

教育を行うという、極めて大きな転換期にあたる。放射線の本質を学習可能で、他の

単元にも応用が可能な学習効果が高く安価で確実、安全なプログラムを開発し、現場

に負担無く質の高い教育を提供する必要がある。これは将来的な放射線防護人材の

育成、放射線リテラシーの向上にも資する。 

（該当するものにチェック） 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

新学習指導要

領教科書検定

教科書採択、

要領書作成 

新学習指導要

領全面実施 

  

研究スケジ

ュール 

低エネルギー

X 線測定技術

開発 

安全取扱基準

の策定と周知

革新的放射線

教 育 コ ン テ ン

ツの開発 

低エネルギー

X 線成分評価

手法の開発 

放射線教育プ

ログラムの普

及 

研究内容 教育現場で実

施可能な低エ

ネルギーX 線

の測定技術の

開 発 と 、 実 態

調査 

 

低エネルギー

X 線による人

体影響の評価

に基づいた安

全性を担保す

る運用条件の

設定 

ガイドライン下

で実施可能な

直感的で教育

効果の高い放

射線教育プロ

グラムの開発

と周知 

散乱線などを

含む様々な放

射線場での低

エ ネ ル ギ ー X

線成分の評価

手法の開発 

全国的なネット

ワ ー ク に よ る

放射線教育プ

ログラムの普

及と情報交換

による高度化

その他 
資金のない全国の中学教育現場で、線量測定の実施と高い線量を発生するクルック

ス管の更新、新規開発の放射線教育機材の導入を行う必要がある。 
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提案 

学会 
日本放射線影響学会 

番号 28 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 松本 英樹 E-mail hidekim@u-fukui.ac.jp 

 

研究 

課題 

義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教員

人材育成のモデルケースの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応 □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価  ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成を実施し、義務教育

での放射線教育カリキュラムの導入を目指す研究課題である。 

1. 福島第一原子力発電所事故で被災した福島県郡山市および国内随一の原子

力発電所立地県である福井県敦賀市の教育委員会に協力を求め、小・中学校

教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミナー・パネルディスカ

ッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実習・公開セミナーなどを

通じて実施し、放射線教育担当教員人材育成のモデルケースを構築する。 

2. 放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井県

敦賀市の小・中学校教員と共に小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生

用）・中学生用の放射線教育用教科書の雛形となるモデル教科書を編纂する。

3. 義務教育制度への放射線教育カリキュラム導入のための解決すべき課題を放

射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井県敦

賀市の小・中学校教員と共に議論し、文部科学省への請願書の雛形となるモ

デル請願書を作成する。 

 

成果活用

方針 

二度と起こらないという保証のない原子力災害への対応として、災害時に科学的

知識に基づいた対応ができる国民育成の第一歩として、小中学校での放射線教育カ

リキュラム導入のための小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育

成を行うためのモデルケースを福島県郡山市および福井県敦賀市で構築し、将来的

には全国的に展開することを目標とした、原子力発電所が立地する県民の原子力発

電所への理解と根拠のない精神的不安の払拭を目指す。 

 

＜規制に活かすための研究面以外のボトルネック＞ 

1. 文部科学省への協力・連携の要請 

2. 福島県郡山市および福井県敦賀市の教育委員会への協力・連携の要請 

（福島県郡山市の教育委員会との連携は既に実施している） 

3. 教育原理、成人教育学などの教育学の専門研究者の参画 

4.  

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

 

 

 

1. 放射線教育担当教員の人材育成モデルケースの構築（福島県郡山市） 

●原発事故を体験した福島県郡山市の教育委員会に協力を求め、 

① 放射線・放射能（放射性物質）の基礎知識 

② 放射線・放射能（放射性物質）による健康影響 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

 ③ 福島原発事故後の福島県内の実情（実状） 

④ 原子力災害時のリスクコミュニケーションなど 

について小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミ

ナー・パネルディスカッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実

習・公開セミナーなどを通じて実施する。この活動を通じて、福島県郡山市にお

いて放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの構築を図る。 

H32 

 

1. 放射線教育担当教員の人材育成モデルケースの構築（福井県敦賀市） 

●国内随一の原発立地県である福井県敦賀市の教育委員会に協力を求め、

① 放射線・放射能（放射性物質）の基礎知識 

② 放射線・放射能（放射性物質）による健康影響 

③ 福島原発事故後の福島県内の実情（実状） 

④ 原子力災害時のリスクコミュニケーションなど 

について小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミ

ナー・パネルディスカッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実

習・公開セミナーなどを通じて実施する。この活動を通じて、福井県敦賀市にお

いて放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの構築を図る。 

H33 

 

2. 放射線教育用モデル教科書の編纂 

●放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井

県敦賀市の小・中学校教員と共に放射線教育カリキュラム導入時に使用する

小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生用）および中学生用の教科書の

雛形となるモデル教科書を編纂する。 

H34 

 

2. 放射線教育用モデル教科書の編纂 

●放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井

県敦賀市の小・中学校教員と共に放射線教育カリキュラム導入時に使用す

る小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生用）および中学生用の教科

書の雛形となるモデル教科書を編纂する。 

H35 

 

3. 放射線教育カリキュラム導入に関する文部科学省へのモデル請願書の作

成 

●放射線教育担当教員の育成活動に参加した福島県郡山市および福井県敦

賀市の小・中学校教員と共に義務教育制度への放射線教育カリキュラム導

入のための解決すべき課題を議論し、文部科学省への請願書の雛形となる

モデル請願書を作成する。 

背景等 

H23 年に勃発した東電福島第一原発事故により日本国民の放射線・放射能（放射

性物質）に対する知識の欠如が露呈された。またこの福島原発事故の復興には今後

50 年以上の歳月を要すると考えられる。これらのことに鑑み、福島原発事故復興の

将来の担い手となる現在の小・中学生への放射線教育は正に社会的ニーズであり、

喫緊の課題である。そのために放射線教育担当教員の人材育成は不可欠であり、ま

た育成された小・中学校教員は生徒・学生の父兄との交流を通じて地域住民との交

流が可能となり、原子力災害時におけるリスクコミュニケーションの指導者としての役

割も期待され、地域住民の福音となる。そのためのモデルケースの構築を福島県郡

山市および福井県敦賀市において実施する。 
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(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

 □ 施策動向 

 ■ 東電福島第一原発事故対応 

 □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催）

 ■ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等
放射線教育担当教員人材

育成モデルケースの構築 

放射線教育用モデル教科

書の編纂 

文部科学省

へのカリキュ

ラ ム 導 入 モ

デル請願書

の作成 

研究スケジュール

福 島 県 郡 山

市 で の 放 射

線 教 育 担 当

教 員 人 材 育

成モデルケー

スの構築 

 

福 井 県 郡 山

市 で の 放 射

線 教 育 担 当

教 員 人 材 育

成モデルケー

スの構築 

 

小・中学校での放射線教育

用モデル教科書の編纂 

義 務 教 育 制

度 へ の 放 射

線教育カリキ

ュラム導入に

関 す る 文 部

科 学 省 へ の

モ デ ル 請 願

書作成 

研究内容

小・中学校教員を対象とし

た放射線教育担当教員の人

材育成をセミナー・パネルデ

ィスカッション・課題解決型テ

ュートリアル・模擬授業・公

開セミナーなどを通じて実施

し、全国展開するためのモデ

ルケースを福島県郡山市お

よび福井県敦賀市で構築す

る。 

放射線教育担当教員の

育成活動に参加した福島県

郡山市および福井県郡山市

の小・中学校教員と共に放

射線教育制度導入時に使

用する小学生用（1・2 年生

用、3・4 年生用、5・6 年生

用）および中学生用のモデ

ル教科書を編纂する。 

放 射 線 教

育 担 当 教 員

の 育 成 活 動

に参加した福

島 県 郡 山 市

および福井県

敦賀市の小・

中学校教員と

共 に 義 務 教

育 制 度 へ の

放 射 線 教 育

カリキュラム

導入に関する

文 部 科 学 省

へ の モ デ ル

請 願 書 を 作

成する。 
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その他 

●小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成を図るには相当数

の放射線科学の専門研究者が必要である。 

●教育原理、成人教育学などの教育学の専門研究者の参画が望まれる。 
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提案 

学会 
日本保健物理学会 

番号 29 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 藤淵 俊王 E-mail fujibuch@hs.med.kyushu-u.ac.jp 

 

研究 

課題 
放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 放射線診療従事者に対して放射線防護意識を高め、医療被ばくの最適化や患者へ

の被ばく相談に対するコミュニケーション能力を身に付けることのできる教材、教育手

法が求められている。 

 本研究では、医療被ばくの最適化の推進のために必要な情報の収集（現場での要

望や問題点の洗い出しの調査）、先行研究や文献から医療被ばく相談に関する主要

な内容の調査、また被ばく相談に対するポータルサイトを開設することで、各質問のア

クセス件数から、質問者が求める情報を収集し、実践的な医療放射線防護の教育資

料を開発する。教材を基に効果的な教育プログラム内容を検討し、医療学生や社会

人の卒後教育として実施する。 

成果活用

方針 

 効果的な教材や教育プログラムを開発することで、医療系学生のうちから実践力、コ

ミュニケーション能力を養い、医療被ばくの最適化や被ばく相談、リスコミに対して高い

専門性をもって対応できる人材を育成、輩出する。プログラムは社会人の卒後教育と

しても活用できるよう対象者に合わせカスタマイズする。医療系学生に臨床現場と交

流しながら医療被ばくについて考える取り組みを実施することで、放射線防護意識を

醸成させ医療被ばくの合理的な規制につなげる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

 文献調査や被ばく相談ポータルサイトにより情報収集し、医療被ばくの最適化、被ば

く相談対する教育資料を作成 

H32 

講義、実習プログラムの提案と試行、学習効果の検証 

H33 

前年度の施行結果からプログラム内容の改善と実践 

H34 

H35 

背景等 

 医療での放射線利用が普及する中、患者の被ばくに対する関心は強く、放射線を使

用する医療従事者の放射線防護への意識も高まっている。高い専門性と実践能力を

身に付けるには学生からの放射線防護教育が有効であるが、臨床経験のない医療系

学生に診療現場をイメージさせることが困難な中で、被ばく相談への対応に関する明

確なツールがなく、教育機関では放射線防護教育について個々に試行錯誤している。

また、医療被ばくの最適化のツールとして日本の診断参考レベルが 2015 年に公開さ

れたが、国を挙げての最適化の実行には、現場への普及を図るには、卒後教育によ

る情報の周知や理解が不可欠である。 
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（該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

(-9 月)文献調

査、サイト作

成 

(10-3 月)サイ

トの分析、並

行し教材作成

(4-9 月)講義・

実習内容の

検討 

(10-3 月)講

義・実習の施

行 

講義・実習内

能の改善と試

行 

社会人向け

講習会の実

施 

  

研究内容 文 献 調 査 や

被ばく相談ポ

ータルサイト

により情報収

集し、医療被

ば く の 最 適

化、被ばく相

談資料を作成

講義、実習プ

ログラムの提

案と試行 

アンケート調

査による改善

点の洗い出し

前 年 度 の 施

行結果からプ

ログラム内容

の改善と実践

、社会人向け

講 習 会 の 開

催 

  

その他 教材作成にあたり、関係者での会議が必要 
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提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

番号 30 

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線に関する PR 活動の国際状況調査 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

放射線の安全な利用を促進するためには、利用者のみならず、国民全体の放射線に

対する合意形成が重要であり、そのために、PR(public relations, 広報)活動が大きな

役割を担う。インターネットが普及した現在、SNS(social network service)を通じた PR

(public relations、広報)活動など、方法が多様化しており、最も効果的な PR 活動を選

択する一義的な手法は存在しない。本研究では、PR 先進国といわれる米国やイギリ

スなど、各国の放射線に対する PR 活動を調査し、その手法、そして、それによっても

たらされた結果を収集する。それらの収集情報を踏まえ、複数の放射線に関する PR

活動を行い、その効果を判定する。本研究により、放射線に対する社会合意を形成す

る最善の PR 活動を探索する。 

 

成果活用

方針 

本調査は各国の規制当局の PR 活動も含んでおり、その結果は、本邦の放射線規制

の国民への理解を助けるものとなる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

米国、英国、ドイツ、フィンランド、ロシア、韓国、中国を中心に、国ごとにどのような放

射線に関する PR 活動を行っているのか、主に WEB、SNS を中心に調査し、まとめる。

 

H32 

前年度の結果を踏まえ、good practice の PR 活動をいくつかとりあげ、日本国内で PR

活動を展開し、その結果を収集し、考察を行う。 

 

H33 

H34 

H35 

背景等 

わが国は、2011 年の福島第一原発事故を通して、放射線に対する認知度は、他の諸

国に比較して、たいへん高い。原発事故後に、リスクコミュニケーションの重要性が叫

ばれ、放射線に対する理解はかなり進んだとはいえ、国民全体の合意形成までには

至っていない。その原因の一つに、日本の PR 活動が十分に機能していない可能性が

ある。この問題を打開するために、PR 活動の先進国である米国や英国などに学ぶと

ころが大きいと考えられる。 
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(該当するものにチェック） 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   ■ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

諸外国の PR

活 動 の 実 態

調査 

国内向け PR

活動の実施 

   

研究スケジ

ュール 

前半 

諸 外 国 の 状

況を大まかに

調査 

後半 

特に積極的な

PR 活動を行

なっている国

に対して詳細

調査 

前半 

前 年 度 の 成

果を利用し、

コンテンツの

制作 

後半 

実際に PR 

活動を行い、

その効果を判

定 

   

研究内容 インターネット

を通じた放射

線 に 関 す る

PR 活動を、各

国 別 に 調 査

し 、 そ の 手

法 、 予 算 規

模、影響力な

どをまとめる。

コ ピ ー ラ イ タ

ーやサイエン

スイラストレー

タ ー な ど PR

の専門家によ

る コ ン テ ン ツ

の 制 作 を 行

う。 

   

その他 
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1 

平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線安全規制研究の重点テーマについて 

～日本放射線安全管理学会からの提案～ 

平成 30 年 2 月 

一般社団法人 日本放射線安全管理学会 

付属資料2 
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4．参考資料 13 

  



 

 3 

１．検討の経緯 

	

	 日本放射線安全管理学会は設立後 17 年の比較的若い学会で、会員数は約 350

名、平成 28 年 4 月に一般社団法人化したところである。放射線安全管理の現

場に直結し、その実務の学術的基礎を考究し、多分野にまたがる学際領域とし

ての放射線安全管理学の確立を目指すことが、学会の理念の根本にある。学会

員の本来の専門は物理、化学、医学生物など多岐にわたっており、主たる研究

対象もそれらの領域にあるが、それとともに関わっている放射線安全管理の実

務という一点の繋がりで本学会は成り立っていると言える。また、これまでの

実務経験も踏まえて各省庁のガイドラインも活用して放射線コミュニケーショ

ン活動でも着実な成果を上げている。	

	

	 本事業より請け負った放射線安全規制研究の重点テーマを提案するにあた

り、メーリングリストを利用して、全学会員に対して重点テーマの検討グルー

プを募った。その結果 3つのグループ（合計 14 名）が名乗りを上げ、検討を

開始した。また、常設委員会である企画委員会（11 名）、編集委員会（12

名）、広報委員会（7名）にも検討を依頼した。	

	

	 これらの検討の結果、10 件の研究テーマが提案された。領域別のテーマ構成

は、次の通りであった。	

放射線の安全利用	 	 	 	 3 件	

環境放射線と放射性廃棄物	 	 	 1 件	

放射線測定と線量評価		 	 	 2 件	

放射線教育・リスクコミュニケーション	 4 件	

放射線の生物学的影響とリスク	 	 0 件	

原子力・放射線事故対応	 	 	 0 件	

	

	 以上の提案テーマについて、本事業における学会代表者である松田（会長）

と中島（副会長）が内容を検討した。個々のテーマはそれぞれ異なる課題背景

と目的による独立性の高いものであったが、重点となるテーマを提案するとい

う請負業務の性格上、領域別に個々のテーマを羅列し優劣をつけるのではな

く、個々のテーマから重点を浮かび上がらせ、その重点に沿って個々のテーマ

を研究課題例として再構成することとした。	

	

	 その結果、10 件の研究課題例による次の 4つの重点テーマが構成された。	

	

 １．新世代の放射線安全利用と管理 -短半減期核種の有効利用のために 
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• 新しい利用形態への対応-短半減期核種の放射線安全評価法の確立-	
• 短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか？	-放射性廃棄
物の課題に皆で向き合う-	

• 放射線の検出技術の施設管理への応用	
 ２．放射線安全管理の新しいパラダイムの創造 

• 多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討	
• 幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあり方に関する
研究	

• 教育現場における放射線安全管理体制の確立	
 ３．放射線安全教育の社会的必要性に対応した標準プログラム開発 

• e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンライ
ンプラットホーム開発	

• N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材
の提供	

 ４．社会と放射線安全管理 - その接点のフロントライン 

• 放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築	
• 放射線に関する PR 活動の国際状況調査	

	

	 以上の検討結果を学会理事会に報告し、平成 30 年 1 月 31 日のネットワーク

全体報告会で発表した。	
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２．検討結果 

	

【重点テーマ１】	

新世代の放射線安全利用と管理	-短半減期核種の有効利用のために	

	

	 この重点テーマは、放射性同位元素の利用における課題を解決し安全利用を

推進することを目的とする。	

	

新しい利用形態への対応-短半減期核種の放射線安全評価法の確立-	

	 放射性同位元素の使用数量は、基礎生物領域におけるヌクレオシドやアミ

ノ酸標識に代表されるトレーサー利用が他の手法に置き換わったため激減し

ており、今後もその傾向は続くものと思われる。そのような中にあって、短

半減期核種は、放射性同位元素の特徴を生かした研究開発の対象として新た

な役割を担いつつある。前者の例としては超短半減期核種を用いた

PET/SPECT 等の分子イメージング、後者の例としては短半減期α核種が挙げ

られる。これらの核種の規制の合理化は、利用の推進に直結することが期待

されるが、その一方で安全評価がなされていない現状では、その安全な利用

を担保することができない。したがって、最も重要な研究課題の例として、

短半減期核種の放射線安全評価法を多様な利用形態に対応して確立すること

を提案したい。	

	

短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか？	-放射性廃棄物の課

題に皆で向き合う-	

	 使用における規制の合理化とともに、排出する放射線廃棄物の合理的な取

り扱いについてもセットで考える必要がある。放射線障害防止法にクリアラ

ンスの概念が取り入れられてから久しいが、過去の規制整備では利害関係者

の巻き込みが不十分であり、省令整備時に関係者の理解が得られず可燃物が

その対象から外れる事態にもなったこともあり、その適用例がないことは、

いかに現実と齟齬のある制度であるかということを物語っている。その一方

で、廃棄物の取り扱いには社会的なコンセンサスを得る努力をする必要もあ

る。そこで、放射性廃棄物に関わる課題に対して関係者と協働して検討でき

るようなフレームワークを作り、正面から課題に取り組み、規制整備につな

げるような研究課題の社会的必要性は高い。	

	

放射線の検出技術の施設管理への応用	

	 エビデンスと社会的受容性に基づく合理的な規制の検討とともに、放射性

同位元素利用の現場では、常に新たな技術開発に努力を払う必要がある。放
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射線安全管理の根幹となる正確で鋭敏な放射線モニタリング、すなわち施設

管理に応用できる新たな放射線検出技術の開発も同時に、継続的に進めるべ

きである。	
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【重点テーマ２】	

放射線安全管理の新しいパラダイムの創造	

	

	 ここでは、現在から近未来を見据えた新たな放射線利用と新たな放射線防

護・管理の方法を創出するため、現状把握・分析から規制への橋渡しを行うト

ランスレーショナルリサーチを提案する。	

	

多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討	

	 大学改革の進行に伴い、放射線業務従事者の管理は、おそらくその規制が

創出された時代の予想を超えて複雑化しつつある。文部科学省により選定さ

れるネットワーク型共同利用・共同研究拠点を代表例として、大学間のみな

らず産学の共同利用の仕組みは急速に整備されている。放射線の分野では、

大型加速器施設はその典型であろう。また、研究者の兼業による技術の橋渡

しを期待するクロスアポイントメント制度を適用し複数の大学や企業の放射

線施設に所属する研究者も今後現れてくるだろう。放射線障害防止法におけ	

る「事業者」と「放射線業務従事者」の関係が明確ではなくなる可能性もあ

る。にもかかわらず、その運用を、現場の状況に応じた裁量に任せるのは好

ましくない。放射線規制として、基本的な考え方を示す必要がある。	

	 また、放射線業務従事者管理のうち被ばく線量管理と健康診断について

は、妊娠可能な女子の被ばく線量限度の特例や、初めて管理区域に立ち入る

前及びその後の継続的な健康診断といった、ICRP 勧告には含まれない我が国

独自の規制も行われている。これらの合理化に関する検討は、前述の基本的

考え方を固める上で大きな影響を及ぼすだろう。	

	 以上をより、今後増加する学外の多種多様な研究者に対して、被ばく線量

や健康診断等の合理的な実施も含め、その管理方法について検討することを

提案する。	

	

幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあり方に関する研究	

	 ICRP 勧告による線量拘束値という概念は現行の放射線障害防止法では取り

入れられていないが、福島原発事故後に適用されている参考レベルとして現

実には運用されている。放射線審議会でも線量拘束値の考え方、取り入れ方

についての議論が始まったところである。放射線施設の管理を考えた場合、

排気排水等の濃度限度は被ばく線量限度から逆算して導き出されているもの

であるが、放射線管理区域内の自主管理基準として事実上の線量拘束値的な

考え方を取り入れている施設も、少なくないのではないかと考えられる。そ

の点の調査も含めて、Graded approach の実装で活用すべきツールとして BSS

の記述に沿った取り入れの必要性を検討し、あるべき規制の姿やそれぞれの
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現場での放射線管理のあり方を明らかにする。	

	

教育現場における放射線安全管理体制の確立	

	 レントゲンのＸ線発見は、クルックス管から発生している何かが、1m 離れ

た白金シアン化バリウムを感光させたという実験事実から生まれたものであ

った。そのような歴史の語りも含めて、クルックス管から発生する低エネル

ギーのＸ線は、基礎放射線教育に有効なツールとなるポテンシャルを秘めて

おり、特に学習指導要領の改正により復活した小中学生、高校生に対する放

射線教育における実習として応用しようとする動きが見られている。そのた

めの指導要領や実習例などの開発は必要であるが、生徒の放射線安全を十分

に担保する安全管理体制の提供がなければ成り立たない。放射線管理計測へ

の理解が不十分なまま低エネルギー放射線への応答が低い放射線測定器を使

って安全を確認することが行われている状況は危険である。すなわち、これ

は単なる教育プログラムの開発ではなく、本来、法的には管理する必要のな

い管理区域外における放射線の安全管理、という新たな発想とのパッケージ

を開発、提供することとなる。したがって、ここでは、クルックス管を用い

た放射線教育の安全管理体制を確立し、Ｘ線を安全に活用した革新的な放射

線教育プログラムの開発を行う。	
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【重点テーマ３】	

放射線安全教育の社会的必要性に対応した標準プログラム開発	

	

	 放射線安全教育の意味するところは、学生教育、職場教育、規制上必要な教

育など幅広い。その中でもこの重点テーマでは、放射線教育の社会性と実効性

に着目し、放射線教育・訓練の共通プログラム開発と展開による現場力の向上

を目指す。	

	

e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラ

ットホーム開発	

	 法で定められた放射線業務従事者に対する教育訓練の項目と最低時間数の

変更に対応し、標準的な教育内容とそのボリュームの検討が学協会等で進め

られている。密封、非密封、発生装置など線源の種類と用途に応じたモジュ

ールからなる教育訓練のモデルができあがれば、次は、それをいかに全国に

展開するのかということになるだろう。そこには、学外施設の利用者に対す

る教育や、事業者間による教育項目と時間数の違いなど、新たな課題への対

応も含まれる。	

	 教育メソッドの一つである e-learning は、その利用方法によっては大き

なメリットがある。教育訓練のコアとなる部分に適用すれば、全国どこでも

講師のキャラクターや専門分野に依存しない均質な基本教育が受けられるこ

とになるし、放射線の利用用途に特化した部分に適用すれば、利用者ごとの

オーダーメードの教育プログラムの提供が容易になる。前述の課題も e-

learning により解決するかもしれない。その反面、放射線取扱上の作法やス

キルは伝わりにくく、管理者との関係も希薄になるおそれもある。	

	 この研究課題では、e-learning のメリットとデメリットを十分に検討した

上で、全国標準となるオンラインプラットホームを開発する。教育施設、研

究施設、医療施設、産業施設で使える共通コンテンツの開発が期待される。	

	

N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材の提供	

	 N 災害対応のための放射線防護教育（マニュアル及び基礎知識）は消防庁

よりテキストも発刊されているが、現実に消防職員が教育を受ける機会は多

くなく、また実地訓練には放射線施設の協力も必要であることから、さらに

機会は少ない。その一方で、一定以上の放射線施設に対する危険時の措置の

強化による警防要員との連携、原子力災害対策における警防、救急、救助要

員との関係強化など、消防職員への放射線教育は社会的必要性が増してい

る。教材があれば教育ができるというものではなく、教育機会の提供と教育

支援が不可欠であろう。この課題では、管理区域外での実習を主とする新た
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な教育プログラムを開発し、その教育効果を確認するとともに、全国展開す

るための仕組みづくりのための調査研究を行う。	
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【重点テーマ４】	

社会と放射線安全管理	-	その接点のフロントライン	

	

	 福島原発事故により、社会と放射線安全、放射線防護の距離は一気に縮まっ

た。シーベルトや放射線管理区域などの専門用語も飛び交い、日常の放射線管

理にも社会の目が向けられるようになった。本重点テーマでは、この社会との

接点領域に着目し、しっかりと分析された情報、いわば放射線インテリジェン

スを創出することにより、社会との接点を健全に保つことを目的とする。	

	

放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築	

	 国内外の放射線安全管理についての文献等の調査、並びに放射線関連学協

会からの学会発表や研究会等の情報を集約するサイトを構築し、その結果を

管理分野別に整理し、可能な限り解説したホームページを構築するとともに

更新・維持・管理を行う。すでに最新論文の紹介などは学会レベルで行われ

ているものもあるので、学会員でなくともその情報にアクセスできるような

仕組みが重要である。それによって、放射線安全管理や防護に関するバーチ

ャルなネットワークを国民に見える化することができよう。	

	

放射線に関する PR 活動の国際状況調査	

	 上記研究課題が放射線インテリジェンスの発信ボディの構築に当たるとす

れば、どのように発信するかという点も綿密に組み上げる必要がある。そこ

で、各国の放射線に対する PR 活動を調査し、その手法、それによってもた

らされた結果を収集し、複数の放射線に関する PR 活動を行い、その効果を

判定する。本研究により、放射線に対する社会合意を形成する最善の PR 活

動を探索する。	
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３．考察 

	

	 提案した 4つの重点テーマの性格を下表に比較してみた。調査研究は全ての

テーマ共通のものであるが、放射線安全利用、安全管理に関わるものは実験研

究も伴う。成果としては、ガイドラインや提言といった規制との関わりが見え

やすい文書の発出とともに、教育プログラム、教育コンテンツ、新技術、新材

料などの知的財産の創出が期待できるようである。関連規則との関係性につい

ては、本学会の性質上、放射線障害防止法（RI 法）は全て関わり、一部の提案

では、ICRP 勧告取り入れや原子力災害対策指針が関係する。	

	

	

	

	 請け負った重点テーマ提案は平成 31 年度の放射線安全規制研究のものであ

る。そのようなゆったりとしたしたスピード感で良いのか。研究課題例の中に

は、すでに平成 31 年度の放射線安全規制研究に類似のものが申請されている

ものもあり、また、放射線安全規制研究に頼らずとも、すぐにグループを組ん

で検討を進められるものや、秋には科学研究費補助金に申請できるものもある

のではないか。そのような枠組みでの、アンブレラ内での再整理を期待する。	

	

	 出口戦略については、事業の進行とともに、明確になるものと思われる。放

射線安全規制研究の重点テーマ提案と放射線審議会への検討課題シーズ提供の

みならず、これらのテーマ案を各学協会内で広く周知し、学会員の研究アクテ

ィビティに火をつけることにより、放射線防護、管理、利用に関する基礎研究

のソサイエティの活性化と若手人材の養成につながれば理想的である。	
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４．参考資料． 

	

（１）ネットワーク合同報告会発表資料	

（２）個別テーマ提案書（10 部）	

（３）重点テーマグループ申請書（3部）	
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

新しい利用形態への対応-短半減期核種で放射線安全評価法の確立- 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

短半減期核種で放射線安全評価法を多様な利用形態に対応して確立する。 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

関係者間で課題として認識され、原子力規制庁で H29 年度に委託調査事業となった

本課題に関して、委託調査事業で検討された濃度限度の考え方などを踏まえて、現場

での管理の方策の確立を目指し、連続的に供給されるような多様な利用方法にも対

応させたよりよい管理法を提案し、国際的な取り組みにも反映させる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

規制側と事業者側や事業者と TSO との間のコミュニケーションを改善する必要があ

る。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

既存の調査資料からより本質的な課題の抽出を行う。 

連続的に供給される短半減期核種の施設内外の量の把握を行う。 

H32 

連続的に供給される短半減期核種の管理のあり方を提案する。 

 

H33 

提案された方策を現場で利用してもらい問題がないか確認する。 

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究のニーズや背景） 

平均存在数量の概念は、特に短半減期核種製造工場における大きな課題かと認識し

ます。O-15 の診療は日本が先行しており、国際的な取り組みをリードする役割があ

る。今後も開発が進められることが見込まれ、安全研究も重要となる。 

（喫緊性） 



（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

医療機関の現場では現実的な問題となっており、迅速な解決が望まれる。2017 年 12

月現在、年間20件程度の検査が可能とされているが、本来はより多くの検査が行える

ようにする必要がある。この課題は規制の合理化に関心が集まっているが、特に放射

線診療従事者に対して過小評価がなされていないかどうかの検証も極めて重要とな

る。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

施 設 検 査 等

の 指 針 に 反

映 

   

研究スケジ

ュール 

課題把握 

論点整理 

実態把握 

 

指 針 と り ま と

め 

現 場 適 用 の

検証 

  

研究内容 安全評価のた

めの被ばくの

シナリオを設

定する 

 

モ ニ タ リ ン グ

のあり方を明

らかにする 

 

    

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・実施者に必要な研究者や研究機関の要件（〇〇装置が必要）など 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

多種多様な所属の研究者の放射線業務従事者管理についての検討 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 学外の多種多様な研究者に対して、例えば、クロスアポイントメント制度により雇用さ

れた研究者に対して、放射線障害防止法並びに労働安全衛生法で定められた被ばく

線量や健康診断等の管理をどのように実施していくのが合理的か検討する。 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

合理的な被ばく線量や健康診断等の管理方法の提案と規制との整合性をとることが

できる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

個人情報の取り扱い 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

現状の整理 

 

H32 

パターン別の管理方法の検討 

 

H33 

合理的な管理方法の提案 

 

H34 

試験的運用により問題点を抽出 

H35 

本格運用 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究ニーズや背景） 

学術会議の「大学等における非密封放射性同位元素使用施設の拠点化について」の

提言が実現するためには必要な検討項目である。変わりゆく大学雇用制度に合わせ

て、当然「人の管理」についてもフィットさせていく必要がある。学術会議提言やセンタ

ー長会議のネットワーク事業とも深く関わり、重要性は高い。 

（喫緊性） 

被ばく線量の一元管理と関係しており、早期に整備する必要がある。 
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当てはまるものがあれば、チェックしてください 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

現状の整理 

 

 

 

 

 

パターン別管

理 方 法 の 検

討 

 

合理的な管理

方法の提案 

 

試 験 的 運 用

により問題点

を抽出 

 

本格運用 

研究内容  

・全国の大学

や 共 同 研 究

所 の 事 業 所

へのアンケー

トの実施とま

とめ 

 

・学協会との

意見交換 

・業務従事者

のパターン化 

・管理方法の

提案 

 

・合理的な管

理 方 法 の 提

案 

・学協会との

意見交換 

 

・ソフトの開発 

・サーバによ

る試験的運用 

 

・運用と改善 

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・全国の放射線を使用する共同利用施設並びに使用者の所属する大学の協力を得る

ことが不可欠。 

・被ばく線量については、線量測定機関の協力が必要。 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

放射線安全管理方法の最新の知見のサイトの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  ■Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 「放射線防護分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォー

ム形成」と連携して国内外の放射線安全管理についての文献等の調査並びに放射線

関連学協会からの学会発表や研究会等の情報を集約するサイトを構築し、その結果

を管理分野別に整理したホームページを構築するとともに更新・維持・管理を行う。 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

安全管理の最新の知見を規制側と管理する側で共有することができ、共通の認識に

基づいた効率的な放射線安全管理を行うことができる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

ホームページの維持・管理・更新やサーバの費用・人件費の確保 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

現在の安全管理のもとになっている文献や考え方の整理 

H32 

現在の安全管理の問題点とそれに関連する文献のピックアップ 

H33 

放射線関連学協会共同運用サイトの構築と安全管理のもとになっている文献と問題

点に関連する文献のアップ 

H34 

サイトの試験運用 

H35 

 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究ニーズや背景） 

アンブレラ的テーマで、アンブレラ全体のテーマとして、あるいはその成果物の一つと

して、必要。放射化物の規制に関しては、日本が先進的に取り組んでいると言える面

もあるのかもしれませんが、物量を十分に考えた議論になっていないので、今後見直

すべきである。廃棄物とも関連しますが、複合汚染物に関しても現場で課題がありそう

であれば、検討するのが良い。 

（喫緊性） 

法律改正に伴い、放射線障害予防規程に取り入れる PDCA サイクルに最新の知見を
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取り入れる必要がある。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

・現在の安全

管理のもとに

なっている文

献や考え方の

整理 

・現在の安全

管 理 の 問 題

点とそれに関

連する文献の

ピックアップ 

・放射線関連

学 協 会 共 同

運用サイトの

構築と安全管

理のもとにな

っている文献

と問題点に関

連する文献の

アップ 

・ サ イ ト の 試

験運用 

・ サ イ ト の 本

格運用 

研究内容 ・RI 実験室の

風量の設定 

・RI 実験室に

おける種々の

飛散率 

・RI 実験室に

おける空気中

RI 濃度       

・RI 実験室の

風量 

・放射線防護

分野における

課 題 解 決 型

ネットワークと

アンブレラ型

統合プラットフ

ォーム形成の

成果との統合 

・ 情 報 ア ク セ

ス先とアクセ

ス数などの情

報収集     

・改善    

・ サ イ ト の 情

報に基づいた

放 射 線 安 全

管 理 の 実 践

運用 

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・サイトの運用主体並びに情報の集約方法と更新方法、広報の仕方が必要。 

 

 

 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

短半減期核種での減衰保管の導入の是非をどう考えるか？ 

 -放射性廃棄物の課題に皆で向き合う- 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      ■Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射性廃棄物は、先送りされてきた重要な課題である。この課題に対して関係者と協

働して検討できるようなフレームワークを作り、規制整備につなげる。 

成果活用

方針 

関係者の理解を得て、短半減期核種の減衰保管や可燃物のクリアランス制度の導入

を目指す。 

利害関係者の理解を得ることが課題 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

利害関係者の理解を得るための活動とその評価の実施 

使用済み密封線源の扱いなど海外に送ることが想定され、国内での完結がなされて

いない課題に関して、海外の協力が今後も得られるかどうかを検討し、対策のスケジ

ュール感を醸成する。 

 

H32 

RI 法での改正のための関係者間で合意した報告書の作成。 

国内での完結が求められる場合には、使用済み密封線源のリサイクルなど研究開発

での現場の課題の解決を目指し検討の範囲を広げる。 

 

H33 

導入されるであろう何らかの制度（例えば減衰保管制度）が問題なく運用できているか

どうかの調査。必要に応じて制度の見直しにつなげる。 

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究のニーズや背景） 

今年の法改正で炉規法と RI 法の廃棄物を同じ場所での埋設が可能となったが、本来
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は、RI 廃棄物の合理的な廃棄の方策を考える必要がある。日本は減衰保管や（可燃

物の）クリアランス制度が導入されていない唯一の国となっており、放射性廃棄物の課

題に関して、課題を解決することが必要。 

（喫緊性） 

医療系核種はこれまで岩手県滝沢市の協力を得て保管されてきたが、新たに利用が

広がりつつあるα核種は、これまでと異なり滝沢市の合意が得られない状況が続いて

いる。今後の新しい核種の利用の制約になりえる。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

関係者間での

合意形成 

省令改正 PDCA の実践   

研究スケジ

ュール 

減 衰 保 管 等

に関して合意

形成のための

実 態 把 握 や

論 点 整 理 調

査 

    

研究内容 実態把握と議

論促進のため

の資料作成 

 

使 用 済 み 密

封 線 源 の 海

外での扱いの

現状把握 

 

具体的な現場

適用の検討 

 

 

使 用 済 み 密

封 線 源 の 管

理のあり方の

検討 

導 入 後 の 新

制度の円滑な

運用に必要な

検 討 行 う （ 制

度が導入され

なかった場合

は代替措置を

検討）。 

  

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・自治体の廃棄物部門や全国産廃連合会等の関係機関の協力を得ることが不可欠。

できれば科学技術社会論など社会科学系の研究者とも連携して対応すべき。 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあり方に関する研究   

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

Graded approach の実装で活用すべきツールとして BSS の記述に沿った取り入れの必

要性を検討し、あるべき規制の姿やそれぞれの現場での放射線管理のあり方を明ら

かにする。 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

IAEA の BSS でも示されている Graded approach をよりよく実現するために、現場の放

射線管理で有用なツールとして線量拘束値を活用する方策を明らかにする。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

導入に反対している原子力分野への対応？ 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

線量拘束値に関して現場での良好管理例を収集する。 

導入のポイントを整理する。 

H32 

いくつかの事業所やフィールドで試行し、線量拘束値導入の効果を測定する。 

H33 

 

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究ニーズや背景） 

原発事後の現存被ばく状況での現在の参考レベルは事実上の線量拘束値になる。し

かし、基本的な放射線防護のあり方を巡って、社会的な混乱が続いている。現状に合

わせ、かつ、今後、現存被ばくという考え方の導入に際しても線量拘束値の考え方は

ポイントになるが、これまで国内では強力に反対されてきたため独自に道を歩んでき

た経緯がある。これに対して、その反対が誤解に基づくものであることを示すとともに、

現存被ばく状況での放射線管理のあり方に関してもフィールドの実践を通じて考え方

の再整理を図る。 
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（喫緊性） 

線量拘束値は事業所が主体的に行う柔軟で最適な管理方策のためのものであり、今

後の規制整備にも反映させる必要があり、日本放射線管理学会が主導してロジカル

な仕組みとする必要がある。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

審議会での議

論継続 

 

法令改正    

研究スケジ

ュール 

線 量 拘 束 値

に関して現場

での良好管理

例 を 収 集 す

る。 

導入のポイン

ト を 整 理 す

る。 

原発事故から

の 復 興 期 の

オ フ サ イ ト 労

働 者 の 放 射

線 防 護 へ の

適用検討 

いくつかの事

業所やフィー

ル ド で 試 行

し、線量拘束

値 導 入 の 効

果 を 測 定 す

る。 

 

   

研究内容 フ ィ ー ル ド 調

査 

フ ィ ー ル ド 調

査 

 

   

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・現場となるフィールドや労働者側の協力を得る必要がある。 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

放射線の検出技術の施設管理への応用 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線の検出技術は安全管理になくてはならない技術であり、その進歩により安全管

理は簡便にすることができる。現在までに使用されている GM サーベイメータや液体シ

ンチレーションカウンタ以外に使用できる技術を進展させ、研究開発する。 

１）液体シンチレータを使用しない溶液中の低エネルギーβ 線の高効率測定技術 

２）GM 計数管より高効率な β 線サーベイ技術 

３）放射能（β 線）汚染可視化シートの開発 

４）放射性廃液（β 線）からの放射性核種分別できる材料開発 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

放射性廃棄物の核種別廃棄が可能となりクリアランスが実現できる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

クリアランスを行うにあたり一般公衆への説明 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

１）から４）の技術を施設管理に利用するための応用研究 

H32 

１）から４）の技術を施設管理に利用するためのプロトコルの検討 

H33 

１）から４）の技術を用いた施設管理の試験実施 

H34 

１）から４）の技術を用いた施設管理の第３者による検証確認 

H35 

１）から４）の技術を用いた施設管理の第３者による検証確認を受けた改善 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

（研究のニーズや背景） 

放射線の検出技術は安全管理になくてはならない技術であり、その進歩により安全管

理は簡便にすることができる。現在までに使用されている GM サーベイメータや液体シ

ンチレーションカウンタ以外に使用できる技術を進展させ、研究開発することが効率的

な施設管理を進めることができる。 

（喫緊性） 

放射性廃棄物の増加を減らす。 



（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

１ ） か ら ４ ） の

技術を施設管

理に利用する

ための応用研

究 

１）から４）の

技 術 を 施 設

管 理 に 利 用

するためのプ

ロトコルの検

討 

１）から４）の

技術を用いた

施 設 管 理 の

試験実施 

１）から４）の

技術を用いた

施 設 管 理 の

第３者による

検証確認 

１）から４）の

技術を用いた

施 設 管 理 の

第３者による

検証確認を受

けた改善 

研究内容 １ ） か ら ４ ） の

技術を施設管

理に利用でき

る よ う に 個 別

に研究開発す

る。 

施 設 管 理 に

利用するため

の１）から４）

の 技 術 を 用

い た プ ロ トコ

ル を 検 討 作

成する。 

１）から４）の

技術を用いた

施 設 管 理 の

試験実施によ

るデータ収集

と 考 察 を 行

う。 

第３者による

検証を実施す

る。 

第３者の研修

を受けた改善

策を行う。 

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

１）液体シンチレータを使用しない溶液中の低エネルギーβ 線の高効率測定技術 

２）GM 計数管より高効率な β 線サーベイ技術 

３）放射能（β 線）汚染可視化シートの開発 

４）放射性廃液（β 線）からの放射性核種分別できる材料開発 

上記４開発項目の担当研究者や研究グループを決める。必要な研究費を配分する。 

放射線業務関連会社の協力が必要。 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
教育現場における放射線安全管理体制の確立 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

中学校学習指導要領の改訂に伴い、クルックス管の活用が強く求められているが、

一部の製品には非常に高い強度の X 線を放出する製品が存在し、放射線作業従事

者でない教員や生徒が相当量の被ばくをしている恐れがある。 

20keV 以下の低エネルギーX 線は普及型の線量計では測定が困難であるため、信

頼できる測定方法での評価を行った後に、学校教育現場でも実施可能な安全確認の

ための測定手法を開発する。印加電圧や遮蔽条件などの、安全取扱基準の策定と、

それを担保する測定手段の提供とを併せて、全国での放射線教育普及を目指した簡

便で確実な放射線安全管理体制を確立する。さらに、クルックス管から放出される X

線を安全に活用した革新的な放射線教育プログラムの開発も行う。 

安全基準の策定に当たっては、β線と一般的な X 線の中間程度の透過力を持ち、

不均一被ばくをもたらす低エネルギー領域の X 線による実効線量評価を行う必要があ

る。目の水晶体に対する等価線量評価も重要である。 

成果活用

方針 

これまでエネルギーの低い X 線については測定が困難である事もあり、ほとんど規制

が行われていない。高い線量を放出するような古いクルックス管について、生徒への

実演を制限する事が望ましい。 

実演を制限された場合新たな製品の購入への助成が必要。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 信頼性の高い測定法の確立と、印加電圧依存性の評価の実施。平行して、全国

の放射線教育現場での現状の放射線安全管理体制の調査を実施し、教育現場で実

施可能な測定手法の開発と普及手段を検討する。 

H32 低エネルギーX 線による実効線量評価、目の水晶体への等価線量評価を行う。

それを受けて、確実に安全性を担保する運用条件などの安全取扱基準の策定を行

い、全国へ周知を行う。低エネルギーでの線量計校正サービスなどについても検討。 

H33 クルックス管を活用した革新的放射線教育プログラムの開発を行い、クルックス

管の運用条件周知と併せて全国への普及を行い、高い線量を漏洩する装置の更新補

助について周知。ビデオ教材などについても検討。 

H34 全国の放射線教育者の緩やかなネットワーク化による、実際の運用現場におけ

る問題点のフィードバックと修正。一方で、散乱線などの低エネルギーX 線を含む放射

線場における低エネルギー成分の評価手法の開発を行う。 

H35 引き続き全国への放射線教育プログラムの普及と高度化。散乱線などの低エネ

ルギーX 線成分の調査については、様々な現場でのフィールドワークの実施。 



（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

背景等 

平成 29 年 3 月に公布された中学校学習指導要領では、2 年生で学習する「電流と

その利用」単元に於いて「真空放電と関連付けながら放射線の性質と利用にも触れる

こと」と言う内容が新しく追加されており、クルックス管の活用が不可欠である。しかし

ながら一部の製品には非常に高い強度（数十 mSv/h）の X 線を放出する製品が存在

する。エネルギーが低いため市販されている普及型のサーベイメーターでは全く検出

できない例もあり、放射線安全管理上極めて問題が大きい。特に近年眼の水晶体に

対する被ばくが問題になっており、線源を見つめる必要があるクルックス管の特性上、

詳細な検討が必要である。 

新しい中学学習指導要領は H33 年度から全面実施されるため、それまでに全国の

教育現場に対してクルックス管をはじめとした放射線教育における安全取扱基準の周

知と確認手段の提供を行う必要がある。 

一方で、当該単元は中学 2 年次に学習するため、今後全ての生徒に対して放射線

教育を行うという、極めて大きな転換期にあたる。放射線の本質を学習可能で、他の

単元にも応用が可能な学習効果が高く安価で確実、安全なプログラムを開発し、現場

に負担無く質の高い教育を提供する必要がある。これは将来的な放射線防護人材の

育成、放射線リテラシーの向上にも資する。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

新学習指導要

領教科書検定 

教科書採択、

要領書作成 

新学習指導要

領全面実施 

  

研究スケジ

ュール 

低エネルギー

X 線測定技術

開発 

安全取扱基準

の策定と周知 

革新的放射線

教 育 コ ン テ ン

ツの開発 

低エネルギー

X 線成分評価

手法の開発 

放射線教育プ

ログラムの普

及 

研究内容 教育現場で実

施可能な低エ

ネルギーX 線

の測定技術の

開 発 と 、 実 態

調査 

 

低エネルギー

X 線による人

体影響の評価

に基づいた安

全性を担保す

る運用条件の

設定 

ガイドライン下

で実施可能な

直感的で教育

効果の高い放

射線教育プロ

グラムの開発

と周知 

散乱線などを

含む様々な放

射線場での低

エ ネ ル ギ ー X

線成分の評価

手法の開発 

全国的なネット

ワ ー ク に よ る

放射線教育プ

ログラムの普

及と情報交換

による高度化 

その他 
資金のない全国の中学教育現場で、線量測定の実施と高い線量を発生するクルック

ス管の更新、新規開発の放射線教育機材の導入を行う必要がある。 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

e-learning を基盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラットホ

ーム開発 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 本研究は、全国の大学等で整備されつつある e-learning を放射線業務従事者の教

育訓練へ適用することを基盤とした、全国標準となるオンラインプラットホームの開発

を目的とする。 

 開発すべき具体的な項目は以下の通りである。 

１．全国標準となる放射線業務従事者向け e-learning 教育訓練コンテンツに関する研

究 

 ・既存の e-learning システムの最適化およびカスタマイズ 

 ・RI 法令に規定されている新規業務従事者教育訓練項目に関するもの（具体的な内

容については、JRSM アドホック委員会作成のガイドラインも参照し、更に細分化する） 

 ・事業所独自の教育訓練内容に関するもの（各事業所の予防規程や大規模全国共

同利用施設独自の教育訓練内容の取り込み） 

 ・再教育訓練内容 

２．コンテンツの拡充 

 ・VR による実習（管理区域内実習で実現可能な事項に留まらず、予想外の動きをす

る動物実験に関する仮想実習、さらに容易に再現することができない管理区域内火災

や、大地震が起こった際等、緊急時にいかに対応すべきかを含める） 

 ・全国共同利用施設のヴァーチャル見学ツアー 

３．主任者・管理者向けコンテンツの作成 

 ・全国の放射線事業所におけるヒヤリハット事例をストックできるシステム（東京大学

における UTSMIS や、原子力分野ではニューシアの前例あり）の組み込み 

 ・選任主任者に対する定期講習への一部（または全部）適用も検討 

４．多言語化への対応 

 ・日本国内の使用を前提とした英語・中国語への対応のみならず、東南アジア、南ア

ジアへの展開を視野に入れる 

成果活用

方針 

 本研究の成果物により、 e-learning の長所である 

• 教育訓練の形骸化を防ぎ、必要な知識を習得しやすくなる 

• 教育訓練内容を個々の事業所に即した内容とでき、かつ高いレベルで維持でき

る 

• 増加が予想される外国人業務従事者に対してより適切な教育訓練を実施できる 

 。これは、外国人業務従事者の放射線安全に対する知識レベルを向上させることに



つながる。また、全国標準の枠を超えて海外で使用する事も可能かもしれない。 

・コンテンツの拡充により、実際には容易に再現することができない管理区域内火災

や、大地震が起こった際の対応を入れることで、緊急時対応への心構えを含め、教育

訓練効果は大きくなる。 

・将来的には核燃料物質等、類似の教育訓練への拡張を行うことも可能。 

 これらの特徴を最大限に生かすことで、業務従事者の安全のため事業所ごとの使用

の実態を踏まえた実効性のある教育訓練を実施し、内容を自主的かつ積極的に検討

するという改正 RI 法の精神に合致し、合理的な放射線規制に貢献できるものになる。 

 その他、教育訓練を実施する管理者側には、教育訓練の実施に割いていたリソース

を他の管理業務に配分できるメリットがある。一方、放射線業務従事者側には、教育

訓練のオンデマンド化により、受講待ちが研究のボトルネックにならないというメリット

がある。すなわち、規制が研究の進展を遅延させる事態を防ぐことになり、我が国の

国益に寄与することにもなる。 

 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

基礎的な教育コンテンツの完成 

e-learning システムの最適化完了 

H32 

e-learning システムの運用開始 

再教育訓練への対応完了 

英語への対応完了 

H33 

全国共同利用施設のヴァーチャル見学ツアーの運用開始 

VR 実習システムの内容検討 

H34 

主任者・管理者向けコンテンツの運用開始 

多言語化への対応完了 

VR 実習システムの試験運用開始 

H35 

VR 実習システムの運用開始 

公益法人や民間企業への運営先移転実施 

海外への展開を視野に入れる 

背景等 

 現在進行中の RI 法令改正において、教育訓練に関する見直しもその中に含まれて

いる。これまで全ての使用者において、新規に管理区域に立ち入る業務従事者に対し

て一律 6 時間以上の教育訓練が課されていたが、使用が限定された許可届出使用者

において最低時間数が 2 時間まで短縮される。しかしその一方で、通常の放射線施設

では、業務従事者に対して適切な教育訓練項目および時間数を自ら策定し、予防規

程に明記することが求められる。 また、日本学術会議の提言「大学等における非密

封 放 射 性 同 位 元 素 使 用 施 設 の 拠 点 化 に つ い て 」



（http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t249-4.pdf）を受けて、今後、大学

等の放射線施設では集約化が進行することも想定される。 

 全国共同利用施設では、他施設に所属する放射線業務従事者に対する教育訓練

（少なくとも放射線障害予防規程）を実施する必要があるが、共同利用施設側の限ら

れた人員では全ての教育をオンデマンドで行うことはできず利用者側も限られた滞在

日程で業務をこなすため、業務従事者を送り出す施設と受け入れる施設との間に教

育訓練内容に関する相互理解が必要な状況にある。 

 このように、求められる教育訓練の多様化が進行する中で、最適解の一つとして

e-learning による教育訓練がある。放射線に関する教育訓練で e-learning システム講

義を構築している大学も既にある。 

教育訓練に e-learning を利用する長所には、 

Ø 時間と場所の制約がない 

Ø 講義担当者の負担が軽減される 

Ø 教育訓練科目の細分化ができる 

Ø 複数の担当者による相互レビューなどを行うことにより教育レベルの担保

が可能 

Ø 効果測定を行うことでより実効性のある教育訓練を実現できる 

Ø 英語への対応が対面式講義よりも容易 

Ø 英語以外の外国語への対応も対面式講義より容易 

Ø 受講証明書を共通のフォーマットで出力でき、標準化されたものを用いるこ

とにより受講科目および内容の確認が容易になる 

などがある。 

 しかし、短所ともいえる以下のような様々な問題があるため、全国的な広がりには至

っていない。 

Ø 作成者側に IT の知識が必要 

Ø コンテンツの作成・改訂に手間とコストがかかる 

Ø サーバーの運営に経費がかかる 

Ø セキュリティやなりすまし等を防ぎつつ、進捗状況を把握する受講者の管理シ

ステムが必要 

 

 また、教育訓練の問題は、 RI 法関連法令改正で盛り込まれることになる業務の改

善（PDCA サイクル）にも直結する。現時点での法令改正では、特定許可使用者等に

課されることになるが、それ以外の事業所でも、なるべく取り入れられるべきものであ

る。特に事故に至らないヒヤリハットの事例は、共有できる事例をなるべく共有し、事

業所の業務の改善に結びつけるだけではなく、再教育時等に利用し、業務従事者にも

広く周知する方が良い。 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 



□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

改正 RI 法令

完全施行 

 

    

研究スケジ

ュール 

・基礎的な教

育コンテンツ

の完成 

・ e-learning 

システムの最

適化完了 

・ e-learning 

システムの運

用開始 

・再教育訓練

へ の 対 応 完

了 

・英語への対

応完了 

・全国共同利

用施設のヴァ

ーチャル見学

ツアーの運用

開始 

・VR 実習シス

テムの内容検

討 

 

・ 主 任 者 ・ 管

理者向けコン

テンツの運用

開始 

・多言語化へ

の対応完了 

・VR 実習シス

テムの試験運

用開始 

 

・VR 実習シス

テムの運用開

始 

・公益法人や

民 間 企 業 へ

の 運 営 先 移

転実施 

・海外への展

開を検討 

研究内容 ・基礎コンテン

ツの作成 

・事業所独自

コンテンツの

情報収集 

・ 既 存

e-learning の

調査・最適化

の検討 

 

・ 再 教 育 コ ン

テンツの収集 

・ シ ス テ ム の

開発および実

装、試験運用 

・講義内容の

英訳作成 

・全国共同利

用施設のヴァ

ーチャル見学

ツアーのコン

テンツ作成 

・VR で実施す

る実習内容の

検討 

・運用を行い

改善 

・ 主 任 者 ・ 管

理者向けコン

テンツの運用

開始 

・多言語化へ

の対応完了 

・VR 実習シス

テムの開発お

よび動作確認 

 

・研究期間終

了 後 の 展 開

の検討 

・英語以外の

外 国 語 へ の

対応 

その他 

 e-learning による教育訓練を行うにあたり、健康診断における医師の診察がネックと

なっている。問診は e-learning と同様に web で実施可能であるが、医師の診察につい

ては RI 法と電離則とで異なる形で二重規制されているため、安易に省略可能にできな

い現実がある。また、滞在が 1 週間程度の短期間の外国人業務従事者の健康診断は

非常に困難である。平成 23年 1月の放射線審議会基本部会提言にある形などで規制

を緩和すべきである。 

 また、経済産業省が所轄する法令（産業保安 5 法）においては、「産業保安規制のス

マート化」が謳われてながら、規制緩和が実施されつつある。これは、高度なリスクア

セスメント等、レベルの高い自主保安を実施している事業者にポジティブ・インセンティ

ブを与えることにより自主的な保安活動の高度化を推進するものである。将来的に

は、レベルの高い放射線事業者にポジティブ・インセンティブを与える仕組みを、RI 規

制にも取り入れることを期待する。 



 

 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

N 災害対応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材の提供 

 

 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

N 災害対応のために、放射線に対する教育、実習を提供するためのプログラムを

開発する。消防署員に対して本格的な実習を行うことは教育訓練の時間の関係か

ら困難であるため、管理区域外での実習を主に開発する。実際に消防署員への研

修に利用することにより、その教育効果を確認する。 

 

成果活用

方針 

大学等で行われている消防署員への放射線教育に活用する。 

 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31  

・講義の際に標準となる教育プログラムの開発 

H32   

・実習の開発 

・消防署員への講義、実習を行い、その効果を調査 

H33  

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

N 災害対応のために、消防署と各放射線施設とは良好な関係を築いておくことが

望ましい。実際、様々な大学で各地域の消防署員への放射線に対する講習が行わ

れている。また、消防署はサーベイメータを有しており、実際のサーベイメータ

の取扱実習に対するニーズがあるものと思われる。 

 

 

 

 



（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

（前期）  

講義、実習内

容の調査 

 

（後期） 

標準となるプ

ログラムを開

発 

（前期）  

実 習 内 容 の

検討 

 

（後期） 

消 防 局 へ の

講習を実施 

 

   

研究内容 ・学会内で消

防 署 員 へ の

講義、実習を

行っている大

学等を呼びか

け、実際に行

っ て い る 講

義、実習内容

を調査する。 

・上記内容を

まとめ、標準

と な る プ ロ グ

ラムを開発す

る。 

・実習内容に

ついて検討す

る。 

・消防署員へ

の講義、実習

を行い、その

効果を調査す

る 

   

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

 

・実際に消防署員への教育等を行っている者に参画してもらうことが必要 

・多人数に対応した実習等のための、サーベイメータ等の機材、消耗品等が必要 

 



放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線安全管理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 

上限 3000 万／年×5 年の規模感でお考えください 

放射線に関する PR 活動の国際状況調査 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

概要でも詳細な一案でも結構ですが、具体的なイメージと規模感が分かる程度の内容

をお書きください。 

放射線の安全な利用を促進するためには、利用者のみならず、国民全体の放射線に

対する合意形成が重要であり、そのために、PR(public relations, 広報)活動が大きな

役割を担う。インターネットが普及した現在、SNS(social network service)を通じた PR 

(public relations、広報)活動など、方法が多様化しており、最も効果的な PR 活動を選

択する一義的な手法は存在しない。本研究では、PR 先進国といわれる米国やイギリ

スなど、各国の放射線に対する PR 活動を調査し、その手法、そして、それによっても

たらされた結果を収集する。それらの収集情報を踏まえ、複数の放射線に関する PR

活動を行い、その効果を判定する。本研究により、放射線に対する社会合意を形成す

る最善の PR 活動を探索する。 

 

成果活用

方針 

どんな成果が出て、どう規制に活かされるのか、お書きください。 

本調査は各国の規制当局の PR 活動も含んでおり、その結果は、本邦の放射線規制

の国民への理解を助けるものとなる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

特になし 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

米国、英国、ドイツ、フィンランド、ロシア、韓国、中国を中心に、国ごとにどのような放

射線に関する PR 活動を行っているのか、主に WEB、SNS を中心に調査し、まとめる。 

H32 

前年度の結果を踏まえ、good practice の PR 活動をいくつかとりあげ、日本国内で PR

活動を展開し、その結果を収集し、考察を行う。 

H33 

 

 

H34 

 

H35 

 



背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

わが国は、2011 年の福島第一原発事故を通して、放射線に対する認知度は、他の諸

国に比較して、たいへん高い。原発事故後に、リスクコミュニケーションの重要性が叫

ばれ、放射線に対する理解はかなり進んだとはいえ、国民全体の合意形成までには

至っていない。その原因の一つに、日本の PR 活動が十分に機能していない可能性が

ある。この問題を打開するために、PR 活動の先進国である米国や英国などに学ぶと

ころが大きいと考えられる。 

 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   ■ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

諸外国の PR 

活 動 の 実 態

調査 

国内向け PR 

活動の実施 

   

研究スケジ

ュール 

前半 

諸 外 国 の 状

況を大まかに

調査 

後半 

特に積極的な

PR 活動を行

なっている国

に対して詳細

調査 

前半 

前 年 度 の 成

果を利用し、

コンテンツの

制作 

後半 

実際に PR 

活動を行い、

その効果を判

定 

   

研究内容 インターネット

を通じた放射

線 に 関 す る

PR 活動を、各

国 別 に 調 査

し 、 そ の 手

法 、 予 算 規

模、影響力な

どをまとめる。 

コ ピ ー ラ イ タ

ーやサイエン

スイラストレー

タ ー な ど PR

の専門家によ

る コ ン テ ン ツ

の 制 作 を 行

う。 

   



（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・実施者に必要な研究者や研究機関の要件（〇〇装置が必要）など 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料（３） 

 

重点テーマグループ申請書（3 部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⽒名

所属

メールアドレス

⽒名（所属）

検討予定のテーマ
概略

費⽬

旅費 100,000 円

会議費 円

その他 円

総額 100,000 円

必要経費

摘要（簡単に）⾦額

 ⼀般社団法⼈⽇本放射線安全管理学会事務局 office@jrsm.jp

平成31年度放射線安全規制研究の重点テーマ検討グループ申請書

■代表者

阪間稔

徳島⼤学⼤学院医⻭薬学研究部保健科学部⾨放射線科学系放射線理⼯学

■申請、問合せ先メールアドレス

グループ構成員は変動する可能性があります。実質的には，佐瀬先⽣と私の共同⽴案及び実⾏が主導と
なります。

■その他、特記事項

学習指導要領と東⽇本⼤震災の知⾒を融合した新しい放射線教育の構築と実施：
2012年から30年ぶりに中学教育に放射線が復活しましたが、震災教育になってし
まっており，全国的には最適なかたちで機能していない。そこを是正することに注
視していく，放射線安全の真の理解やその健全な⽂化形成に繋げていく。

■グループ構成員

佐瀬卓也（核融合科学研究所）,佐藤⼀雄（徳島⽂理⼤学），誉⽥栄⼀（徳島⼤
学），吉⽥みどり（徳島⼤学），中⼭信太郎（徳島⼤学）

■申請内容

グループ構成員⼀同介してのディスカッション



⽒名

所属

メールアドレス

⽒名（所属）

検討予定のテーマ
概略

費⽬

旅費 90,000 円

会議費 円

その他 10,000 円

総額 100,000 円

■グループ構成員

公益財団法⼈ ⽇本科学技術振興財団 ⼈財育成部 主査  掛布 智久
⼤阪府⽴⼤学⼯業⾼等専⾨学校 講師 ⼭下 良樹
NPO法⼈ 放射線教育フォーラム 副理事⻑兼事務局⻑ ⽥中 隆⼀、幹事 宮川 俊晴
全国中学校理科教育研究会⽀援センター 代表理事 ⾼畠 勇⼆

■申請内容

東京-⼤阪 ⽇帰り 3⼈・回

 ⼀般社団法⼈⽇本放射線安全管理学会事務局 office@jrsm.jp

平成31年度放射線安全規制研究の重点テーマ検討グループ申請書

■代表者

秋吉 優史

⼤阪府⽴⼤学 地域連携研究機構 放射線研究センター

■申請、問合せ先メールアドレス

10-20keV のエネルギー領域のX線は極めて測定が困難である上に、フラックスが⾼いと1cm線量当量
も無視することが出来ない。⽔晶体への線量評価を⾏う上でも重要である。

■その他、特記事項

クルックス管からの低エネルギーX線線量評価⼿法の開発と教育現場における安全取
扱ガイドラインの策定

必要経費

摘要（簡単に）⾦額

ガラスバッジによる線量測定費



⽒名

所属

メールアドレス

⽒名（所属）

検討予定のテーマ
概略

費⽬

旅費 100,000 円

会議費 0 円

その他 0 円

総額 100,000 円

必要経費

摘要（簡単に）⾦額

 ⼀般社団法⼈⽇本放射線安全管理学会事務局 office@jrsm.jp

平成31年度放射線安全規制研究の重点テーマ検討グループ申請書

■代表者

桧垣正吾

東京⼤学アイソトープ総合センター

■申請、問合せ先メールアドレス

■その他、特記事項

全国標準的な放射線業務従事者教育のe-learningシステムの構築および展開について
検討する。e-learningを⽤いることによって各事業所の利⽤形態等の実態に即した実
効性のある教育訓練を⾏うことができ、種々のコンテンツを網羅したものが完成す
れば、放射線業務従事者の安全に関する知識の向上に寄与できる。

■グループ構成員

⾓⼭雄⼀（京都⼤学）、鈴⽊智和（⼤阪⼤学）、⻄弘⼤(⻑崎⼤学)

■申請内容

⼤阪-東京、京都-東京、⻑崎-東京各1往復



平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線安全規制研究の重点テーマについて 

～日本放射線影響学会からの提案～ 

平成 30 年 2 月 

一般社団法人 

日本放射線影響学会 

付属資料3 
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1．検討の経緯 

1-1. 委員会の設置 

 日本放射線影響学会では、放射線安全規制研究の重点テーマを提案するにあたり、

藤堂剛理事長より、この件を検討する委員会を新しく立ち上げることが提案され、理

事会にて承認された。さらに、日本保健物理学会と低線量放射線リスクに関するテー

マを合同で提案することについて、理事会での合意が得られた。以上の背景から、本

学会は本件に係る以下の２つの委員会を新たに立ち上げることになった。 

・放射線リスク・防護検討委員会（理事、学術委員会委員を中心とした 13 名から構成） 

 委員長：児玉靖司 

・低線量リスク委員会（本学会員 5 名、日本保健物理学会員 5 名の計 10 名で構成） 

 本学会の委員長：小林純也 

 

1-2. 委員会の会合開催実績 

1-2-1. 低線量リスク委員会の開催（2 回） 

・開催日及び開催場所 

 第 1 回委員会：平成 29 年 10 月 26 日（木）17:00-18:00； 京葉銀行文化プラザ 7F 

 第 2 回委員会：平成 29 年 12 月 26 日（火）13:30-16:40； TKP 東京駅八重洲カンフ

ァレンスセンター 

・会議の概要 

 第 1 回委員会（10/26）では、甲斐倫明教授が進行役となり、２つの学会が合同で立

ち上げた同委員会の趣旨説明があり、さらに今後の本委員会の進め方について意見

交換を行った。今後、各委員が重点テーマ案を用意し、次回の委員会で審議すること

とし、次回委員会の開催日を決定した。 

 第 2 回委員会（12/26）では、重点テーマ案に関して、本学会から 5 題、保健物理学

会から 8 題が提案され、さらに参考資料として PLANET（放射線リスク・防護研究基盤）

で検討中の 3 題が紹介された。それぞれの案について、提案者が概要を説明した。

その後、議論を重ね、両学会から共同で提出する案として以下の 3 案を選出して閉会

した。 

１）低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 

２）線量率効果係数（DREF）推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの

洞察 

３）放射線安全規則の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

 

1-2-2. 放射線リスク・防護検討委員会（1 回） 

・開催日及び開催場所 

 平成 30 年 1 月 9 日（火）13:30-16:00； I-site なんば 2FS3 会議室 

・会議の概要 
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 会合開催に先立ち、児玉靖司委員長より、メールにて各委員に重点テーマ案提出

の要請があった。これに対して、委員より 7 題のテーマ案があらかじめ提案された。そ

こで本委員会では、提案された 7 題について、提案者が概要を説明し、その後、内容

について意見交換を行った。その結果、最終的な提出テーマ案を 6 つに集約し、また

会合における委員からの助言を参考にして、提案を修正し、1 月 15 日までに委員長

に最終案を提出することを決定して閉会した。 

 

1-3. 学会として重視した点について 

１）日本放射線影響学会では、放射線リスク・防護検討委員会委員は、理事並びに学

術委員会委員で構成し、また、低線量リスク委員会委員は、低線量放射線の生体影

響研究に係わる学会員を選出した。したがって、各委員は、本学会が何を目指すべき

か日頃から議論する機会が多く、また、低線量放射線のリスクに関する学識も十分有

することから、各委員に学会として特に方向性などを示すことなく、自由にテーマを提

案するよう要請した。 

２）したがって、放射線リスク・防護検討委員会から提案された 6 題のテーマ案につい

て、優先順位はつけなかった。低線量リスク委員会から提案された 3 題のテーマ案に

ついても優先順位はつけなかった。 

 

２．検討結果 

2-1. 重点テーマ 

 日本放射線影響学会からの提案 6 テーマ、並びに日本保健物理学会との共同提案

3 テーマは以下の通りである。 

[１]放射線事故・放射線教育関連テーマ 

１）放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケースの構築 

２）福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析および試料

収集組織の構築 

３）義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教員人材

育成のモデルケースの構築 

[２]生物学的影響とリスク関連テーマ 

４）放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築に関する

検討 

５）がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定 

[３]線量測定関連テーマ 

６）粒子線治療施設における作業従事者のための実用的粒子線被ばく防護基準策定

を目指すデータ集積 

[４]日本保健物理学会との共同提案 

１）低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 
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２）線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞

察 

３）放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

 

2-2. 重点テーマごとの研究課題例 

 次の頁から、重点テーマごとの研究課題に関する詳細を示す。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 児玉 靖司 E-mail  kodama@riast.osakafu-u.ac.jp 

 

研究 

課題 
 放射線事故被ばくに対応できる生物学的線量評価の自動化モデルケースの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 本研究課題は、放射線事故発生の緊急時に生物学的線量推定を行うための評価シ

ステムの自動化モデルケースの構築を目指すものである。染色体異常を指標とした生

物学的線量評価システムは技術的には確立されているが、現状では設備と人材の両

面で充実した拠点は極めて限られており、実践的運用レベルは脆弱である。実践的運

用レベルを強化するには、設備と人材の両面において、生物学的線量推定ができる

一定水準以上のレベルの拠点を拡充していくことに加えて、線量推定に係るプロセス

の自動化を推進する必要がある。そこで、生物学的線量推定のできる拠点の規模と

地域性を考慮しつつ、緊急時の連携体制を構築するとともに、線量推定のための判定

基準の統一化と可能な限り線量推定のプロセスを自動化したモデルケースを構築す

ることを目指す。さらに、地域性を考慮しつつ各拠点で参加者を募り、一定期間の実技

指導により、人材の育成を図る。 

成果活用

方針 

 被ばく事故時に被ばく者の生物学的線量推定プロセスを可能な限り自動化したモ

デルケースが構築されれば、線量推定可能な被災者の数が現状より飛躍的に増え

ることが期待され、今後の緊急時のトリアージに貢献する。 

 自動化がある程度進めば、緊急時だけでなく、放射線作業従事者の長期的な健康

影響を評価するための指標としても利用できる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H3１：生物学的線量推定に係る設備と陣容から自動化モデルケースとして適切な拠点

をいくつか選定し、信頼性の高い統一された評価基準を拠点間で協議して作成する。

H32：作成した基準を満たすレベルにおいて、何をどこまで自動化できるかについて調

査し、可能な限りの自動化モデルケースを構築する。 

H33：引き続き自動化モデルケースを構築しつつ、実際に構築したシステムで線量評

価を行い、これまでの手法で得られた推定結果と比較して評価する。 

H34：引き続き、構築したシステムで線量評価を行い、これまでの手法で得られた推定

結果と比較して評価するとともに、自動化システムを用いて人材育成のための実技指

導を実施する。 

H35：引き続き、線量評価並びに人材育成を行うとともに、これまでの 4 年間で得られ

た自動化プロセスの成果についてまとめ、公表する。 



 5

（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

背景等 

 被ばく事故が起きた際のトリアージでは、被ばく者の線量推定を素早く、しかも的確

に行うことが最重要課題となる。一般公衆が巻き込まれる広域被ばくでは、被ばく者の

生体材料から線量推定を行うことになる。このうち、リンパ球中の染色体異常を指標と

する生物学的線量推定法は、信頼性の高い線量推定法であるが、解析には高い技能

を要する。したがって、多数の被災者に備えるためには、線量推定プロセスを可能な

限り自動化することが重要である。それとともに、全国レベルにおける複数の拠点が

連携して、線量推定に係る人材育成にも取り組む必要がある。現状は、生物学的線量

推定ができる設備と陣容を有する研究施設の数において、実践的な運用には不十分

である。 

 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

 H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

   

研究スケ

ジュール

及び 

研究内容

 

 

拠点選定と評価基準の統一 

 

    自動化のための調査と自動化モデルケースの構築 

 

     構築した自動化システムでの線量評価とこれまでの手法との比較

           

                     自動化システムを用いての人材育成 

 

                                   成果のとりまとめ

 

 

 

その他 

・生物学的線量推定に係る研究者間の連携はできている。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 

福島第一原子力発電所事故汚染地域における動植物データ相互解析および試料収

集組織の構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 本研究課題では福島第一原子力発電所事故による避難区域内における低線量・低

線量率放射線生体影響に関する動植物を対象としたデータの収集・相互解析及び、

影響の解析・評価が可能な動植物サンプルの採取・整理・提供する組織・枠組みを整

備することを目的とする。現在、年間 20mSv が避難指示解除準備区域の基準となって

いるのが、これら基準に避難対象者・地域住民に理解してもらうには、このレベルに対

応する科学的データが必要だと考えられる。しかし、従来の動物実験だけではこのよう

な線量レベルのデータを採取することは困難であるが、福島第一原子力発電所事故

における避難地域内外に生息する動植物を対象にして研究を行えば、規制に則した

レベルでの生体影響を明らかにできる可能性があり、事故以降、様々な研究グループ

が様々な動植物を対象に影響解析を行っている。しかし、これら研究はそれぞれ独立

して行われ相互解析されていなことから、本課題において、ヒトの生体影響評価に活

用可能な対象動植物を選定し、対象となる既存データを収集・相互解析するとともに、

対象となる動植物試料をさらに継続的に収集・提供していく上での組織構築を図る。 

成果活用

方針 

 本研究課題により、福島第一原子力発電所事故汚染地域内の動植物種の総合的な

データ再解析、継続的な試料収集の枠組みが構築できれば、これら解析から得られる

データは、20mSv をはじめとする福島第一原子力発電所事故による避難基準の適切

性、緩和あるいは規制強化の必要性について、対象となる福島住民にも理解・安心が

得られる再評価・基準変更ができると考えられる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

既存の避難区域内動植物研究のデータ収集及び相互解析、チェルノブイリ関連デー

タとの比較解析、これらデータのアーカイブ化の検討 

H32 

H31 の既存データの相互解析を元とし、ヒトの生体影響評価に活用可能な収集対象動

植物の選定と現地調査に基づいた収集地域の選定 

H33 

対象動植物の予備収集（限定したサンプル数・限定した地域で）を行い、対象動植物

の解析方法と解析に適した保存方法の検討 

H34 

H31-H33 の成果に基づく継続的試料収集および収集試料提供を可能とするための組

織構築 
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

背景等 

福島第一原子力発電所事故では福島県東部域に広範囲の高線量汚染が起き、多く

の住民が避難せざるを得ない状況となった。事故から 7 年近く経過して汚染地域の除

染も進んだが、現在の避難指示解除準備区域の基準となっている 20mSv の達成が困

難な地域が原発立地周辺地域で広く残されている。ただ、科学的な証明の上で20mSv

より基準を緩和できるのであれば、より多くの住民の短期での帰還を見込むことも可

能でありうる。一方で、避難解除により帰還した住民には、現在国が示す線量基準が

適切か、不安に思う人々も現実に存在する。対象住民の理解を得るための科学的証

明には実験動物を用いた研究が考えられるが、このような規制線量域を実験室で再

現して多様なデータを収集するのは難しい。一方、汚染地域内外に生息する動植物か

ら適切な解析対象を選定して、生物影響を解析することにより、このような規制線量域

でのヒトに対する生体影響の評価に活用しうるデータの蓄積が可能と考えられる。 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

既存データの

相互解析 

 

 

 

収集対象・地

域の選定 

 

 

 

予備収集によ

る検討 

 

 

試料収集・提

供を継続的に

行いうる組織

構築 

 

その他 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 松本 英樹 E-mail hidekim@u-fukui.ac.jp 

 

研究 

課題 

義務教育での放射線教育カリキュラム導入を目指した放射線教育担当教員

人材育成のモデルケースの構築 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応 □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価  ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成を実施し、義務教育

での放射線教育カリキュラムの導入を目指す研究課題である。 

1. 福島第一原子力発電所事故で被災した福島県郡山市および国内随一の原子

力発電所立地県である福井県敦賀市の教育委員会に協力を求め、小・中学校

教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミナー・パネルディスカ

ッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実習・公開セミナーなどを

通じて実施し、放射線教育担当教員人材育成のモデルケースを構築する。 

2. 放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井県

敦賀市の小・中学校教員と共に小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生

用）・中学生用の放射線教育用教科書の雛形となるモデル教科書を編纂する。

3. 義務教育制度への放射線教育カリキュラム導入のための解決すべき課題を放

射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井県敦

賀市の小・中学校教員と共に議論し、文部科学省への請願書の雛形となるモ

デル請願書を作成する。 

成果活用

方針 

二度と起こらないという保証のない原子力災害への対応として、災害時に科学的

知識に基づいた対応ができる国民育成の第一歩として、小中学校での放射線教育カ

リキュラム導入のための小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育

成を行うためのモデルケースを福島県郡山市および福井県敦賀市で構築し、将来的

には全国的に展開することを目標とした、原子力発電所が立地する県民の原子力発

電所への理解と根拠のない精神的不安の払拭を目指す。 

1. 文部科学省への協力・連携の要請 

2. 福島県郡山市および福井県敦賀市の教育委員会への協力・連携の要請 

（福島県郡山市の教育委員会との連携は既に実施している） 

3. 教育原理、成人教育学などの教育学の専門研究者の参画 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

 

 

 

1. 放射線教育担当教員の人材育成モデルケースの構築（福島県郡山市） 

●原発事故を体験した福島県郡山市の教育委員会に協力を求め、 

① 放射線・放射能（放射性物質）の基礎知識 

② 放射線・放射能（放射性物質）による健康影響 
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成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

 

③ 福島原発事故後の福島県内の実情（実状） 

④ 原子力災害時のリスクコミュニケーションなど 

について小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミ

ナー・パネルディスカッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実

習・公開セミナーなどを通じて実施する。この活動を通じて、福島県郡山市にお

いて放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの構築を図る。 

H32 

 

1. 放射線教育担当教員の人材育成モデルケースの構築（福井県敦賀市） 

●国内随一の原発立地県である福井県敦賀市の教育委員会に協力を求め、

① 放射線・放射能（放射性物質）の基礎知識 

② 放射線・放射能（放射性物質）による健康影響 

③ 福島原発事故後の福島県内の実情（実状） 

④ 原子力災害時のリスクコミュニケーションなど 

について小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成をセミ

ナー・パネルディスカッション・課題解決型テュートリアル・模擬授業・実験/実

習・公開セミナーなどを通じて実施する。この活動を通じて、福井県敦賀市にお

いて放射線教育担当教員人材育成のモデルケースの構築を図る。 

H33 

 

2. 放射線教育用モデル教科書の編纂 

●放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井

県敦賀市の小・中学校教員と共に放射線教育カリキュラム導入時に使用する

小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生用）および中学生用の教科書の

雛形となるモデル教科書を編纂する。 

H34 

 

2. 放射線教育用モデル教科書の編纂 

●放射線教育担当教員の人材育成活動に参加した福島県郡山市および福井

県敦賀市の小・中学校教員と共に放射線教育カリキュラム導入時に使用す

る小学生用（1・2 年生用、3・4 年生用、5・6 年生用）および中学生用の教科

書の雛形となるモデル教科書を編纂する。 

H35 

 

3. 放射線教育カリキュラム導入に関する文部科学省へのモデル請願書の作

成 

●放射線教育担当教員の育成活動に参加した福島県郡山市および福井県敦

賀市の小・中学校教員と共に義務教育制度への放射線教育カリキュラム導

入のための解決すべき課題を議論し、文部科学省への請願書の雛形となる

モデル請願書を作成する。 

背景等 

H23 年に勃発した東電福島第一原発事故により日本国民の放射線・放射能（放射

性物質）に対する知識の欠如が露呈された。またこの福島原発事故の復興には今後

50 年以上の歳月を要すると考えられる。これらのことに鑑み、福島原発事故復興の

将来の担い手となる現在の小・中学生への放射線教育は正に社会的ニーズであり、

喫緊の課題である。そのために放射線教育担当教員の人材育成は不可欠であり、ま

た育成された小・中学校教員は生徒・学生の父兄との交流を通じて地域住民との交
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流が可能となり、原子力災害時におけるリスクコミュニケーションの指導者としての役

割も期待され、地域住民の福音となる。そのためのモデルケースの構築を福島県郡

山市および福井県敦賀市において実施する。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

 □ 施策動向 

 ■ 東電福島第一原発事故対応 

 □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催）

 ■ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等
放射線教育担当教員人材
育成モデルケースの構築 

放射線教育用モデル教科
書の編纂 

文部科学省
へのカリキュ
ラ ム 導 入 モ
デル請願書
の作成 

研究スケジュール

福 島 県 郡 山
市 で の 放 射
線 教 育 担 当
教 員 人 材 育
成モデルケー
スの構築 

 

福 井 県 郡 山
市 で の 放 射
線 教 育 担 当
教 員 人 材 育
成モデルケー
スの構築 

 

小・中学校での放射線教育
用モデル教科書の編纂 

義 務 教 育 制
度 へ の 放 射
線教育カリキ
ュラム導入に
関 す る 文 部
科 学 省 へ の
モ デ ル 請 願
書作成 

研究内容

小・中学校教員を対象とし
た放射線教育担当教員の人
材育成をセミナー・パネルデ
ィスカッション・課題解決型テ
ュートリアル・模擬授業・公
開セミナーなどを通じて実施
し、全国展開するためのモデ
ルケースを福島県郡山市お
よび福井県敦賀市で構築す
る。 

放射線教育担当教員の
育成活動に参加した福島県
郡山市および福井県郡山市
の小・中学校教員と共に放
射線教育制度導入時に使
用する小学生用（1・2 年生
用、3・4 年生用、5・6 年生
用）および中学生用のモデ
ル教科書を編纂する。 

放 射 線 教
育 担 当 教 員
の 育 成 活 動
に参加した福
島 県 郡 山 市
および福井県
敦賀市の小・
中学校教員と
共 に 義 務 教
育 制 度 へ の
放 射 線 教 育
カリキュラム
導入に関する
文 部 科 学 省
へ の モ デ ル
請 願 書 を 作
成する。 

その他 

●小・中学校教員を対象とした放射線教育担当教員の人材育成を図るには相当数

の放射線科学の専門研究者が必要である。 

●教育原理、成人教育学などの教育学の専門研究者の参画が望まれる。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 
冨田 雅典 

 
E-mail 

mstomita@criepi.denken.or.jp 

 

 

研究 

課題 

放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象としたバイオバンク構築に関する検

討 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

次世代シーケンサーを用いたゲノム解析技術の革新的発展により、個人の全ゲノ

ムデータをわずか数日で、費用も$1,000 以下で解析できる時代となった。日本でも、が

んゲノム医療が具現化しつつあるとともに、東北メディカル・メガバンク機構などをはじ

めとした大規模コホート調査と連携したバイオバンクも構築されている。 

低線量・低線量率放射線のリスクについて、以前から疫学と生物研究との結果の乖

離が議論させているが、その解決には疫学調査対象集団のリンパ球や生検サンプル

を用いた生物学的解析を実施し、疫学調査結果を生物学的に裏付けられる体制の構

築が不可欠である。 

放射線作業従事者については、すでに放射線影響協会において放射線疫学調査

が進められており、それと連携したバイオバンクが構築できれば、作業者における発

がん・非がん疾患と家族的要因との関連性、生活習慣によるエピゲノム変異と疾患と

の関連性、さらには放射線による発がん・非がん疾患のシグネチャー解明につながる

可能性が期待される。また、医療分野における放射線感受性個人差の検討におい

て、放射線感受性を定量的に評価・パターン化し、バイオメディカルインフォマティクス

として利用できるようにするためには、生検用サンプルを用いた検討が実施できる体

制も求められる。得られた試料を iPS 化すれば、さまざまな組織・臓器に分化させて 3

次元培養組織を構築し、ヒト組織レベルでの検討も可能になる。 

その一方、発がんの家族的要因の解明は、本人だけでなく家族にも影響するため、

得られたデータの一人歩き防止のために検査値の意味や利用のための合意形成に

必要な情報のとりまとめなど、倫理面での検討も不可欠である。 

本調査研究では、放射線業務従事者・放射線がん治療患者を対象とした疫学調査

と連携したバイオバンク構築に関する体制の構築と、その実用面・倫理面における課

題の抽出と検討を行う。 

成果活用

方針 

放射線感受性の個人差は、ICRP を含めた多方面で検討が進んでおり、将来の放

射線防護体系において考慮される可能性が高い。本研究により、被ばく線量や生活習

慣の違いなどを考慮した疫学調査が進んでいる放射線作業従事者を対象としたバイ

オバンクが構築できれば、放射線起因性の疾患の解明につながるとともに、家族的背

景や生活習慣によるゲノム変異が、放射線リスクに及ぼす影響の解明も進み、より最

適化された将来の放射線防護体系の構築に資する。 
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本研究を進めるためには、疫学調査を行っている放射線影響協会、健康診断とバイオ

バンク構築に必要な採血や試料採取などを行う医療機関、次世代シーケンサーを用

いたゲノム解析や感受性個人差を定量化するためのバイオマーカーの選定、倫理面

の検討を行う研究機関との連携が不可欠である。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

・国内外のバイオバンク構築とその動向に関する調査を実施し、課題や問題点を多方

面から検討して洗い出す。 

・放射線感受性の指標となる測定項目(DNA修復酵素、lncRNA、酸化ストレスマーカー

等)についての調査研究を行う。 

H32 

・洗い出した問題を解決するための方策を検討するとともに、国内の実施体制構築に

向けた関係機関との検討を開始する。 

・調査研究の結果から、放射線感受性の指標となる測定項目のリストアップ、選定を

行う。 

・国内外の動向を元に、実施に向けた倫理面の課題について検討を行う。 

H33 

・実施に向けて対象とする集団について検討を行う。 

・報告書を取りまとめて、公表する。 

H34 

 

H35 

 

背景等 

次世代ゲノムシーケンス技術や iPS 技術、およびヒトの組織幹細胞などから 3 次元

培養組織を構築する技術の飛躍的促進により、これまでに疫学研究のみを根拠として

いたヒトのリスクを、ヒト由来試料を用いて明らかにすることが実現しつつある。一方、

低線量・低線量率放射線のリスクについては、十分な生物学・医学的根拠もないま

ま、交絡なども十分に考慮させていない国外の疫学調査の結果を受けて、より厳格化

する方向に向かっている。 

 さらに、現行の線量限度、あるいは実効線量の算出では、単純化された標準人に基

づいているため、日本人の人種差や個人の放射線感受性からどれくらいかけ離れて

いるか不明であり、その実用性に不安が存在している。種々の基準値設定にはヒトの

個人差を 10 倍の範囲として考えられているが、放射線感受性の日本人の個体差の幅

がどれくらいあるのかは不明である。 

低線量・低線量率放射線のリスクを科学的に理解し、放射線防護体系を適正化す

るためには、リスクの原因解明に不可欠なバイオリソースを提供するバイオバンクの

構築は不可欠である。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

■ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 
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   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

動向調査・課

題の洗い出し

 

感 受 性 指 標

の調査 

 

 

 

 

 

体 制 構 築 の

検討 

 

感 受 性 指 標

の選定 

 

倫 理 面 の 課

題の検討 

対 象 集 団 の

検討 

 

 

 

 

報告書取りま

とめと公表 

  

研究内容 ・ バ イ オ バ ン

ク構築とその

動向に関する

調査と論点整

理 

・放射線感受

性の指標とな

る測定項目の

調査研究 

・国内実施体

制構築に向け

た検討 

・放射線感受

性の指標とな

る測定項目の

リストアップ、

選定 

・倫理面の課

題検討 

・対象集団の

検討 

・報告書とりま

とめ 

  

その他 
・バイオリソースを保管できる設備と体制、持続的な資金に関する検討が必要。 

・インフォームドコンセント、倫理委員会の承認が必要。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 宮川 清 E-mail miyag-tky@umin.ac.jp 

 

研究 

課題 

がんゲノム医療時代における放射線防護の基準策定 

 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

2017 年 11 月に米国 FDA が、約 400 種類のがん関連遺伝子の異常を検出するパネル

を 2 つ承認したことに引き続き、わが国においても 2018 年度から同類のパネルを用い

た先進医療が開始される。さらには、先進医療の結果に基づき、2019 年度以降にがん

遺伝子パネルが保険診療として実施されることが想定され、がん患者およびその家族

は容易に生殖細胞系列における遺伝性発がんに関係する遺伝子異常の有無を知るこ

とができるようになる。このようなパネルには ATM や p53 などの放射線感受性に関わ

る遺伝子も含まれ、遺伝子数が最多のパネルでは、20 種類以上の遺伝子がこれに該

当することから、個人レベルで放射線感受性遺伝子の情報を入手することが可能な時

代が到来する。本研究は、これら日本人にみられる変異の放射線感受性における影響

を共通の細胞実験系によって解析することにより、放射線防護の基準策定に個人差の

考え方が必要であるか否かの生物学的根拠を示すことを目的とする。 

成果活用

方針 

がんゲノム医療で同定される生殖細胞系列の放射線感受性に関わる遺伝子異常につ

いて、それを放射線防護の規制に導入すべきかそうでないかの科学的根拠が得られる

可能性がある。 

 

成果内

容・目標

期限 

（最長 5

年間） 

H31 

国民のがんゲノム情報を一元的に管理するがんゲノム情報管理センターとの共同研究

契約の締結、ならびに候補遺伝子異常の選択を開始する。 

H32 

CRISPR/CAS により、解析候補遺伝子異常のノックイン細胞の作製を開始する。 

 

H33 

ノックイン細胞の放射線感受性に関する細胞生物学的解析を開始する。 

 

H34 

ノックイン細胞の造腫瘍性の解析を動物実験によって開始する。 

H35 

これまでに得られた結果を放射線防護の観点から総合的に解釈し、公表する。 

背景等 
がん医療の最適化を目的としたがん遺伝子パネルを保険診療として実施することは多

くの国民が喫緊に切望するところであるが、それとともに、二次的に発見される生殖細
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

胞系列の遺伝子異常の存在は、がん治療とは別に健康科学全般に大きな倫理的問題

を投げかける。特に放射線感受性に関わる遺伝子異常が発見された場合には、科学

的根拠のない情報が発生する可能性が大いにあり、放射線防護の観点からは、このよ

うな事態が生じる前に、日本人に存在する変異の防護基準策定への影響の有無につ

いて、研究室の枠を超えた共通の生物実験系を導入して解析する必要がある。 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

■ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール及び

研究内容 

 

解 析 候 補 遺

伝 子 異 常 の

選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノ ッ ク イ ン 細

胞の作製 

 

 

 

 

 

 

細胞生物

学的解析

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果のとりまと

め 

その他 

・がんゲノム医療を国民皆保険下での実施を予定しているのは、わが国が初めてであ

り、国民の財政的負担とともに結果の解釈には高度に科学的根拠が期待される。 

・遺伝子異常は人種差があるために、人種毎の研究が必要である。 

・国民のがん遺伝子情報は一元的に管理され、そこには疾患情報も付与されるため

に、共同研究によって放射線感受性遺伝子変異と発がんの関係について貴重な情報

が取得される。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 
日本放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 増永 慎一郎 E-mail masunaga.shinichiro.6m@kyoto-u.jp

 

研究 

課題 

粒子線治療施設における作業従事者のための 

実用的粒子線被ばく防護基準策定を目指すデータ集積 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

近年、粒子線を用いた治療施設の建設が盛んとなっているが、各施設が準拠する

べき放射線防護基準は、従来のエックス線を中心とした放射線に対する防護をもとに

した基準を採用している。しかも、関連する法律は、少なくとも４種類(放射線障害防止

法、医療法、薬機法、労働安全衛生法)あり、準拠するべき法律の選択にもかなりの経

験を必要とする状況であり、現在その手続きは極めて煩雑となっている。さらに粒子線

が引き起こす晩期障害に関しては、エックス線などの低 LET(線エネルギー付与)放射

線による影響に関する知見の演繹のみでは推定し難く、粒子線治療時の照射野内正

常組織の晩期障害は言うまでもなく、照射野外の正常組織に対する影響に関する所

見に関しても、信頼性の高いデータは極めて少ない状況である。 

従って、まず既存の各粒子線治療施設において、統一化された測定基準点を設定

後、調整し統一化された線量計を用いて、統一化された手法で、正確な線量を測定す

る。さらにこれまでに得られている粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果

と、粒子線治療後の患者の治療病変部位と正常組織部位の経過観察所見を集積さ

せる。その後、使用される粒子線に最適化させた粒子線被ばくに対する統一的防護基

準の策定を目指したい。本課題では、粒子線治療施設における作業従事者の安全確

保をめざし、今後の各粒子線治療施設の建設時において準拠するべき、平時のみな

らず緊急時においても対応可能となり得る、より確かな科学的根拠に基づいた、各放

射線とくに粒子線に対する安全性確保を目指す、最適化個別化された粒子線被ばくに

対する統一的で実用的な防護基準の策定に資することが可能となるデータの集積を

主たる目的としている。 

成果活用

方針 

エックス線を中心とする低 LET 放射線を用いる放射線治療施設とは異なった放射

線防護基準が得られ、粒子線治療施設における作業従事者の安全を確保し、今後の

粒子線治療施設の建設時における重要な準拠資料となり得る。この課題の遂行時に

おいて明らかにされるであろう粒子線治療後の各患者の経過観察所見のデータは、き

わめて重要であり、粒子線治療自体の施行様式（照射総線量、線量分割法、照射野

設定法など）の更なるブラッシュアップにも貢献し得る可能性も秘めている。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31： 

中性子捕捉療法施行施設を含む現在の各粒子線治療施設における放射線防護状況

を把握するために、各施設の連携体制を確立後、統一化された、測定基準点の設定、

測定用線量計の選定、測定手法、施行される治療行為との測定のタイミング、測定頻
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度、測定精度等を詳細に決定する。 

H32： 

H31 に決定された方針に準拠し、着実に各治療施設での線量測定を遂行し、データの

蓄積に努める。並行して、中性子捕捉療法を含む粒子線治療後の各患者の経過観察

所見のデータの収集に必要となる、治療施設の選定、収集方法などを統一化し決定

する。同時に、粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果の収集のための手法

（検索対象の学術雑誌の選定、検索対象期間など）も統一化し決定する。 

H33： 

H32 に引き続き、 H31 に決定された方針に準拠し、着実に各治療施設での線量測定

をさらに遂行し、データの蓄積に努める。並行して、中性子捕捉療法を含む粒子線治

療後の各患者の経過観察所見のデータの収集・集積に努め、同時に、粒子線による

生体影響に関する基礎的研究成果を収集・集積する。 

H34： 

各治療施設での線量測定データ、中性子捕捉療法を含む粒子線治療後の各患者の

経過観察所見のデータ、及び、粒子線による生体影響に関する基礎的研究成果の集

積データに基づき、各粒子線治療施設において使用される放射線に最適化させた防

護基準を、従来使用されてきた放射線防護基準と対照させつつ策定を試みる。 

H35: 

各粒子線治療施設において使用される放射線に最適化個別化させた放射線防護基

準の策定を仕上げ、各治療施設での適応試行を目指し、その有用性の評価も試み

る。 

背景等 

現在、従来のエックス線を中心とした放射線に対する防護をもとにした基準を採用し、

粒子線を用いた治療施設の建設が盛んであるが、防護を考える際に問題となる粒子

線が引き起こす正常組織に対する影響、特に晩期障害に関する信頼性の高いデータ

は現在稀有な状況である。今後の各粒子線治療施設の建設時において準拠するべ

き、より確かな科学的根拠に基づく各放射線とくに粒子線被ばくに対する粒子線治療

施設における作業従事者の安全確保を目指した個別化最適化された放射線防護基

準を作成することは、喫緊性の高い研究課題の一つであると考える。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

研究スケジ

ュール及び

研究内容 

 

各粒子線治療施設の連携体制の確立及び統一的線量測定手法の確立

 

線量測定の遂行と、従来の患者経過観察データ収集及び基礎研究成果

の検索手法を確立する 

 

線量測定の遂行、従来の患者経過観察データ収集と基礎研究成果検索

           

     最適化かつ個別化された粒子線被ばくに対する防護基準を策定

 

          最適化個別化された放射線防護基準の完成と適応試行

 

その他 

・研究遂行のための連携体制を形成するための粒子線治療施設は、中性子捕捉療法

を含む粒子線治療後の各患者の経過観察所見のデータの収集が可能である施設で

あることが必須である。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 
低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 

本提案課題は、福島第一原子力発電所事故後の汚染水処理で課題となっているトリ

チウムに着目し、低濃度トリチウムの内部被ばく影響に関する既存の情報を収集整理

するとともに、利用可能な研究資源（実験施設、疫学対象集団等）や今後の安全規制

に必要な情報の洗い出しを行い、実施可能な研究方法（実験的アプローチ、疫学的ア

プローチ）の検討を行うものである。調査で得られた実験的、疫学的な知見に、追加可

能なパイロット実験データ等を加えて整理・解析し、トリチウム水による内部被ばくに関

する現行の放射線防護体系の妥当性を検証するとともに、今後の施策上の必要情報

を整理する。 

加えて、今やトリチウム生体影響研究者が世界的にもほとんどいないという現状があ

るため、実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせて維持可能とすることも本

課題の活動の波及効果として期待するものである。 

 

成果活用

方針 

福島第一原子力発電所の汚染水処理で課題となっている低濃度トリチウム水による

内部被ばくの生体影響について既存の数値データを整理し、客観的に示すことによ

り、科学的な立場からの放射線防護規制のあり方の再検討が可能となる。また、得ら

れた解析結果は関連するステークホルダーとのコミュニケーションにも活用できる。こ

れらにより、トリチウム汚染水処理に関する新たな展開も期待できる。 

 

トリチウム水による内部被ばく影響に関する既存の知見の整理と解析は人的措置が

あれば可能となるが、低線量・低線量率放射線の影響評価自体は短期間では解決し

がたい課題でもあるため、解析結果のみを元に規制検討に必要な説明を全て提供す

ることは難しい。そのため、低濃度トリチウム水内部被ばくの生体影響が X 線やガンマ

線等による外部被ばくと同じと見なして良いのか否かに重点をおき、その回答を示す

ための研究アプローチのあり方も合わせて検討すること（一部にパイロット実験を含

む）が求められる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

トリチウム水内部被ばくに関する既存の知見収集と整理。 

H32 

知見の解析の継続とそれ基づく不足情報の提示（随時）。および低濃度トリチウム生
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物実験が可能な関連施設の情報収集と整備。 

H33 

知見の整理解析を完了させる。見出された不足情報を解消するために必要な研究ア

プローチの検討。特に、低濃度トリチウム水影響検証に適用可能な研究アプローチの

提案。 

H34 

検討・提案された実験系を用いた低濃度トリチウム水を用いたパイロット実験データの

取得。 

H35 

整理解析された知見とパイロット実験データを合わせた低濃度トリチウム水の生体影

響リスクの比較評価 

背景等 

 

放射線防護では等価線量が同一であれば内部/外部の被ばく形態にかかわらず生体

への影響が同一という前提がある。しかしながら、内部被ばくの影響と外部被ばくの影

響とを直接比較した研究は I-131 や Rn-222 等ごく一部の核種に限られている。福島

第一原子力発電所事故後の汚染水処理で課題となっているトリチウムについては、原

子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）が 2016 年報告書附属書 C で

詳細に取りまとめたばかりであるが、健康影響を評価するための科学的データは十分

ではなく、さらなる研究の必要性が指摘されている。 

しかし、トリチウム摂取による内部被ばくの生体影響については、過去に高濃度（高線

量）での実験によるデータが集められ、RBE も提唱されているが、対象とする影響エン

ドポイントや実験系によるばらつき差異がある。また、低濃度における影響に関しては

ごく限られた実験しかなく、高線量影響からの推測に頼っているのが現状である。なか

でも、トリチウム水は細胞内の水に入り込んで均等分布することから、その生体影響

は単純な放射線の外部被ばくとは異なっている可能性も考えられ、この点を科学的に

解明することは、今後の安全規制のあり方を考える上でも重要である。 

 

このように、低濃度トリチウム水の処理は福島第一原子力発電所の汚染水処理にお

ける最も重要な、最後に残された課題の一つである。政治的・社会的解決が強く求め

られる現状において、科学的な裏付けの有無は大きなインパクトを与える可能性が高

い。 

また、トリチウム生体影響研究者は世界的にもほとんどいない（日本が中心であり、実

質 10 名も居ない上に大半の研究者は 10 年以内に引退を迎える）という現状におい

て、トリチウムの取扱い、及び実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせる意

味でも本課題が提唱する調査研究と実験的アプローチの検討は極めて重要である。

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等      

研究スケジュ

ール 

知 見 収 集

整理 

 

知見の解析と

不 足 情 報 の

洗い出し 

知 見 解 析 結

果の公表とパ

イ ロ ッ ト 実 験

検討 

パ イ ロ ッ ト 実

験実施 

パ イ ロ ッ ト 実

験 結 果 の 整

理 

研究内容      

その他 

パイロット実験の必要性が生じた場合には、トリチウム水を用いた生物実験が可能な

施設が共同利用等で利用可能であること。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 
線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線防護の対象となる低線量放射線リスクの評価において、線量・線量率効果係

数(DDREF)の評価が国際的に行われている。実際に必要なレベルの低線量率のデー

タが存在しない状況において、種々の疫学や実験動物データを用いたメタ解析などが

行われているが、対象となるデータと使用する解析モデルによっては推定値に大きく

影響している。生物的エンドポイントでみた線量率効果とのギャップがどこに起因する

のか、対象となるデータと使用する解析モデルを生物学、疫学、統計学等の視点から

検討することで DDREF 推定の不確かさの所在と問題点を明らかにする。 

成果活用

方針 

低線量放射線リスクの評価方法についてブラックボックスとなりかねない部分を明確

にし、低線量放射線リスク評価の限界と不確かさのその所在を明らかにすることで、

国民の放射線リスクの理解の向上がひろく期待できる。 

線量・線量率効果係数(DDREF)の評価において、数値のみでなく、生物学的視点に重

きを置いたアプローチによって国際的な貢献ができる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

DDREF の評価に繋がる論文とデータ収集、再解析による分析と生物課題の探索 

生物研究者・疫学研究者・モデル研究者の合同討議による DDREF の評価の不確か

さ分析 

H32 

対象となるデータと使用する解析モデルを生物学や疫学・統計学の視点から検討 

生物的エンドポイントでみた線量率効果の分析、発がん実験データとの統合分析 

H33 

 

H34 

 

H35 

 

背景等 

背景： 

東京電力福島第一原子力発電所事故により低線量(率)放射線に対する不安が社会

に広がり、低線量放射線被ばくの影響を明らかにすることの重要性が高まっている。

これまで国際放射線防護委員会ＩＣＲＰは、広島長崎のような高線量・高線量率放射
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線の疫学調査から得られた過剰相対リスクに線量・線量率効果係数 DDREF を考慮し

て放射線リスク係数を評価してきた。放射線リスク評価においてインパクトの大きい

DDREF の推定において、近年、多量の生物データを統合解析した複雑な統計解析手

法が適用される傾向にあり、その全貌を把握することは容易ではなくなってきている。

実際に必要なレベルの低線量率のデータが存在しない状況において、種々の疫学や

実験動物データを用いたメタ解析などが行われているが、対象となるデータと使用す

る解析モデルによっては推定値に大きく影響している。適切な放射線防護を実現する

ためには、わが国としてこれらの研究を独自に分析することでブラックボックス化を回

避した上で国民及び専門家、関係者が納得できるよう広く知識を還元し、放射線リス

クの正しい理解につなげることが必要であり、さらに、生物学や疫学・統計学の視点か

ら不十分と思われるポイントや議論を整理し、放射線リスク評価に必要となる課題を

整理する必要も生じている。 

喫緊性： 

ＤＤＲＥＦに関してはＩＣＲＰのみならず、ドイツの放射線防護委員会ＳＳＫ，原子放射線

の影響に関する国連科学委員会ＵＮＳＣＥＡＲ、米国電離放射線の生物影響に関する

委員会ＢＥＩＲが独自に評価した数値や考え方を示してきている。わが国の放射線規

制が重要視しているＩＣＲＰは、2007 年勧告においてＤＤＲＥＦ＝２を引き続き採用する

見解を示したが、現在タスクグループＴＧ91 がＤＤＲＥＦの在り方に関連する議論を進

めている。これらＴＧ９１メンバーが関与したＤＤＲＥＦに関する論文は、将来的なＤＤＲ

ＥＦの取り決めにおいて重視される可能性があるが、ここ数年は、多量の生物学的デ

ータを用いて複雑な統計解析手法を適用した研究がポピュラーになりつつある。放射

線防護議論の醸成、及び国民の放射線リテラシー向上に資するため、これらの研究

結果に対して、生物研究者、疫学研究者、モデル研究者の間での意見交換・討論を

通して、わが国独自に整理分析してポイントや課題をとりまとめ、専門家を含む国民

に広く還元していく必要が喫緊に生じている。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

TG91 の活動

 

TG91 の活動

 

ＩＣＲＰ今フェ

ーズ終了 

   

研究スケジ

ュール 

DDREF の評価に繋がる論文

調査とデータ収集、再解析と

課題の探索 
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

研究内容 下記論文①-

③に対する分

析と課題探索

新たな論文に

対する分析と

課題探索 

   

その他 

疫学統計の専門家の協力と、生物専門家を交えた協力体制の整備が必要。 

① Haley, B., Paunesku, T., Grdina, D.J., Woloschak, G.E. (2015) Animal Mortality Risk 

Increase Following Low-LET Radiation Exposure is not Linear-Quadratic with Dose. 

PLOS One, DOI 10.1371/journal.pone.0140989 

② Shore, R., Walsh, L., Azizova, T., Rühm, W. (2017) Risk of Solid Cancer in Low-

dose and Low Dose Rate Radiation Epidemiological Studies and the Dose Rate 

Effectiveness Factor.  Int J Radiat Biol. 2017 Oct;93(10):1064-1078. 

③ Tran., V., Little, M.P. (2017) Dose and dose rate extrapolation factors for 

malignant and non-malignant health endpoints after exposure to gamma and neutron 

radiation.  Radiat Environ Biophys. 2017 Nov;56(4):299-328 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 フォーマット 

 

提案 

学会 

保健物理学会 

放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先 小林純也 E-mail jkobayashi@house.rbc.kyoto-u.ac.jp

 

研究 

課題 
放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

福島第一原子力発電所事故により、放射線安全規制の基盤となる科学に対する信頼

が揺らいだことは大きな社会的な問題である。放射線安全規制を進めていく上で、そ

の基盤となっている放射線科学の現状をわかり易く解説することで、放射線安全規制

関係者および社会のステークホルダーとの共通認識を図るための基本資料とする。と

くに、低線量リスクの放射線安全規制の基盤となる放射線疫学から放射線生物学の

現状認識、さらには、社会的背景との関連性をも検討して、これらの知見が放射線安

全規制にどのように繋がっているのか、放射線科学の専門分野を超えてコンセンサス

づくりを行う。また、放射線科学の現状の課題も同時に整理し、これからの放射線科学

が担うべき役割と責任を述べる。 

成果活用

方針 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学を理解し、放射線科学に基づくリスク評価と

放射線防護との関係をわかり易く解説したレポートとして広く活用する。放射線安全規

制に従事する担当者から、リスコミに関係するすべてのステークホルダーに必要な放

射線科学の知見を整理し、放射線に対する認識を共有できるレポートとする。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

１．放射線科学のスコープを整理 

２．放射線科学の現状の整理：全体の科学的関連を示した全体像作成  

３. 自然科学的知見と社会科学的知見の関係図  

H32 

１．レポートドラフト作成、ドラフトの討論によるコンセンサス 

２．クリティカルレビュアによる査読 

３．最終レポート作成 

 

H33 

 

H34 

― 

H35 

― 
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（1 テーマ 2 ページに無理に納める必要はありません） 

  

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

我が国は、多くの書籍やレポートが出版されているが、最新の放射線科学の知見を含

めて、放射線安全規制の観点からまとめた専門家のコンセンサスレポートは存在しな

い。最近、学術会議の委員会が作成した子どもの被ばくに注目したレポートは社会的

な反響を受けている。一方、政府がリスコミ用に作成した資料の多くでは、考え方やそ

の背景となる科学的データの意義や制約までは記載されていない。また、放射線安全

規制に広く活用できる、幅広い内容を網羅したコンセンサスレポートを作成するには、

放射線生物学、疫学、防護学の研究者が集結し、とりまとめ対象となるスコープに関

する共通理解を高める必要がある。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等  

 

    

研究スケジュ

ール 

１．スコープ整理 

２．放射線科学の全体

の科学的関連を示した

全体像作成  

３. 自然科学的知見と

社会科学的知見の関

係図 

1.レポート

ド ラ フ ト 作

成 

2.査読 

3.レポート

完成 

   

研究内容  

 

 

 

    

その他 

 

 

 



 27

３．考察 

3-1. ネットワーク合同発表会（H30.1.31）での議論 

1）放射線教育について 

・義務教育課程における放射線の教科書での取り扱いが、「エネルギー」の一環とし

て原子力エネルギーとともに位置づけられているが、これを改めて、「放射線の性質」

として学習するのが望ましいとの発言があった。放射線が社会の中で、様々な分野で

利用されていることも教えるのが望ましく、できれば産業用照射施設などの利用現場

の見学を取り入れると学習効果が大きくなるとの意見であった。本学会の提案の意

図は同じ方向性である。 

・日本放射線影響学会からの放射線教育に関する提案は、これまでの本学会員と福

島県郡山市との連携による地元小中学生、並びに教員に対する地道な放射線教育

支援活動の実績に基づいている。郡山市では、2014 年〜2017 年までに、本学会員

による支援活動の実施校が 70 校を超え、およそ 12,000 人の生徒が放射線に係る授

業を受講した。これは非常によいモデルケースになっており、本学会の提案は、この

ような活動をさらに福井県でも推進したい意向である。最終的な目標をどのように設

定するかについては、もっと多方面からの意見を聞いてから決定するのがよいかもし

れない。 

２）生物学的評価の自動化について 

・生物学的線量推定の自動化モデルケースの構築の提案に対して、賛意のコメント

が寄せられた。量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所に事務局をおく

生物学的線量評価ネットワーク（NW）が構築されており、本提案は、NW がモデルとな

っている。本委員会は、すでに構築された組織の基盤をさらに強化し、将来に向けて

新しいビジョンを明確に示すためには、重点テーマとして提案することが必要であると

判断した。 

３）放射線の生態系への影響について 

・福島第一原発事故により飛散した放射性物質による生態系への影響に関するデー

タが、放射線防護に役立つとの発言があった。実際に、植物の形状異常やイノシシの

内部被ばくがみられている。このような生態・環境に関するデータを放射線防護のた

めに使って欲しいとの要望であった。本委員会が提案する原発事故汚染地域におけ

る動植物データの解析と試料収集に関するテーマは、このような要望をくみ取るもの

である。本提案では、すでに得られたデータの相互解析と新たな生態系試料の収集、

さらにそれらを統括する組織の構築を提案するものであり、環境分野から放射線防

護を考える科学的なデータの提供を目指している。 

 

3-2. 委員会（H30.1.9）内での議論 

１）バイオバンクの構築について 

・放射線業務従事者の疫学調査が進められており、これと連携したバイオバンクの構
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築を目指す提案である。この提案では、さらに放射線がん治療患者のバイオバンク

構築も目指している。がん患者における治療成績と放射線感受性を左右する遺伝的

素因との関係を詳細に調べることが可能になれば、副作用の軽減化やより効果的な

治療方針の立案に役立つ情報を提供できる利点がある。当初、この提案は、放射線

業務従事者と放射線がん治療患者に関する別々のテーマとして提出された。しかし

ながら、生体材料収集という共通項目があることから、本委員会での協議によって二

つの案を一つに統合した。さらに、生体材料は高度な個人情報になるため、倫理面で

の高いハードルが予想されることから、目標をバイオバンク構築における実用面・倫

理面における課題の抽出と検討に置くことに決定した。 

２）生物学的線量評価について 

・本委員会に提出された最初の提案は、生物学的線量評価体制の拠点形成であった。

しかしながら、本委員会での議論において、染色体異常による線量推定法をもっと普

及させるための最重要事項は、プロセスの自動化にあることが指摘された。そのコメ

ントを盛り込んで最終案とした。 

 

４．参考資料 

4-1. NW 合同報告会での発表資料 
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4-2. 委員会の記録 

 

2018 年 1 月 10 日 

第１回放射線リスク・防護検討委員会概要（案） 

 

１．開催日：2018 年 1 月 9 日(火)13:30〜16:00 

２．開催場所：「I-site なんば」 ２階 S３会議室 

３．参加者：児玉靖司、小林純也、高田 穣、田代 聡、藤堂 剛、冨田雅典、増永慎

一郎、松本英樹、松本義久、宮川 清 

４．議事： 

１）規制庁重点テーマ提案に関する議論 

・配付資料の確認後、提案された７テーマについて、テーマ当たり説明５分、議論 10

分の時間配分により、順番に内容について議論した。 

・藤堂先生・中島先生が提案した個人感受性差検出に関するテーマと冨田先生提案

のバイオバンク構築のテーマは、統合し、一つのテーマとして提案することになった。 

・その他の５テーマについては、それぞれの議論で得た助言等を参考にして提案を修

正し、1 月 15 日（月）までに、改訂案を委員長（児玉）まで提出することになった。 

 

 以上 



日本放射線事故・災害医学会からの報告書 

平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線安全規制研究の重点テーマについて 

～日本放射線事故・災害医学会からの提案～ 

平成 30 年 2 月 

日本放射線事故・災害医学会 

付属資料4
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1. 検討の経緯 
1. 重点テーマの募集 

日本放射線事故・災害医学会 Web ページおよび郵送による案内にて、学会会員に対

して、平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 事業に協力

する旨の報告、および重点テーマ案の募集を行った。 

結果として、5 つのテーマ案の応募があった。 

 

2. 検討方法 

検討会の開催 

日時：2017.12.11 14:00 – 17:00 

場所：量子科学技術研究開発機構 東京事務所 

参加者：明石真言 代表理事（量子科学技術研究開発機構） 

    細井義夫 理事（東北大学） 

    富永隆子 理事（量子科学技術研究開発機構） 

 

応募された重点テーマ案を、学会代表者と代表理事により内容を確認し、研究内容等

の詳細が不明な事項に関しては、提案者に質問と提案書の修正を依頼した。修正後の重

点テーマ案を各理事に提示し（メールによる提示と審議）、学会の提案として本事業に

5 つの重点テーマ案を提出することの承認を得た。 

 

3. 学会としての提案 

当学会の目的は、緊急被ばく医療の現状、事故事例、放射線影響および線量評価等の

最新の学術的知見を共有し、放射線事故・災害対策のより良い実現に向かって社会に対

して提言を行うことであることから、提案された 5 つの重点テーマ案について、被ば

く医療に関連する提案、放射線事故・災害に関連する提案を優先して、１から５までの

優先順位を決定した。 
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2. 検討結果 
1. 重点テーマ案 

優先順位１：原子力災害・テロ等における被ばく患者の放射線障害の治療の標準化/マ

ニュアル化の調査研究 

 

優先順位２：内部被ばく線量評価と早期治療開始の手法と体制の開発・調査研究 

 

優先順位３：放射線業務従事者に対する放射線教育の充実と不安軽減評価の調査研究 

 

優先順位４：低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索 

 

優先順位５：放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究 

 

2. 研究課題例 
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課題例１ 

提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

優先順位 ５件中１位 

提案時期 平成 30 年 1 月 

 

研究 

課題 

原子力災害・テロ等における被ばく患者の放射線障害の治療の標準化/マニュア

ル化の調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク   □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価     □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション

研究 

内容 

 日本では東海村 JCO 臨界事故と東京電力福島第一原子力発電所事故を契機と

し緊急被ばく医療体制が整備されてきた。現在、原子力災害拠点病院の医師等に

対する研修内容は体表面汚染のある傷病者に対する対応が主眼であり、重篤な放

射線障害が生じるような患者の治療は高度被ばく医療支援センターが行う体制

になっている。しかし、量研機構放射線医学綜合研究所以外のセンターでは、近

年放射線障害あるいは放射線事故での患者の受けれ、治療を実施した経験のある

医療従事者は少ない。さらにオリンピック・パラリンピック開催や北朝鮮を含め

た国外の状勢を考慮し、放射線障害に対する治療が必要な被ばく患者が多数発生

した場合に備え、重篤な被ばく患者の標準的治療を示し、救命救急センターや総

合病院等の設備の充実した病院であれば放射線障害に対する治療ができるよう

に診療のガイドラインを作成し、それを公開しておく必要がある。アメリカでは、

Department of Energy (DOE)による Radiation Emergency Assistance Center/Training 

Site (REAC/TS)、Armed Forces Radiobiology Research Institute (AFRRI)等から放射線

障害の治療マニュアルが公開され、学会としては米国放射線腫瘍学会 American 

Society for Therapeutic Radiology and Oncology (ASTRO)がマニュアルを作成し、公

開している。さらに放射線生物学に関するバイブルと言える Radiobiology for the 

Radiologist には Radiologic Terrorism の項目がある。また、欧州では、多数の高線

量被ばく患者が発生した場合の初期の 48時間治療方針がEBMT (European Society 

for Blood and Marrow Transplantation)により公表されている。放射線被ばくの診断

システムである METREPOL (Medical Treatment Protocols for Radiation Accident)も、

医療機関での放射線被ばくの重症度、治療方針の決定には有用である。日本でも

このようなマニュアルを作成し、公開すべきと考えるが、現時点で公的機関によ

るマニュアル、ガイドライン等の公開はなされていない。 

 本研究では海外の放射線障害および治療に関する情報を整理し、国内の研究状

況や医療状況を踏まえた上で、重篤な被ばく患者に対する医療対応について日本

語のガイドライン、市中病院で使用可能なマニュアルを作成し、それを医療従事

者等が簡単に閲覧する体制を供給することを目的とする。 

成果活用

方針 

万一、大規模な原子力災害・放射線災害・核テロ・核兵器の使用などにより放射

線障害の治療が必要な患者が大量に発生した場合に、正しい医療対応を行うこと

が可能となり、一定数の患者を救命することが可能となる。 

本来は放射線医学総合研究所等の業務と思われるが、予算措置等が必要である。
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成果内

容・目標

期限 

（最長 5

年間） 

H31：既存のマニュアル、ガイドライン等の調査、REACT・TS、AFRRI 等での調

査、日本語版医療対応マニュアルの作成 

H32：医療対応マニュアルの公開、内容の更新、システムの維持管理 

H33：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

H34：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

H35：内容の更新、公開情報へのアクセス解析、システムの維持管理 

背景等 

 高線量被ばくでも、被ばく直後に症状等の出現はなく、事故やテロ発生直後に

多数の傷病者に対して、臨床症状のみで治療の必要性を判断することは困難であ

る。しかし、多数の高線量被ばくの患者が発生する事態では、治療の必要性を迅

速に判断し、限りある医療資源（施設、医薬品等）を有効に活用し、早期の治療

を開始することが、多くの患者の救命に資する。また、2-3Gy 以上被ばくした場

合には、できるだけ早期にサイトカインを投与することが必要で、被ばく後に時

間単位で早期に投与することにより生存率の上昇が期待できる。これは提案者自

身もマウスを用いた動物実験で明らかにしているし（Hosoi et al., Acta Oncologica 

31: 59-63, 1992）、REACT/TS や AFRRI などのアメリカの医療マニュアルで採用

されている。従ってできるだけ早期に主に末梢血リンパ球数と顆粒球数（好中球

数）、臨床症状等から被ばく線量を推定し、サイトカインの投与を開始すること

が必要である。そこで詳細な学術的説明は抜きにしたマニュアル化した手順に基

づく迅速な対応が必要とされる。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向        □ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピッ

ク開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマ

ップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

オリンピッ

ク・パラリン

ピック開催 

   

研究スケ

ジュール 

 

 

 

 

オリンピッ

ク・パラリン

ピック開催

前に公開す

る。 

   

研究内容 国内外の調

査研究、マニ

ュアルの作

成、専門家に

マニュアル

の公開、内容

の更新、シス

テムの維持

内容の更新、

公表情報へ

のアクセス

解析、システ
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よるマニュ

アルの検証 

管理 ムの維持管

理 

 

 

その他 

・実施者には、救急医療と災害医療に精通している臨床医に加え、放射線生物

学や放射線障害の臨床を良く理解している医師、臍帯血移植や骨髄移植に関す

る臨床と移植の実務を理解している血液内科医、難治性潰瘍・褥瘡・有茎植皮

術を理解している（形成外科/皮膚科）医師、末梢血リンパ球の染色体異常によ

る線量評価の実務（試料の採取・輸送を含む）を理解している研究者を必要と

する。 
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課題例２ 

提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

優先順位 ５件中２位 

提案時期 平成 30 年 1 月 

 

研究 

課題 
内部被ばく線量評価と早期治療介入の手法と体制の開発・調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応    □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価    □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 原子力災害にかかわらず、放射線テロ災害や核テロ災害時に多数の高線量被ば

く患者が発生した場合、治療の優先度を決定し、限りある医療資源を最大限に活

用し、救命できる被ばく患者に効率的に治療を提供できる体制が不可欠である。

そのため、大規模な放射線事故発生時における放射線被ばく患者の治療の優先度

を決める選別（トリアージ）のための線量評価に関する手法の確立が課題となっ

ている。さらに、内部被ばくは体外計測、バイオアッセイのいずれにおいても、

専門機関による対応が不可欠であり、線量評価の結果を得るまでに、数日を要す

る。しかしながら、プルトニウム等の内部被ばくでは、体内摂取後速やかにキレ

ート剤等を投与する方がより治療効果が高い。そのため、その治療の必要性を判

断するための迅速な評価手段が必要である。また、内部被ばくの治療に使用する

キレート剤等の備蓄体制についても整備が課題である。 

 本研究では、診断的治療を含めて、内部被ばくの早期の治療開始を判断できる

手法を開発し、早期の治療開始を踏まえた標準的治療のガイドラインを作成す

る。 

成果活用

方針 

 放射線テロ災害、核テロ災害の対応のうち、早期の治療、線量評価に関する手

法が確立され、緊急時の対応の方策が充実する。 

 被ばく事故は稀な事象のため、研究成果を緊急時対応のガイドラインなどに反

映させるためには、被ばく患者での実証ができない。 

成果内

容・目標

期限 

（最長 5

年間） 

 H31：国内の被ばく医療ネットワーク、染色体ネットワーク、物理学的線量評

価ネットワーク等の体制とその対応能力を調査(日本における内部汚染のバイオ

アッセイの試料送付先・送付法の調査など)、迅速な線量評価の手法の開発 

H32：被ばく医療ネットワーク、染色体ネットワーク、物理学的線量評価ネット

ワーク等を活用した迅速な線量評価のための体制整備、手法の公表 

H33：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

H34：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

H35：体制の維持、公表情報へのアクセス解析、内容の更新 

背景等 

 高線量被ばくでも、被ばく直後に症状等の出現はなく、事故やテロ発生直後に

多数の傷病者に対して、臨床症状のみで治療の必要性を判断することは困難であ

る。しかし、多数の高線量被ばくの患者が発生する事態では、治療の必要性を迅

速に判断し、限りある医療資源（施設、医薬品等）を有効に活用し、早期の治療

を開始することが、多くの患者の救命に資する。また、内部被ばく、特にプルト
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ニウム等のアクチニド核種の内部被ばくに関しては、医療機関での線量評価は困

難である。しかし、内部被ばくでは、放射性物質の摂取から早期に体内除染剤等

の薬剤を投与することが被ばく線量の低減にはより効果的である。そのため、専

門機関による線量評価の結果を待たずに診断的治療を踏まえた、早期治療開始の

プロトコルを作成し、より効果的な内部被ばくの治療が日本国内で可能となる体

制が必要である。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向       ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピッ

ク開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマ

ップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

オリンピッ

ク・パラリン

ピック開催 

   

研究スケ

ジュール 

 

 

 

 

 

オリンピッ

ク・パラリン

ピック開催

前に手法を

公開する。 

   

研究内容 線量評価に

関連する NW

の調査、手法

の開発 

線量評価に

関連する NW

の体制整備、

手法の公表 

体制の維持、

公表情報へ

のアクセス

解析、内容の

更新 

 

  

その他 

・実施者に必要な研究者や研究機関の要件（〇〇装置が必要）など 

内部被ばくの治療について知見を有する医師、内部被ばくの体外計測法、バイ

オアッセイの実務を理解している研究者を必要とする。 
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課題例３ 

提案 

学会 
日本放射線事故災害医学会 

優先順位 ５件中３位 

提案時期 平成 30 年 1 月 

 

研究 

課題 
放射線業務従事者に対する放射線教育講習の充実と不安軽減評価の調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価    ☑Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 放射線業務において、不安の調査を行なったところ、最初の１年程度における

不安が高い。また東電が毎年行う調査でも約３０％の福島原発作業者の不安が残

っていると示されている。放射線業務従事前の講習を充実させ、不安のない状況

での作業を行うことで、事故の未然の防止、防災につながると考える。また、放

射線事故あるいは原子力災害時には、放射線業務従事者として、関連する防災業

務に協力できれば、大規模災害での様々な防災業務の人的確保につながる。 

本研究では、福島原発作業者の講習の内容を検討し、ヒューマンエラーによる放

射線事故の未然の防止につながる教育、放射線事故や原子力災害時に放射線業務

従事者として関連する防災業務に協力できるようにする教育に関する調査及び

教材開発を行う。教育テーマは「放射線の人体影響」、「原子力防災と放射線モ

ニタリング」、「放射線事故災害対応」、「放射線リスクコミュニケーション」、

「事故災害机上訓練」、「サーベイメータを用いた線量測定実習」「防災装備訓

練」などを想定する。 

成果活用

方針 

 放射線業務従事者の講習として、人体の影響の内容も充実させ、またリスクコ

ミュニケーションを含めた講習会を行い、放射線を正しく認識することによっ

て、不安のない状況で放射線業務に従事できるようにする。不安がなければ、過

重装備を行うことなく、安全に業務に従事できる。法令で講習会の受講を義務化

することも検討する。 

講習時間が長かったり、義務化したりすると作業員確保が困難になる可能性もあ

る。あるいは受講料の発生による経済的負担も出る可能性がある。 

成果内

容・目標

期限 

（最長 5

年間） 

H31 

不安調査を行い、どういうところに放射線不安があるかを調査する。放射線教育

講習会を行う。 

H32 

講習会の開催。現実的には１日間。人体影響、放射線災害、リスクコミュニケー

ション、放射線災害の机上訓練などを含んだ講習会を行う。アンケートやテスト

により、不安の軽減や、知識の向上について評価する。学会報告 

H33 

受講者数の増員 

H34 

講習会を行い、規制や法令にて実現可能な内容を模索する。 



 

 10

 

  

H35 

多くの受講者のためにも講習会を継続する。 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

 放射線業務において、不安の調査を行なったところ、最初の１年程度における

不安が高い。また東電が毎年行う調査でも約３０％の福島原発作業者の不安が残

っていると示されている。チェルノブイリ原発作業者は４０時間の講習と実習を

受け、最終的に国家試験に通らないとチェルノブイリ原発で勤務することはでき

ない。また上司も更新のための講習を１年ごとに受講する。日本における福島原

発作業者の講習会は約７時間程度で終了し、簡単な試験を受ければ良い。  

東電福島原発作業者においては急性被ばく障害の発生はこれまでないが、低線量

被ばくの影響の可能性は今後も続く。放射線に対して正しい知識が普及していな

い点や、東電アンケートにおいても福島原発作業には不安がまだある。不安に伴

い過剰な装備で放射線業務に支障をきたすことや、効率の悪い作業となる可能性

がある。不安がなさすぎても良くないが、効果的な教育を行うことで、安全に業

務が可能となり、事故や災害の防止が可能となる。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

☑ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向      ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピッ

ク開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマ

ップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

放射線教育

の提言 

放射線教育

の提言 

放射線教育

の提言 

放射線教育

の提言 

研究スケ

ジュール 

放射線不安

アンケート

調査 

講習会 

 

講習会 

 

講習会 

 

講習会 

 

研究内容 アンケート

解析 

海外視察の

内容検討 

 

講習会アン

ケート解析 

 

 

 

 

 

 

 

その他 
研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

・福島原発作業者を対象にする教育講習会実施の場合、東京電力の協力が必要 
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課題例４ 

提案 

学会 
日本放射線事故災害医学会 

優先順位 ５件中４位 

提案時期 平成 30 年 1 月 

 

研究 

課題 
低線量放射線の長期的影響とバイオマーカーの検索 

領域 

一つ選択 

☑Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□�Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価    □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 福島原発作業者が、大量に被ばくする可能性は少ないと考えられるが、多種多

様の変異源に暴露する可能性はあり得る。低線量被ばくを経験したヒトを疫学的

に観察することは重要であるが、生活習慣などの生活上様々なバイアスがかか

り、低線量被ばくの影響を科学的に評価することは現状では非常に難しい。 

 放射線の生物学的影響とリスクを評価する場合、2 つのポイントを並行して押

さえながら生物学的研究を遂行することが肝要である。一つは、実際に被ばくし

た生物において、生物学的な影響が有意に確認されること。もう一つは、確認さ

れた生物学的影響の原因について、細胞学・分子生物学的解析を行って分子機序

の解析を推進することである。特に低線量域では、個体差による影響が相対的に

大きくなるので、分子機序の解析が困難となることが予想される。 

 そこで、本研究では低線量放射線リスクは科学的に証明されていないが、唯一

評価が可能な放射線適応応答に着目し、マウスを用いて、照射後長期的なフォロ

ーを行い、低線量被ばく後に高線量被ばくしたマウスと、高線量被ばくのみのマ

ウスの寿命を観察して、低線量被ばくの影響を評価する。照射方法は 0Gy、

20mGy、20mGy+3Gy、3Gy とし、マウスの匹数は各群 50 匹を生存率曲線用、解

析用としてさらに短期（10 週齢まで）と長期（60 週齢まで）で各群 20 匹程度は

確保する。これらの異なる照射群を比較することで、放射線適応応答特異的なバ

イオマーカーについて、microRNA を中心に探索を行う。microRNA の解析は生

体試料として比較的安定な状態で確保できること、国立がん研究センターを中心

に、乳がんや肺がんなど 13 種類のがんを 1 回の採血で発見できる次世代診断シ

ステム開発プロジェクトが進行中であることを考えると、低線量放射線被ばくに

よる長期的影響評価の際に有用な指標となる可能性が高い。 

成果活用

方針 

 放射線適応応答特異的な microRNA を同定することができれば、線量を変化さ

せることにより、低線量の被ばく限度を解析できる可能性がある。急性被ばく障

害として 250mSvまで緊急時は法的に認められ、5年間で 100mSv、１年間で 50mSv

という基準の確証、労災認定される基準についての見直しなどが可能になると考

えられる。またバイオマーカーが確立されれば、急性期ならびに晩発期における

被ばくの評価に応用できる可能性も期待できる。 

規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください。 

成果内

容・目標

H31 

照射直後と、照射してしばらく時間が経過したマウスの血液より抽出した血清中
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期限 

（最長 5

年間） 

の microRNA をマイクロアレイ解析による発現量の変化を評価。死亡の際は死因

の特定。 

H32 

生存率曲線作成と死因の特定。週齢を決めて microRNA の評価。照射後初期と照

射後しばらく時間が経過したマウスの違いを検討する。microRNA の候補から実

際に有効となるものをリアルアイム PCR で評価し、放射線適応応答特異的

microRNA を同定する。 

H33 

同定した放射線適応応答特異的 microRNA の機能を、miRNA Mimics による活性

化や、miRNA Inhibitor による阻害を人為的に介入調節することで、実際にマウス

の放射線による適応応答に重要なバイオマーカーであるかについての確認実験

を行う。 

H34 

H33 度のマウス個体介入実験は、長期的な影響評価を行う必要があるので継続す

る。同定したマウス放射線適応応答特異的 microRNA に対応する、ヒト放射線適

応応答特異的 microRNA 候補の探索を行う。医療被ばくした患者や福島原発作業

者の血液サンプルを確保する。 

H35 

H33 度のマウス個体介入実験の総括。確保した医療被ばくした患者や福島原発作

業者の血液サンプルを用いて、実際にヒトにおける血液サンプルを用いて、ヒト

放射線適応応答特異的 microRNA 候補の検証を行う。 

背景等 

 すでに福島原発の作業者は法令を超える被ばくがある。急性被ばく障害の発症

はないものの、白血病や固形がんなどの晩発性の身体的影響（確率的影響）を発

症する可能性はある。その際に、ヒトにおける晩発影響の評価を行う上で、ヒト

と同じ哺乳類のマウスにおける晩発影響の評価をしておく必要がある。また低線

量被ばく後の影響を評価するには、長期的な評価が必要である。低線量被ばく初

期の段階でのバイオマーカーがわかれば、放射線感受性の高いヒトは、その後の

作業に制限をかけることも検討が可能となる。また、実際に白血病などを発症し

た時のバイオマーカーがあれば、低線量放射線被ばくとの因果関係を評価できる

可能性がある。 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

☑ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

□ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向  □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピッ

ク開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマ

ップ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 
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研究スケ

ジュール 

5 月 

マウス照射 

 

 

10 月：

microRNA 評

価 

通年：死因

評価 

 

5 月から

microRNA 候

補の特定 

microRNA 候

補特定後: 

マウス照射

と、同定し

た miRNA の

介入実験開

始 

 

5 月から 

ヒトサンプ

ルの確保 

通年：H33

年に開始し

た miRNA 介

入実験の死

因評価 

 

5 月から 

ヒトサンプ

ルによる評

価 

通年：H33

年に開始し

た miRNA 介

入実験の死

因評価の総

括 

 

研究内容 照射直後の

microRNA 評

価 

 

40 週齢を目

途に

microRNA 評

価 

死因は病理

学的に行う 

リアルタイ

ム PCR によ

る microRNA

の候補の評

価 

適応応答マ

ウス群に

miRNA 阻害

剤又は

mimics を投

与 

 

同定したマ

ウス miRNA

のヒト

miRNA への

対応の調査 

死因は病理

学的に行う 

リアルタイ

ム PCR によ

るヒト

microRNA の

候補の評価 

死因は病理

学的に行う 

 

その他  
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課題例５ 

提案 

学会 
日本放射線事故・災害医学会 

優先順位 ５件中５位 

提案時期 平成 30 年 1 月 

 

研究 

課題 
放射線緊急時の EPR によるトリアージ手法の研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

☑Ⅲ. 原子力・放射線事故対応     □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 旧原子力安全委員会の提言「緊急被ばく医療のあり方について」（平成 13 年報

告、平成 20 年改訂）において、緊急被ばく医療体制の整備として、原子力施設

においては、作業員の応急処置とともに、簡易な測定等による汚染の把握、スク

リーニングを行った後、除染や汚染の拡大防止の措置を行い、緊急被ばく医療機

関に患者を搬送することとされている。しかし、大規模な事故発生時における対

象者の優先度を決める選別（トリアージ）のための線量評価に関する手法の確立

が課題となっている。 

 トリアージの手法としては、各種のバイオアッセイによる線量推計の開発が進

められ、事例への適用が試みられている。しかし、多くの対象者に短時間で過度

の侵襲も与えずに、1 Gy 程度の放射線被ばくの有無で判定する検査法の確立が課

題となっている。対策の頑強性を保ち、線量推計結果への信頼性を高めるために

は複数の手法による方法を確立する必要がある。 

 この課題に対し、様々な手法で対応が模索され、進展が得られている。このう

ち、L バンド電子常磁性共鳴測定法（EPR）による線量推計法は、H18-21 年度の

原子力試験研究費により国立保健医療科学院に設置（約 3 千万円で装置整備）さ

れたのちも装置の改良が進みトリアージ目的に沿った利用を可能とする性能に

達しつつあり、フィールドでの測定の実用性（Radiation Protection Dosimetry, 2016）

や歯のエナメル質の厚みの影響（Health Physics, 2017）、種類が異なる放射線への

応答特性（Radiation Protection Dosimetry, 2016）の検証がなされた。緊急時に対応

するためには、より安定した作動を確保し、測定の質を向上させる必要がある。

そのために必要な改良を行う。加えて本装置は事後的な線量評価を可能とするこ

とから放射線診療で患者として受けた放射線の量や放射線診療従事者として職

業被ばくした線量の推計にも活用できると考えられ、このような応用的な利用の

可能性を探る。 

成果活用

方針 

 放射線緊急時の対応のうちトリアージに関する手法が確立され、緊急時の対応

の方策が充実する。 

 研究成果を緊急時対応のガイドラインなどに反映させるためには、実装が求め

られるが、研究によりプロトタイプはできつつあるものの、製品化が課題であり、

製造会社の関与がないと製品が現場で提供できない。 

成果内

容・目標

期限 

H31：測定の品質管理の向上を図るために磁石を可動式に更新する。これにより

繰り返し測定でのセッティングの術者依存性が低減できると考えられる。 

医療での患者や従事者（医療従事者では眼の水晶体の吸収線量として 0.1Gy/5y を



 

 15

 

  

（最長 5

年間） 

超える方は 4 千人程度）など比較的大量（局所に 0.5Gy 程度以上）に被ばくした

方々を対象に計測し、放射線曝露を検知できるかどうかや実用性を確認する（期

間中継続）。またより高感度な測定では環境中にある不対電子を持つ物質が試料

に付着することの影響を受けうることから、その物質を同定し、その除去の方法

を確立する。 

H32：搭載可能な移動型車両の要件を明らかにし、その基本設計を行う。電磁波

ノイズが多い環境下では、外来電磁波ノイズの低減だけでなく車両内等の電磁波

シールド内での電波の反射を抑制する必要があることからその対策を講じこと

ができるようにする。開発された装置を用いて訓練を実施する。訓練では、医療

での放射線に曝露された方にも陽性対照として参加頂くようにする。 

H33：機能を向上させた 2 台目の装置を国内に導入する。測定体制を確立させる。

H34：測定体制が維持できることを検証する。 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

・比較的大規模な高線量被ばく事故時のトリアージ方法が確立していない。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向    □ 東電福島第一原発事故対応 

   ☑ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピッ

ク開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

ロード 

マップ 

  H31 H32 H33 H34 

施策動向等 物理学的線量評

価ネットワーク

会 議 に お け る

EPR 線量評価の

充実を図る。 

訓練への取

り入れの試

行 

災害対応手順書

に反映させるド

ラフト作成 

訓練実施 

災害対応手順書に

反映させるドラフ

ト作成 

訓練実施 

研究スケジ

ュール 

測定の品質管理

向上 

 

移動型測定

車のプロト

タイプ完成

国内での 2 台目

の装置の設置 

 

研究内容 過去の放射線曝

露での事後的な

線量評価 

測定環境の

改善法の検

討、緊急時の

チーム対応

緊急時のチーム

対応 

体制の維持 

その他 
 日本で唯一設置されている国立保健医療科学院の L band tooth dosimetry の装置

を活用する。 
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3. 考察 
本年度当事業の放射線影響・防護関連学会の中で、医学、医療及び事故や災害に関連する

学会は当学会のみである。そこで、合同報告会では、疫学研究や廃棄物に関するテーマの検

討も提案されたが、当学会は、放射線事故・災害時の対応、医療に関連する研究テーマを提

案することとした。 

放射線事故・災害には、原子力災害以外に放射線・核テロリズムあるいは RI 輸送、病院、

事業所事故等もあり、これらへの対応体制の整備、大規模災害への対応能力の拡充も現在の

原子力災害医療体制には必要である。放射線事故・災害への対応には、「防災・教育」「現場

対応」「医療機関での初療」「診断（線量評価を含む）・治療」「中長期フォロー」があるが、

今年度に提案する研究課題としては、事故対応の「防災・教育」「診断・治療」「中長期フォ

ロー」の３つについてテーマを提案することとした。中でも外部被ばくおよび内部被ばくの

事故対応において、医療機関での診断、早期の治療開始は、効果的な治療には不可欠である

が、現時点では国内で統一された治療のプロトコールや、多人数の被ばく患者発生時に限り

ある医薬品、施設を有効に活用し、治療の必要性を判断するためのトリアージ方法などが提

示されていない。そこで、当学会としては、被ばく患者の治療、トリアージに関連する研究

課題を提案するとともに、５つの課題案の中で優先順位を決定した。また、学会員から提案

された教育、中長期フォローに関連した研究課題も提案することとした。 
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4. 参考資料 
1. 合同報告会での発表資料 
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平成29年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費(放射線防護研究分野における 

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成) 

放射線安全規制研究の重点テーマについて 

~日本保健物理学会からの提案~

平成30年2月 

日本保健物理学会

付属資料5



１．検討の経緯 

日本保健物理学会は、「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークと

アンブレラ型統合プラットフォームの形成」事業に参画するにあたり、2017 年 8

月 28 日にメーリング理事会を開催し、会長から「活動の受け皿となるアドホック

委員会を設置すること」の提案がなされ、承認された。 

具体的には、今年度から次の３つのアドホック委員会（臨時委員会として扱う）

を設置し、ネットワーク推進事業の予算で運営することとするものである。 

1) 低線量リスク委員会（放射線影響学会と共同）

（設置趣旨）低線量リスク評価に関する取組みの多くは、疫学 LNTモデルをベー

スにしたリスク計算か、放射線生物的な議論のいずれかに偏りがちである。その

ために、低線量リスクの科学的理解と社会的理解が進んでいない現実がある。本

研究調査は、日本放射線影響学会と合同の委員会で取組むことで、低線量リスク

推定の現状と課題をコンパクトに整理し、放射線防護の基礎にある科学的理解と

社会的理解を加速するためのバランスある共通認識を構築する。 

（＊放射線影響学会と共同で設置して活動することを保物学会から放射線影響

学会に提案し、放射線影響学会から同意を得た。） 

2) 実効線量・実用線量委員会

（設置趣旨）実効線量は、放射線防護の基本となる線量概念であり、1977年勧告

以後、UNSCEAR や医療分野においても広く浸透し、法令でも使用されている。放

射線防護量としての有用性とは別に誤用や誤解がある一方、実効線量概念に対す

る批判もある。放射線防護量を理論性と実用性の両面から議論し、防護量として

のあるべき指標を考える。 

3) 国民線量委員会

（設置趣旨）線量のベンチマークとなる自然放射線からの年線量を評価すること

は古くから行われてきた取組みである。我が国では多くの研究調査が行われてき

たが基礎データとなるデータベースは存在しない。日本保健物理学会は臨時委員

会を設置し、定期的に国民線量評価として報告する仕組みを検討してきた。本調

査研究では、その一環として、国民線量評価のためのデータベース設計を行い、

プロタイプを構築する。医療被ばくも視野に入れる。 

「放射線安全規制研究のテーマ提案」については、広く学会員から提案を公募す

ることとし、学会メーリングリストにテーマ提案の文書が流された。出された提案

テーマを検討し、最終的に学会として下記提案テーマが取りまとめられた。 
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1. 放射線被ばくによるがんリスク表現の検討  

2. 緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 

3. 自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベース設計 

4. ICRP/ICRU 新しい線量概念の導入に係わる課題への対応研究  

5. 放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

(低線量リスク委員会、影響学会合同提案) 

6. 線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの

洞察 (低線量リスク委員会、影響学会合同提案) 

7. 低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 (低線量リスク

委員会、影響学会合同提案) 

8. 放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究 

 

8番目のテーマは、ネットワーク合同報告会後に追加された。1月の学会間の交流

において、医療分野の放射線防護に関するテーマが他学会を含めてカバーされてい

なかった。この点は合理的規制の点からバランスに欠けると考え、医療放射線防護

のテーマの提案を保物学会の医療担当理事から求め追加した。 

 なお、学会として優先順位はつけないことにした。従って、上記提案テーマの数

字は、優先順位を意味するものではなく、全て同等である。 
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2．検討結果 

放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 
日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線被ばくによるがんリスク表現の検討 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線被ばくによる発がんリスクは、根本的な理解がないまま低線量のリス

ク評価をめぐっては諸説が入り乱れている（LNT、閾値、ホルメーシス等）。

ここで問題なのは、生物研究者と疫学研究者が相互理解できていない点にあ

る。このような対話と理解の深化抜きにしては、リスクの生物学的な理解も

できないし、教育やリスクコミュニケーションも皮相的になってしまう恐れ

がある。そこで、放射線被ばくによる発がんのリスクを、がん発症の早期化

という点から記述すること、リスク表現として確率よりも時間損失の単位

(DALY など)で表現することがリスクの理解の点からより適切であることか

ら、リスク表現について種々の分野の専門家を交えて提示し、国際的に発信

する。 

成果活用

方針 

期待される成果は、従来のがんリスクの数学的な記述技術（相対リスクと絶

対リスクの併用）に代わって、がん発症の早期化というひとつの数値（被ば

く線量、被ばく時年齢、性別で決まる）でリスクを提示できるようになるこ

と。低線量リスクは、例えば 20mGyの一回急性被ばくの場合は、1か月から 3

か月（被ばく時年齢と性により異なる）のがん発症（あるいはがん死亡）の

早期化と表現できる。他方、現行の相対リスクモデルでは、リスクの値が加

齢に伴って低下するので、ひとつの数字では表せない（例えば、30歳被ばく

で 70歳に到達した際の相対リスクは 1.01というように）。がん発症の早期化

を健康寿命損失(DALY)のようなものさして表現することで公衆衛生分野と同

じリスクのものさしで理解できるようになる。 

 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

H31：原爆被爆者の疫学情報を精査し、リスクの表現としてどういう方法があ

るかレビューし、リスク表現の生物的意義と社会的理解の観点から、種々の

分野の専門家を交えて討論する。そのレビュー内容をまとめて論文発信する。 
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間） H32：がんの部位別リスクを種々のものさしで計算する。リスク表現に必要な

計算法と仮定について検討し、リスク表現として適切なものさしを提示する。 

H33：がんの部位別リスクの時間表現をまとめる。さらに、他の有害因子との

比較を行う。 

  

背景等 

従来行われてきた放射線のがんリスク（誘発説）は大きな誤りがあったと考

える。その理由は、①発がんは多段階の現象である。しかし放射線は、その

うちのひとつに寄与することしかできない。故に、放射線は単独ではがんを

誘発できず、常に自然に生じている現象と共同して頻度を増すのみ（放射線

でしか生じないようながんは存在しない）。②相対リスクの考えでは、1.0よ

りも少しでも高い値であったら「新規のがんを生じた」と理解されるが、そ

れは物事の一面しか見ていない。そもそもヒトの寿命には大きな個人差があ

る。40歳代からがんの増加が始まり、その後は年齢の 5乗近い速度で増え続

ける。だが、がんを経験しないで 100 歳に至る人もある。そのような個人差

を考慮していない「リスク値」に意味はあるだろうか？例えば、低線量被ば

く後 40歳でがんが見つかった場合、被ばくの影響とみなされても不思議では

ない。しかし被ばくがなくても 40歳でがんになる人がいるという事実はしば

しば忘れられている。③自分のがんは被ばくに原因があり、もしも被ばくし

ていなければ発症していなかったはずという考え（all-or-noneの考え）は、

相対リスクの概念がもたらした大きな弊害に思われる。上述したように、放

射線は単独ではがんを誘発できないのであるから、最も矛盾の少ない表現を

するなら、被ばくがない場合に生じていたと思われるがん発症の年齢が、被

ばくにより何年か早くなったと考えるのが生物学的には理にかなっている。 

■時事的に優先度が高い 

■東電福島第一原発事故対応（放射線発がん機構の正しい理解は、リスク理

解の心理的安定に寄与できる） 

■放射線防護人材確保・育成（放射線単独犯行説のような誤った理論を学習

した人材を育てても、放射線リスクの理解は得られない） 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

□ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 
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ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

     

研究内容 原爆被爆者

の疫学情報

を精査し、リ

スクの表現

としてどう

いう方法が

あるかレビ

ュー 

がんの部位

別リスクを

種々のもの

さしで計算

する 

がんの部位

別リスクの

時間表現を

まとめる。さ

らに、他の有

害因子との

比較を行う。 

  

その他 

学会で委員会を組織して、学会員以外の他分野の専門家を交えて場を設定して検討

を進めていく研究である。その過程でリスク計算を行い、リスク表現の妥当性を議論し

て、合意を得るための研究である。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 
日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 2 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

■Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

福島事故の教訓から何を学ぶのか、この観点から現行の緊急時モニタリング体制の

課題を整理し、整備計画を提案する。とくに次の項目について取組む。 

• 福島事故の教訓から緊急時モニタリングの課題 

• 世界の緊急時モニタリング体制の現状調査 

• 環境モニタリング、個人モニタリング、体内汚染モニタリングの標準化 

• モニタリング要員の訓練法 

• モニタリングデータのインターネットによる伝達法 

• 緊急時モニタリング体制を日常的に質を維持するための仕組み 

成果活用

方針 

1)事故やテロへの備えた効果的かつ統合的なモニタリング体制を強化する仕組みが

可能になる。統合的とは、放射線関係機関だけでなく、複合災害を念頭においた連携

体制を想定した体制にすることを意味する。 

2)福島事故の教訓を生かした緊急時モニタリング体制のアジア諸国への展開が可能

になる。緊急時モニタリングは通常利用する可能性は低い。そのことが規模を大きくし

たり、常時人を固定化することができない。そのため、韓国、中国、米国などとの連携

体制を構築することで、緊急時モニタリング体制の実質化が可能となる。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

1)福島事故の教訓から緊急時モニタリングの課題 

2)世界の緊急時モニタリング体制の現状調査 

 

H32 

3)環境モニタリング、個人モニタリング、体内汚染モニタリングの標準化 

4)アジア諸国との緊急時モニタリング連携体制の構築 

H33 

5)モニタリング要員の訓練法 

6)モニタリングデータのインターネットによる伝達法 
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H34 

7)緊急時モニタリング体制を日常的に質を維持するための仕組み 

H35 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

 飯館村が計画的避難区域になった背景には、長期汚染を想定していなかった点とそ

れをモニタリングして評価する仕組みがなかったためである。そのために IAEA のモニ

タリング部隊から避難の必要性を指摘された。福島事故以前には小児の甲状腺モニ

タリング体制がなく、WBC 重視の個人モニタリングの考え方はチェルノブイリ事故の教

訓が生かされていなかった。一方でモニタリング結果を関係者や社会にいかに伝える

かのコミュニケーション技術が欠けていた。再稼働問題に関係した課題だけでなく、韓

国や中国の原発事故の可能性を含めた緊急時モニタリング体制を構築していかなけ

れば、社会からの信頼は得られないし、福島事故の教訓から学ばないことになってし

まう。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

■ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   ■ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

研究スケジ

ュール 

     

研究内容 1) 福 島 事 故

の 教 訓 か ら

緊急時モニタ

リングの課題 

 

2) 世 界 の 緊

急時モニタリ

ン グ 体 制 の

現状調査 

 

 

 

3) モ ニ タ リ ン

グ、個人モニ

タ リ ン グ 、 体

内汚染モニタ

リングの標準

化 

 

4)アジア諸国

との緊急時モ

ニタリング連

携 体 制 の 構

築 

5) モ ニ タ リ ン

グ 要 員 の 訓

練法 

 

6) モ ニ タ リ ン

グデータのイ

ンターネットに

よる伝達法 

 

7)緊急時モニ

タリング体制

を日常的に質

を維持するた

めの仕組み 
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その他 

我が国の問題としてではなく、韓国および中国などのアジア諸国と連携した体制を整

備することは外交問題でもあり、規制庁だけの課題ではない。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 
日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
自然放射線・医療被ばくによる線量評価データベースの設計 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

■Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

日常生活における自然放射線・放射能(以下、「自然放射線」)からの被ばく、また

健康的な生活を維持するための医療行為で受ける被ばくにより、日本国内で公衆

が受ける被ばく線量に関する調査や研究を行う。 

自然放射線については、既存データや情報の調査や整理に加えて、新規調査

（測定を含む）を進める。医療放射線については、関連データの調査や整備を進め

るとともに、線量評価（算定）法の開発の必要性を示す。さらに、これらの調査等に

基づき、自然放射線及び医療放射線による被ばく線量を評価し、生活様式や医療

行為の実施状況に応じて線量を提供するデータベースの設計を行う。 

 

 

 

成果活用

方針 

放射線事故などにより公衆に対する放射線防護の対策基準の策定に際しての

ベンチマーク、また万が一の事故発生時における影響調査に際してのバックグラウ

ンドとなる線量値を与えることが可能となる。 

 

 自然放射線の調査では公衆の生活空間における線量データ、医療被ばくの調査

では医療情報の提供など、取り扱いに注意を要する個人ｊ情報等の管理が要求さ

れる。 

 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 ・自然放射線に関する基本となるデータや知見等の調査、新規調査(測定など)

が必要な課題の抽出 

  ・医療被ばくに関係するデータの整備状況の調査、課題の抽出 

H32 ・測定などによる自然放射線に関する新規データの取得 

   ・医療被ばくに関係する診断件数等の統計データ調査、各医療行為における被

ばく線量の算定に必要なデータの取得(測定等) 
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H33 ・自然放射線にデータの整理、生活様式等に応じた線量評価法の開発 

   ・医療被ばくに関係するデータの整理、線量評価(算定)法の開発 

H34 ・国民が自然放射線や医療放射線により受ける線量の算定 

H35 ・データベース設計（今後のデータ拡張の検討等も含む） 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

自然放射線からの年間の被ばく線量評価については、継続して取組まれている

一方、基礎データが整備されて広く利用可能なデータベースは存在しない。また、

近年に線量が増大していると考えられる医療放射線による被ばくの全体像を把握

するための試みはなされているが、関連データの整備状況は良好とは言えない。そ

のため、放射線事故時等における公衆被ばくの防護基準策定において参考とすべ

きベンチマーク、影響調査のバックグラウンドとなる被ばく線量値については、その

根拠を与えることが不十分な現状となっている。 

 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

線量の算定、 
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ設計 

課題の抽出、 
基本データの調査 データ整理、 

線量評価法の開発 

東電福島第一原発事故の対応(公衆の被ばく影響調査) 
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研究内容  

○ 関 連 研 究

の調査 

 

○課題抽出 

 

 

 

 

 

○基本データ

の調査（測定

を含む） 

 

○データ整理 

 

 

○ 線 量 評 価

法の開発 

 

○公衆被ばく

の線量算定 

 

 

 

○データベー

スの設計 

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

・ 対象とする放射線源は多岐にわたるため、多くの大学や研究機関等の参加が必

要となる。特に、効率的な事業の遂行において、新規データの取得に必要な放射

線測定に関する経験を有する機関の参加が重要となる。また、これら事業の継続

に必要な人材育成が不可欠である。 

・ 医療放射線に関係する調査では、個人情報の取り扱いも想定されるため、必要な

体制（例、倫理委員会の設置）を整備する必要がある。 

・ 取りまとめたデータ（新規調査結果を含む）は、データベースとして整備するだけで

はなく、学会として学術論文化し、国内外に国民線量とその背景について科学的

な根拠を示す。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 
日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
ICRP/ICRU の新しい線量概念の導入に係わる課題への対応研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

☑Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

①新しい線量概念の整理 

 ICRP/ICRU が現在提案中の新線量体系について、十分な理論的考察及び国際

動向の調査研究等を踏まえた「線量概念の整理」を行う。なお、複数回のシンポジ

ウムを開催して、専門家及び国民との意見交換を行うとともに、これらを解説書とし

てまとめる。 

②既存測定器への影響調査及び対応策の検討 

 新線量体系においては新しい実用量の導入が検討されている。導入の際、我が

国においても迅速に対処可能とするため、既存測定器への影響調査及び具体的な

対応策の検討を行う。このためには、測定器メーカーや校正機関と協力して、線量

計レスポンスの改訂、新測定器の開発及び校正方法の標準化を行う。 

③法令取入れに必要な措置及び課題の抽出と整理 

 新線量体系及び新実用量の導入に際し、我が国の法令において必要となる措置

や、そのための課題を予め抽出し整理する。また、そのための手順を検討する。 

成果活用

方針 

本研究によりもたらされる成果は、ガイドラインや解説書、対応マニュアル等に利用

可能な文書としてまとめる予定である。この文書を基にすれば、防護量と実用量の関

係や、従来の実用量と新しい実用量の概念の違い等、いわゆる一般的に理解の難し

い領域について「わかりやすい解説書」が作成可能となる。解説書の記載内容を調節

することで、各省庁・実務者・初心者（一般公衆）等、対象別の解説書も作成可能とな

る。その結果、本研究の波及効果として、幅広い対象に対しての線量概念の理解促進

が期待できる。 

また、本研究では換算係数の研究（レスポンス改訂や新測定器の開発に要する係

数）及び校正方法の検討を実施する。その成果として、測定器メーカーや測定器校正

機関の負担軽減が大いに期待できる。メーカーや校正機関と共同で研究を実施する

予定であるので、迅速かつ円滑な移行や対応の措置が可能となるであろう。 

さらに、近年中に法令上必要となる事項及び、その対応措置、手順についても検討

する予定であり、実際に法令改正等が必要となった際には、国際的観点から遅延する

12



ことなく円滑に法令対応が可能となるであろう。 

新線量概念に関し、現在の最新の国際動向に対して、規制庁あるいは国としてどこ

まで対応を予定されているのかが不明（手順、時期等含む） 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31     【線量概念】 

・意見募集のためのシンポジウム開催等

を通じた検討課題の一覧の作成 

【実用対応】 

・実態調査及びメーカー対応のとりまとめの

作成 

H32 

・関連学会や専門家からの意見の要約

の作成 

・解説書の基本構想（目次・項目）の策定 

 

・新実用量導入の影響（既存測定器の校正

定数等）と対応案の一覧の作成 

H33 

・諸機関からの意見の要約の作成 

・実務者対象の解説書の作成 

 

・新測定器／測定手法の開発支援 

・新校正定数の提示 

H34 

・各省庁関係者対象の解説書の作成 

 

・JIS 等への反映に伴う課題と対策に関する

マニュアルの作成 

H35 

・一般公衆対象の解説書の作成 

・報告書とりまとめ 

 

・報告書取りまとめ 

 

背景等 

東電福島第一原発事故後、防護量と実用量の混同に起因する市民の混乱が顕著

であった。その後現在に至るまで、この問題については特に大きな進展もなく、具体的

な解決法が見出されていないのが現状である。 

 また、我が国では水晶体等価線量限度の変更が検討されているが、ICRP Pub.103

（2007 年勧告）への対応も完了していないことに加えて、この変更にあたっては実用量

及び実際の測定に関する検討は十分とは言えず、医療現場等においても課題が残さ

れている。 

我が国がこのような状況である一方で、国際的には ICRP 及び ICRU が従来とは異

なる新しい線量概念の導入を検討している。この新概念は、１～２年内にほぼ原案通

り採択される見込みであり、 IEC や ISO などの国際機関は既に対応を始めているとい

った状況下にある。新しい線量概念においては、新概念に基づいた新しい実用量の導

入も予定されている。 

  

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

☑ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

☑ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

☑ 時事的に優先度が高いから 
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   ☑ 施策動向               ☑ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ☑ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

実用量に関す
る世界的な議
論の展開 

放射線審議会
による ICRP 
2007 年勧告の
法令取入れ検
討 

IAEA ガイドラ
インの検討 

国内法令改訂
に向けた検討 

 

研究スケジ

ュール 

【線量概念】 
・シンポジウム
開催 
・意見募集 
 

 
・シンポジウム
開催（継続） 
・ 関 連 学 会 と
の意見交換 
・解説書基本
構想の策定 

 
・ 諸 機 関 と の
意見交換 
・実務者対象
解説書の作成 
 

 
・各省庁関係
者対称解説書
の作成 
 

 
・公衆対象 解
説書の作成 
・報告書とりま
とめ 

【実用対応】 
・実用量の実
態調査 
・測定器メーカ
ーとの意見交
換 

 
・新実用量導
入の影響の評
価 
 

 
・新測定器／
測定手法の開
発 
・校正方法の
検討 

 
・JIS 等への反
映に伴う課題
の検討 

 
・報告書とりま
とめ 

研究内容 【線量概念】 
・現在の線量
概 念 と 問 題
点 、 及 び 新 し
い線量の整理 
・シンポジウム
において意見
を 募 集 し 、 要
望を調査 
 

 
・関連学会や
専門家等との
意見交換によ
る 問 題 点 ・ 課
題の整理 
・解説書基本
構想（目次、項
目、キーワード
な ど ） の 策 定
作業 

 
・ 諸 機 関 と の
意見交換によ
る課題の整理 
・実務者対象
解説書の作成
作業 

 
・各省庁関係
者対称解説書
の作成作業 
・ＱＡ集、補足
説明資料等の
検討 

 
・公衆対象 解
説書の作成作
業 
・最終報告 書
の作成 

【実用対応】 
・実用量測定
に関する我が
国における実
態を調査 
・メーカーの対
応方針の聞き
取り及び意見
交換 

 
・ 関 連 学 会 と
の意見交換に
よる問題点の
整理 
・新実用量導
入の影響（既
存測定器の校
正定数等）の
推定 
 

 
・新しい測定器
の開発に関す
る メ ー カ ー へ
の助言及び協
力 
・新実用量の
校正に関する
担当機関への
助言及び協力 

 
JIS 等への反
映に伴う課題
と対策に関す
る マ ニ ュ ア ル
の作成 

 
・最終報告 書
の作成 
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その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

現状では、国際的な動向に対して我が国の対策が出遅れてしまう可能性が極めて

濃厚であり、以下に挙げる新しい線量体系への対応準備等を、出来得る限り早期に

開始することが必要である。 

● 既存測定器への影響を精査し、具体的な対策案を用意する。 

● 国内法令への取込れに際しての課題を調査する。 

● 一般公衆、専門家、官公庁関係者に至るまで、幅広い層が、新しい線量概念を理

解するために役立つ解説書（案）を作成する。 

 

新しい線量概念の導入時に生じ得る混乱を最小化するための対策を、直ちに講じら

れることを提案する。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 

保健物理学会 

放射線影響学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセンサス 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

福島第一原子力発電所事故により、放射線安全規制の基盤となる科学に対する信頼

が揺らいだことは大きな社会的な問題である。放射線安全規制を進めていく上で、そ

の基盤となっている放射線科学の現状をわかり易く解説することで、放射線安全規制

関係者および社会のステークホルダーとの共通認識を図るための基本資料とする。と

くに、低線量リスクの放射線安全規制の基盤となる放射線疫学から放射線生物学の

現状認識、さらには、社会的背景との関連性をも検討して、これらの知見が放射線安

全規制にどのように繋がっているのか、放射線科学の専門分野を超えてコンセンサス

づくりを行う。また、放射線科学の現状の課題も同時に整理し、これからの放射線科学

が担うべき役割と責任を述べる。 

成果活用

方針 

放射線安全規制の基盤となる放射線科学を理解し、放射線科学に基づくリスク評価と

放射線防護との関係をわかり易く解説したレポートとして広く活用する。放射線安全規

制に従事する担当者から、リスコミに関係するすべてのステークホルダーに必要な放

射線科学の知見を整理し、放射線に対する認識を共有できるレポートとする。 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

１．放射線科学のスコープを整理 

２．放射線科学の現状の整理：全体の科学的関連を示した全体像作成  

３. 自然科学的知見と社会科学的知見の関係図  

H32 

１．レポートドラフト作成、ドラフトの討論によるコンセンサス 

２．クリティカルレビュアによる査読 

３．最終レポート作成 

 

H33 
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H34 

― 

H35 

― 

背景等 

研究ニーズや背景、喫緊性についてお書きください 

我が国は、多くの書籍やレポートが出版されているが、最新の放射線科学の知見を含

めて、放射線安全規制の観点からまとめた専門家のコンセンサスレポートは存在しな

い。最近、学術会議の委員会が作成した子どもの被ばくに注目したレポートは社会的

な反響を受けている。一方、政府がリスコミ用に作成した資料の多くでは、考え方やそ

の背景となる科学的データの意義や制約までは記載されていない。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等  

 

    

研究スケジュ

ール 

１．スコープ整理 

２．放射線科学の全体の

科学的関連を示した全

体像作成  

３. 自然科学的知見と社

会科学的知見の関係図 

1.レポー

トドラフト

作成 

2.査読 

3.レポー

ト完成 

   

研究内容  

 

 

 

    

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・実施者に必要な研究者や研究機関の要件（〇〇装置が必要）など 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的分析からの洞察 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線防護の対象となる低線量放射線リスクの評価において、線量・線量率効果係

数(DDREF)の評価が国際的に行われている。実際に必要なレベルの低線量率のデー

タが存在しない状況において、種々の疫学や実験動物データを用いたメタ解析などが

行われているが、対象となるデータと使用する解析モデルによっては推定値に大きく

影響している。エンドポイントでみた線量率効果とのギャップがどこに起因するのか、

対象となるデータと使用する解析モデルを生物学、疫学、統計学等の視点から検討す

ることで DDREF 推定の不確かさの所在と問題点を明らかにする。 

 

成果活用

方針 

低線量放射線リスクの評価方法についてブラックボックスとなりかねない部分を明確

にし、低線量放射線リスク評価の限界と不確かさのその所在を明らかにすることで、

国民の放射線リスクの理解の向上がひろく期待できる。 

線量・線量率効果係数(DDREF)の評価において、数値のみでなく、生物学的視点に重

きを置いたアプローチによって国際的な貢献ができる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

DDREF の評価に繋がる論文とデータ収集、再解析による分析と生物課題の探索 

生物研究者とモデル研究者の合同討議による DDREF の評価の不確かさ分析 

H32 

対象となるデータと使用する解析モデルを生物学や疫学・統計学の視点から検討 

エンドポイントでみた線量率効果の分析、発がん実験データとの統合分析 

H33 

 

H34 

 

H35 

 

18



背景等 

背景： 

東京電力福島第一原子力発電所事故により低線量(率)放射線に対する不安が社会

に広がり、低線量放射線被ばくの影響を明らかにすることの重要性が高まっている。

これまで国際放射線防護委員会ＩＣＲＰは、広島長崎のような高線量・高線量率放射

線の疫学調査から得られた過剰相対リスクに線量・線量率効果係数 DDREF を考慮し

て放射線リスク係数を評価してきた。放射線リスク評価においてインパクトの大きい

DDREF の推定において、近年、多量の生物データを統合解析した複雑な統計解析手

法が適用される傾向にあり、その全貌を把握することは容易ではなくなってきている。 

実際に必要なレベルの低線量率のデータが存在しない状況において、種々の疫学や

実験動物データを用いたメタ解析などが行われているが、対象となるデータと使用す

る解析モデルによっては推定値に大きく影響している。適切な放射線防護を実現する

ためには、わが国としてこれらの研究を独自に分析することでブラックボックス化を回

避した上で国民及び専門家、関係者が納得できるよう広く知識を還元し、放射線リス

クの正しい理解につなげることが必要であり、さらに、生物学や疫学・統計学の視点か

ら不十分と思われるポイントや議論を整理し、放射線リスク評価に必要となる課題を

整理する必要も生じている。 

 

喫緊性： 

ＤＤＲＥＦに関してはＩＣＲＰのみならず、ドイツの放射線防護委員会ＳＳＫ，原子放射線

の影響に関する国連科学委員会ＵＮＳＣＥＡＲ、米国電離放射線の生物影響に関する

委員会ＢＥＩＲが独自に評価した数値や考え方を示してきている。わが国の放射線規

制が重要視しているＩＣＲＰは、2007 年勧告においてＤＤＲＥＦ＝２を引き続き採用する

見解を示したが、現在タスクグループＴＧ91 がＤＤＲＥＦの在り方に関連する議論を進

めている。これらＴＧ９１メンバーが関与したＤＤＲＥＦに関する論文は、将来的なＤＤＲ

ＥＦの取り決めにおいて重視される可能性があるが、ここ数年は、多量の生物学的デ

ータを用いて複雑な統計解析手法を適用した研究がポピュラーになりつつある。放射

線防護議論の醸成、及び国民の放射線リテラシー向上に資するため、これらの研究

結果に対してわが国独自に整理分析してポイントや課題をとりまとめ、専門家を含む

国民に広く還元していく必要が喫緊に生じている。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   ■ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 
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ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

TG91 の活動 

 

TG91 の活動 

 

ＩＣＲＰ今フェ

ーズ終了 

   

研究スケジ

ュール 

DDREF の評価に繋がる論文

調査とデータ収集、再解析と

課題の探索 

   

研究内容 下記論文①-

③に対する分

析と課題探索 

新たな論文に

対する分析と

課題探索 

   

その他 

疫学統計の専門家の協力と、生物専門家を交えた協力体制の整備が必要。 

① Haley, B., Paunesku, T., Grdina, D.J., Woloschak, G.E. (2015) Animal Mortality Risk 

Increase Following Low-LET Radiation Exposure is not Linear-Quadratic with Dose. 

PLOS One, DOI 10.1371/journal.pone.0140989 

② Shore, R., Walsh, L., Azizova, T., Rühm, W. (2017) Risk of Solid Cancer in Low-dose 

and Low Dose Rate Radiation Epidemiological Studies and the Dose Rate 

Effectiveness Factor.  Int J Radiat Biol. 2017 Oct;93(10):1064-1078. 

③ Tran., V., Little, M.P. (2017) Dose and dose rate extrapolation factors for malignant 

and non-malignant health endpoints after exposure to gamma and neutron radiation.  
Radiat Environ Biophys. 2017 Nov;56(4):299-328 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 

日本放射線影響学会 

日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研究 

領域 

一つ選択 

■Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   □Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

放射線防護では等価線量が同一であれば内部/外部の被ばく形態にかかわらず生体

への影響が同一という前提がある。しかしながら、内部被ばくの影響と外部被ばくの影

響とを直接比較した研究は I-131 やRn-222等ごく一部の核種に限られており、福島第

一原子力発電所の汚染水処理で課題となっているトリチウムについては健康影響の

科学的データは十分ではない。トリチウム摂取による内部被ばくの生体影響について

は、過去に高濃度（高線量）での実験によるデータが集められ、RBE も提唱されている

が、対象とするエンドポイントや実験系による差異がある。また、低濃度における影響

に関してはごく限られた実験しかなく、高線量影響からの推測に頼っているのが現状

である。なかでも、トリチウム水は細胞内の水に入り込んで均等分布することから、そ

の生体影響は単純な放射線の外部被ばくとは異なっている可能性も考えられ、この点

を科学的に解明することは、今後の安全規制のあり方を考える上でも重要である。 

本提案課題は、低濃度トリチウムの内部被ばく影響に関する既存の情報を収集整理

するとともに、今後の安全規制に必要な情報の洗い出しを行い、実施可能な研究方法

（実験的アプローチ）の検討を行うものである。調査で得られた疫学的、実験的な知見

に、追加可能なパイロット実験データを加えて整理・解析し、トリチウム水による内部被

ばくに関する現行の放射線防護体系の妥当性を検証するとともに、今後の施策上の

必要情報を整理する。 

加えて、今やトリチウム生体影響研究者が世界的にもほとんどいないという現状があ

るため、実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせて維持可能とすることも本

課題の活動の波及効果として期待するものである。 

 

成果活用

方針 

福島第一原子力発電所の汚染水処理で課題となっている低濃度トリチウム水による

内部被ばくの生体影響について既存の数値データを整理し、客観的に示すことによ

り、科学的な立場からの放射線防護規制のあり方の再検討が可能となる。また、得ら

れた解析結果は関連するステークホルダーとのコミュニケーションにも活用できる。こ

れらにより、トリチウム汚染水処理に関する新たな展開も期待できる。 
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規制に活かすために、研究面以外のボトルネックがあれば、お書きください 

トリチウム水による内部被ばく影響に関する既存の知見の整理と解析は人的措置が

あれば可能となるが、低線量・低線量率放射線の影響評価自体は短期間では解決し

がたい課題でもあるため、解析結果のみを元に規制検討に必要な説明を全て提供す

ることは難しい。そのため、低濃度トリチウム水内部被ばくの生体影響が X 線等による

外部被ばくと同じと見なして良いのか否かに重点をおき、その回答を示すための研究

アプローチのあり方も合わせて検討すること（一部にパイロット実験を含む）が求めら

れる。 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

トリチウム水内部被ばくに関する既存の知見収集と整理。 

H32 

知見の解析の継続とそれ基づく不足情報の提示（随時）。および低濃度トリチウム生

物実験が可能な関連施設の情報収集と整備。 

H33 

知見の整理解析を完了させる。見出された不足情報を解消するために必要な研究ア

プローチの検討。特に、低濃度トリチウム水影響検証に適用可能な研究アプローチの

提案。 

H34 

検討・提案された実験系を用いた低濃度トリチウム水を用いたパイロット実験データの

取得。 

H35 

整理解析された知見とパイロット実験データを合わせた低濃度トリチウム水の生体影

響リスクの比較評価 

背景等 

低濃度トリチウム水の処理は福島第一原子力発電所の汚染水処理における最も重要

な、最後に残された課題の一つである。政治的・社会的解決が強く求められる現状に

おいて、科学的な裏付けの有無は大きな影響を与える可能性が高い。 

また、トリチウム生体影響研究者は世界的にもほとんどいない（日本が中心であり、実

質 10 名も居ない上に大半の研究者は 10 年以内に引退を迎える）という現状もあり、ト

リチウムの取扱い、及び実験ノウハウを含めて研究コミュニティを若返らせる意味でも

本課題が提唱する調査研究と実験的アプローチの検討は重要である。 

 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               ■ 東電福島第一原発事故対応 
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   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   □ 放射線防護人材確保・育成 

 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向等      

研究スケジュ

ール 

知 見 収 集

整理 

 

知見の解析と

不 足 情 報 の

洗い出し 

知 見 解 析 結

果の公表とパ

イ ロ ッ ト 実 験

検討 

パ イ ロ ッ ト 実

験実施 

パ イ ロ ッ ト 実

験 結 果 の 整

理 

研究内容      

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

・実施者に必要な研究者や研究機関の要件（〇〇装置が必要）など 

パイロット実験の必要性が生じた場合には、トリチウム水を用いた生物実験が可能な

施設が共同利用等で利用可能であること。 
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放射線安全規制研究のテーマ提案 

 

提案 

学会 
日本保健物理学会 

優先順位  

提案時期 平成 30 年 1 月 

連絡先  E-mail  

 

研究 

課題 
放射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究 

領域 

一つ選択 

□Ⅰ. 放射線の生物学的影響とリスク  □Ⅱ. 放射線安全利用  

□Ⅲ. 原子力・放射線事故対応      □Ⅳ. 環境放射線と放射性廃棄物 

□Ⅴ. 放射線測定と線量評価   ■Ⅵ. 放射線教育､リスクコミュニケーション 

研究 

内容 

 放射線診療従事者に対して放射線防護意識を高め、医療被ばくの最適化や患者

への被ばく相談に対するコミュニケーション能力を身に付けることのできる教

材、教育手法が求められている。 

 本研究では、医療被ばくの最適化の推進のために必要な情報の収集（現場での

要望や問題点の洗い出しの調査）、先行研究や文献から医療被ばく相談に関する

主要な内容の調査、また被ばく相談に対するポータルサイトを開設することで、

各質問のアクセス件数から、質問者が求める情報を収集し、実践的な医療放射線

防護の教育資料を開発する。教材を基に効果的な教育プログラム内容を検討し、

医療学生や社会人の卒後教育として実施する。 

成果活用

方針 

 効果的な教材や教育プログラムを開発することで、医療系学生のうちから実践

力、コミュニケーション能力を養い、医療被ばくの最適化や被ばく相談、リスコ

ミに対して高い専門性をもって対応できる人材を育成、輩出する。プログラムは

社会人の卒後教育としても活用できるよう対象者に合わせカスタマイズする。医

療系学生に臨床現場と交流しながら医療被ばくについて考える取り組みを実施

することで、放射線防護意識を醸成させ医療被ばくの合理的な規制につなげる。 

 

 

成果内容・

目標期限 

（最長 5 年

間） 

H31 

 文献調査や被ばく相談ポータルサイトにより情報収集し、医療被ばくの最適化、被ば

く相談対する教育資料を作成 

H32 

講義、実習プログラムの提案と試行、学習効果の検証 

H33 

前年度の施行結果からプログラム内容の改善と実践 

H34 

H35 
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背景等 

 医療での放射線利用が普及する中、患者の被ばくに対する関心は強く、放射線を使

用する医療従事者の放射線防護への意識も高まっている。高い専門性と実践能力を

身に付けるには学生からの放射線防護教育が有効であるが、臨床経験のない医療系

学生に診療現場をイメージさせることが困難な中で、被ばく相談への対応に関する明

確なツールがなく、教育機関では放射線防護教育について個々に試行錯誤している。 

また、医療被ばくの最適化のツールとして日本の診断参考レベルが 2015 年に公開さ

れたが、国を挙げての最適化の実行には、現場への普及を図るには、卒後教育によ

る情報の周知や理解が不可欠である。 

当てはまるものがあれば、チェックしてください 

□ 現在の規制では公衆や作業者の安全確保が不十分だから 

□ 現在の規制は合理的ではないから 

□ 科学・技術の開発により、防護の必要性が生じたから 

■ 時事的に優先度が高いから 

   □ 施策動向               □ 東電福島第一原発事故対応 

   □ その他国内外情勢（例：東日本の情勢、オリンピック・パラリンピック開催） 

   ■ 放射線防護人材確保・育成 

ロードマッ

プ 

  H31 H32 H33 H34 H35 

施策動向

等 

 

 

    

研究スケジ

ュール 

(-9 月)文献調

査 、サイ ト作

成 

(10-3 月)サイ

トの分析、並

行し教材作成 

(4-9 月)講義・

実 習 内 容 の

検討 

(10-3 月 ) 講

義・実習の施

行 

講義・実習内

能の改善と試

行 

社 会 人 向 け

講 習 会 の 実

施 

  

研究内容 文 献 調 査 や

被ばく相談ポ

ータルサイト

により情報収

集し、医療被

ば く の 最 適

化、被ばく相

談資料を作成 

講義、実習プ

ログラムの提

案と試行 

アンケート調

査による改善

点の洗い出し 

前 年 度 の 施

行結果からプ

ログラム内容

の改善と実践 

、社会人向け

講 習 会 の 開

催 

  

その他 

研究の実施や規制への活用に必要な情報があればお書きください 

（例） 

 ・教材作成にあたり、関係者での会議が必要 
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3．考察 

 

先述の通り、日本保健物理学会では、「放射線防護研究分野における課題解決型ネ

ットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」事業への取り組みとして、

低線量リスク委員会、実効線量・実用線量委員会、国民線量委員会の、三つのアド

ホック委員会を設立した。 

この内、低線量リスク委員会は、日本放射線影響学会と共同で設置したもので、

提案の 5番目「放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識に関するコンセ

ンサス」・6番目「線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と生物学的

分析からの洞察」・7番目「低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査

研究」のテーマは、両学会から出されたものである。放射線防護及び放射線影響の

両面から重要と思われる現在の課題の中から、低線量リスクの科学的理解と社会的

理解に関するもの、線量率効果係数(DREF)、低濃度トリチウム水による内部被ばく

影響が取り上げられた。 

 実効線量・実用線量委員会からは、4番目の「ICRP/ICRU 新しい線量概念の導入

に係わる課題への対応研究」が出された。これは、ICRP と ICRU が実用量の新しい

概念を提案したことに対応するもので、放射線の規制に直結する重要な課題である。

国民線量委員会から出されたテーマは、「自然放射線・医療被ばくによる線量評価

データベース設計」である。放射線防護を考える上で必須の情報である「国⺠線量」

に対し、線量の平均だけでなく分布を得ることの重要性を鑑みたものである。 

 これらの他、１番目の「放射線被ばくによるがんリスク表現の検討」、8番目の「放

射線診療における実践的な放射線防護教育に関する研究」は、会員から提案された。

前者は、現在のリスク表現が包含する問題点に対し、がん発症の早期化という点か

らの記述というアプローチを取るもので、防護におけるリスクコミュニケーション

への貢献が期待される。後者は、国民が受ける最大の被ばく源である医療放射線の

防護に関し、患者とのリスクコミュニケーションを直接担う医療従事者および医学

生に対する教育により、診断参考レベルの普及も含め、適切な防護の実践を推進す

ることが期待される。2番目の「緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究」

は、理事から提案されたもので、福島第一原発事故の経験を踏まえ、モニタリング

の現状を把握し、標準化や訓練法、データの伝達法などの整備を目指したもので、

実用性の高い成果が期待される。 
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4．参考資料 

別添参照（合同報告会スライド） 
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■放射線被ばくによる発がんリスクの理解は、生物研究者と疫学研究者が
相互理解が進み、教育やリスクコミュニケーションに貢献
■東電福島第一原発事故対応(放射線発がん機構の正しい理解は、避難者の心理
的安定に寄与できる

従来• 行われてきた放射線のがんリスク(誘
発説) は大きな誤りがあったと考える。
その理由は、発がんは多段 階の現象で
ある。
放射• 線は、そのうちのひとつに寄与す るこ
としかできない。
放射• 線は単独ではがんを誘発できす
゙、常に自然に生じている現象と共同し
て頻度を増すのみ(放射線でしか生じな
いようながんは存在しない)。

放射線は単独ではがんを誘発できない
のであ るから、最も矛盾の少ない表現をす
るなら、被ばくがない場合 に生じてい
たと思われるがん発症の年齢が、被ば
くにより何年 か早くなったと考えるのが生
物学的には理にかなっている。

原爆被爆者1. の疫学情報を精査：リスクの表現としてど ういう方法がある
か吟味、異なるリスク評価方法の評価づ けも合わせて行う。

2. がんの部位別リスクをどう表現できるか検討
3. がんの部位別リスクに関する異なるリスク評価方法の評価

	�����


�� ���

���

放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその認識
に関するコンセンサス

放射線安全規制• の基盤となる放射線科学を理解し、放射線科学に基づくリスク評
価と放射線防護との関係をわかり易く解説したレポートとして広く活用できる
放射• 線安全規制に従事する担当者から、リスコミに関係するすべてのステークホ
ルダーに必要な放射線科学の知見を整理し、放射線に対する認識を共有できる

%�'�
�	!*���• 8��(��)
�7�#45:&�6�2:�,/�9.31
48�05$�"5�-

• 多くの書籍やレポートが出版されているが、
最新の放射線科学の知見を含めて、放射線
安全規制の観点からまとめた専門家のコン
センサスレポートは存在しない。
政府• がリスコミ用に作成した資料の多くは
考え方やその背景となる科学的データの意
義や制約までは記載されていない。

�����

�� 	
��

放射線安全規制• を進めていく上で、その基盤と
なっている放射線科学の現状をわかり易く解説
したレポート作成
低線量• リスクの放射線安全規制の基盤となる放
射線疫学から放射線生物の現状認識、さらに
あ、社会的背景にまで関連して、これらの知見
が放射線安全規制にどのように繋がっているの
か、放射線科学の専門分野を超えてコンセンサ
スづくりを行う

��(�+��4��� ��7������
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線量率効果係数(DREF)推定に必要なデータベース整備と
生物学的分析からの洞察

低線量放射線• リスクの評価方法についてブラックボックスとなりかねない部分を
明確にし、低線量放射線リスク評価の限界と不確かさのその所在を明らかにする
ことで、国民の放射線リスクの理解の向上がひろく期待できる
線量・線量率効果係数• (DDREF)の評価において、数値のみでなく、生物学的視点
に重きを置いたアプローチによって国際的な貢献ができる。

ＩＣＲＰ• は、2007年勧告においてＤＤＲＥ
Ｆ＝２を引き続き採用する見解を示した
が、現在タスクグループＴＧ91がＤＤＲＥ
Ｆの在り方に関連する議論を進めている。
ＴＧ９１• メンバーが関与したＤＤＲＥＦに
関する論文は、将来的なＤＤＲＥＦの取り
決めにおいて重視される可能性があるが、
ここ数年は、多量の生物学的データを用い
て複雑な統計解析手法を適用した研究が主
流 。
生物• と疫学のギャップが促進するばかり

����	

��� 
���

エンドポイント• でみた線量率効果とのギャップ
がどこに起因するのか、対象となるデータと使
用する解析モデルを生物学、疫学、統計学等の
視点から検討することでDDREF推定の不確か
さの所在と問題点を明らかにする。
DDREF• の評価に繋がる論文とデータ収集、再
解析による分析と生物課題の探索
生物• 研究者とモデル研究者の合同討議による
DDREFの評価の不確かさ分析

�	�
�����������������

低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関する調査研
究

福島第一原子力発電所• の汚染水処理で課題となっている低濃度トリチウム水によ
る内部被ばくの生体影響について既存の数値データを整理し、客観的に示すこと
により、科学的な立場からの放射線防護規制のあり方の再検討が可能となる。

• 得られた解析結果は関連するステークホルダーとのコミュニケーションにも活用
できる

低濃度• トリチウム水の処理は福島第一原子
力発電所の汚染水処理における最も重要な
課題
トリチウム• 生体影響研究者は世界的にもほ
とんどいない
トリチウム• の取扱い、及び実験ノウハウを
含めて研究コミュニティを若返らせる意味で
も本課題が提唱する調査研究と実験的アプ
ローチの検討は重要

����	

��� 
���

低濃度• トリチウムの内部被ばく影響に関する既
存の情報を収集整理するとともに、今後の安全
規制に必要な情報の洗い出しを行い、実施可能
な研究方法（実験的アプローチ）の検討を行う
調査• で得られた疫学的、実験的な知見に、追加
可能なパイロット実験データを加えて整理・解
析し、トリチウム水による内部被ばくに関する
現行の放射線防護体系の妥当性を検証するとと
もに、今後の施策上の必要情報を整理する�

�	�
�����������������
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緊急時モニタリング体制の整備に関する調査研究

背景・喫緊性
福島事故• の教訓を反映した我が国の緊急時モニタリング体制の整備
放射性• ヨウ素の化学型ごとのモニタリングが必要か
緊急時• モニタリング情報の迅速でわかり易い伝達が求められる

研究内容
世界• の緊急時モニタリング体制の現状調査
環境• モニタリング、個人モニタリング、体内汚染モニタリングの標準化
モニタリング• 要員の訓練法
モニタリングデータ• のインターネットによる伝達の仕組み
緊急時• モニタリング体制を日常的に質を維持するための検討

成果の活用
• 事故やテロへの備えた効果的かつ統合的なモニタリング体制の強化
• 福島事故の教訓を生かした緊急時モニタリング体制のアジア諸国への展開
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平成２９年度放射線安全規制研究戦略的推進事業（放射線防護分野における課題解決型ネ

ットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業「緊急時放射線防護に関す

る検討」 

成果報告書 

1. 事業目的

原子力規制委員会(以下「委員会」という。)は原子力に対する確かな規制を通じて人と

環境を守ることを使命としており、委員会が平成 24年 9月に設置されて以来、課題に応じ

た安全研究を実施し科学的知見を蓄積してきた。平成 28年 7月 6日には「原子力規制委員

会における安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線防護分野に対しても調

に対しても調査研究活動の推進をしているところ。 

こうした状況を踏まえ、放射線源規制・放射線防護による安全確保のための調査研究を

体系的かつ戦略的に実施するために放射線安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネット

ワーク形成推進事業を実施する。 

本事業では、原子力規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決につ

ながるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基盤の強

化を図り、得られた成果を最新の知見の国内制度への取入れや規制行政の改善につなげる

ことで研究と行政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射線源規制・放射

線防護による安全確保を最新・最善のものにすることを目指す。 

2. 事業内容

本事業の受託者である日本原子力開発機構（以下受託者）は規制事業を支える放射線防

護に関する調査研究を効果的に推進することに寄与するような関連機関・専門家によるネ

ットワークを構築するために、下記(1)(2)の事業を実施した。また、受託者は事業の実施

結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会で報告し、評価を受けた。研究の実施

に当たっては原子力規制庁が指定するプロジェクトオフィサーの指示に従った。 

(1)緊急時放射線防護に関する検討 

① 緊急時放射線防護ネットワーク構築

研究機関や関連学会に所属する防災計画、環境モニタリング、放射線管理、放射線(線量)

計測、線量評価等の様々な分野の研究者、技術者、国又は自治体の防災関係者、原子力事

業者等で構成されたネットワークを構築するとともに、緊急時対応のために量子科学技術

研究開発機構内に設置されている「物理学的線量評価ネットワーク会議」と連携し、実践

的な人的基盤を形成した。具体的には、関係機関における緊急事態に対応する人材確保の

状況(専門分野、人数、所属先等)や教育研究機関における人材育成の現状等をアンケート

付属資料7
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調査等により把握し、人材確保・育成における課題に関する共通的な認識を形成した。 

② 文献調査と対応方針の作成 

放射線緊急事態に関する国際的な安全基準及び手引き、東電福島第一原子力発電所事故

の経験からの教訓をまとめた文献等を調査し、人材育成や人材確保の観点からわが国が抱

える課題を抽出・整理する。その上で、わが国の実態に即した適切な人材育成計画、維持

管理の在り方等について老察し、考え方・対応方針をまとめた。検討に当たっては、①で

構築したネットワークから専門家を招集し検討会を開催した。 

 

3. 事業報告 

研究機関や関連学会に所属する防災計画、環境モニタリング、放射線管理、放射線(線量)

計測、線量評価等の様々な分野の研究者、技術者、国又は自治体の防災関係者、原子力事

業者等で構成されたネットワークの構築に向けて、日本原子力研究開発機構原子力緊急時

支援研修センターの指名専門家や日本原子力研究開発機構の茨城県内の各拠点の放射線管

理部の放射線管理員及び量子科学技術研究開発機構の専門家並びに同機構内に設置されて

いる「物理学的線量評価ネットワーク会議」等と連携し、実践的な人的基盤を形作ること

を目指して、関係機関における緊急時対応人材確保の状況、教育研究機関における人材育

成の現状等の把握、人材確保・育成における課題に関する共通的な認識、文献調査、対応

方針の作成を行った。 

 

3.1関係機関における緊急事態対応人材確保の状況 

(1)日本原子力研究開発機構 

 日本原子力研究開発機構は災害対策基本法、武力攻撃事態対処法に基づく指定公共機関

に指定されており、原子力災害時等には関係行政機関や地方公共団体の要請に応じて人

的・技術的支援を行うこととしており、その支援活動計画については原子力機構の防災業

務計画及び国民保護業務計画に定めている。 

 実際の原子力機構における災害支援体制は、茨城県ひたちなか市に拠点をもつ原子力支

援研修センター（NEAT）が窓口となる。ここで外部からの要請を受けた NEATは、原子力機

構に対策本部を設置し、必要に応じて原子力機構内各拠点にも支援組織が設置する。これ

らの組織から事故の進展状況に応じて指名専門家やその他の支援のための要員が派遣され

る。NEATにあらかじめ登録されている専門知識を有する対応要員（指名専門家）は 2017年

６月の時点で 129名であり、その内、環境モニタリング、環境影響評価、被ばく線量評価、

放射線管理の専門家は 93名である。これらの放射線防護関連の専門家は各研究部門や原子

力科学研究所や核燃料サイクル工学研究所等の拠点の管理や研究に従事しており、定期的

な教育訓練や原子力防災訓練等に参加し緊急時の対応スキルを維持しているものの、緊急

時放射線防護に関する他機関における取組状況や最新の技術的情報などを入手し、専門性

を向上させる機会には限りがある。この他に、各拠点には放射線管理を担当する職員が配
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置されているが、それらの職員は自組織の緊急時対応に特化した教育訓練が中心となって

おり同様に専門性を向上させる機会には限りがある。 

 

放射線防護分野の原子力緊急時支援・研修センター指名専門家数（2017.6） 

環境モニタリング 環境影響評価 個人被ばく評価 放射線管理 合計 

20 18 12 43 93 

 

(2)量子科学技術研究開発機構 

量研機構は、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の中長期目標を達成するための

計画（平成 28 年 4 月 1 日～平成 35 年 3 月 31 日）の中で公的研究機関として担うべき

機能として原子力災害対策・放射線防護等における中核機関としての機能を掲げ、災害対

策基本法及び武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び

国民の安全の確保に関する法律に基づく指定公共機関及び原子力規制委員会の原子力災害

対策・放射線防護のニーズに応える技術支援機関として、関係行政機関や地方公共団体か

らの要請に応じて、原子力事故時等における各拠点からの機材の提供や、専門的な人的・

技術的支援を行うため、組織体制の整備及び専門的・技術的な水準の向上を図ることとし

ている。 

 量研機構は、この中期計画に基づき災害支援体制を整えており、本部には、放射線緊急

時支援センターが置かれ、国内外での放射線被ばくや、放射性物質による汚染事故などが

起きたとき、緊急被ばく医療支援チーム REMAT(Radiation Emergency Medical Assistance 

Team)が現場に派遣されて初期医療を支援することとしている。REMAT は被ばく医療を専門

とする医師、看護師、線量評価及び放射線防護要員などから構成されている。この他、放

射線医学総合研究所には、技術安全部、計測・線量評価部、放射線影響研究部、放射線障

害治療研究部、福島再生支援本部、被ばく医療センター、放射線防護情報統合センター等

緊急時放射線防護に関連する管理、研究、事業を展開する部署があり、緊急時放射線防護

の中心拠点となっている。この他量研機構には、量子ビーム科学研究部門に高崎量子応用

研究所、関西光化学研究所の２つの研究拠点、核融合エネルギー研究開発部門に那珂核融

合研究所、六ケ所核融合研究所の２つの研究拠点、合計４つの研究拠点があり、それぞれ

の拠点において放射線管理区域の管理を行う放射線防護関連の管理組織を擁している。 

 

3.2教育研究機関における人材育成の現状等の把握 

 教育研究機関における放射線防護関連分野の研究者、技術者数及び人材育成の現状につ

いて現状を把握するため、メールによる問い合わせおよび公開 HPの情報に基づき、東北大

学、東京大学の状況について調査した。 

(1)東北大学 
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 東北大学においては、サイクロトロンや放射性同位元素(RI)の利用、RI の安全取扱いの

全学的な教育・訓練等を行うための学内共同教育研究施設としてサイクロトロン・ラジオ

アイソトープセンターが設置されている。また、東日本大震災を契機として、放射線災害

を含む災害対策に関する研究に取り組む組織として災害科学国際研究所、放射能災害再生

工学研究センターが設置されている。 

① サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 

東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンターは、サイクロトロンの多目的利

用、各部局では取扱い困難な高レベルＲＩやサイクロトロン生成短寿命 RIの利用、RI安全

取扱いの全学的な教育・訓練などを行うために昭和 52年度に設立された学内共同教育研究

施設であり、センター長の下に加速器研究部、測定器研究部、核薬学研究部、サイクロト

ロン核医学研究部、放射線管理研究部、高齢者高次脳医学寄付研究部門の６つの研究部を

擁している。このうち放射線管理研究部には 4 名の教職員が在籍している。自組織の災害

訓練は年に一度実施しているものの放射線緊急事態の支援のための訓練は実施していない。

また放射線管理関連の動きとしては放射線障害防止法の改正により、緊急時対応や全学的

な放射線安全管理が求められており、今後は、N災害に対する全学的な取り組みを行ってい

く予定としている。 

② 災害科学国際研究所（http://irides.tohoku.ac.jp/） 

災害科学国際研究所は、「実践的防災学」の創成をミッションとして下記のような中長期的

な活動目標に掲げ活動している。 

1.地球規模の自然災害発生とその波及機構の解明 

2.東日本大震災の被害実態と教訓に基づく防災・減災技術の再構築 

3.被災地支援学の創成と歴史的視点での災害サイクル・復興の再評価 

4.地域・都市における耐災害性能の向上とその重層化 

5.広域巨大災害対応型医学・医療の確立 

6.新たな防災・減災社会のデザインと災害教訓の語り継ぎ 

災害科学国際研究所は、災害リスク研究部門、人間社会対応研究部門、地域・都市再生研

究部門、災害理学研究部門、災害医学研究部門、情報管理・社会連携部門、寄付研究部門

の７部門を擁し、そのうち放射線防護に関連する分野の研究活動を展開するのは地域・都

市再生研究部門の除染科学研究分野、災害医学研究部門の災害放射線医学分野と考えられ

る。 

これらの分野の人員は、HPで公開している教員数として下記のとおりである。 

 

東北大学災害科学国際研究所における緊急時放射線防護ネットワークに関連する可能性の

ある分野の教職員（教授、准教授、助教）数 

（災害科学国際研究所 HP 2017.2.24閲覧） 

地域・都市再生研究部門の 災害医学研究部門の災害放 合計 
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除染科学研究分野 射線医学分野 

１ ３ ４ 

 

③ 放射能災害再生工学研究センター http://web.tohoku.ac.jp/reer/ 

放射能災害再生工学研究センターは、 (旧)生活環境早期復旧技術研究センターの事業を

継承し、工学的見地に基づき放射能災害からの再生を目指した研究開発を進める組織とし

て、東京電力福島第一原子力発電所事故からの放射性物質によって汚染された生活環境を

復旧するために、 

１．汚染土壌からの放射性セシウムの抽出・濃縮に関する新たな除染技術 

２．除染で回収した放射性物質の有効利用技術、無放射能農作物の栽培方法、 

３．迅速汚染検査用大口径ガンマ線検出技術 

の開発に取り組むとしている。 

同センターの人員は、HPで公開している教員数は５名である。 

 

上記の他に、研究・教育・社会貢献等に戦略的かつ組織的に取り組み、その成果を発信・

実践するための組織と位置づけた東北大学災害復興新生研究機構を設立しており、原子炉

廃止措置・環境修復プロジェクトを含む８のプロジェクト等の取り組みを展開している。 

 

（1） 東京大学 

東京大学においては、環境安全本部、東京大学アイソトープ総合センターが放射線管理、

放射線防護に関連する活動を行っている。 

① 東京大学アイソトープ総合センター(http://www.ric.u-tokyo.ac.jp/) 

東京大学アイソトープ総合センターにおいてアイソトープ（同位元素）にかかわる先端

的な研究開発並びに放射線災害地域に対する支援、学内及び学外の放射線取扱者の教育訓

練が行われている。 

 東京大学アイソトープ総合センターにおける放射線管理分野研究・実務は、教授２名、

助教２名、技術専門員等５名、特任研究員３名の合計 11名で担当している。 

 また、放射線緊急事態（原子力防災含む）訓練／教育への参加では、「原子力規制人材育

成事業「大学等放射線施設による緊急モニタリングプラットフォーム構築のための教育研

究プログラム」（代表者 長崎大学、松田教授）」に参加している。 

 

② 環境安全本部（http://kankyoanzen.adm.u-tokyo.ac.jp/index.html） 

環境安全本部においては、放射線管理部があり、学内の労働安全衛生に関する状況把握、

全学的に必要な通知・啓発、所属構成員(教職員､学生等)への教育、また関係官庁との対応

が行なわれている。また、各部局には放射線管理室が設置されており、管理と研究を行っ

ている。 
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3.3 人材確保・育成における課題に関する共通的な認識 

我が国の大学及び研究開発機関及び放射線災害等に対処する指定公共機関や放射線利用

を行う事業者などにおいて、施設維持のための安全管理を担当する職員は一定の要員が確

保されていると考えられるが、多くの場合施設等に分散して配置されている等を背景とし

てその実数及び育成の状況は明確ではない。今後調査対象範囲を拡大するなどして網羅的

にその実態を明らかにする必要があるが、緊急時への適切な対処を行うために必要な緊急

時放射線の防護に精通した要員の確保と育成については、以下のような課題があると考え

られる。 

① キャパシティの把握 

どの組織においても、放射線防護に関係する管理や研究等の業務に専従している

要員には限りがある。緊急時にはこれらの要員が組織的に活躍する仕組みが必要で

あり、広域の災害にどこまで対応できるのか網羅的に把握する必要がある。人材リ

ストの整備、維持管理が必要である。 

② 関係機関の連携 

限られた人材を活用するため、関係機関がそれぞれの強みを発揮できるよう日頃

から相互補完の関係を構築する必要がある。 

③ 適材適所 

災害対応の責任組織が有事に直面する放射線防護上の課題は多岐にわたるため、

迅速かつ適切に専門的な助言や支援を行う仕組みがあれば有益であると考えられる。 

④ 要員の力量付与 

 所属する組織で必要とする知識、技術に加えて、放射線緊急事態に適切に対応す

るための系統的、統一的な教育、訓練に参加しておくことが重要である。災害対応

にあたる自治体職員、防災業務従事者向けの教育訓練プログラムの整備は進んでい

るが、緊急時放射線防護を災害現場に展開するにあたって専門家として支援を行う

研究者、技術者のための教育プログラムが必要である。 

  

3.4 文献調査 

放射線緊急事態に関する国際的な安全基準及び手引き、東電福島第一原子力発電所事故

の経験からの教訓をまとめた文献等を調査し、人材育成や人材確保の観点からわが国が抱

える課題を抽出・整理した。 

 

CDC; Population Monitoring in Radiation Emergencies, A Guide for State and Local 

Public  Health Planners 2nd Ed.（2014） 

 

文献調査の要約 
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この計画指針は、核テロを含む放射線災害発生時に展開する、多数の住民を対象とする

集団モニタリング（Population Monitoring）に関する公衆衛生計画担当者向けの手引きと

なっている。本計画指針は集団モニタリングの定義や目的の他、計画立案の要点を最初の

数時間及び 2 日目以降に分けて解説しており、線量評価やラボの能力、心理学的な問題、

被災者登録、線量再構築、訓練、コミュニケーションなど多岐にわたり要点が的確にまと

められている。 

放射線緊急事態における集団モニタリングは、放射性物質からの汚染あるいは放射線に

被ばくした全住民を測定、検査、特定するための活動に焦点を当てている。また、大規模

な放射線事故によって、住居を奪われた人々への除染スクリーニング及び除染サービスを

提供するための地域受入センター（CRCs）を設立する概念についても述べている。CRCs は

被ばく、汚染、そして除染の必要性を評価するとともに、それらの追跡モニタリング、医

学的評価、あるいは必要であれば、医学的管理を行う人々を登録するために設置された。  

本活動の進捗を計画遂行する際には、公衆衛生計画担当者はコミュニティの大きさと人

口の特徴（年齢分布、健康状態、多様性、移動性、人口密度など）を考慮し、地域的に利

用可能である全ての潜在的な資源を探求し、検討すべきである。集団モニタリングを行う

ために、連邦対応者から要求される援助だけでなく、隣の管轄区との協定を通して利用可

能な資源を考慮すべきである。 

 また集団モニタリングはこれまで、内科医、保健物理士、救急サービス要員、心理カウ

ンセラー、環境科学者そして放射線に関連する治療、モニタリング、リスク評価を行う国

際的な専門家を含んだ多数の機関のワーキンググループからの援助をもって開発されてき

た。CDCは、この計画指針に含まれる情報が正確で、確かな放射線防護及び評価方法、政策

そして実践と調和する情報かどうかを確かめるために、あらゆる努力を行ってきた。 

 

上記の文献調査の結果、対象地域に適合した集団モニタリングを迅速かつ正確に行うため

には人材育成及び人材確保の観点から以下の点が重要となる。 

〇様々な専門家とのネットワークを構築し、対象地域に適したモニタリング計画立案

を実践すること。その際に、緊急時対応者は地域環境特有の評価を基礎に遵守すべ

き指示を明確にしておく必要がある。 

〇公衆衛生準備計画を試験するために、放射線緊急時に備えた定期的な教育訓練の実

施することで、関係者のスキルの向上と緊急時対応計画の更なる改善を図る。 

〇放射線緊急時において、放射線に関する情報を発信する際に、放射線の専門的知識

を持つだけでなく、適任とする公衆衛生に関するメディアとのネットワークを構築す

るとともに、説明する代表者はメディア発表及びインタビューをする際に前もって対

応者を同定し、訓練することが重要である。 
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OECD/NEA TOWARDS AN ALL-HAZARDS APPROACH TO EMERGENCY PREPAREDNESS AND RESPONSE, 

No. 7308,(2018) Chapter 7. Integrating lessons learnt from nuclear and non-nuclear 

events in national emergency plans: Japan’s experience1 

OECD/NEA 緊急時の準備と対応に対するオールハザードアプローチに向けて 

核・非核事象から学んだ教訓の国家緊急計画への組み込み：日本の経験 1 

文献調査の要約 

防災基本計画改正（2014 年 1 月）の概要等をまとめている。福島第一原子力発電所の事故

の経験を踏まえて原子力災害への対策強化が図られている。この結果、緊急事態の区分の

設定が行われ、発災時の原子力施設の状況に応じての警戒事態、施設敷地緊急事態、全面

緊急事態等の設定、住民防護措置、モニタリング等、実施すべき措置が規定された。また、

運用上の介入レベル（OIL）の設定が行われ、空間線量率等に応じて運用上の介入レベル（OIL）

の設定、ならびに避難，一時移転等の緊急事態応急対策の実施が行われることとなった。

さらに、緊急時モニタリング体制が見直され、国、地方公共団体、原子力事業者が連携し

た緊急時モニタリングセンターの立ち上げ、緊急時モニタリングの実施が行われることと

なった。さらに、安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備として、安定ヨウ素剤の緊急時の服

用に係る体制や事前配布等の必要な措置の整備が行われることとなった。 

また避難・救護から学んだ教訓の採用に関する事項としては、以下の通りである。 

2011 年 3 月に東日本大震災が発生した際、差し迫った災害の危険から避難するために逃

げ込むことのできる「緊急避難場所」と災害後に避難者が一定期間留まり生活することの

できる「避難場所」、あるいは保護施設の違いが、必ずしも、明確化されていなかった。さ

らに、避難場所はであるが、意図する自然災害の種類に応じた指定がされていなかった。

そのため、一部の人は自身の直後にこれらの避難場所へ逃げ込み、施設と共に津波にのみ

込まれる結果となってしまった。これは、被害拡大の一要因である。これらを教訓として

2013年 6月に災害対策基本法が改正され、「指定緊急避難場所」と「指定避難所」の区別に

関する新しい規定が加えられた。この他、避難時に援助を必要とする住人向けの対策、避

難所における良好な生活環境の確保などに係る対策が講じられることとなった。 

 

図 7.5. 防災基本計画改正（2014年 1月）の概要 

大規模災害への対策強化 

1.防災の基本理念の明確化 

·被害の最小化と被害の迅速な回復を図る「減

災」の考え方の明示 

·国・地方公共団体・事業者・住民等各主体が一

体となっての防災対策の推進等 

2.大規模広域災害に対する即応力強化 

·災害緊急事態の布告時における対処基本方針

の作成に伴う、政府一体としての災害応急対策

の推進、国の経済秩序の維持 

·地方公共団体の機能が著しく低下した場合の

原子力災害への対策強化 

1. 原子力災害対策重点区域における防護措置

の実施 

·予防的防護措置を準備する区域（PAZ）、緊急的

防護措置を準備する区域（UPZ）における避難準

備、屋内退避、避難等防護措置の実施 

2. 緊急事態の区分の設定 

·発災時の原子力施設の状況に応じての警戒事

態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態等の設定、

住民防護措置、モニタリング等、実施すべき措

置の規定 

8



国による支援、応急措置の代行による支援体制

の強化 

3. 住民等の円滑かつ安全な避難の確保 

·指定緊急避難場所の指定による緊急時におけ

る住民等の安全の確保 

·避難行動要支援者名簿の作成・活用による高齢

者、障害者等の避難行動要支援 者の適切な避難

誘導、安否確認の実施体制の整備 

4. 被災者保護対策の改善 

·指定避難所の指定による被災者が一定期間滞

在する避難所の環境整備 

·罹災証明書の交付による被害の程度に応じた

適切な支援の実施 

·被災者台帳の作成による被災者支援の総合的

で効率的な実施 

5. 平素からの防災への取組の強化 

·災害応急対策等に係る業務を行う企業と国・地

方公共団体との協定締結の促進 

·地区防災計画の作成、住民・事業者による共同

防災訓練の実施等、地区内の防災活動の推進 

6. 大規模災害からの円滑かつ迅速な復興 

·復興の基本理念（住民の意向を尊重、地方公共

団体の主体的取組を国が支援）の明確化 

·国の設置する復興本部による施策の推進・総合

調整 

·市町村の作成する復興計画に基づく計画的な

復興 

3. 運用上の介入レベル（OIL）の設定 

·空間線量率等に応じて運用上の介入レベル

（OIL）の設定、ならびに避難，一時移転等の緊

急事態応急対策の実施 

4. 緊急時モニタリング体制の見直し 

·国、地方公共団体、原子力事業者が連携した緊

急時モニタリングセンターの立ち上げ、緊急時

モニタリングの実施 

5. 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

·安定ヨウ素剤の緊急時の服用に係る体制や事

前配布等の必要な措置の整備 

構造の見直し等 

1. 各災害に共通する対策の整理 

·各災害に共通する事項をまとめ、第 2編「各災

害に共通する対策編」として個別災害対策編の

冒頭に移動させる 

2. 防災業務計画及び地域防災計画において重

点を置くべき事項の見直し 

·東日本大震災以降の最近の防災対策の検討を

踏まえ、当面、特に重点を置くべき点を明確化

し、第１編に移動させる 

3. 最近の災害の教訓を踏まえた見直し 

·避難勧告の判断基準の明確化、外国人旅行者等

の避難誘導体制の構築 

 

上記の文献調査の結果、人材育成や人材確保の観点からは、防災基本計画の改定により原

子力災害対策の強化が図られた結果、災害現場においては以下のような事項について的確

な判断と適切な実施を展開できる人材の確保が重要であると考えられる。 

〇新たに設定された OILの適切な運用 

〇緊急時環境モニタリングの実施と住民防護措置へのフィードバック 

〇原子力施設の緊急事態区分に応じた適切な住民防護措置の展開 

〇避難時に援助を必要とする住人向けの対策など様々な状況への適切な対処 

 

3.5 対応方針の作成 

（1） 緊急時放射線防護ネットワークの設置 

  課題解決型のネットワークとして緊急時放射線防護ネットワークを設置、運営する。 

〇運営主体： 日本原子力研究開発機構（JAEA)  

〇構成員：JAEA、量研機構、大学、研究所、原子力事業所、自治体等に所属職員等

で、各自の専門分野に応じて分野別に設置されるサブ Grに所属する。 

   〇サブ Gr：被ばく線量評価、環境モニタリング、放射線管理、放射線(線量)計測、

線量評価等 

① ネットワークの制度設計 

具体化にあたって、緊急時放射線防護ネットワーク検討 Grにおいてネットワークの
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運営に関する制度設計を実施する。緊急時放射線防護ネットワーク検討 Gr はサブ Gr

のコアとなるメンバーを関係学会からの推薦等により選定する。ネットワークのイメ

ージは制度設計の中で明らかにしていくが、自律的かつ継続的に発展する仕組みとす

る。 

目標：シーズ、ニーズがマッチしたネットワークサブグループの設定とＧｒの運営主

体の設定。ネットワーク構成員のリストの整備。人材の確保、育成が図られるような

教育的な事業の取り組み及びネットワークとして取り組むべき技術的な課題の設定と

その解決に向けた活動計画案を策定する。発展的に持続可能な仕組み、既存のネット

ワークとの連携について提案を行う。 

② サブネットワークの設置と運営開始（H29年度～H31年度）

上記①で検討した活動計画をたたき台としてサブネットワークで具体的な活動計画

を策定し、活動を開始する。 

目標： 複数のサブネットワークの活動の開始、活動計画の具体化 

③ ネットワークの継続的運営（４年目以降）

ネットワークの継続的運営と発展 

目標： 人材育成事業の推進と技術的課題に関する解決案の創出 

4. まとめ

（1） 緊急時放射線防護 NW構築 

JAEAを運営主体とし、JAEA、量研、原安協、大学、日本保健物理学会、日本放射線安全管

理学会、日本放射線事故・災害医学会、自治体、原子力事業所等で構成された緊急時放射

線防護検討ネットワークの構築に向けて、原子力機構及び量研機構の関係者による「NW 検

討グループ」を設置し検討会を開催した。グループでは、関係機関にアンケート調査等を

実施して人材の確保と状況や課題の把握を行った。本 NWの場合、構成員が全体で 200名程

度の規模になることや緊急事態下で適材適所の人材配置が求められることから、人材リス

トの整備に着手し、広域災害時に対応できる要員のキャパシティの把握を行っている。 

（2） 文献調査と対応方針の作成 

米国疾病予防管理センターが作成した「放射線災害時の多数の住民を対象とする放射線

モニタリング：国や地方の公衆衛生計画対象者向けの手引書 第 2 版（2014）」を参考に、

今後の人材育成の要点や課題を整理した。また OECD-NEAは「緊急事態への備えと対応への

全面的な危機へのアプローチ」（2018）」を参考に、緊急計画と準備に関するグッドプラク

ティスの特定などを進めた。 

上記の結果に基づき、緊急時放射線防護検討ネットワークの整備を進める。 
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日本原子力研究開発機構

核燃料サイクル工学研究所

百瀬琢麿

緊急時対応人材ネットワークの活動報告

1

緊急時対応人材の育成、確保について

問題意識

万一の放射線緊急事態・原子力災害発生時
に、教育研究機関、原子力事業所等の放射線
防護分野の研究者／技術者、放射線管理員が、
その専門性を生かして適材適所で活躍するた
めには平常時からどのような活動が必要か？

関係者で問題意識を共有し、改善に向けた活
動を提案、実践していく。

2



ＪＡＥＡの緊急時の指定公共機関活動体制

専任者（約50名）
（支援・研修センター職員）

センター長
総括班（当直含む）
運営班
福井支所

指名専門家（約120名）
平常時はそれぞれの研究所等で
研究開発、技術開発に従事する
専門家を予め指名

【８専門分野】
・ 環境モニタリング
・ 環境影響評価
・ 被ばく線量評価
・ 放射線管理
・ 臨界・遮へい安全評価
・ 輸送安全
・ 核燃料工学
・ 原子炉工学

原子力規制庁緊急時対応センター（ERC）、
現地オフサイトセンター、現地緊急時モニタリング等

派遣

招集

参集

要請

国
（原
子
力
規
制
庁
）

地
方
公
共
団
体

連絡

日本原子力研究開発機構

3

緊急時放射線防護を担う人材育成の課題

 原子力支援研修センターを窓口として登録している
指名専門家は約１２０名。うち、環境モニタリング、
環境影響評価、被ばく線量評価、放射線管理の専
門家は約80名（平成２８年度）。

 上記職員は各部門、拠点の研究管理業務に従事し
ており、定期的な教育訓練や原子力防災訓練等に
参加し対応スキルを維持しているものの、緊急時の
防災対策の最適化など専門性の向上に役立つ研
究開発活動に主体的に取り組むには限界がある。

 指名専門家以外の各拠点の放射線管理員等は自
組織の緊急時対応に特化した教育訓練が中心。
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何が課題なのか？（放射線防護関連分野）

キャパシティの把握の問題

 どの組織においても、放射線防護に関係する管理や研究等
の業務に専従している要員には限りがある。広域の災害にど
こまで対応できるのか必ずしも明らかではない。少なくとも人
材リストの維持管理は必要。

関係機関の連携の問題

 限られた人材を活用するため、関係機関がそれぞれの強み
を発揮できるよう相互補完の関係を構築する必要がある。

適材適所の問題

 災害対応の責任組織が有事に直面する放射線防護上の課
題は多岐にわたるため、迅速かつ適切に専門的な助言や支
援を行う仕組みがあれば有益。

5

緊急時放射線防護ネットワークの構築

 アンブレラ型プラットフォームの課題解決型ネットワークとして
「緊急時放射線防護ネットワーク」を設置
 運営主体： 日本原子力研究開発機構（JAEA)
 ネットワーク検討Ｇｒを準備中

 構成員：JAEA、量研機構、大学、研究所、学会、原子力事業所、自治体

 第１段階（１～３年） ： ネットワークの設計と運営開始
① 現状調査

目標： アンケート等により関係機関における緊急事態対応における人
材の確保の状況や課題を把握。

② ネットワークの制度設計と立ち上げ
目標： シーズ、ニーズがマッチしたネットワークサブグループの設定と
Ｇｒの運営主体の設定。ネットワーク構成員のリストの整備。人材の確保
、育成を含む発展的に持続可能な仕組みを提案。既存のネットワークと
の連携及び新設するネットワークの立ち上げ。

③ ネットワークの運営
目標： 人材育成事業の推進と技術的課題に関する解決案の創出

 第２段階（４年目以降） ： ネットワークの継続的運営と発展
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緊急時対応人材ネットワークのイメージ（案）

JAEA各部門 ＱＳＴ 大学等

原子力事業所

防災対応機関 指定公共機関

民間研究所等自治体研究所

自治体

メーカ等

海外研究機関

放射線計測Gr

環境モニタリングGr放射線管理Gr 個人線量評価Gr

環境影響評価Gr ・・・Gr

所属機関

緊急時対応

人材ＮＷ

緊急時対応
組織

参加

既存ネットワーク

（物理学的

線量評価ＮＷ等）

連携

リスク

コミュニケーションGr

課題解決

ニーズ提示

参加

7

緊急時対応人材ネットワーク検討グループ

 準備中（２月活動開始予定）

 参加機関(調整中）

 日本原子力研究開発機構、量⼦科学技術研究開発機構、
原⼦⼒安全研究協会、東京⼤学、弘前大学、東北大学、長
崎大学、広島大学、福島県立医大、日本保健物理学会、日
本放射線安全管理学会、日本放射線事故・災害医学会、自
治体、原子力事業所等

 活動計画
1年目 2年目 3年目 4年目以降～

検討Ｇｒ：現状調査→NW制度設計→評価と改善

ＮＷ： ＮＷ立上げ→人材育成課題検討→技術的課題検討

Ｇｒ運営活動の継続的実施8



参考資料
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Population Monitoring in Radiation Emergencies

CDC; Population Monitoring in Radiation 
Emergencies, A Guide for State and Local 

Public  Health Planners 2nd Ed.（2014）

核テロを含む放射線災害発生時に展開する、多数の住民を対
象とする放射線モニタリング（Population Monitoring）に関する
公衆衛生計画担当者向けの手引き

 Population monitoringの定義や目的の
他、計画立案の要点を最初の数時間
及び2日目以降に分けて解説。線量評
価やラボの能力、心理学的な問題、被
災者登録、線量再構築、訓練、コミュニ
ケーションなど多岐にわたり要点が的
確にまとめられている。避難所のフロー
チャート、訓練用の教材なども収録。
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平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費
（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワーク
とアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業 

「職業被ばくの最適化推進に関する検討」 
成果報告書 

平成 30 年 2 月 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 
原子力科学研究部門原子力科学研究所 

放射線管理部 

付属資料8
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1. 事業名 
平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の一部
「職業被ばくの最適化推進に関する検討」 
 
2. 事業全体の目的 
原子力規制委員会（以下「委員会」という。）は原子力に対する確かな規制を通じて

人と環境を守ることを使命としており、委員会が平成 24 年 9 月に設置されて依頼、
課題に応じた安全研究を実施し科学的知見を蓄積してきた。平成 28 年 7 月 6 日には
「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線
防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するために放射線
安全規制研究推進事業、放射線防護研究ネットワーク形成推進事業を実施する。 
本事業では、原子力規制委員会、放射線審議会等が明らかにした技術的課題の解決

に繋がるような研究を推進するとともに、研究活動を通じた放射線防護分野の研究基
盤の強化を図り、得られた成果を最新の知見の国内制度への取入れや規制行政の改善
につなげることで研究と行政施策が両輪となって、継続的かつ効率的・効果的に放射
線源規制・放射線防護による安全確保を最新・最善のものにすることを目指す。 
 
3. 委託事業の内容 
本事業の受託者である日本原子力研究開発機構原子力科学研究所放射線管理部（以

下「受託者」と言う。）は、規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に
推進することに寄与するような関連機関・専門家によるネットワークを構築するため
に、全体事業計画の一部である以下のものを実施した。 

１．課題解決型ネットワークの設置とアウトプット創出 
（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

３．事業進捗の PDCA 
また、受託者は事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会で報

告し、評価をうけた。研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプログラムオ
フィサーの指示に従った。 

 
4. 委託事業実施期間 
平成 29 年 9 月 28 日～平成 30 年 2 月 28 日 
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5. 委託事業の概要及び背景・目的等 
5.1 ネットワークの概要 

放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線量
低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データとなる
職業被ばくの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、原子力分
野以外の実態は明らかでない。日本学術会議から国家線量登録制度の確立の提言が
出されているが、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確立
に向けての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規
制への効果的活用が可能となる。 
また、登録する個人線量データの信頼性確保についても、国際原子力機関(IAEA)

の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、一部の検討は進められているが、測定機関
全体の制度設計はこれからの課題である。このため、個人線量測定、標準校正、品
質保証の関係機関が協力して検討し制度を提案することにより、国際基準に適合し
た認証制度が確立でき、国際的な信頼を得ることが可能となる。 
さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と

して最適化を推進する体制ができていない。このため、全職業分野を対象とした最
適化推進ネットワークを立ち上げることで、原子力先進国である我が国の国際的プ
レゼンスを向上できる。 
本ネットワークは、量子科学技術研究開発機構が運営するアンブレラの傘下で日

本原子力研究開発機構が運営し、当該分野の関係機関（放射線影響協会、個人線量
測定機関協議会、産業技術総合研究所、放射線計測協会、日本適合性認定協会）が
結集して、効果的なアウトプットを創出する。 

 
5.2 ネットワーク形成の背景・必要性、目的及び今年度の目標 

（1） 背景・必要性 
職業分野の特徴を踏まえた最適化を検討するための基礎データとなる職業被ば

くの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、放射線業務従事者
の被ばく線量登録・管理制度が原子力分野に限られていることから、原子力分野以
外は明らかでない。このため、日本学術会議から国家線量登録制度の確立の提言が
出されているが、実現に向けて進んでいない。このため、国内の関係機関が広く協
働して、そのデータを活用した最適化の推進を含めた具体的提案を行う必要がある。 
また、登録する個人線量データの信頼性確保についても、国際原子力機関(IAEA)

の規制レビュー(IRRS)の勧告を受けて、個人線量測定サービス機関についての検討
は進められているが、自組織の従事者の個人線量測定を行う機関（以下、「インハウ
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ス事業者」と言う。）を含めた我が国全体の制度設計はこれからの課題である。この
ため、個人線量測定サービス機関の他、大規模なインハウス事業者、標準校正機関、
品質保証認定機関等が協力して制度確立に向けた活動を行う必要がある。 
さらに、我が国には、欧州 ALARA ネットワークのような、全職業分野を対象と

して最適化を推進する体制ができていない。このため、我が国全体で職業被ばくの
最適化を推進し、効果的な線量低減を行うためのネットワーク構築が必要である。 

 
（2） 目的 

課題解決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの最適化推進を目的としたネ
ットワークを立ち上げる。ネットワークでは、原子力以外を含めた我が国の全ての
職業分野を対象として、 
① 基礎データとなる放射線業務従事者の被ばく状況を把握するために必要な国

家線量登録制度の確立、 
② 登録する個人線量の測定の信頼性確保のための認定制度（線量測定機関認定

制度）の確立、及び、 
③ 職業被ばくの最適化を効果的に推進するための体制の構築 

に係る調査・議論を行い、具体的な制度設計案を提案する。 
 
（3） 今年度の目標 

ネットワークの設置、並びに、国家線量登録制度及び線量測定機関認定制度に関
する予備調査 

 
6. 委託事業の実施内容及び成果 
6.1 職業被ばくの最適化推進に関する検討 

（1） 概要 
課題解決型ネットワークの一つとして、職業被ばくの最適化推進を目的とした、

次の 2 つの検討グループを設置した。 
① 国家線量登録制度検討グループ、及び 
② 線量測定機関認定制度検討グループ 

今年度は②を中心に活動した。また、関連する外国調査を実施した。 
 
（2） 国家線量登録制度検討グループ 

(ア) 検討内容 
放射線防護の最適化(ALARA)は、国際放射線防護委員会(ICRP)が勧告する線

量低減の精神として広く浸透している。しかし、最適化施策検討の基礎データと
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なる職業被ばくの実態（放射線業務従事者の人数、線量分布等）については、原
子力分野以外は明らかでない。日本学術会議は、これら職業被ばくの実態を把握
するとともに我が国全体の放射線業務従事者の個人線量管理を一元的に実施す
る必要性があることから、国家線量登録制度の確立について提言を出している。
しかし、その実現に向けた活動が進んでいない。このため、この制度確立に向け
ての具体策を関係機関が共同して検討・提案することにより、放射線安全規制へ
の効果的活用が可能となる。 
この検討を行うため、日本原子力研究開発機構（JAEA）を運営主体とし、JAEA

の他、量子科学技術研究開発機構（QST）、放射線影響協会・中央登録センター、
個人線量測定機関協議会、日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会に呼びか
け、これらの機関に所属する研究者や実務者で構成された「国家線量登録制度検
討グループ」を設置した。 
今年度は、当初予定していた全体会合は実施しなかったが、JAEA 分担者と関

係機関のメンバーで今後の進め方について個別に意見交換を行った。その結果、
放射線業務従事者数が最も多い職業分野である医学関係の代表をメンバーとし
て加えることが今後の合意形成に極めて重要であることから、次年度に医療関係
の学会にも呼びかけて具体的メンバーを決め、検討を進めることとした。 

 
(イ) 外国調査 

国家線量登録制度が運用されている国の一つである英国について、イングラン
ド公衆衛生庁（Public Health England: PHE）に専門家を派遣し、英国の個人線
量測定サービスの現地調査と個人線量登録制度の聞き取り調査を行った（出張期
間：平成 30 年 2 月 21～24 日）。 
その結果、英国では、放射線業務従事者のうち実効線量 6mSv 又は等価線量が

線量限度の 3/10 を超えるおそれがある作業者（Classified worker）について線量
モニタリングが義務化され、国家線量登録機関に線量データが登録されることが
わかった。 
詳細を別添１－１に示す。 

 
（3） 線量測定機関認定制度の検討 

(ア) 検討内容 
個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度を検討するため、日本適合性認定協

会（JAB）が運営主体である「放射線モニタリング分科会」（以下、「分科会」と
言う。）を核に「線量測定機関認定制度検討グループ」を立ち上げ、インハウス事
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業者を含めた個人線量測定の認定プログラムの開発について検討を行った。 
JAB の分科会では、当初、外部へ個人線量の測定サービスを行う機関を対象と

して認定制度の検討が行われる予定であり、JAEA のような自組織の放射線業務
従事者の測定を行うインハウス事業者は検討の範囲外であった。このため、本ネ
ットワークの検討グループでインハウス事業者の認定制度の検討を行うことと
していた。しかし、分科会における認定対象機関の議論において、認定制度の早
期確立及び認定要件の整合性の観点から、当初からインハウス事業者も認定対象
として検討を進めることとなった。このため、分科会と本ネットワークの検討グ
ループの活動を分離せず、分会会での検討に一本化して活動を進めることとした。 
分科会のメンバーを表１に示す。 
 
 

表１ 線量測定機関認定制度検討グループ 
 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 
原子力科学研究所 

委員 辻村 憲雄 日本原子力研究開発機構 
核燃料サイクル工学研究所 

委員 黒澤 忠弘 産業技術総合研究所 
計量標準センター 

委員 柚木 彰 産業技術総合研究所 
計量標準センター 

委員 本多 哲太郎 放射線計測協会 
委員 中村 吉秀 日本アイソトープ協会 
委員 寿藤 紀道 個人線量測定機関協議会 
オブザーバ 小口 靖弘 個人線量測定機関協議会 
オブザーバ 左海 功三 原子力規制庁監視情報課 
オブザーバ 鍋田 英生 厚生労働省労働基準局労働衛生課 

 
 
本事業の期間、分科会は 4 回開催した。各会の検討項目は以下のとおり。 
① 平成 29 年 11 月 13 日 
 認定の基準に関する技術指針の審議 
 技能試験の基本方針 
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② 平成 29 年 12 月 19 日 
 認定の基準に関する技術指針の審議 
 技能試験の実施方法と判定基準 

③ 平成 30 年 1 月 11 日 
 認定の基準に関する技術指針の審議 

④ 平成 30 年 2 月 8 日 
 認定の基準に関する技術指針の審議 
 個人線量測定の技能試験実施体制と実施内容 

 
分科会での検討の結果得られた、線量測定機関認定プログラム開発の基本方針

及び技能試験の概要を以下にまとめる。 
 

 認定プログラム開発の基本方針 
 認定対象 

受動型放射線個人線量計をモニター対象の顧客（自社従業員を含む）か
ら受け取り、読み取って、線量の報告を行うサービスを提供する機関。 

 認定審査基準 
 ISO/IES 17025「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」

を審査の基準規格とする。 
 ISO/IEC 17025 が規定する試験に対する品質保証の管理面及び技術

面での一般要求事項に対して、我が国の放射線測定サービスの現状を
踏まえて必要な追加要求事項（指針）を策定する。 

 追加要求事項（指針）については、個人線量測定機関の認定を先行し
て運用している米国自主試験所認証プログラム（NVLAP）の指針文
書を参考とする。 

 認定範囲 
 「個人線量」の測定等を認定範囲とする。「空間線量（環境測定）」は

将来検討事項とする。 
 実効線量の算定も測定サービス機関の業務の一部であることから認

定範囲に含める。 
 眼の水晶体の線量測定は、認定範囲として取り扱うが、法令及び技術

基盤の整備ができてから要件等を検討することとし、それまでは認定
対象外とする。 
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 技能試験 
 線量測定機関は、初回審査前及び認定取得後少なくとも 2 年に 1 回は

認定範囲の試験に用いる線量計の型式毎に技能試験へ参加し、認定範
囲の試験に対する能力の実証を行わなければならない。 

 技能試験における照射試験は、申請機関が線量測定を行う線種及び線
量計の種類（全身用又は末端部用）によって分類された照射カテゴリ
ーで実施される。照射カテゴリーは、個人線量計に関する JIS 規格（JIS 
Z4345 及び JIS Z4416）のカテゴリーに準拠する。 

 
これらの検討経緯及び検討結果について、原子力規制庁「環境放射線モニタリ

ング技術検討チーム」第 6 回会合（平成 29 年 12 月 25 日開催）において報告し
た。その報告資料を別添２に示す。 

 
(イ) 外国調査 

技能試験等において重要な放射線標準校正技術に関する最新情報を調査する
ため、ISO/TC85/SC2/WG２の専門家会合（開催地：英国ロンドン、平成 29 年
10 月 18 日から 19 日）に専門家を派遣し、放射線標準校正技術関連の国際規格
に関する情報を収集した（出張期間：平成 29 年 10 月 17～21 日）。 
本会合では、主に中性子標準場に関する規格（ISO 8529-1）の改定案について

議論が行われ、我が国で長年にわたり熱中性子の校正に利用されているが、これ
まで本規格に採用されていなかった、RI 中性子源と黒鉛減速体を用いた熱中性
子発生法が追加されることが決定された。 
また、ICRU が提唱している実用量の変更に対する対応や水晶体用線量計の校

正に必要な頭部形状を考慮したファントムについて議論が行われた。 
詳細を別添１－２に示す。 

 
6.2 放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（1） ネットワーク合同報告会 
上記で述べた職業被ばく最適化推進ネットワークの活動の概要について、平成

30 年 1 月 31 日に開催されたネットワーク合同報告会において報告を行った。 
報告会で使用したスライドを別添３に示す。 

 
（2） 代表者会議 

アンブレラ構成団体の代表者からなる会議に受託者も実施側として参加し、職
業被ばく最適化推進ネットワークの計画及び活動の概要について報告した。 
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6.3 事業進捗の PDCA 

受託者は、委託契約期間内において、全体を統括する量子科学技術研究開発機構
放射線医学総合研究所の代表者と密接に連絡を取り、進捗状況を報告するとともに
助言を仰いだ。また、研究の実施に当たっては原子力規制庁が指定するプログラム
オフィサーの指示に従った。 
さらに、受託者は事業の実施結果について、原子力規制庁が開催する成果発表会

（平成 30 年 2 月 26 日）で報告し、評価をうけた。 
 

 
7. まとめ 
放射線安全規制事業を支える放射線防護に関する調査研究を効果的に推進するこ

とに寄与するような関連機関・専門家によるネットワークを構築するために、課題解
決型ネットワークとして、職業被ばくの最適化推進を目的とした、①国家線量登録制
度検討グループ及び②線量測定機関認定制度検討グループを立ち上げ、②を中心に活
動した。線量測定機関認定制度検討グループにおいては、米国自主試験所認証プログ
ラム（NVLAP）を参考にインハウス事業者を含めた個人線量測定の認定プログラム
の開発を実施した。 
今後、国家線量登録制度の検討については、放射線作業従事者が多い医療分野の専

門家を加えて検討を進める。また、線量測定機関認定制度の検討については、認定制
度の具体的運用及び認定範囲の拡大の方針について検討を進める。 
 

以上 
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別添１－１ 
 

英国の個人線量測定サービス及び個人線量登録制度の調査 
 
１．出張内容 

(1) 出張先：英国／ディドコット 
(2) 出張期間：平成 30 年 2 月 21 日（水）～2 月 24 日（土）（4 日間） 

 
２．調査結果 

(1)概要 
イングランド公衆衛生庁（Public Health England）を訪問し、英国の個人線量

測定サービス、線量登録制度及び校正施設に係る調査を実施した。 
 

(2)成果 
平成 30 年 2 月 22 日（木）に、英国／ロンドンの約 90km 西方にあるイングラ

ンド公衆衛生庁（Public Health England：PHE）を訪問した。PHE は、J-PARC
とも関係が深くパルス中性子源 ISISを有するRutherford Appleton Laboratory等
の多数の研究施設が集まる Harwell Campus 内にある。今回の PHE における調
査には、Rick Tanner 氏、Nicky Gibbens 氏、Sean Baker 氏、Luke Hager 氏、Fero 
Ibrahimi 氏らに協力いただいた。 

 
〇線量測定サービスの調査 

PHE は、イギリス国内のみならず、アイルランド、アラブ首長国連邦、オラン
ダ、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー、ポルトガルの合計 8 か国において
線量測定サービスを提供している。線量計のラインナップは、X・γ線及びβ線
用全身線量計、末端部測定用リング・リスト線量計、眼の水晶体線量測定用ヘッ
ドバンド線量計及び中性子線量計の 5 種類である。中性子線量計を除いて、熱ル
ミネッセンス（TLD）線量計が用いられている。 
特にサービス数が多い全身線量計については、最大 200 個の TLD を収納でき

るカートリッジをセットして、自動で処理できる、GM 計数管を組み込んだ表面
汚染測定装置、パッケージ開封装置、TLD 読み取り装置、線量計振り分け装置及
びパッキング装置が整備されていた。これにより、一日当たり最大 3,000 個の線
量計を測定できる能力を有している。振り分け装置では、TLD ホルダーに印刷
された ID を読み込んで、線量計の使用期間に応じて、再校正が必要なもの、再
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アニールが必要なもの、そのままパッケージ化できるもの、をデータベースに基
づき自動で振り分けることができ、大量の線量計を間違いなく測定、管理するた
めのシステムが構築されていることに感心した。 
リング・リスト線量計及びヘッドバンド線量計については、全身線量計と比べ

て測定数が少ないことから、全身用線量計のように自動化は進められていなかっ
た。リング線量計は、右手用、左手用の他に使用期間に応じた線量計を判別する
ために、5 種類以上の色のリングが用意されていた。ヘッドバンド線量計は、眼
の水晶体に対応する Hp(3)を測定するために、額の中央に固定できるようにビニ
ール製ヘッドバンドに装着した線量計であり、1.5mm 厚の PTFE と TLD 素子で
構成される。 
中性子用線量計には、原子力科学研究所と同じくCR-39が使用されているが、

線量計のサイズ及び中性子から荷電粒子へのコンバータが大きく異なっている。
CR-39 の有効領域を直径 2cm と大きくすることにより、低線量率でも測定・評
価を可能としていた。コンバータには、保護ケースのナイロンをそのまま用いて
いる。高速中性子に対しては、ナイロン中の水素との弾性散乱で生じた反跳陽子
を、熱中性子の測定には、ナイロンに含まれる窒素との(n,p)反応で生成された陽
子を用いている。なお、原子力科学研究所では、高速中性子用のポリエチレンコ
ンバータと熱中性子用のボロンコンバータを用いているため、それぞれの成分を
独立に測定・評価できるため、広いエネルギー領域においても線量に対する感度
を一定にできる。しかし、PHE の方式では、単一のコンバータで広いエネルギー
領域をカバーできるが、高速成分と熱成分を分離して測定はできないため、線量
感度の均一性が劣る。そこで、様々な中性子作業場に対して、校正で用いる Am-
Be 線源とのスペクトルの違いによる補正係数を予め評価しておき、それを用い
て線量の測定精度を上げる工夫を行っている。 

 線量計のサービス数は、2017 年末時点で全身線量計が 7,000 個／週、末端
部用線量計が 800 個／週、水晶体用線量計が 200 個／週、中性子用が 225 個／
週とのことであった。なお、2018 年 1 月 1 日より、眼の水晶体の線量限度が
150mSv/年から 20mSv/年に大きく引き下げられており、水晶体用ヘッドバンド
線量計のサービス数はこれから増え続けてゆくとのことであった。 

PHE の線量測定サービスの品質保証については、英国の政府機関である
Health and Safety Executive（HSE）が発行する要求事項をすでに満たしたサービ
スを提供しており、Approved Dosimetry Service(ADS)として、HSE の認可を受
けている。英国以外でのサービスに対応するために、2017 年 10 月に英国認証機
関認定審議会（UKAS）による ISO 17025 試験所・校正機関の認定に係るプレ審
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査を通過しており、2018 年内には、正式に認定を受けられる見込みである。 
 

〇線量登録制度の調査 
 英国では、作業者被ばく線量のデータベースとして、HSE が Central Index 

of Dose Information（CIDI）を運用している。放射線業務従事者のうち、実効線
量が 6mSv を超える恐れがある、又は、等価線量が線量限度の 3/10 を超える恐
れがある作業者については Classified worker として区分され、線量モニタリング
が義務化されるとともに、CIDI に線量データが登録される。Classified worker は、
原子力施設、医療関係、研究・教育関係、鉱山関係、一般産業、非破壊検査、そ
の他の 7 種類の業種に区分され、業種ごとの被ばく線量の統計データなどが公表
されている。線量測定サービス事業者は、年に 1 回 CIDI に対して線量データを
送付する。なお、新規作業者の登録については毎週 CIDI に作業者のデータを送
付するとともに、CIDI から当該作業者の過去の線量データの報告を受けるシス
テムになっているとこのことであった。Classified worker 以外の従事者について
は、個人モニタリングが義務化されておらず、雇用者がリスクアセスメントや作
業者との話し合いを行う中で、必要と判断した場合に個人モニタリングが実施さ
れているとのことであった。個人モニタリングを実施している作業者は 70,000
人おり、そのうち 10,000 人が Classified worker であり、のこりの 60,000 が
Classified worker 以外の従事者であるが、個人モニタリングを行っていない従事
者については、その総数を把握できるシステムにはなってないとのことであった。 

 
 

〇校正設備の調査 
PHE では、X・γ 線、β 線及び中性子線の校正施設を有しており、英国の二

次標準機関として線量計やサーベイメータなどの測定器の校正を行っている。照
射室は、X 線用、γ 線用及び中性子線用の 3 室整備されており、β 線いついて
は人の立ち入り防止用ケースに入れられた照射装置を制御室の一角において運
用していた。 

X 線照射装置は、最大管電圧が 300kV の装置を導入しており、ISO 規格に沿っ
た線質の照射を行うことができる。基準線量測定用の電離箱測定器は校正用架台
の横に常備されており、台車を横にずらすことにより、いつでも X 線の線量を測
定できるようになっている。照射装置の照射口には、平板型電離箱測定器が常備
されており、照射中の線量の変動をモニター出来る態勢が整えられている。γ線
照射装置には、Cs-137、Co-60 の他に、Ra-226、Am-241 の線源が装荷されてお
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り、制御室から遠隔で線源の切り替えや照射が行えるようになっている。中性子
線の照射装置には、Am-Be 線源の他に Cf-252 線源が装荷されている。しかし、
Cf-252 線源は購入から 30 年以上経過しており、減衰により十分な強度が得られ
ないため、現在は Am-Be 線源のみが使用されている。β線照射装置は、独国物
理工学研究所（PTB）が開発した BSS2 システムを導入しており、同型の装置が
原子力科学研究所放射線標準施設においても使用されている。 
トレーサビリティについては、X 線及び γ 線校正場については、電離箱線量

計を英国の国家標準機関である英国物理研究所（National Physics Laboratory：
NPL）の一次標準場で値付け、この線量計を用いて基準線量を評価している。Am-
Be 中性子線源については、2006 年に NPL のマンガンバスで放出率の値付けが
行われている。その後のトレーサビリティ確保については、中性子線量計（サー
ベイメータ）を用いた簡易な校正法がないか検討しているとのことであった。β
線照射装置については、線源及び装置の供給元である PTB とのトレーサビリテ
ィが確保されている。 

ISO 17025 試験所・校正機関の認定については、外部機関から PHE に対して
認証の取得を強く求められている。このため、英国の認証機関である UKAS への
相談などは行っているが、金銭及び人的負担への対応が困難であることから、具
体的には進んでいないとのことであった 

 
以上 
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別添１－２ 
 

放射線標準校正技術に関する調査 
 
１．出張内容 

(1) 出張先：英国／ロンドン 
(2) 出張期間：平成 29 年 10 月 17 日（火）～10 月 21 日（土）（5 日間） 
 

２．調査結果 
(1)概要 

英国ロンドンで開催された国際標準化機構（ISO）の放射線防護分科会
（TC85/SC2）基準放射線場に係るワーキンググループ（WG2）の会合に技術専
門家として参加した。基準中性子場に係るサブグループ（SG3）において、中性
子標準場に関する規格（ISO8529-1）の改訂案について議論し、放射線標準施設
における校正技術開発の成果を本規格に対応させるために必要なコメントを行
った。また、国際規格に関する最新の動向を入手した。 

 
(2)成果 

ISO TC85/SC2 WG2 の専門家会合は、ロンドン中心部から約 10km 西の
Chiswick にある英国規格協会（BSI）本部の会議室で、10 月 18 日及び 19 日の二
日間開催された。イタリア、英国、ドイツ及び日本の 4 か国から合計 10 名の専
門家が参加し、日本からは出張者を含めて 3 名が出席した。 

 会議初日の 18 日は、2017 年 6 月にアメリカで開催された TC85/SC2 会合
での議事録が紹介された後、基準中性子場に係るサブグループ（SG3）と基準光
子線場に係るサブグループ（SG5）に分かれて規格の改訂案について議論した。
SG3 では、R. Bedogni 氏（イタリア）、D. Thomas 氏（英国）、A. Zimbal 氏（ド
イツ）及び出張者の合計 4 名が参加し、ISO8529-1 の改定案について議論した。 

 二日目の 19 日には、各サブグループにおいて規格改定案を議論したのち、
WG2 全体が会して議事録を作成するとともに、今後の会合について議論した。 

 
・ISO 8529-1 の改定 

 ISO 8529-1 については、5 年に一度実施される定期見直し（直近は 2017 年
6 月に実施）では現行規格を維持することとなっていたが、規格に最新の知見を
反映させる必要があることから、当該 ISO規格の改定投票を上位組織である SC2
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に上奏することとなった。 
 決定された主な改定内容は、「①熱中性子を除くフィルター付原子炉中性子

場の削除」、「②RI 線源のスペクトル及び線量換算係数の見直し」、「③単色中性子
エネルギー点の見直し」、「④RI 線源と黒鉛減速体を用いた熱中性子発生法の追
加」であった。これらは、定期見直し時に改訂すべきとした英国、ドイツ、日本
及び米国から提出されたコメントに基づいて決定された。 
①については、熱中性子を除いて、フィルターと原子炉を組み合わせて発生さ

せた中性子を測定器校正のために利用されている最近の例が見当たらないこと
から、当該中性子場を規格から削除する方針となった。 
②については、252Cf 線源からの中性子スペクトルを最新の評価済核データラ

イブラリ ENDF-B/VII に基づいて更新することが決定された。また、252Cf 重水
減速場のスペクトル及び線量換算係数については、最近の計算結果では現行 ISO
規格の記載値と異なるため、見直しが必要となった。出張者は、放射線標準施設
の減速場で測定したスペクトルをまとめた論文を紹介し、前述の計算結果と矛盾
しないことを示した。貴重な実測データであることから、数値データの提供を求
められた。241Am-Be 線源のスペクトル及び線量換算係数については、線源の形状
により異なることが明らかになっていることから、見直すことが決定された。 
③については、出張者が提出したコメントに基づき、放射線標準施設で整備済

みの 45Sc(p,n)45Ti 反応を利用した 8keV 及び 27keV のエネルギー点の追加が本
格的に検討されることとなり、関連する論文などの技術情報の提供を求められた。
また、産業技術総合研究所が開発した加速器を利用した 24keV 中性子発生法を
規格に取り入れることが本格的に検討されることとなった。 
④については、放射線標準施設において 20 年以上にわたり運用されてきた RI

中性子線源と黒鉛減速体を用いた熱中性子発生法を追加することが正式に決定
された。出張者が示したデータなどから、熱中性子に混在する高エネルギー成分
が測定器の校正に影響する可能性があり、その補正法をどのように規格に記載す
るかを今後検討してゆくこととなった。 

 
・WG2 での議論 

 ICRU が提唱している実用量（測定に用いる線量）の変更について、測定
器を対応させるには多大な投資が必要となるため、規格改定時には保守側の許
容値を大きくするなどの対応が現実的である等の議論があった。WG2 議長の
O. Hoop 氏（ドイツ）より、水晶体用線量計の校正に必要な頭部形状を考慮し
た適切なファントムが ICRU により定義されていないとの指摘があり、ICRU
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委員の D. Bartlett 氏（英国）より検討する旨返答があった。 
次回の WG2 会合は、SC2 の会合と合わせて開催（場所・日時未定）する。

ただし、SG3（中性子）については、中性子標準場を多く有するフランスの意
見が必要であるため、2018 年春にフランスのカダラッシュでの開催を検討する
こととなった。 

 
以上 
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別添２ 線量測定機関認定制度の検討に関する 
原子力規制庁「環境放射線モニタリング技術検討チーム」への報告

内容 
 

  



「放射線個人線量計測定サービスの認定プログ
ラム開発状況について」

平成２９年１２月２５日

公益財団法人日本適合性認定協会
認定センター

第6回環境放射線モニタリング技術検討チーム会合 【資料１】

- 18 -



2

１． 経緯
平成２８年１月の国際原子力機関（IAEA）の評価サービス（IRRS）において、原子力
規制庁は放射線モニタリング(環境放射線、個人線量)を行うサービス提供者が実施す
る放射線モニタリングの品質保証に関して勧告を受けた。 JABは原子力規制庁の要
請に基づき、H29年度4月から我が国における放射線モニタリングの品質保証の仕組
みを強化する目的で、個人線量計による測定サービス事業者のISO/IEC 17025に基
づく認定プログラムの開発に着手した(詳細は第4回検討会資料参照）。

2． 認定プログラム開発の基本方針
①認定対象：
受動型放射線個人線量計をモニター対象の顧客（自社従業員を含む）から受け取
り、読み取って、線量の報告を行うサービスを提供する機関。

②認定審査基準：
・ ISO/IEC 17025 「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」を審査の
基準規格とする。

・ ISO/IEC 17025が規定する試験に対する品質保証の管理面及び技術面での一
般的要求事項に対して、我が国の放射線測定サービスの現状を踏まえて必要な
追加要求事項（指針）を策定する。

・追加要求事項（指針）については、放射線個人線量計測定機関の認定を先行して
運用しているNVLAP（米国）の指針文書を参考とする。
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放射線個人線量測定サービス機関認定の審査基準文書の構造

内容詳細 JAB NVLAP

審査規格 試験所・校正機関の能力に関する一般
的要求事項 ISO/IEC 17025 ISO/IEC 17025

認定機関固
有の基本要
求事項

・認定手順
・認定を受ける試験所の義務
・基本的な技術指針
（技能試験、トレーサビリティ等）
・認定マークの使用

JAB RL200（手順、試験所の権利と
義務）

JAB RL230（技能試験）
JAB RL331（トレーサビリティ）
JAB RL340（不確かさ）
JAB N410（認定ロゴマークの使用）

NIST Handbook 150
（ISO/IEC 17025の4項、
5項を挿入）

分野の追加
要求事項

個人線量測定分野の追加要求事項
・技能試験参加に関する要求事項
・管理面（4項）技術面 (5項 )での追加
要求事項

JAB RLXXX
⇒今回開発すべき指針文書 NIST Handbook 150-4

試験規格 ・技能試験の実施方法及びパフォーマン
スの判定基準

JAB RLXXXの附属書
⇒今回開発すべき指針文書

ANSI/HPS 13.11
ANSI/HPS 13.32

表 JABとNVLAPの放射線個人線量測定機関の審査基準文書の比較

・JABとNVLAPで審査規格は同じ、認定機関の基本要求事項も固有の要求事項はあっても同等である。

・現在NVLAPの追加要求事項（NIST150-4）を精査することにより、放射線量測定分野の追加要求
事項を含んだ指針文書（JAB RLXXX）を作成中。⇒検討のためJAB放射線モニタリング分科会を設置

・技能試験の実施方法及び結果の判定基準については、JAB RLXXXの附属書で独自に規定
する予定であるが、JIS規格との関係付けなどの検討課題が残っている。
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3. JAB試験所技術委員会放射線モニタリング分科会

① JAB試験所技術委員会の中に放射線モニタリング分科会を設置（2017年7月）
メンバー：
（主査）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

国立研究開発法人産業技術総合研究所
公益社団法人日本アイソトープ協会
公益財団法人放射線計測協会
個人線量測定機関協議会

オブザ－バ：
原子力規制委員会 原子力規制庁
厚生労働省労働基準局

②分科会の主な検討項目
・ 認定範囲の決定

・ 品質保証における管理面、技術面の追加要求事項の策定（継続中）

・ 技能試験の実施方法・結果判定基準の策定（継続中）

開催
日

主要検討項目

第1回 7/20 認定範囲

第2回 8/7 認定範囲

第3回 9/11 認定分類、技能試験

第4回* 9/22 認定分類、技能試験

第5回 11/13 技能試験、追加指針

第6回 12/19 技能試験、追加指針

*NVLAP認定プログラムに関する
ワーク ショップ 開催

JAB放射線モニタリング分科会
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○米国では、NRC規則により、許認可取得者が線量限度等の規定遵守の確認を行う際には、NVLAP（※）の認定
を受けた者が分析・評価を行うことが定められている。

※NVLAPとは、National Voluntary Laboratory Accreditation Program（米国自主試験所認定プログラム）で
あり、米国商務省NISTが運営。

（参考）NVLAPの個人線量計線量測定の認定プログラムに関するワークショップ

“Workshop on NVLAP Ionizing Radiation Dosimetry Laboratory Accreditation Program” 
講師： Ms Dana S. Leaman, Chief, NVLAP, NIST, USA （逐次通訳有）
日時：2017年9月22日、 13:00 ～ 15:15 
場所： 公益財団法人日本適合性認定協会 事務所 会議室 A+B
参加者：分科会メンバ（委員、オブザーバ、事務局） に加え 30 名、 計40名。
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⇒ワークショップにてNVLAP認定プログラムに関する下記の参考となる情報が得られた。

1) NVLAPは、測定サービス機関としての測定の技能及び品質の認定を目的としているため、
測定に用いる線量計そのものについて「型式認証」を受けていることは要求していない。

2) 測定サービスに用いる主要なソフトウエアは測定サービス機関が検証と妥当性確認を行うこ
とを要求しており、NVLAPはその手順とパフォーマンスを審査する。

3) 技能試験（PT)について
・PTは提供機関（照射ラボ）の独自運営だが、結果はNVLAPが逐次監視している。
・線量計の照射機関（技能試験提供者）には、照射試験の品質を維持するために、国家標
準であるNISTと定期的な相互比較が要求されている。
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4．分科会の検討内容
4.1 認定範囲の決定：

個人線量 空間線量

体幹
部用

末端部
用

水晶体
用

作業環境用
Sv.

環境用
Gy. Sv.

対象とする量

線量計の
種類

線種と測定量

X線、γ線

β線

中性子

Hp(10)
Hp(3)
Hp(0.07) Hp(0.07)

Hp(3)

Hp(3)
Hp(0.07) Hp(3)

Hp(10)

実効線量及び等価線量

今回は対象外
将来検討予定

Hp(0.07)

対象とする量 測定結果からの算定方法を認定対象

個人線量測定を認定範囲とする（下表の範囲）。空間線量（環境測定）は将来検討とする。
1) インハウス事業者 ⇒認定範囲として取り扱うが、要件が別になることが考えられる

ため、まず外部顧客向け測定機関から取り掛かる。
2) 実効線量の算定 ⇒測定サービス機関の業務の一部であることから認定範囲に

含めるが、何を要求事項にするかを検討中
3) 水晶体線量測定 ⇒認定範囲として取り扱うが、法令及び技術基盤の整備

ができてから要件等を検討する（それまでは、認定対象外）
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4.2技能試験の実施方法及び結果判定基準（検討中）

1) 技能試験への参加の要求：

・ 線量測定機関は、初回審査前及び認定取得後少なくとも2年に１回は認定範囲の試験に用い
る線量計の型式ごとにJABの指針文書（RLXXX）で規定する技能試験へ参加し、認定範囲の試
験に対する自身の能力の実証を行わなければならない。

2) 照射試験（検討中）⇒次ページの表１に照射カテゴリーを示す。

・ 照射試験は申請機関が線量測定を行う線種及び線量計種類によって分類化された照射カテゴリー
でそれぞれ実施される。⇒照射カテゴリーはANSI規格のカテゴリーを踏襲せず、JIS規格（フォトン、
β線：JIS Z 4345、中性子：JIS Z 4416)のカテゴリーに準拠することとした。

・ 技能試験を提供する照射試験所については、産業総合技術研究所、放射線計測協会・日本原子力
研究開発機構を想定している。

3) 結果の判定の基準（検討中）

・ JIS規格とANSI規格の判定方法・基準を比較検討中

JABの審査スケジュールと想定している技能試験実施タイミング
初回

技能試験

現地審査 サーベイランス 更新

2年間 2年間2年間

サーベイランス サーベイランスサーベイランス 更新

2年間

4年間 4年間
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*線量計
種類

照射カテゴリー
X線

(15 keV~
200keV)

γ線
(137Cs, 

60Co)

β線
(90Sr/90Y、

85Kr)

**中性子線
（速中性子、熱中性
子、減速中性子）

評価線量

体幹部用
線量計

単独照
射

1-I 正面照射

Hp(10)

＆

Hp(0.07)

1-II 斜め照射

1-III 正面照射

1-IV 斜め照射

1-V 正面照射

1-VI 斜め照射

1-VII 正面照射

混合照
射

1-VIII 正面照射 正面照射

1-IX 正面照射 正面照射

1-X 正面照射 正面照射

末端部用
線量計

単独照
射

2-I 正面照射

Hp(0.07)2-II 正面照射

混合照
射

2-III 正面照射 正面照射

表1技能試験の照射カテゴリーと評価線量（案）

*   Hp(3)を評価対象とする水晶体用線量計の技能試験は、Hp(3)の実測が法制化される際に
技能試験に組み入れることとし、現時点では技能試験の項目には含めない。

** 中性子の線量率不足（252Cf の強度減衰）により、照射試験の実施が困難となる課題あり。
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5.今後のスケジュール

・認定申請の開始は2018年7月頃を予定（当初予定より3か月程度遅延を見込んでいる）。
遅延の主な理由は、ISO/IEC 17025の改訂版発行(11/29)により、指針文書の新版規格への整
合化が必要となったため。

・2018年2月頃から、認定対象となる線量計測定機関に対して、認定プログラムの概要についての
説明会を実施予定

2017 2018 2019
4 7 10 1 4 7 10 1 3

技能試験
指針策定

運用
H p(3)を試験項目
に追加

その他技術指針

指針策定

指針適用

(説明会)

環境モニタリン
グの認定技術指
針を追加検討

2020年11月まで
の移行必須

認定プログラム開発・運用 今後の方向性

規格改訂の対応
ISO/IEC 17025:2017

ｺﾒﾝﾄ募集

改訂版発行
改訂版での
審査開始

新規申請は
改訂版適用

技能試験内容と実施体制の検討
技能試験の運用準備

(11/29)

指針策定
指針文書(RLXXX)作成

承認

公開

申請受付開始 (7/1)

規格改訂での
調整を追加

試験所への説明会
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別添３ ネットワーク合同報告会での報告内容 
  



職業被ばく最適化ネットワークの活動
に関する報告

吉澤 道夫

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構

原子力科学研究部門 原子力科学研究所

放射線管理部
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職業被ばくの最適化推進ネットワーク立上げの背景・目的

国際的には職業被ばくの全体像の把握・最適化推進のしくみが存在
欧州： EAN (European ALARA Network), 

ESOREX (European Study on Occupational Radiation Exposure)
アジア： ARAN （Asia regional ALARA Network）
原子力発電： IAEA・OECE/NEA  ISOE（Information System on Occupational Exposure）

放射線作業者の被ばくの一元管理についての日本学術会議の提言
2010年7月（提言） 「放射線作業者の被ばくの一元管理について」
2011年9月（記録）「放射線作業者の被ばくの一元管理を実現するための具体的な方法」
具体化に向けた議論（合意形成）が進んでいない

IAEA総合規制評価サービス(IRRS)の指摘・勧告
放射線モニタリング（環境放射線、個人線量） を行うサービス提供者が行う放射線モニタリングの品
質保証について十分な規制要求がなされていない旨の指摘

2

関係者が参加するネットワークを構築して、これらの課題を解決
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職業被ばくの最適化推進ネットワークの構築

アンブレラ型プラットフォームの課題解決型ネットワークの１つとして
「職業被ばくの最適化推進ネットワーク」を設置
運営主体： 日本原子力研究開発機構（JAEA)

第１段階（１～３年） ： ２つのグループで活動

① 国家線量登録制度検討グループ
目標： 国家線量登録制度の設立に向けた合意形成及び具体的な提案

② 線量測定機関認定制度検討グループ
目標： 個人線量測定機関（外部サービス機関及びインハウス事業者）の

認定要件（技能試験の内容・方法等を含む）の確立

第２段階（４年目以降） ： 日本版ALARAネットワークの設立

3
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国家線量登録制度検討グループ

立ち上げ準備中

参加機関

日本原子力研究開発機構（JAEA）、量子科学技術研究開発機構（量研）、
放射線影響協会放射線従事者中央登録センター、個人線量測定機関協議会、
放射線計測協会、日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会

活動計画

4

1年目 2年目 3年目 4年目以降～

NW立ち上げ →線量登録方法、職業被ばく分類、
外国調査(英国) データ集約・公表・活用の調査 →具体的提案

⇒ 次年度から本格的に活動を開始
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線量測定機関認定制度検討グループ

日本適合性認定協会(JAB)「放射線モニタリング分科会」として活動中

参加機関

日本原子力研究開発機構（JAEA）、日本適合性認定協会(JAB)、放射線計測協会、
産業技術総合研究所（計量標準センター）、日本アイソトープ協会、
個人線量測定機関協議会

活動内容

ISO/IEC 17025「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」に基づく認定プログ
ラム（認定要件及び技能試験の内容等）の開発

• 米国自主試験所認証プログラム （NAVLAP) を参考に検討

• 認定範囲： 個人線量測定機関（インハウス事業者を含む）の“個人線量の測定”。ただし、
機関が “実効線量・等価線量の算定”を行う場合は、これを含む。

原子力規制庁「第６回環境放射線モニタリング技術検討チーム会合」(12/25)に現状報告
https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/yuushikisya/kankyo_housyasen/00000007.html 資料１

5
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平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費

（放射線防護研究分野における課題解決型ネットワーク

とアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業

放射線防護に関する国際動向報告会

報告書

平成 30 年 2 月

公益財団法人原子力安全研究協会

付属資料9



本報告書は、原子力規制委員会の平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防

護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業

による委託業務として、公益財団法人原子力安全研究協会が実施した「放射線防護に関する国際

動向報告会」の成果をとりまとめたものである。



まえがき

本報告書は、平成29年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野に

おける課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業の一部

として、「国際動向に関するアンブレラ内の情報共有」を国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構より受託し、放射線防護に関する国際動向報告会で報告された内容と議論を

取りまとめたものである。

原子力規制委員会は原子力に対する確かな規制を通じて人と環境を守ることを使命とし

ており、課題に応じた安全研究を実施し科学的知見を蓄積している。平成 28 年 7 月 6 日に

は「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」を公表し、放射線源規制・放射線防

護分野に対しても調査研究活動の推進をしている。平成 29 年度からは放射線源規制・放射

線防護による安全確保のための調査研究を体系的かつ戦略的に実施するため、放射線安全

規制研究推進事業及び放射線防護研究ネットワーク形成推進事業で構成される放射線安全

規制研究戦略的推進事業を開始している。平成 29 年度放射線防護研究ネットワーク形成推

進事業の採択事業「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型

統合プラットフォームの形成」（事業代表機関：国立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構放射線医学総合研究所）では、放射線規制の改善に向けて、関係研究機関によるネッ

トワークとそのアンブレラ型統合プラットフォーム(以下「アンブレラ」という。) の構築

を行っている。

本事業「国際動向に関するアンブレラ内の情報共有」では、「放射線防護研究分野におけ

る課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」の一環として、

アンブレラが情報共有の場として機能することを目的とし、放射線防護に関連する代表的

な国際機関（UNSCEAR、ICRP、IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH 等）についての動

向の情報共有と関連学会の研究者も交えて広く議論を行うため、放射線防護に関する国際

動向報告会を開催した。

平成30年2月 
公益財団法人 原子力安全研究協会
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1 事業目的及び内容

平成 29 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費「放射線防護研究分野における課題

解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」では、放射線防護に

関わる専門家が放射線規制の改善に向けて、自発的に関与し、ステークホルダ間の合意

形成をリードするため、ネットワーク（以下「NW」という。）を構築し、情報や問題意

識の共有、課題解決のための連携や協調を行っている。また関係研究機関による NW と

そのアンブレラ型統合プラットフォーム(以下「アンブレラ」という。) の構築も行って

いる。本事業「国際動向に関するアンブレラ内の情報共有」は、「放射線防護研究分野に

おける課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」の一環と

して、アンブレラが情報共有の場として機能すること、さらに報告会で得られた内容が

NW 事業においてアウトプットとして活かされることを目的とする。 
NW 関係者を対象に、放射線防護に関連する代表的な国際機関（UNSCEAR、ICRP、

IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH 等）についての動向に関する報告会を企画・運営し

開催した。
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2 実施概要 

「放射線防護に関する国際動向報告会」

1 日時 平成 30 年 1 月 23 日（火） 13：00～17：00 
2 主催 原子力規制委員会・量子科学技術研究開発機構

3 場所 東京国立近代美術館 講堂

4 参加人数 60 人 
5 プログラム

時 間 内  容 

13：00～13：05 

（5分） 

開会 

佐藤暁（原子力規制庁） 

13：05～13：35 

（30分） 

講演 「UNSCEAR に関する最新の動向について」 

  講師：明石真言（量子科学技術研究開発機構） 

13：35～14：05 

（30分） 

講演 「ICRPに関する最新の動向」 

  講師：甲斐倫明（大分県立看護科学大学） 

14：05～14：15 

（10分） 
休憩 

14：15～14：45 

（30分） 

講演 「IAEAにおける放射線安全基準の検討状況」 

  講師：米原英典（原子力安全研究協会） 

14：45～15：15 

（30分） 

講演 「OECD/NEA CRPPH の最近の活動について」 

  講師：本間俊充（原子力規制庁） 

15：15～15：25 

（10分） 
休憩 

15：25～15：55 

（30分） 

講演 「WHOの最近の動向」 

講師：立崎英夫（放射線医学総合研究所） 

 神田玲子（放射線医学総合研究所） 

15：55～16：25 

（30分） 

講演 「米国放射線防護審議会(NCRP):組織構成、最近の動向、政府機関

との関わり」 

  講師：浜田信行（電力中央研究所） 

16：25～16：55 

（30分） 
質疑応答 

16：55～17：00 

（5分） 

閉会 

  高橋知之プログラムオフィサー（京都大学） 
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3 各機関の概要と動向

1 UNSCEAR 

1.1 組織概要

正式名称は United Nations Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation で

あり、日本語では「原子放射線の影響に関する国連科学委員会」と訳される。

1950 年代初頭に多く行われた大気中核実験による環境影響および人への健康影響を調査

するため、1955 年 12 月の国連総会（the General Assembly of the United Nations）によ

り設置された。国連環境計画（UNEP: The United Nations Environment Programme）に

よる小規模な事務局がウィーンに設置されており、年次総会の開催や報告書作成の準備等

を行っている。2018 年 2 月現在の事務局長はマルコム・クリック（Malcolm Crick）であ

る（UNSCEAR 2017a）。 

1.2 加盟国

1955 年の創立時からの加盟国は、アルゼンチン、オーストラリア、ベルギー、ブラジル、

カナダ、エジプト、フランス、インド、日本、メキシコ、ロシア、スロバキア、スウェー

デン、英国、米国の 15 か国である。1973 年にドイツ、インドネシア、ペルー、ポーラン

ド、スーダンが新たに加盟した。1986 年に中国、2011 年にベラルーシ、フィンランド、パ

キスタン、韓国、スペイン、ウクライナが加盟し、2018 年 2 月現在は 27 か国が参加して

いる（UNSCEAR 2017b）。

1.3 活動内容

UNSCEAR は 1950 年代の大気中核実験による環境・人体への影響を調査するために設

立されたが、これらの実験による影響が目立たなくなった後も、自然・人工の別を問わず

全ての放射線影響を調査するべく活動を続けている。国連における UNSCEAR の使命は、

電離放射線のレベルおよびその影響に関する情報を評価することである。UNSCEAR は人

と環境における放射線に係わる重要事項のすべてを調査し、国連総会に報告を行う

（UNSCEAR 2016）。 
UNSCEAR は具体的な政策提言等は行わない。この立場は “Science, not policy – 

independent and unbiased” と表現される。その一方で、UNSCEAR が提供する中立的な

科学的知見は様々な国や国際機関における政策の基礎資料として活用されている。

UNSCEAR の基本的な活動としては、年 1 回実施される年次総会および 4～5 年に 1 回

刊行する報告書が挙げられる（UNSCEAR 2017a）。 
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1.3.1 年次総会

UNSCEAR の年次総会は、オーストリアのウィーンにて年 1 回開催される。加盟 27
か国の代表および 80 名以上の研究者、各国際機関の代表が一堂に会し、今後の活動方針

や科学的・技術的課題が議論される。第 1 回は 1956 年に米国・ニューヨークで開催され

た。2018 年の第 65 回年次総会は、4 月 23 日から 27 日にかけて開催される予定である

（UNSCEAR 2017a）。 

1.3.2 UNSCEAR 報告書 
4～5 年に 1 度刊行される。報告書の内容は、自然放射線被ばく、人工放射線被ばく、

医療放射線被ばくおよび職業被ばく等の線量評価、ならびにその身体的・遺伝的影響と

リスク推定に関する最新の情報を総括するものである。今日までに、1958 年、1962 年、

1964 年、1966 年、1969 年、1972 年、1977 年、1982 年、1986 年、1988 年、1993 年、

1994 年、1996 年、2000 年、2001 年、2006 年、2008 年、2010 年、2012 年、2013 年、

2016 年の計 21 回刊行されている。2010 年まで、および 2013 年報告書が邦訳されてい

る。

2013 年報告書は福島第一原発事故を取り扱ったものである。また、公表後の研究の進

展をフォローした白書が 2015 年、2016 年、2017 年の 3 次にわたって刊行されており、

これらの邦訳も行われている（UNSCEAR 2017c）。 
UNSCEAR 報告書は、被ばく線量や健康影響に関する最新の科学的知見に関する公的

に承認された情報源として幅広く利用されている。

例えば、UNSCEAR 報告書は ICRP（International Commission on Radiological 
Protection, 国際放射線防護委員会）による勧告の基礎資料として参照されている。また、

1958 年および 1962 年報告書が、大気中核実験を禁止する部分的核実験禁止条約（PTBT: 
Partial Test Ban Treaty, 1963 年調印）の科学的根拠となった。ほかにも多くの国や国際

機関において政策決定する際の基礎資料として活用されている。

1.4 日本の関与

日本は UNSCEAR に設立時から参加しており、多くの専門家を派遣している。

UNSCEAR に参加した主な日本人専門家は表 1 および表 2 の通りである。 

表 1 歴代の日本代表団代表および専門家の派遣 

第 1 回（1956）～第 6 回（1959） : 都築正男 

第 7 回（1961）～第 18 回（1968） : 塚本憲甫 

第 18 回（1969）～第 27 回（1978） : 御園生圭輔 
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第 28 回（1979）～第 35 回（1986） : 熊取敏之

第 36 回（1987） : 寺島東洋三

第 37 回（1988）～第 42 回（1993） : 松平寛通

第 43 回（1994）～第 45 回（1996） : 平尾泰男

第 46 回（1997）～第 54 回（2006） : 佐々木康人

第 55 回（2007）～ 第 63 回（2016） : 米倉義晴

第 64 回（2017）～ : 明石真言

表 2 UNSCEAR 議長を担当した日本人専門家 

第 34 回、第 35 回 : 熊取敏之

第 52 回、第 53 回 : 佐々木康人

第 62 回、第 63 回 : 米倉義晴

1.5 最近の動向

2013 年報告書で東京電力福島第一原子力発電所事故による放射線被ばくの影響について

まとめた UNSCEAR は 1、その後福島追跡プロジェクト（FFUP: Fukushima Follow-Up 
Project）を立ち上げ、情報の追跡と更新および 2013 年報告書後の継続的文献レビューを実

施している。この成果として、2015 年、2016 年および 2017 年に白書が刊行されている。

これらの報告書は日本語版も UNSCEAR ウェブサイト上にて無償で公開されている。 
2018 年 2 月現在、UNSCEAR は 2013 年報告書の改訂に向けた調査を開始している。 
また、これらの白書について、UNSCEAR は福島県内にて複数回にわたってアウトリー

チ活動を行っている。

[文献] 
UNSCEAR, 2015, “Governing principles,” Vienna: United Nations Scientific Committee 

on the Effects of Atomic Radiation, (Retrieved February 1, 2018, 
http://www.unscear.org/unscear/en/about_us/governingprinciples.html). 

1 2013 年報告書においては、福島第一原子力発電所事故において（1）放射線による発がん率の識別可能

な増加はなく、（2）推定された線量が最も高い小児における甲状腺がんリスクは理論上若干増加するが識

別は不可能であり、（3）作業者の発がん率に識別可能な増加はないこと、（4）出生時の障害/遺伝的影響は

観察されないこと、（5）野生生物には限定された地域において一過性の影響がみられたことがまとめられ

ている。
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――――, 2016, “Milestones of UNSCEAR,” Vienna: United Nations Scientific 
Committee on the Effects of Atomic Radiation, (Retrieved February 1, 2018, 
http://www.unscear.org/unscear/about_us/history.html). 

――――, 2017a, “About Us,” Vienna: United Nations Scientific Committee on the 
Effects of Atomic Radiation, (Retrieved February 1, 2018, 
http://www.unscear.org/unscear/en/about_us.html). 

――――, 2017b, “Memberstates,” Vienna: United Nations Scientific Committee on the 
Effects of Atomic Radiation, (Retrieved February 1, 2018, 
http://www.unscear.org/unscear/about_us/memberstates.html). 

――――, 2017c, “Publications,” Vienna: United Nations Scientific Committee on the 
Effects of Atomic Radiation, (Retrieved February 1, 2018, 
http://www.unscear.org/unscear/publications.html). 
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2 ICRP 

2.1 組織概要

正式名称は International Commission on Radiological Protection であり、日本語では

「国際放射線防護委員会」と訳される。

電離放射線による健康影響や放射線防護について検討するため、第 2 回国際放射線医学

会議（ICR: International Congress of Radiology）のもと、1928 年に国際 X 線ラジウム防

護委員会（IXRPC: International X-ray and Radium Protection Committee）として創設

された。1950 年に ICR から独立し、現在の名称へと改称した。2018 年で創設 90 年を迎え

る（Clarke and Valentin 2009、ICRP 2018a）。 
ICRP は主委員会と複数の専門委員会から構成されており、幾度かの組織改編を経て、

2018 年 2 月現在は 4 つの専門委員会が設置されている。各専門委員会の下には、それぞれ

特定の課題に取り組むタスクグループ（TG）が設けられている。各委員やタスクグループ

の構成員はボランティアで活動している（ICRP 2018b）。 

表 1 ICRP に設置されている専門委員会(2018 年 2 月現在) 
第 1 専門委員会（C1） 放射線影響

第 2 専門委員会（C2） 放射線被ばくからの線量

第 3 専門委員会（C3） 医療における防護

第 4 専門委員会（C4） 主勧告の適用

 2009 年より ICRP のトップである主委員会委員長は英国のクレア・カズン（Claire 
Cousins）が務めている。ICRP は英国において慈善団体として登録されており、事務局は

カナダのオタワに置かれている。ICRP の活動資金は、Publication の刊行物売上げ及び放

射線防護に関係する組織からの寄付によってまかなわれている。ICRP メンバーは所属する

機関などの支援を受けて完全なボランティアで活動している。

2.2 主委員会委員

2017 年にメンバー更新が行われ、2018 年 2 月現在、主委員会は以下のメンバーで構成

されている（ICRP 2018c）。 

表 2 主委員会メンバー

Claire Cousins [Chair] Jacques Lochard [Vice-Chair] 
Kimberly E. Applegate 
 [C3 Chair] 

Simon Bouffler 

Kun-Woo Cho Donald A Cool [C4 Chair] 
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John D Harrison [C2 Chair] 甲斐 倫明

Carl-Magnus Larsson Dominique Laurier 
Senlin Liu Sergey Romanov 
Werner Rühm [C1 Chair] 
Christopher H. Clement [Scientific Secretary] 

2.3 活動内容

ICRP は、電離放射線被ばくによるがんおよび他疾病や影響を予防し、環境への影響を防

ぐことを目的として活動している。

ICRP では放射線防護に関する科学的データや放射線影響、線量評価などのテーマについ

て各専門委員会で検討を行い、その成果を ICRP 勧告（Recommendations）や ICRP 刊行

物（Annals of the ICRP）として公表している。また、これらの勧告にもとづき、国際機関

や規制当局等に助言を行っている（ICRP 2018a、2018b、2018d）。 

2.3.1 ICRP の放射線防護体系 
UNSCEAR 報告書等の最新の科学的知見のみではなく、社会的価値や倫理および経験

といった要素も加味して構築されている点が、ICRP による放射線防護体系の特徴である。

また、安全規制やガイダンスなど実務のための基礎となることを指向している（ICRP 
2018a）。 

2.3.2 ICRP 刊行物 
放射線防護に関する様々な最新の科学的知見等をまとめ、公表している。基本的に、

刊行物は、影響、線量あるいは特定の領域における防護ガイダンスなどの特定のテーマ

に扱った内容となっているが、放射線防護のシステム全体（影響、線量、防護体系など）

についてまとめられた刊行物は、主勧告（Recommendations）と呼ばれ、近年では 1977
年、1990 年、2007 年に刊行されてきた。 

ICRP 刊行物の内容は、放射線影響、線量評価、医療における放射線防護、人工および

自然放射線からの防護に関するものである（ICRP 2018d）。 
また、ICRP 刊行物の邦訳は約 60 年にわたり公益社団法人日本アイソトープ協会の自

主事業として行われてきたが、2017 年度からは原子力規制庁の委託事業として行われて

いる。

2.3.3 ICRP 勧告 
放射線防護の全体的なシステムについて言及したもの。前身組織である IXRPC により

1928 年に最初の勧告が出されて以降、改訂を重ねている（Clarke and Valentin 2009）。
2018 年 2 月現在の最新版は 2007 年勧告（Publication 103）である（ICRP 2018d）。 
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ICRP 勧告は IAEA（International Atomic Energy Agency, 国際原子力機関）によっ

て提示される原則（Principles）や指針（Guides）の基盤として参照されるなど、放射線

防護の現場に影響を与えている。

2.3.4 ICRP 会合およびシンポジウム 
ICRP の会合（Meeting）は、ICRP のメンバーである専門家を集めて年に 1 回開催さ

れる（主委員会は 2 回）。また、2011 年から隔年で開催されているシンポジウムでは一般

公開であり、放射線防護に関する専門家が多く集まり、様々な議論が行われている（ICRP 
2018i）。 

2.4 日本の関与

ICRP の各委員会には、日本人専門家も参加している。2018 年 2 月現在の日本人委員は、

甲斐倫明（主委員会）、酒井一夫（第 1 専門委員会）、小笹晃太郎（第 1 専門委員会）、佐藤

達彦（第 2 専門委員会）、細野眞（第 3 専門委員会）、本間俊充（第 4 専門委員会）、伴信彦

（第 4 専門委員会）の 7 名である（ICRP 2018e、2018f、2018g、2018h）。

2.5 最近の動向

ICRP は近年情報公開の動きを強めており、プレゼンテーション資料の ICRP ウェブサイ

ト上での公開、ICRP 刊行物の無料化、オンライン教育ツール（ICRP ædia）の設置といっ

た施策を行っている。

また、最新の TG の活動動向として「実効線量や実用量のなどの線量概念の改訂」「医療

放射線からの職業被ばくの防護」「新しい人体ファントムを適用した外部被ばく線量と内部

被ばく線量係数の改訂」「放射線防護体系における環境の防護と人の防護の融合に関する検

討」「放射線防護における倫理的基礎」「福島事故の教訓を受けた大規模原子力事故時の防

護」等が挙げられ、これらの内容に関する TG が活動中である。 
ICRP は今後、2018 年にストックホルムにて設立 90 周年記念式典およびミニシンポジウ

ムを開催予定であるほか、2019 年にはアデレードにてシンポジウムを開催する予定である。 

[文献] 
Clarke, R. H. and Valentin, J., 2009, “The History of ICRP and the Evaluation of its 

Policies,” Ottawa: ICRP Publication, 109, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/docs/The%20History%20of%20ICRP%20and%20the%20Evoluti
on%20of%20its%20Policies.pdf). 

ICRP, 2018a, “ICRP,” Ottawa: International Commission on Radiological Protection, 
(Retrieved February 2, 2018, http://www.icrp.org/index.asp). 
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――――, 2018b, “ICRP: Activities,” Ottawa: International Commission on Radiological 
Protection, (Retrieved February 2, 2018, http://www.icrp.org/page.asp?id=3). 

――――, 2018c, “ICRP: Main Commission,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/icrp_group.asp?id=7). 

――――, 2018d, “ICRP: Annals of the ICRP,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/publications.asp). 

――――, 2018e, “ICRP: Committee 1,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/icrp_group.asp?id=8). 

――――, 2018f, “ICRP: Committee 2,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/icrp_group.asp?id=9). 

――――, 2018g, “ICRP: Committee 3,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/icrp_group.asp?id=6). 

――――, 2018h, “ICRP: Committee 4,” Ottawa: International Commission on 
Radiological Protection, (Retrieved February 2, 2018, 
http://www.icrp.org/icrp_group.asp?id=10). 

――――, 2018i, “ICRP: ICRP 2017,” Ottawa: International Commission on Radiological 
Protection, (Retrieved February 2, 2018, http://www.icrp.org/page.asp?id=248). 
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3 IAEA 

3.1 組織概要

正式名称は International Atomic Energy Agency であり、日本語では「国際原子力機関」

と呼ばれる（IAEA 2018a、外務省 2016）。 
1953 年に行われた米・アイゼンハワー大統領による国連総会での「Atoms for Peace」演

説を契機とし、原子力平和的利用の促進を目的として 1957 年の IAEA 憲章発行をもって発

足した。IAEA 設立の背景には、第二次世界大戦後の原子力の産業利用に対する関心の増大

と核兵器拡散に対する懸念がある（IAEA 2018b）。 
IAEA は国連傘下の自治機関であり、オーストリア・ウィーンに本部を置いている。全加

盟国の代表によって構成される総会（General Conference）、IAEA の任務を遂行し実質的

な意思決定機関である理事会（Board of Governors）、および事務局（Secretariat）によっ

て IAEA は構成されている（IAEA 2018a）。2018 年 2 月現在、IAEA 事務局長は天野之弥

が務めている（IAEA 2018c）。 

3.2 加盟国

1957 年の設立時からの加盟国は 56 か国である。その後加盟国は増え、2018 年 2 月現在

の加盟国数は 169 か国にのぼる（IAEA 2018d）。 

3.3 活動内容

IAEA の活動目的は、原子力の平和的利用の促進、および軍事的利用への転用の防止であ

る。これらの目的を達成するため、IAEA は以下の 6 つの権限を付与されている（IAEA 
2018a）。 

① 平和的利用のための原子力に関する研究・開発・実用化の奨励および援助。

② 発展途上国に対する、平和利用目的の原子力研究・開発に必要なサービス・物資・

施設の提供。

③ 原子力の平和的利用に関する科学的・技術的情報交換の促進。

④ 原子力の平和的利用に向けた科学者・技術者の人材交流および訓練の促進。

⑤ 原子力の軍事的利用への転用を阻止するための保護措置の制定および実施。

⑥ 他の国連機関等と連携し、健康・生命・財産に対する危険を最小化するための安全

基準の策定。

原子力の平和的利用促進については、加盟各国に対する原子力発電に関する助言や技術

提供のほか、食糧・農業分野や健康促進・医療分野の研究などにも取り組んでいる。例と

して、WHO（World Health Organization、世界保健機関）および IARC（International 
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Agency for Research on Cancer、国際がん研究機関）と提携し、がん対策にむけた体制構

築を行う Programme of Action for Cancer Therapy（PACT）等が挙げられる（IAEA 2018e）。 
原子力の軍事的利用への転用を防ぐ試みとしては、加盟国が核の不拡散義務を履行して

いるかの検証を行っている。また、核拡散抵抗性が高い次世代原子炉の研究開発のほか、

核物質を利用したテロへの対策なども実施している（国際連合広報センター 2018）。 
安全基準の策定に関しては、IAEA が提供する基準が、多くの加盟国において国内法令・

指針類に取り入れられているほか、国際的な条約・協定においても参照されている。IAEA
には安全基準を検討するための安全基準委員会（CSS: Commission on Safety Standards）
が 1996 年から設置されている。図 1 でも示したように、CSS の下に、2018 年 2 月現在は

以下の 5 つの専門の委員会が設置されている。 

① 原子力安全基準委員会（NUSSC: Nuclear Safety Standards Committee）
② 廃棄物安全基準委員会（WASSC: Waste Safety Standards Committee）
③ 放射線安全基準委員会（RASSC: Radiation Safety Standards Committee）
④ 輸送安全基準委員会（TRANSSC: Transport Safety Standards Committee）
⑤ 緊急事態への準備と対応基準委員会（EPReSC: Emergency Preparedness and

Response Standards Committee）

これら 5 つの委員会は、それぞれの分野の基準文書についての策定・見直し・改訂、ま

たこれらの基準の適用支援の活動について、IAEA に対して勧告することを使命としている

（IAEA 2015）。 

図 1 IAEA における安全基準委員会の構成 
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3.4 日本の関与

日本は IAEA に設立時から加盟している。理事会には指定理事国として参加している。

指定理事国とは、特に原子力技術が進歩していると見なされる G7 先進国等から選出される

ものである。また、追加財源への拠出など、財政的支援も多く行っている（外務省 2016）。 

3.5 最近の動向

IAEA のなかでも特に放射線安全

基準委員会（RASSC）の近年の動向

としては、2014 年に国際基本安全基

準 （ BSS: International Basic 
Safety Standards）の改訂版を発行

したことが挙げられる。

図 2 で示したように、IAEA の原

子力･放射線の利用、放射性廃棄物や

放射性物質の輸送に関わる安全基準

を策定しているが、その基準文書は安全原則（Safety Fundamentals）を頂点とし、その下

に安全確保のために必要な一般的もしくは個別の要件をまとめた安全要件（Safety 
Requirements）、そして安全要件を満たすための措置・手続き・推奨事項について示され

た安全指針（Safety Guides）で構成されている。BSS はこの体系のうち一般安全要件

（General Safety Requirements）に該当する。図 3 で示すとおり、一般安全要件は 7 つの

パートに分かれており、BSS は Part 3 の「放射線防護と線源の安全（Radiation Protection 
and Safety of Radiation Sources）」にあたる（IAEA 2018f）。 

図 2 IAEA 安全基準の構成 
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図 3 IAEA 安全要件 

RASSC では、2011 年の BSS 暫定版発行後、福島第一原子力発電所事故の教訓を改訂版

に反映するか否かが検討されたが、特に改訂する必要はないとして 2014 年に正式版として

発行している。また、BSS の履行状況をフォローアップするため、ワークショップや会合

を開催している。

他にも安全指針（Safety Guides）の改訂を、特に環境防護の概念を含む分野において実

施している。

また、RASSC では 2018 年以降の重要課題として、BSS の履行、免除とクリアランスに

関する基準の改訂、規制における等級別アプローチの適用、食品や飲料水についての整合

のとれた基準、非医療目的の人体イメージング、職業被ばくの最適化、ラドン、UNSCEAR
等関連国際機関との連携強化、線量評価における不確実性と保守性、現存被ばく状況、獣

医学における放射線防護、などの課題の他、福島第一原子力発電所事故からの教訓の履行

についても、を挙げている。

[文献] 
IAEA, 2018a, “The Statute of the IAEA,” Vienna: International Atomic Energy Agency, 

(Retrieved February 2, 2018, https://www.iaea.org/about/statute). 
――――, 2018b, “History,” Vienna: International Atomic Energy Agency, (Retrieved 

February 2, 2018, https://www.iaea.org/about/overview/history). 
――――, 2018c, “Director General,” Vienna: International Atomic Energy Agency, 

(Retrieved February 2, 2018, 
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https://www.iaea.org/about/management-team/director-general). 
――――, 2018d, “List of Member States,” Vienna: International Atomic Energy Agency, 

(Retrieved February 2, 2018, 
https://www.iaea.org/about/governance/list-of-member-states). 

――――, 2018e, “Programme of Action for Cancer Therapy (PACT),” Vienna: 
International Atomic Energy Agency, (Retrieved February 2, 2018, 
https://www.iaea.org/services/key-programmes/programme-of-action-for-cancer-the
rapy-pact). 

――――, 2018f, “Long Term Structure of the IAEA Safety Standards and Current 
Status,” Vienna: International Atomic Energy Agency, (Retrieved February 16, 2018, 
https://www-ns.iaea.org/committees/files/CSS/205/status.pdf). 

――――, 2015, “Terms of Reference for the Safety Standards Committees,” Vienna: 
International Atomic Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
http://www-ns.iaea.org/downloads/standards/ss-committees-tor.pdf). 

外務省、2016 年、「国際原子力機関（IAEA）の概要」、外務省ホームページ、（2018 年 2
月 2 日取得、http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/atom/iaea/iaea_g.html） 

国際連合広報センター、2018 年、「国際原子力機関（IAEA）」、国連広報センター、（2018
年 2月 2日取得、http://www.unic.or.jp/info/un/unsystem/specialized_agencies/iaea/） 
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4 OECD/NEA 

4.1 組織概要

NEA（The Nuclear Energy Agency、原子力機関）は OECD（the Organisation for 
Economic Co-operation and Development、経済開発機構）傘下の専門機関である。原子

力の安全・技術・科学・環境・法について、先進的な原子力技術基盤を有する国家間の協

力を促進するために設立された（OECD/NEA 2017a）。 
第二次世界大戦後のヨーロッパの復興に伴う急激なエネルギー需要の増加と原子力発電

への期待を鑑み、1958 年に ENEA（The European Nuclear Energy Agency、欧州原子力

機関）として活動を開始した。1972 年にヨーロッパ地域以外の国が参加したことを受け、

現在の名称へと変更された（OECD/NEA 2017b）。 
事務局はフランスのブローニュ＝ビヤンクールに置かれている。2018 年 2 月現在、事務

局長は米国のウィリアム・D・マグウッド（William D. Magwood）が務める（OECD/NEA 
2018b）。 

4.2 加盟国

1955 年の創立時からの加盟国はヨーロッパ 17 か国である。1972 年の日本の加入以降は

ヨーロッパ地域以外の加盟国が増え、2018 年 2 月現在、ヨーロッパ、北米・中南米、アジ

ア太平洋の各地域から 33 か国が参加している（OECD/NEA 2017a, 2017b）。
NEA の加盟国は、既に原子力利用技術を取得している国が主となっている。

4.3 活動内容

NEA の使命は、安全かつ経済的で環境にやさしい原子力を加盟国が利用するために必要

な科学的・技術的・法的基盤を、国際協力を通じて維持・発展させることの支援である。

NEA は原子力に関して権威ある評価を提供し、エネルギー問題や低炭素経済の持続可能な

開発などの分野において、各国政府の決定や OECD のより広範囲な分析の基盤となる共通

理解を醸成するように努めている（OECD 2016、OECD 日本代表部 2017）。 
2017-2022 年の NEA 戦略計画においては、加盟国に対して（1）情報や経験の交換およ

び分析のためのフォーラムを提供すること、（2）原子力分野における国際協力を促進する

こと、（3）原子力人材をプール・維持しその活動をサポートすること、（4）原子力政策分

析を提供することが、基本戦略として挙げられている（OECD 2016）。 
NEA には運営委員会（Steering Committee for Nuclear Energy）の下に 7 つの常設技

術委員会と 75 のワーキングパーティおよび専門家グループが設置されている他、原子力デ

ータやコードおよび検証サービスを提供する NEA データバンクや、21 の国際共同研究プ

ロジェクトが提供されており、戦略計画の達成に向けて活動している（OECD 2018a）。
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4.3.1 常設技術委員会

NEA の常設技術委員会では、困難な問題を解決し、最善の慣行を確立、国際協同を促

進するために、加盟国の政府高官・技術専門家および戦略的パートナーが一堂に会する。

以下の 7 つの委員会が設置されている。 

① 原子力規制活動委員会（CNRA: Committee on Nuclear Regulatory Activities）
② 原子力施設安全委員会（CSNI: Committee on the Safety of Nuclear Installations） 
③ 放射性廃棄物管理委員会（RWMC: Radioactive Waste Management Committee）
④ 放射線防護及び公衆衛生委員会（CRPPH: Committee on Radiological Protection

and Public Health）
⑤ 原子力法委員会（NLC: Nuclear Law Committee）
⑥ 原子力開発・核燃料サイクルに関する技術的経済的検討委員会（NDC: Committee for

Technical and Economic Studies on Nuclear Energy Development and the Fuel
Cycle）

⑦ 原子力科学委員会（NSC: Nuclear Science Committee）

中でも放射線防護及び公衆衛生委員会（CRPPH）は、放射線防護の概念・科学・政策・

規制の運営上および社会的な課題を取り扱う。CRPPH は NEA 事務局のうち放射線防護

および原子力安全の人的側面部局（Division of Radiological Protection and Human 
Aspects of Nuclear Safety）が担当している。 

4.4 日本の関与

日本は ENEA 時代の 1965 年から準加盟国として参加しており、1972 年にヨーロッパ地

域以外で初めての正式加盟国となった。また、現在事務局には藤原正彦が法務・戦略資源

担当次長として勤めている（外務省 2016）。 
また、日本は NEA データバンク事業において核データおよび計算コードの提供・開発等

に関与しているほか、東京電力福島第一原子力発電所事故に関するプロジェクトやレポー

トへの参加も行っている（外務省 2016）。

4.5 最近の動向

NEA の中でも特に CRPPH の近年の活動として、WPNEM（Working Party on Nuclear 
Emergency Matters、原子力緊急事態の課題に関する作業部会）や、他国際機関との共同

事業である ISOE（Information System on Occupational Exposure、職業被ばく情報シス

テム）、原子力以外の事故の教訓に関する専門家グループ、レガシー管理に関する専門家グ

ループ等が挙げられる。

WPNEM では国際原子力緊急時対応演習（INEX）を実施している。2015 年～2016 年実
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施された INEX5 では、22 か国が参加し、自然災害に起因した原子力発電所事故への国際

的対応について机上演習が行われた。また 2017 年には INEX5 について国際ワークショッ

プが開催され、情報交換プラットフォームのレビューや、加盟国への「復旧の枠組み」策

定のための勧告等が提言された。

また、CRPPH は 2016 年 10 月に福島県にて事故後の食品安全科学に関するワークショ

ップを実施している。ワークショップでは、事故後の日本の食品管理状況や最新の食品安

全科学などについて議論された。報告書は近日中に公開が予定されている。

[文献] 
OECD/NEA, 2016, “THE STRATEGIC PLAN of the Nuclear Energy Agency 2017-2022,” 

Boulogne-Billancourt: Nuclear Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/about/strategic-plan2017-2022.pdf). 

――――, 2017a, “Nuclear Energy Agency – About us,” Boulogne-Billancourt: Nuclear 
Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/about/). 

――――, 2017b, “History of the OECD Nuclear Energy Agency,” Boulogne-Billancourt: 
Nuclear Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/history/). 

――――, 2017c, “History of the OECD Nuclear Energy Agency - Timeline,” 
Boulogne-Billancourt: Nuclear Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/history/timeline.html). 

――――, 2018a, “Organisational Structure of the OECD Nuclear Energy Agency 
(NEA),” Boulogne-Billancourt: Nuclear Energy Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/about/organigram/committee-structure.pdf). 

――――, 2018b, “NEA Management Structure,” Boulogne-Billancourt: Nuclear Energy 
Agency, (Retrieved February 5, 2018, 
https://www.oecd-nea.org/general/about/organigram/management-structure.pdf). 

外務省、2016 年、「経済協力開発機構／原子力機関（OECD／NEA）」、外務省ホームペー

ジ、（2018 年 2 月 5 日取得、http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/atom/oecd_nea.html） 
OECD 日本政府代表部、2017 年、「OECD の概要：原子力機関 - NEA: Nuclear Energy 

Agency」、OECD 日本政府代表部ホームページ、（2018 年 2 月 5 日取得、

http://www.oecd.emb-japan.go.jp/itpr_ja/00_000211.html） 
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5 WHO 

5.1 組織概要

WHO（World Health Organization、世界保健機関）は国連の専門機関のひとつである。

「すべての人々が可能な最高の健康水準に到達すること」を目標に、1948 年 4 月 7 日に設

立された（WHO 2018a, 厚生労働省 2018）。 
全加盟国によって構成される最高意思決定機関である「総会（World Health Assembly）」、

政策の実施や総会への助言を行う「執行理事会（Executive Board）」、地域単位の組織とし

て、意思決定機関である地域委員会と実施機関である地域事務局からなる「地域的機関

（Regional Organization）」2が、WHO の主な組織として挙げられる（WHO 2018c）。 
事務局はスイス・ジュネーヴに置かれている。2018 年 2 月現在、事務局長はエチオピア

のテドロス・アダノム（Tedros Adhanom）が務める。 

5.2 加盟国

2018 年 2 月現在 194 か国が加盟している。 
国連加盟国は、WHO 憲章を承諾することで、WHO に加盟することが可能である。その

他の国も総会で申請が承認された場合は参加可能。地域等は、他の加盟国や組織等による

申請をおこなうことで、準会員として扱われる（WHO 2018d）。 

5.3 活動内容

WHO の職務は、健康に関する世界的な課題について、国連の枠組みの中から各国に対し

て指揮・協力を行うことである。この職務を遂行するため、WHO は（1）保健に関する決

定的な問題においてリーダーシップを発揮し（2）研究方針の策定、（3）規範・基準の設定、

（4）倫理・根拠に基づく政策選択肢の明確化、（5）技術支援や持続可能な制度的能力の提

供、（6）健康をとりまく状況や傾向をモニタリングおよび評価することを、その主な機能

として設定している（WHO 2018b, 2018e）。 
WHO では約 200 のプログラム・プロジェクトがあり、それらは国連、国際機関、各国

政府、市民組織など様々なアクターとの協働によって実施されている（WHO 2018f）。これ

らのプログラム類の中で、放射線被ばくを取り扱う環境と健康プログラム（Health and 
Environment Programme）が持つ予算は全体の 2.4%である（WHO 2018g）。 

また、WHO には REMPAN（Radiation Emergency Medical Preparedness and 
Assistance Network、緊急被ばく医療ネットワーク）という事業が設置されている。これ

は放射線被ばく事故発生時に助言・支援を行うための、医療と線量計測専門家からなるネ

2 アフリカ事務局（Regional Office for Africa）、アメリカ事務局（Regional Office for the Americas）、南

東アジア事務局（Regional Office for South-East Asia）、ヨーロッパ事務局（Regional Office for Europe）、
東地中海事務局（Regional office for the Eastern Mediterranean）、西太平洋事務局（Regional Office for 
the Western Pacific）の 6 組織からなる。 
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ットワークである。また、REMPAN の業務には原子力緊急事態に対する研究開発も含まれ

ている（WHO 2018j）。 

5.3.1 WHO-CC 
WHO が設定している協働の枠組みとして、WHO-CC（World Health Organization – 

Collaborating Centre, 世界保健機関協力センター）制度がある。これは加盟国の研究機

関や大学、学術機関を、WHO のプログラムを支援する活動拠点として指定するものであ

る。

加盟国の研究機関を国際的な目標のため活用する構想は国際連合時代からあったもの

で、1947 年の WHO 発足後すぐに複数の機関が参照機関として指名された。2018 年 2
月現在、80 か国以上から 700 以上の機関が WHO-CC として指名されている。WHO-CC
の指定期間は 4 年間で、申請による再指定が認められている。 

CC に指定された期間は、委託事項や作業計画を WHO の関与の上で決定する必要があ

り、その活動内容は常に WHO によってモニタリングされる。WHO は CC の活動に必要

な人的資源など様々なリソースを提供する。

WHO がその義務を履行し、自身で保有する以上のリソースを活用するための手段とし

て、CC は重要かつ費用対効果の高い制度であると見なされている（WHO 2018h, 2018i）。 

5.4 日本の関与

日本は 1951 年 5 月に WHO に加盟した。地域事務所のうち西太平洋事務所（WPRO: 
Regional Office for the Western Pacific）に所属している（厚生労働省 2018）。 

日本は WHO に対し財政・人材支援を多く行っているほか、新型インフルエンザ対策、

緊急医療支援、ポリオ根絶計画等、さまざまな事業において WHO と連携し活動している

（外務省 2011）。 
WHO-CC に関しては、日本からは 96 機関が CC として指定を受けている。 

5.5 最近の動向

WHO における放射線防護に関する近年の

動向としては、2013 年の Bonn Call for Action
の公表が挙げられる。Bonn Call for Action は、

IAEAとWHOによって 2012年に開催された

ボン国際会議にて採択された声明である。医療

における放射線防護の向上にむけた 10 のアク

ションをまとめている。WHO では Bonn Call
for Action に呼応した取り組みとして、電離放

射線プログラムが、医療被ばくについての便益
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‐リスク対話を患者と医療者が行うための支援ツ

ール開発に取り組んでいる。また、2017 年 12 月

には Bonn call for Action の達成状況について振

り返る国際会議が開催されている。

放射線防護に関する WHO-CC の近年の動向の

中でも、REMPAN においては日本から量子科学

技術研究開発機構や放射線影響研究所、長崎大学

が CC となり、アジア地域対象の被ばく医療国際

研修の実施等を通じて REMPAN の活動を支援し

ている。また、REMPAN は 2017 年 9 月を National Preparedness Month とし、放射線

被ばくに関する緊急事態についての市民啓発をはかった。ほかにも、緊急時リスクコミュ

ニケーションについてのガイドラインが出版されている。

[文献] 
WHO, 2018a, “About WHO – Who we are, What we do,” Geneva: World Health 

Organization, (Retrieved February 6, 2018, http://www.who.int/about/en/). 
――――, 2018b, “What we do,” Geneva: World Health Organization, (Retrieved 

February 6, 2018, http://www.who.int/about/what-we-do/en/). 
――――, 2018c, “Governance of WHO,” Geneva: World Health Organization, (Retrieved 

February 6, 2018, http://www.who.int/about/governance/en/). 
――――, 2018d, “Countries,” Geneva: World Health Organization, (Retrieved February 

6, 2018, http://www.who.int/countries/en/). 
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(Retrieved February 6, 2018, 
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6 NCRP 

6.1 組織概要

6.1.1 来歴

NCRP（National Council on Radiation Protection and Measurement、米国放射線防

護審議会）は、放射線防護体系の枠組みを勧告する機関であり、1964 年に米国議会の認

可を受け設立された非政府・非営利組織である。

NCRP の前身組織である The Advisory Committee on X-ray and Radium Protection
（ACXRP）は、米国内の放射線関連組織を代表する形で 1929 年に設立された。ACXRP
設立の際は、前年の 1928 年に成立した IXRPC（ICRP の前身組織）と類似した機能を持

たせる意図があった。1946 年に The National Committee on Radiation Protection に改

組・改称後、1964 年に現在の NCRP へと改組・改称された。 
このような経緯もあり、米国内における NCRP の位置づけは、下表のように国際機関

の間における ICRP の立ち位置と同様のものとなっている（NCRP 2015a）。 

表 1 米国内における NRC の位置づけと国際機関との比較 
米国 国際機関

科学 NAS（政府機関） UNSCEAR（政府間機関） 
防護体系 NCRP（非政府機関） ICRP（非政府間機関） 
規制 NRC（政府機関） IAEA（政府間機関） 

（浜田要旨より作成）

6.1.2 組織構成

幹事会（Board of Director、13 名）、審議会（Council Members、100 名）、行政委員

会（Administrative Committees）のほか、2 つの審議委員会（CC: Council Committee）
と PAC（Program Area Committee）と呼ばれる専門委員会が 7 つ設置されており、そ

れぞれの専門委員会の下に科学委員会（SC: Scientific Committee）が置かれている。こ

のうち、審議委員会と科学委員会は刊行物作成のためのアドホック委員会である（NCRP 
2015b）。 
各専門委員会が取り扱う領域は表 2 のとおりである。 

表 2 各専門委員会の専門領域 
PAC1: 基本基準・疫学・生物学・リスク PAC2: 運用上の放射線安全 
PAC3: 原子力・放射線安全保障、安全 PAC4: 医療における放射線防護 
PAC5: 環境放射線と放射性廃棄物の課題 PAC6: 放射線の測定と線量計測 
PAC7: 放射線教育、リスクコミュニケーション、アウトリーチ、政策 

（NCRP 2017a） 
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また、NCRP の組織構成は ICRP のそれと類似している。 

表 3 NCRP と ICRP の組織構成比較 
NCRP ICRP 

幹事会 主委員会

審議会 ―

事務局、行政委員会 科学事務局

PAC 1 C1 
PAC 6 C2 
PAC 4 C3 
PAC 2, 3, 5, 7 C4 
科学委員会、審議会委員会 タスクグループ

― ワーキングパーティ

（浜田要旨より作成）

NCRP は米国メリーランド州ベセスダに小規模な事務局を構えている。現在の会長（第

5 代）は John B. Boice であり、2012 年から会長職を務めている（NCRP 2017b）。 

6.2 活動内容

NCRP の目的は、放射線防護と線量測定について最新の科学的知見における合意に基づ

いた情報や指針・勧告を策定し、広く普及することである。また、NCRP の任務には、放

射線防護に関する組織・機関の連携を促進することも含まれる（NCRP 2015a）。 
NCRP の活動成果は主に刊行物として提示される。厳しい査読システムを持つ NCRP の

刊行物は、米国国内で大きなインパクトを持つのみならず、ICRP や UNSCEAR など多く

の国際機関において、放射線防護体系についての議論に活用されている（NCRP 2015c）。 

6.2.1 NCRP 刊行物 
刊行物作成は科学委員会（SC）が行う。科学委員会は各専門委員会の設置提案の後、

外部資金を確保でき次第、立ち上げとなる。外部資金は政府機関からの提供が主である。

刊行物はレポート（Report）、コメンタリー（Commentary）、声明（Statement）の 3
種に大別される。それぞれページ数や査読制度等が異なっており、3 種の中ではレポート

が最もページ数が多く、また厳密な査読プロセスを有する。

6.2.1.1 レポート（Report） 
審議会から選ばれた 4～8 名の査読者による査読と、審議会メンバー全員による投票

が行われる。また、協力機関や名誉会員からのコメントも受け付けるが、レポートの採
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否を決定できるのは審議会メンバーのみである（NCRP 2015c）。 

6.2.1.2 コメンタリー（Commentary） 
予備的調査である場合や刊行を急ぐ場合、予算が限られるなどの事情がある場合は、

レポートではなくコメンタリーとして刊行される。幹事会の承認をもって発行される

（NCRP 2015c）。

6.2.1.3 声明（Statement） 
査読手続はレポートと同様だが、内容は簡潔なものとなっており、長さは 4 ページ程

度である（NCRP 2015c）。 

6.2.2 会合

年 1 回、幹事会会合、審議会会合、専門委員会会合、公開制年会を同時開催する。公

開制年会の参加者は毎年 200～300 名程度であり、テーマは各専門委員会が持ち回りで担

当している。

6.3 最近の動向

NCRP は情報発信体制を強化しており、Twitter や Youtube の活用や、Health Physics 
News への会長による毎月のレポート寄稿、学術雑誌における NCRP 刊行物解説掲載の支

援などを行っている。

NCRP 刊行物に関しては、近年は政府機関からの依頼および財政支援により作成される

刊行物が増加している。このようなケースの例として、PAC1 の中では、NRC（Nuclear 
Regulatory Commission、米国原子力規制委員会）の依頼と出資により刊行された NCRP
コメンタリー No.26（2017 年）が挙げられる。コメンタリーNo,26 は水晶体線量限度ガイ

ダンスに関する刊行物である。NRC はこのコメンタリーに基づき線量限度の改訂を検討し

たが、ステークホルダーからの反対により断念している。

また、CDC（Centers for Disease Control and Prevention、疾病予防対策センター）か

らの依頼および財政支援により、2017 年に SC1-26「低線量リスク推定を強化するために

放射線生物学と疫学を統合するアプローチ」が立ち上げられ、レポート作成に向けて活動

を開始している。

[文献] 
NCRP, 2015a, “Mission,” Bethesda: National Council on Radiation Protection and 

Measurement, (Retrieved February 6, 2018, http://ncrponline.org/about/mission/). 
――――, 2015b, “Structure,” Bethesda: National Council on Radiation Protection and 

Measurement, (Retrieved February 6, 2018, http://ncrponline.org/about/structure/). 
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4 当日の質疑応答・意見交換 

質疑応答 

進行役：杉浦氏（原子力安全研究協会）

質疑応答では、以下の質問と講師からの回答があった。

・IAEA では表面汚染密度の基準について免除とクリアランスで考えると説明があった

が、クリアランスは条件付クリアランスについても検討するのか。

――そのとおりである。一般のクリアランスと一般では難しいもので各施設や利用条

件に合った条件付クリアランスがある。指針の改訂計画書（DPP）では条件付ク

リアランスとは言っておらず、特別な（Specific）クリアランスと言っているが、

その方法について内容として含んでいる。（米原氏）。

・各国際機関の基準や指針は、国内にどのような形で取り入れるのか意見を聞きたい。

日本の医療制度についても取り入れについて聞きたい。

――福島事故以前に放射線審議会は2007年勧告の取入れ状況についてレビューを行っ

ていた。当時放射線審議会は意見具申する権限を持っておらず、中間報告書をま

とめたところで震災が起きてしまい、作業が止まってしまった。現在の放射線審

議会は、当時とは異なり意見を述べることができるため、再び調査に動き始めて

いる（甲斐氏）。

――法改正により、放射線審議会の機能が強化されている。放射線防護に対する司令

塔的な役割をしている放射線審議会において2007年勧告の国内への取り込み状況

について議論を始めており、反映されていない分野については今後議論を深めて

いくこととなる（規制庁）。

――医療被ばくについては、厚生労働省が中心に扱う分野であると考える。厚生労働

省において医療放射線の適正管理に関する検討会が立ち上がり、BSS や ICRP の

勧告に基づいた医療被ばくの防護についても議論されている。医療被ばくについ

ては、関係する学協会の推進が国を動かしつつあると認識しており、今後も学術

コミュニティの中でも連携して進めていきたい。また厚生労働省と規制庁との縦

割も、情報共有などにより少しずつ改善されているように感じている（神田氏）。 
――IAEA の基準というのは、legal bind（法的拘束力）ではなく強制ではない。規制

委員会は、2 年前に IAEA の総合規制評価サービス（IRRS）を受けた。これは直

接国際基準の取入れを評価されるのではないが、BSS など国際基準に照らして評

価され、その勧告に沿って、IAEA の国際基準と整合を取るために法改正等を行っ

ており、今後もこの方向性は進んでいくと考えている（米原氏）。
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――IAEA の基準委員会の中で緊急事態の準備と対応を扱う EPReSC のメンバーを務

めている。日本は緊急時対応の分野においては、他国よりも先行して IAEA の基

準を法令に取り入れていると認識している（本間氏）。

・医療被ばくや作業従事者の線量については、UNSCEAR が継続的に取りまとめをして

いる。医療被ばくに関する UNSCEAR の活動について教えて欲しい。 
――UNSCEAR や様々な会合に参加していると、医療被ばくについて関心事が増えて

いるように思う。しかし日本からの医療被ばくに関する論文は非常に少ない。日

本の科学者が、医療被ばくや職業被ばくについて実態をまとめた英語論文を書い

ていくことが求められているように考えている（明石氏）。

・ICRP では新たな線量概念として等価線量は臓器線量に用いず、確定的影響を問題と

するときの臓器線量の単位には Gy を用いる動向があるが、今後 ICRP2007 年勧告を

国内法令に取り入いれる法令改正が行われ、新たな線量概念が取り入れられない状態

が十数年続く現状について意見を聞きたい。

――ICRP の主勧告というのは毎回大きく変わるものではない、新しい情報や社会的な

経験を基に主勧告が作られている。国内法令への取り入れについては、機能が強

化された放射線審議会の中で議論され、取り入れが進むのではないか（甲斐氏）。

・WHO についても意見を聞きたい。

――WHO は数値的な勧告というよりは、考え方を出すことが多い組織であると認識し

ている（立崎氏）。

質疑応答、意見交換中の様子
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【附録】
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放射線防護に関する国際動向報告会 概要 

1.日時 平成30年1月23日（火） 13：00～17：00 

2.場所 東京国立近代美術館 講堂 

3.プログラム 

3.1 開会の挨拶 
 佐藤氏（原子力規制庁放射線防護企画課長）から挨拶があり、本報告会を開催に当たって以下の紹介があっ

た。

原子力規制庁として、今年度新たに２つの事業を強化している。１つ目は放射線審議会の機能強化である。

今後は放射線審議会が自ら調査審議し他省庁へ提言することが可能となった。その枠組みで、①放射線防護の

基本的な考えを取りまとめる。②ICRP2007年勧告の国内法令への取り込み状況を調査する。③福島事故後の

防護に係わる基準の現状について検討を進めている。２つ目は放射線安全規制研究戦略的推進事業として、放

射線安全規制研究推進事業と放射線防護研究ネットワーク形成推進事業を始めたことである。ネットワーク形

成推進事業として、放医研神田先生が研究代表を務める課題「課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プ

ラットフォームの形成」が採択されている。事業では国際機関・会議の議論に関する情報収集と情報発信に取

り組んでいる。今回６つ国際機関・会議に関する動向報告会を開催し、その中で積極的な意見交換、情報共有

が行われ課題解決や業務の推進につながることを期待している。

3.2 「UNSCEARに関する最新の動向について」明石氏（量子科学技術研究開発機構） 
原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）の設立の経緯や日本の役割と参加について説明が

行われた。また現在の組織体制や抱えている問題についても紹介があった。UNSCEAR は、「科学に根ざし、

政策を取り扱わない独立かつ公平な立場」から報告書を刊行している。報告書は４～５年に1度刊行され、公

文書や法的な判断に利用されている。報告書が利用された具体的な例も紹介された。毎年１回オーストリア・

ウィーンで年次総会が開かれ、各国の代表や研究者、国際機関の代表が参加している。

福島事故に関する UNSCEAR2013 報告書について、その作成経緯や方法について報告が行われた。また

2013年報告書の主要な知見やポイントについても紹介があった。2013 年報告書刊行後の進展として、福島追

跡プロジェクトが紹介された。2015 年、2016 年と 2017 年白書として、情報の追跡と更新が行われている。

2017年白書のポイントとプロジェクトの今後の予定について報告があった。 

3.3 「ICRPに関する最新の動向」甲斐氏（大分県立看護科学大学） 
国際放射線防護委員会(ICRP)の組織と活動の説明が行われた。組織の説明では、委員会の歴史、変遷と日本

からのメンバーが紹介された。ICRP の活動として、放射線防護に関する主勧告や ICRP の放射線防護体系に

ついて説明がされた。ICRP では科学のみならず、倫理と社会的価値および経験に基づいて、実務のための基

礎の勧告を行っている。

ICRP の最新の動向として、新しい人体ファントムや倫理的基礎などの注目されているテーマについてそれ

ぞれ報告があった。また最新の刊行物の状況について紹介された。福島ダイアログイニシアティブ国際ワーク

ショップ会議録が刊行され、日本保健物理学会の若手有志によってその日本語訳が公開されている。現在活動

中のTG（Task Group）や ICRP全体の動きについて説明があった。古い ICRP刊行物はPDFによる無料公

開が進められている。また ICRP刊行物の日本国内における翻訳委員会の紹介もあった。 



31 

3.4 「IAEAにおける放射線安全基準の検討状況」米原氏（原子力安全研究協会） 
IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）での BSS の策定経緯と最近の活動状況について説明が行われた。

IAEA の基準委員会の組織や、安全基準文書の全体構成、BSS の発行の経緯とともに、2014 年に発行された

現行版の内容についても説明がなされた。RASSCの活動についても、最近の４年間の活動や次期（2018年～

2021年）における重要検討課題について報告があった。将来の検討課題のうち、一般課題としては、福島事故

の教訓、BSSの履行や基準策定における線量評価の不確実性と保守性の問題などが、個別課題としては屋内ラ

ドン、食品・飲料水の基準、等級別アプローチ（特にNORM）、獣医学での放射線防護、免除とクリアランス

に関する指針の改定、医療被ばく、職業被ばくの最適化などが挙げられている。

3.5 「OECD/NEA CRPPHの最近の活動について」本間氏（原子力規制庁） 
OECD/NEA/CRPPH の組織と活動について説明が行われた。NEA には現在 33 カ国が加盟し、CRPPH

（Committee on Radiological Protection and Public Health）は加盟国からの専門家で構成される常設委員会

の一つで、放射線防護体系の規制、履行及び更なる発展において加盟国を支援することを目標としている。

CRPPH の現在の活動と今後の計画等が紹介された。CRPPH は、作業部会、専門家グループとワークショッ

プの３つを大きな事業活動としている。

CRPPHの最近の活動として、「国際原子力緊急事態演習 INEX5」、「原子力以外の事故の教訓に関する専門

家グループ」、日本で開催された「事故後の食品安全科学に関する国際ワークショップ」等の報告が行われた。

CRPPHの今後の活動として、スウェーデンで予定されている国際放射線防護学校の紹介があった。 

3.6 「WHOの最近の動向」立崎氏、神田氏（放射線医学総合研究所） 
世界保健機関（WHO）とWHO-CC（Collaborating Center）の組織について説明が行われた。WHOのメ

ンバー機関カテゴリーには、CC、LI（Liaison Institutes）やObserversがあり、放医研はWHO-CCとして

緊急被ばく医療や放射線防護に関する様々な活動を行っている。REMPAN（Radiation Emergency Medical 
Preparedness and Assistance Network）について説明があり、REMPAN-CCとしての放医研の実績が報告さ

れた。実績には被ばく医療のアジア地域対象の国際研修やWHO専門家会合などがある。またWHO REMPAN
機関誌や出版物の紹介がされた（立崎氏）。

WHO の Ionizing radiation プログラムの説明が行われた。最近のWHO の放射線防護に関する活動では、

緊急時対応と医療用放射線被ばくに関するものが目立っている。またBonn Call for Actionという医療放射線

防護に関する声明文の紹介がなされた。これはボン国際会議の成果をまとめた医療放射線防護を向上のための

10の行動である。その後、Bonn Call for Action の実現に向けて、WHOが実施した放射線検査のベネフィッ

ト‐リスク対話の推進のためのツール開発（WHOが実施）や、2017年12月ウィーンで開催された国際会議

(IAEA主催、WHO・PAHO共催)について報告された。この会議ではBonn Call for Actionの達成状況につい

て確認し、現状の課題や今後の取組についてまとめられている（神田氏）。

3.7「米国放射線防護審議会(NCRP):組織構成、最近の動向、政府機関との関わり」浜田氏（電力中央研究所） 
米国放射線防護審議会（NCRP）の説明が行われた。NCRPの変遷について説明があり、他機関との関係に

おいて ICRP と類似していることから ICRP との様々な比較が紹介された。またNCRP の各プログラム委員

会（PAC1~7）の専門分野や科学委員会 (SC)について説明があった。NCRP の刊行物としては、声明、コメ

ンタリー、レポートがあり、コメンタリーとレポートでは査読システムが異なっている。

最近の動向として、PAC１の刊行物の状況が報告された。水晶体線量限度に関する NCRP コメンタリー

No.26 や LNT に関する NCRP コメンタリーNo.27 の報告がなされた。また審議会委員会 (CC)である CC１
「米国のための放射線防護ガイダンス」の活動状況や今後の予定について報告があった。
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3.8 質疑応答 

前掲のため省略

3.9 閉会の挨拶 
高橋氏（京都大学）から挨拶があった。以下の紹介があった。

 国際機関で活動する専門家が一堂に会して議論するというのは、情報共有、意見交換やそれぞれの役割の違

いがわかり非常に有益な機会であった。今後の事業展開ではネットワーク合同報告会などが予定されている。

大学においても大学のアイソトープ総合センターを中心にネットワークの形成を開始している。ネットワーク

の形成においては人と人とのつながりが重要になってくる。事業の成功のためにもネットワークへの積極的な

参加をお願いしたい。

以上
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講演要旨 
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UNSCEAR に関する最新の動向について

明石 真言

国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構

原子放射線の影響に関する国連科学委員会 (United Nations Scientific Committee on 
the Effects of Atomic Radiation、以後 UNSCEAR)は、国際連合(United Nations)の委員

会として、国際原子力機関(International Atomic Energy Agency、IAEA)の発足より 1 年

早い 1955 年 12 月の国連総会決議に基づき、15 カ国からの科学者により組織された。こ

の背景には、1950 年初頭に大気圏内核実験が頻繁に行われ、その影響を世界的に調査する

必要性が出てきたことがある。事務局は当初ニューヨークに置かれたが、1974 年からはウ

ィーンにある。国連総会決議採択当時、日本は国連未加盟であったが、我が国は発足当初

からのメンバー国である。現在事務局は、ケニアのナイロビに本部を置く国連環境計画

(United Nations Environment Programme、UNEP）により設置され、委員会の任務は、

人と環境における放射線に係わる影響を調査し､国連総会に報告を行うことである。1956
年ニューヨークで第一回会合が開催された。また 4～5 年に一度、報告書 Sources and 
Effects of Ionizing Radiation を刊行しており、報告書の内容には､自然放射線被ばく､人工

放射線被ばく、医療放射線被ばく及び職業被ばくなどの線量評価､その身体的・遺伝的影響

とリスク推定に関する最新の情報等が含まれる。1958 年、1962 年報告書が科学的根拠と

なり、大気圏核実験を禁止する部分的核実験禁止条約 （Partial Test Ban Treaty）が 1963
年に調印されている。またこの報告書は､被ばく線量や健康影響に関する最新の科学的知見

の情報源として引用されることが多く、国際放射線防護委員会(International Commission 
on Radiological Protection、ICRP)が行う勧告、また世界保健機関(World Health 
Organization、WHO)、国際労働機関(International Labour Organization、ILO)など国

際機関の政策に重要な基礎資料となっている。現在その加盟国は 27 カ国であり、毎年一

回事務局のあるウィーンで年次総会が開催され、加盟国と国機関の代表そして事務局長が

参加する。

東電福島原子力発電所事故後には、2013 年報告書、また 2015 年、2016 年、2017 年に

白書が刊行された。白書の位置づけは、2013 年報告書後に出される新たな知見を注視し､

同報告書とは異なるもしくは影響する知見はないか、あるいは課題として広く認識されて

いる主題領域において特定されている研究ニーズ等を探り、次の報告書に反映することで

ある。今までのところ 2013 年報告書の知見を大きく変える科学的な証拠は出ていないと

している。この様に客観的な立場から､放射線影響に関する世界中の論文を注視している。 
我が国では、UNSCEAR 報告書の役割は上記に留まらない。厚生労働省は、電離放射線

に被ばくする業務に従事し、又は従事していた労働者に発生した電離放射線障害の労災認

定に当たって、認定基準を定めていない電離放射線障害等については、都道府県労働局よ

り厚生労働省にりん伺の上、業務上外の認定を行うこととしている。発症疾病と電離放射

線被ばくとの因果関係について専門的な見地から検討するため、厚生労働省労働基準局労

災補償部長が、電離放射線障害に精通した専門家に参集を求め、医学上の意見を徴するた

め、「電離放射線障害の業務上外に関する検討会」を開催している。検討会では、該当する

疾病に関する最新の科学的論文を検討するのみならず、必ず UNSCEAR の報告書による

知見を参考にしている。これは UNSCEAR が「科学に根ざし、政策を取り扱わない独立

かつ公平な立場」でその報告書を刊行しているからである。報告会では、最近の UNSCEAR
に関しての動向のついてホットな話題を提供する予定である。
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UNSCEAR 2013 年報告書 
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ICRP に関する最新の動向 

甲斐 倫明

ICRP 主委員会委員（大分県立看護科学大学） 

要旨：ICRP（国際放射線防護委員会）は 1928年に前進の国際 X 線ラジウム防護委員会とし

て発足して 2018 年には 90歳を迎える。2017 年 7 月には、2005年に創設された第 5 専門委

員会（環境の防護）が廃止され、これまでの第 1 から第 4 専門委員会に吸収統一して新メ

ンバー構成で新しい任期が始まった。委員長は引き続き英国のクレアカズン女史がつとめ

ている。メンバーの詳細な情報は ICRP の HP(http://www.icrp.org)を参照いただきたい。

日本からの委員は、甲斐倫明（主委員会）、酒井一夫（第 1 専門委員会）、小笹晃太郎（第

1専門委員会）、佐藤達彦（第 2専門委員会）、細野眞（第 4 専門委員会）、本間俊充（第 4

専門委員会）、伴信彦（第 4 専門委員会）となっている。ICRP は放射線防護に関する主勧

告を 2007年（Pub.103）に出版した後、主勧告に基づいた種々の被ばくに対する防護のガ

イダンスから、新しい科学的情報に基づいた防護に関連する物理、生物、医学の知見、さ

らには防護の基礎に関する問題を扱ってきた。とくに、放射線影響、線量評価、医療にお

ける防護、人工および自然放射線からの防護に関する ICRP 刊行物(Annals of the ICRP)

を出版してきている。ICRPの放射線防護体系は、科学のみならず、倫理と社会的価値およ

び経験に基づいて、放射線安全規制、ガイダンスおよび実務のための基本を形作っている。

これまでの科学的知見、倫理と社会的価値および経験から主勧告の改訂に向けての動きが

始まっている。現在、動いている活動から得られた成果(刊行物)の延長線上に作成される

と考えていいだろう。その中には、被ばく状況と被ばくカテゴリー、放射線影響の分類、

組織反応の線量限度や参考レベルの基礎などに関することが今後も議論されていくと考え

られる。最新の動きとして注目されるのが、実効線量や実用線量の改訂などの線量概念に

関する問題、新しい人体ファントムを適用した外部被ばく線量と内部被ばく線量係数の改

訂、放射線防護体系における環境の防護と人の防護の融合に関する議論、線量・線量率効

果係数(DDREF)および損害(detriment)の計算法の検討、アルファ線放出核種によるがんリ

スク評価、放射線防護における倫理的基礎、福島事故の教訓を受けた大規模原子力事故時

の防護など、多岐の問題に渡っている。これらの議論は、ICRP シンポジウムや国際ワーク

ショップなどを通して議論の場が設けられながら、今後も進められていくであろう。とく

に、ICRP シンポジウムは 2011 年に始まって隔年ごとに実施されている。2017 年はパリで

行われた。その会議録およびプレゼンスライドは ICRP の HPに公開されている。次期 ICRP

シンポジウムは、2019 年 11月にオーストラリアのアデレードで開催される。ICRP 活動と

成果に関する情報は ICRP の HP (http://www.icrp.org)で随時公開されている。
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IAEA における放射線安全基準の検討状況 

米原 英典 
原子力安全研究協会 国際研究部 

 
要旨：IAEA（国際原子力機関）の放射線安全基準委員会（RASSC）における放射線防護に関

する検討状況について報告する。 

 IAEA は、健康を守り、生命と財産に対する危険を最小化するため安全基準を策定する権

限を定めている。それらの策定された安全基準は、加盟国において取入れが強制されるも

のではないが、多くの国において国内法令や指針類や国際条約などに取り入れられるなど

して活用されている。それらの安全文書の策定や改訂を行うために、1996 年から安全基準

委員会（CSS）の下に、原子力安全基準委員会（NUSSC）、RASSC、輸送安全基準委員会（TRANSSC）

および廃棄物安全基準委員会（WASSC）を設置する体制で、加盟国からそれぞれの分野の代

表が出席して、審議をおこなってきた。2015 年には、新たに緊急時の準備と対応に関する

委員会（EPReSC）が設置された。これらの 5 つの委員会への付託事項は、それぞれの分野

の基準文書の策定、見直しや改訂するプログラムについて、またそれらの基準の使用や適

用を支援する活動について勧告を行うことである。セキュリティに関する基準文書につい

ては、2012年に設置された原子力セキュリティガイダンス委員会（NSGC）で策定や改訂の

ための審議が行われている。 

RASSCは、放射線防護に関わる基準を対象にし、特に IAEAが、他の国際機関と共同で策

定している国際基本安全基準（International Basic Safety Standards,略して BSS と呼ば

れる）は、多くの国で、放射線防護に関する法令やガイドや、放射性物質の輸送規則の例

のように国際的な条約などにも取り入れられている重要な基準文書である。各分野に共通

の安全基準の他に、放射線源や放射線発生装置などの利用やその施設における安全基準を

主担当として策定しているほか、他の安全基準委員会や EPReSC が主担当で策定している基

準文書について放射線防護の観点からの検討を行っている。 

RASSCは、第 7 期（2014～2017 年）における活動内容を報告書にまとめたが、その中で

示された主な成果は以下のとおりである。 

 

・基本安全基準（BSS）の改訂版の発行 

2011 年に暫定版を発行した後、福島第一原子力発電所事故で学んだ教訓を反映させるか

どうかを検討されたが、特に改訂する必要はないとして、2014年に正式版として発行し

た。 

・BSSの履行状況の観察 

RASSC会合で、スイスなど加盟国が BSS の履行の状況を報告した。また BSS履行に関す

る地域開催のワークショップを 8 回、1 つのテーマに絞った内容での会合を 7 回開催し

た。 

・安全指針の改訂 

多くの安全指針の改訂を実施したが、特に BSS にも取り込まれている環境防護の概念を

検討した環境関係の以下の安全指針を完成させた。 

「公衆の放射線防護と環境の防護」 

「施設と活動のための前向きの放射線環境影響評価 

「環境への放射性排出物の規制管理」 

・規制除外、規制免除およびクリアランスの概念の適用（RS-G-1.7）の改訂 

規制免除とクリアランスについてそれぞれ 2件の指針に分けて策定する方針が出された。
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計画、現存、緊急時の被ばく状況における免除やクリアランスの概念の整理や新たに規

制免除とクリアランスのための表面汚染密度の数値を検討することとしている。 

また報告書では、次期である第 8 期（2018～2021 年）における重要検討事項として、以

下の課題を挙げている。 

〔一般的課題〕 

・福島原発事故での教訓の履行

・科学的知見に関する履行における UNSCEAR 等関連国際的組織との協力

・BSSの履行

（特に医療以外の人体イメージング、飲食物中の放射性核種、ラドン、獣医学分野におけ

る

放射線防護、眼の水晶体における新しい線量限度の履行等） 

・線量評価における不確実性と保守性の課題

（今後検討される免除やクリアランスの基準の改訂において、被ばくシナリオにおける線

量評価において、不確実性の大きい被ばくシナリオで過剰な保守性を考慮することによ

り、過剰に厳しい基準値が導出されるという懸念について検討する） 

〔個別課題〕 

・屋内ラドン

・航空乗務員/宇宙飛行士の放射線被ばく

・食品と飲料水の整合のとれた基準

・等級別アプローチ（特に NORM）

・非医療の人体イメージング

・獣医学での放射線防護

・免除とクリアランスのガイダンスの改訂

・現存被ばく状況における管理

・職業被ばくの最適化（職場の様々なリスクに対する最適化の全体的アプローチ）
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OECD/NEA CRPPH の最近の活動について 

本間俊充

原子力規制庁

要旨： 

経済協力開発機構/原子力機関(OECD/NEA)は、OECD の専門機関として 1958 年に欧州

原子力機関(ENEA)として発足した。我が国は 1972 年に欧州以外の国として初めて参加し、

その際に現在の名称に変更された。OECD/NEA には現在 EU 諸国を中心に 33 ヶ国が加盟

している。幅広い国が加盟している国際原子力機関(IAEA)に対し、OECD/NEA は既に核

エネルギー利用技術を取得している国が主な加盟国である。

放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH：Committee on Radiological Protection and
Public Health）はこれら OECD/NEA 加盟国からの専門家で構成される常設委員会の一つ

で、NEA の戦略計画（2017 年-2022 年）では、放射線防護の概念、科学、政策、規制、

運営上及び社会的な課題を確認し効果的に取扱うことによって、放射線防護体系の規制、

履行及び更なる発展において加盟国を支援することを目標としている。具体的には、(1)
放射線防護・公衆衛生に関して放射線防護当局間の情報交換及び経験の移行のための場を

提供する、(2)ICRP 勧告・その他の国際基準の解釈や履行に関する共通の理解やガイダン

スを求める、(3)放射線防護体系を明確かつ透明にするための概念や施策を進めステークホ

ルダーとの関与を促進する、(4)放射線防護や公衆衛生関連の問題についての国際協力を促

進する、(5)最新の知見を科学技術的なレベルでレビューして国際的な合意を必要とする場

合に助言や参考文書を作成する、(6)専門家世代間の知識や経験の継承、管理を確実にする、

(7)国際勧告策定に政策や規制ニーズを反映するため ICRP と交流する、を任務とし NEA
や OECD 内の他の委員会や国際機関と協調して活動を行っている。

CRPPH は、これまで NEA の廃棄物管理部が事務局を担っていたが、現在は新しく設

立された放射線防護・原子力安全人的側面部(Division of Radiological Protection and 
Human Aspects of Nuclear Safety)が担当し、上記の任務を達成するため、常設の”原子

力緊急事態の課題に関する作業部会(WPNEM)”、他国際機関との共同事業である”職業被

ばく情報システム(ISOE)”及び時々の課題に対処するための専門家グループによる活動、

関連するワークショップの開催・支援、事務局による独自の活動を行っている。報告者は

2015 年より CRPPH のビューロを務めているので講演では CRPPH におけるこれらの最

近の活動について報告する。



2018 年 1 月 23 日 放射線防護に関する国際動向報告会 

40 

WHO の最近の動向 
（WHO Collaborating Center；世界保健機関協力センター）

立崎英夫

量子科学技術研究開発機構

放射線医学総合研究所 被ばく医療センター

要旨：

 世界保健機関(WHO: World Health Organization)は、協力センター(CC: Collaborating 
Center)という制度を運用しており、この枠組みで、WHO によって指定された加盟国の研

究機関や大学などが WHO のプログラムを支援する活動を行っている。2017 年 1 月現在

80 か国以上の加盟国の 700 以上の機関が指定されている。日本からは、活動が盛んでな

い CC も含めると 96 機関が指定されている。 
旧放射線医学総合研究所は、2013 年 9 月に WHO-CC に指定され、その後 4 年間の活動

が評価され、量研に組織が変わったのち、2017 年 9 月に再指定を受けた。この現行第 2
期の活動領域(TOR)は５つあり、以下のとおりである。 

1: Support WHO in the area of radiation emergency medicine and REMPAN 
activities 

2: Support WHO response to and recovery after radiation emergencies 
3: Support WHO work in the area of biodosimetry and BioDose Net (cytogenetics 

and internal contamination monitoring) 
4: Support WHO in the area of radiation protection for natural exposures 
5: Support WHO work in the area of safe use of ionizing radiation in health care 

settings (medical exposure) 
この中で、TOR1 と 2 は、放射線緊急事態に対する準備と事故対応である。3 は生物線量

評価を中心とした線量評価である。以上の 1 から 3 は被ばく医療の領域での指定となって

いる。４は自然放射線と題されているが、特にラドンに関する領域である。そして、５は

医療被ばくの領域である。第 1 期目(2013-2017)の各領域での主な活動を表に示す。この

中で、医療被ばくに関しては、次席発表での詳細な説明を参照されたい。 

上記 TOR１にある、REMPAN とは、Radiation Emergency Medical Preparedness and 
Assistance Network（緊急被ばく医療ネットワーク）のことである。これは、世界のどこ

かで放射線被ばく事故が発生した場合に助言できる医療と線量計測専門家からなる WHO
によるネットワークであり、チェルノブイリ事故後の 1987 年に設立されている。この中

には、CC 以外に、Liaison Institutes(LI：連携機関)と Observers いう参加機関の制度が

あり、より緩い形でネットワークに参加している。2017 年 6 月時点では、15 の CC と 32
の LI が登録されている。旧放医研はほぼ REMPAN 設立当初より WHO-CC 指定以前から

このネットワークに参加して来たが、2004 年 1 月に正式に LI として指定され、その後上

記のように CC の指定を受けた。日本からは現在、放医研、放影研、長崎大が CC として、

また弘前大、福島県立医大、広島大が LI として参加している。 
量研放医研は、引き続き WHO-CC として、これらの分野での専門的立場から世界の保

健と医療に貢献していく予定である。
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表 量研放医研の主な WHO-CC 活動 

WHO への協力分野 主な活動 (2013-) 

緊

急

被

ば

く

医

療

1 放射線緊急時対

応準備の強化

WHO-REMPAN
支援

・アジア地域の被ばく医療従事者育成（継続して国際研修

実施 2014, 2015, 2017、講師派遣）

・海外への情報発信： WHO専門家会合出席(2013タイ, 2014
独, 2015 伊, 2016 韓)、WHO-WPRO Regional Forum (2014
比, 2016 比)、REMPAN e-Newsletters 

・15th Coordination Meeting of REMPAN：TV 発表(2017 瑞)
・国際緊急時対応演習参加（ConvEx3, 2013/ ConvEx 2b,

2014, 2016, 2017 ConvEx 2c, 2015）

2 放射線緊急事態

時の支援

・International Health Regulations – Roster of Experts 指名登

録

・海外での放射線 線源盗難事故での専門的助言（2013 墨） 

3 生物線量評価 ・WHO BioDose Net 登録ラボ、BioDose Net 調査参加、二

動原体染色体解析に関する国際相互比較参加

・アジア地域の生物線量評価専門家育成（実習生受入）

・アジア・太平洋地域の生物線量評価 NW 構築に向けたワ

ークショップ (2014, 2015)
・海外への情報発信：WHO 専門家会合出席(2014 独、2015
米)

放

射

線

防

護

4 ラドンに対する

放射線防護

・ラドン/トロン統合検出器の国際相互比較実施

・国内への情報発信： WHO 刊行物和訳（屋内ラドンハン

ドブック）

5 医療被ばく ・国内・海外への情報発信・共有：

・小児医療被ばくに関する WHO-CC シンポジウム開催

(2014)、
・国内医療被ばく研究情報 NW（J-RIME）運営
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WHO の最近の動向（医療用放射線被ばくに関して） 

神田玲子

量子科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所・放射線防護情報統合センター

要旨： WHO の電離放射線プログラムのサイト 1 では、チェルノブイリ原発事故、放射線

緊急時、医療用放射線被ばく、環境放射線関連の情報が掲載されているが、最近のイベン

トや出版物は、放射線緊急時対応と医療用放射線被ばくに関連したものが多い。

WHO は、Global Initiative on Radiation Safety in Health Care Settings の下、医療放

射線の安全かつ有効な使用のため、リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケーション

の 3 分野での進展をサポートしてきた。そして 2013 年には IAEA との共同声明の形で、

“Bonn Call-for-Action”を発表した。これは 2012 年 12 月にドイツ・ボンにて開催され

た国際会議で得られた重要な成果をまとめたもので、今後 10 年の医療において放射線防

護を向上させる 10 の行動を提案するものとなっている。 
この後、WHO は“Bonn Call-for-Action”の実行に照準を合わせた活動を実施している。

中でも代表的なのは、放射線検査のベネフィット‐リスク対話の推進のためのツール開発

である。また昨年 12 月には、IAEA 主催／WHO・PAHO 共催の“医療における放射線防

護に関する国際会議”が開催された。これは、ボンでの国際会議から 5 年が経過した時点

で、“Bonn Call-for-Action”の達成状況を確認することを目的に開催された。 

1．放射線検査のベネフィット‐リスク対話の推進のためのツール開発

WHO は 2016 年に“Communicating radiation risks in paediatric imaging”を公表し

た 2。この報告書は、小児医療における便益とリスクに関する対話をサポートするため、

小児画像診断の放射線リスクを伝えるコミュニケーションツールとして役立つことを目的

としている。作成には、様々なステークホルダが関与し、ワルシャワ、ボン、プラハ、東

京で開催された国際会議でオープンな議論を行い、パイロット試験も行われた。結果、完

成までに 5 年の歳月を要した。既に日本語の含め 8 か国語のバージョンが公表されている。 
また WHO は、上記報告書をベースに小児患者とその家族向けのリーフレットを作成し

ている。昨年 12 月 10 日にウィーンで開催されたワークショップでは、放射線検査全般、

CT、核医学、IVR、歯科検査のための説明用リーフレットについて、国際機関関係者や海

外の専門家ならびに患者団体代表が集まり、議論を行った。

2．“医療における放射線防護に関する国際会議”の開催（ウィーン、12 月 11－15 日） 
上記会議は、534 名の参加（参加国 97 名）、18 機関の協力、57 の発表、約 200 論文の

提供等、前回のボンでの国際会議と同程度の規模で開催された。5 日間の会議の結果、関

連研究論文数の増加、地域や国レベルでのキャンペーンの強化、機関レベルでの活動の活

発化、発展途上国での成功事例、線量の最適化の向上が確認された。また今後の課題とし

ては、限られた先進国では、診断（撮影）におけるプロトコルが確立され、更新されてい

るとはいえ、世界の大半ではプロトコルが欠如していることや、患者の便益やリスクを説

明する材料が不十分であること等が上げられた。

参考サイト

1.http://www.who.int/ionizing_radiation/en/
2．http://www.who.int/ionizing_radiation/pub_meet/radiation-risks-paediatric-imaging/en/
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米国放射線防護審議会(NCRP): 
組織構成、最近の動向、政府機関との関わり 

浜田信行

電力中央研究所 原子力技術研究所 放射線安全研究センター

(NCRP 第 1 専門委員会 委員) 

米国では、非政府機関である NCRP が放射線防護体系の枠組みを勧告している。NCRP
と、米国政府機関である科学担当の科学アカデミー(NAS)と規制担当の原子力規制委員会

(NRC)との関係は、国際的に、非政府間機関の ICRP と、政府間機関の UNSCEAR と IAEA
との関係に類似している。

NCRP は、常設の幹事会、審議会、事務局、行政委員会、7 つの専門委員会(PAC)、刊

行物を作成するアドホックな委員会として、科学委員会と審議会委員会により構成される。

このうち、幹事会と科学委員会は、ICRP の主委員会とタスクグループに相当する。専門

委員会は、PAC 1、PAC 6、PAC 4 が ICRP の C1、C2、C3、残りの PAC が C4 に相当す

る。NCRP は、毎年 3 月(稀に 4 月)に 1 回、幹事会、審議会、専門委員会、公開制年会を

同時開催する(ICRP は、主委員会会合を年 2 回、専門委員会会合を年 1 回、そのうち 2 年

に 1 回、主委員会会合、専門委員会会合と公開制シンポジウムを同時開催する)。 
NCRP の刊行物には、声明、コメンタリー、レポートがあり、それぞれ、査読制度、公

開意見募集の有無、ページ数、価格などが異なる。評価が予備的な場合、刊行を急ぐ場合、

予算が限られている場合、レポートではなく、コメンタリーとして刊行する。コメンタリ

ーよりも更に急を要する場合、声明として刊行する。学術雑誌へのコメンタリーやレポー

トの解説記事の刊行を奨励している。

NCRP の刊行物作成グループ(科学委員会と審議会委員会)は、専門委員会が設置を提案

して、審議会の承認を経て、設置候補リストに加える。そのうち、実際に設置するのは、

外部資金を確保できたグループのみである。刊行物は、財政支援機関の最終確認を経てか

らの刊行となり、刊行物にも財政支援機関名が明記される。これは、独立性を維持するた

めに、特定の財政支援機関からの予算を特定のタスクグループの活動に割り当てない

ICRP の考え方と大きく異なる点のひとつである。 
NCRP 刊行物作成の財政支援は、基本的に政府機関であって、PAC 1 関連では、NRC、

疾病予防管理センター(CDC)、航空宇宙局(NASA)、エネルギー省(DOE)が代表例として挙

げられる。また、政府機関からの財政支援を伴う依頼に基づいて設置される刊行物作成グ

ループが増加傾向にあり、NCRP としても国のニーズに応える検討に取り組めるシステム

に繋がっている。政府機関は、NCRP の勧告を判断材料のひとつと位置づけており、財政

支援をしても、NCRP の勧告をそのまま規制に取り入れている訳ではない。NCRP
Commentary No. 26 は、その例である。このコメンタリーは、NRC からの依頼、NRC
と CDC からの財政支援により作成して、2017 年 1 月に作業者の水晶体等価線量限度を引

き下げる勧告をした。一方、NCRP がコメンタリーの作成を開始した 2014 年に、NRC は、

引き下げを提案する公開意見募集を開始したが、ステークホルダーからの反対が多く、

2016 年 12 月に引き下げの断念を決定した。そのため、米国は、水晶体等価線量限度を変

更する予定が今のところない。

本講演では、NCRP の組織構成と最近の動向を紹介するとともに、政府機関との関わり

について実例を交えながら紹介する。
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（平成30年1月23日開催）
【アンケート】

回収数

1.職種

2.年齢

3.報告会を何で知りましたか

その他
・
・
・
・
・
・

4.報告会について

今後、取りあげて欲しいテーマは何ですか（複数回答可）

生物学的影響とリスク
・
その他
・
・
・
・
・

60歳
以上

12
37.5%

回答数
割合

組織反応、極低LET(マンモグラフィー)などテーマを絞って

主催者からの情報
原安協関係者
アンブレラNW
ネットワーク事業
防護関係者からの案内
放射線審議会

100.0%

0.0% 100.0%
32

合計

0 33

40歳代 50歳代

回答数 8 16

医療者 事務職員

学会 その他 無回答 合計

無回答

0

20歳未満

講演者

9.4%
0 3 3 14

0.0% 0.0% 9.4% 43.8%
0

20歳代 30歳代

1

文科省

割合

※グラフ及び表中の構成比（％）は、小数第2位を四捨五入して表示しているため、合計は必ずしも100％には
なりません。

参加者数 回答数 回収率
45 32 71.1%

3.1%
5 7 2 2 1

研究者 会社員 診療放射
線技師

教員

5 3

大学職員

24.2% 48.5% 27.3% 0.0%

放射線防護、緊急被ばく医療における研究開発の役割
放射線利用のリスクと便益のバランス

250.0%

回答数 24 6 9 9 13 12

放射線安全利
用

放射線の生物
学的影響とリ

スク

人材育成、災害対策
福島の心理的健康障害
放射線防護に関する国際動向、国内法令への取り入れの動向

100.0%割合 15.6% 6.3%

割合 75.0% 18.8% 28.1% 28.1% 40.6%

5 2 80

その他 無回答 回答数
合計

回答
者数

32回答数

6.3% 3.1%

団体職員

37.5%

放射線教育、
リスコミ

放射線測定
と線量評価

環境放射線と
放射性廃棄物

原子力・放射
線事故対応

1 32
3.1% 100.0%

公務員

3

割合 3.1%

15.6% 21.9% 15.6% 9.4%
合計

9
割合

回答数 1

エンジニア 無回答
9.4% 6.3%

回答数

3.1%
1
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5.その他ご意見・ご要望
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・

・

・
・
・
・
・
・

長時間の開催のため、会場内でお茶ぐらいは飲めた方がよいと思う。
発表のパワーポイントを量子科学技術研究開発機構か原子力規制委員会のウェブサイトに掲載してほし
い。
今回は国際「機関」の動向であったが、次回は放射線防護の「何に？」関する国際動向に的を絞るのかが
重要かもしれないと思う。例えば、規制、原子力・放射線災害、モニタリング(緊急医療)、教育(学校、職業)
など。
大変勉強になった。
できれば土日開催にして欲しい。
国際動向に関しては、定期的に(年1回)開催してもらいたい。
国際機関との連携がとてもコンパクトにまとまっていて頭の中のランダムな情報の整理に役立つ報告会
各国際機関の役割が分かり、興味深い会合だった。
資料をウェブサイトで公開してほしい。

異分野のため、このような機会は大変勉強になった。定期的に会を開いてもらえるとよい。
この分野における研究開発の支援もお願いする。また、今回のような全国際機関報告会を定期的に開催
してもらいたい。
復命報告と情報共有のためにも、スライド(key point)の配布をしてもらいたい。
貴重な情報を聞く機会を得た。
使用されたパワーポイントを資料として入手できるようにしてもらいたい。
時間がタイトであった。
個々には情報を多少持っている各国際機関等の活動を一堂に紹介もらい理解を深める場となり良かっ
国内のこれらに関連する専門職を今後も養成していくためにも、継続したこのような機会が望まれる。特に
若い人の参加をよびかければ良いと思う。
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